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御社の設立経緯についてお聞かせください。
　当社は、1846 年（弘化 3 年）、琉球王朝時
代に酒造りが許されていた首里三箇の 1 つ、
赤田町で初代、新里蒲によって創業されました。
現存する沖縄の酒造所としては、創業 176 年
を迎える最古の蔵元となります。
　その後 1924 年には首里から那覇市若狭に
移転、沖縄戦を経て 1953 年に那覇市牧志に

て事業を再開、1988 年には、沖縄市古謝の本
社所在地に移転し現在に至っています。

新里酒造の強みは何であると考えていらっしゃ
いますか。
　泡盛の伝統と技を守りつつ、機械化などを積
極的に導入し、安全・安心で高品質な泡盛造り
をしていることが当社の強みではないかと感じ
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新里酒造株式会社新里酒造株式会社
代表取締役社長 代表取締役社長 新里　建二 新里　建二 氏氏

　新里酒造株式会社は琉球王朝時代に酒造りが許されていた首里三箇の１つであり、現存する泡盛の
酒造所では最古の蔵元といわれる歴史ある会社である。老舗泡盛メーカーとして「かりゆし」「琉球」
などの人気商品を製造しているなか、2020年4月にウィスキーの製造免許を取得。メイドインオキ
ナワのウィスキーを製造すべく新たな挑戦をスターとさせている。今回はうるま市州崎の工場へ新里
社長をお訪ねし、創業経緯、経営理念、社会貢献活動などについてお考えをお聞きした。また、2020
年よりスタートさせたウィスキー製造の新事業についても挑戦進める想いについても詳しく伺った。
	 インタビューとレポート　　新垣　貴史
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ています。当社では 2006 年 4 月にコンピュー
タによる仕込みタンクの導入で細やかな温度管
理が可能となり、生産能力は飛躍的に向上し
ました。また、同年に ISO9001 認証を取得、
HACCP の衛生管理システムに基づいた高品質
な泡盛造りを行っています。
　このような取り組みもあって、県内コンビニ
エンスストア大手よりコーヒー泡盛カップの
PB 製造委託を受けています。この PB 製品は
県民はもちろん、観光客にも人気商品でお土産
としてケース買いをする方もいるほどです。
　また、県外大手アルコール製造メーカーから
の泡盛の OEM 受託業務も行っています。県外
大手メーカーは製品の品質などに関して求めて
くるハードルが非常に高く、それを 1 つ 1 つ
クリアするために新しい設備を導入するなど苦
労しましたが、当社の衛生面に配慮した生産ラ
イン、システムを評価していただき受託生産を
受けるに至っています。
　このような衛生管理を徹底し、安全・安心な

生産技術こそが当社の強みではないかと思って
います。

新里酒造の前代表が 1989 年に新しい酵母の
開発に成功されたとお聞きしました。
　実は現在、県内の泡盛造りで広く使われてい
る酵母（泡盛１０１号酵母）は、当社の 6 代
目の代表者である新里修一氏によって発見、開
発に成功したものです。彼は沖縄国税事務所の
鑑定官であり酵母の研究者でもありました。彼
が長年の研究の末、酵母の中に 60 億分の 1 の
割合で存在する「泡無し酵母」を分離すること
に成功したのです。
　この泡無し酵母が発見されたおかげで、泡盛
を仕込む際に行わなければならない煩雑な泡の
管理が不要になり、仕込み量を増やすことに
繋がっています。現在、この泡無し酵母「泡
盛 101 号酵母」は酒造組合で管理されており、
多くの県内酒造会社が使用していることは、当
社の誇りであると感じています。

緑豊かなうるま市州崎に工場を構える緑豊かなうるま市州崎に工場を構える沖縄市古謝の本社沖縄市古謝の本社

うるま市州崎の工場うるま市州崎の工場戦前の首里赤田町周辺戦前の首里赤田町周辺
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泡盛業界全体の課題はどのように考えていらっ
しゃいますか。
　泡盛出荷量が過去最高を記録した 2004 年
以降 17 年連続で前年割れを続けていることで
す。2001 年の NHK 朝の連続テレビ小説「ちゅ
らさん」をきっかけとして沖縄ブームが起き、
泡盛も出荷量が大きく伸びました。その後は酒
造組合や沖縄県が中心となり県外での販促キャ
ンペーンなどを積極的に行ってきましたが、残
念ながら 17 年連続の前年割れという厳しい結
果となっています。
　一方で沖縄県内では、泡盛の周知や PR 活動
について業界でも力をいれることはほとんどな
く、地元である沖縄でも泡盛離れが進んでし
まったのではないかと感じています。
　泡盛は、地元のお酒ではありますが、沖縄県
民は泡盛を飲むのは当たり前ではないはずで
す。やはり私は、原点回帰というか、改めて沖
縄県民に愛される酒造りに力を入れていきたい
と考えています。そして特に若者に泡盛を好き

になっていただけるような取り組みを業界全体
で行っていく必要があるのではないかと感じて
います。
　もっと若者に対してもウチナーンチュのアイ
デンティティに訴えかけるようなプロモーショ
ン活動などを強化していくべきではないので
しょうか。

経営理念、社是を教えてください。
　経営理念は、①地域と共に活きる、②お客様
第一主義に徹する、③会社の発展と社員の幸福
を一致させる、この３つの言葉を掲げています。
社是は「和醸良酒」。この言葉は、良い和をもっ
て醸すという意味です。つまり酒造りに携わる
人の和の精神によって良い酒は生まれているの
だ、ということです。実際に酒造りを行ってい
る杜氏だけではなく、製造や販売すべての当社
の社員の気持ちを１つにし、良い酒造りを今後
も続けていきたいと感じています。

伝統的な酒造りには手作業も不可欠伝統的な酒造りには手作業も不可欠

安全・安心な酒造りのためコンピュータで徹底した安全・安心な酒造りのためコンピュータで徹底した
温度管理温度管理

時間をかけて熟成させることで芳醇な古酒に時間をかけて熟成させることで芳醇な古酒に

機械化された泡盛の製造ライン機械化された泡盛の製造ライン
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社会貢献活動についてお考えをお聞かせくださ
い。
　毎朝、工場内、工場周辺の清掃活動を継続し
て行っています。清掃を通じて地域の方々が気
持ちよく朝を迎えられるようにと続けている社
会貢献活動です。
　もう 1 点は、新型コロナウイルス感染症の
2020 年春から夏にかけての拡大期に、国から
の要請もあり泡盛を使った高濃度のアルコール
消毒液を製造し、沖縄市、うるま市などに寄贈
しました。当時は、家庭用、医療用を含めて消
毒用アルコールが不足しており、医療施設など
を含めて多くの感謝の言葉を多くいただきまし
た。今後も地域活動を含めて当社で何か協力で
きることがあれば積極的に協力していきたいと
思っています。

新事業を開始したとお聞きしています。
　今後、成長が見込まれる新事業として 2020
年 4 月、ウイスキー製造免許を取得し、同年

5 月より製造を開始しています。そして 2020
年 12 月に発売したのがウイスキー「新里」で
す。2 種類のスコットランド産のウイスキーと
当社の樫樽貯蔵の泡盛古酒をブレンドしていま
す。最近の少量生産のクラフトウィスキーブー
ムもあり人気商品の１つとなっており、おすす
めの飲み方はハイボールです。
　もう 1 点が 2021 年 12 月に発売したウイ
スキー「金康（かねこう）」です。この商品は
輸出を前提に、かつ欧州などの飲食店向けに製
造された製品です。2021 年 5 月に製造を開始
しており、日本で 3 年熟成させることで「ジャ
パニーズウィスキー」として国内外で販売する
ことができるようになります。欧州をはじめア
ジアの富裕層を中心にジャパニーズウィスキー
は非常に人気があり、今後、生産を伸ばしてい
きたいと考えています。もちろん当社は泡盛
メーカーですので泡盛が主力事業であるという
ことには変わりありませんが、いずれ当社の事
業の柱の１つとして成長してくれることを目指

こだわりの新里ウィスキーこだわりの新里ウィスキーメイドインオキナワのウィスキーを熟成貯蔵メイドインオキナワのウィスキーを熟成貯蔵

最終の製品チェックはしっかりと目視最終の製品チェックはしっかりと目視
オーク樽で熟成しジャパニーズウィスキーとしてオーク樽で熟成しジャパニーズウィスキーとして
世界へ世界へ
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し頑張っていきたいと思っています。

最後に
　今、チャレンジすると決めて進めているプロ
ジェクトが、米、麹などを含めて原材料をすべ
て県産品にする泡盛造りです。今までは、どう
してもお米に関してはタイ米 ( 長粒米 ) を使用
していました。現在、伊是名村でタイ米（長粒
米）の栽培を進めており、この伊是名産米を使
用し、県産の麹を含めすべて県産の食材を使用
しこの泡盛を製造する準備を進めています。
　きっかけは、フランスなど、ワインなどが人
気の欧州などでは “ テロワール ” という考え方
があります（その土地の気候や土壌、地形を活
かしたブドウを栽培し、その土地の美味しいワ
インを製造すること）。現状として沖縄県産の
琉球泡盛といっても原材料のお米は輸入された
タイ米 ( 長粒米 ) となると、欧米の方からする
と、強い違和感があるようです。
　今後、泡盛を世界中の方々に愛され評価して

いただくためには、泡盛の選択肢の一つとして
原材料はすべて県産品である酒をぜひ造りあげ
たいと考えています。
　当社は 176 年の歴史ある県内最古の蔵元と
して泡盛文化を次の世代へしっかり引き継がな
ければならない使命のようなものがあると感じ
ています。琉球王朝以来の伝統と技を引き継い
だ泡盛メーカーとして守らなければならない文
化もあると思いますが、その上で変化を恐れず、
新たな挑戦も積極的にやっていきたいと考えて
います。メイドインオキナワのウイスキー、リ
キュール、スピリッツなどのお酒についても今
後、積極的に開発していく予定です。今後とも
新里酒造の酒造り、新たな挑戦にもご期待くだ
さい。引き続き新里酒造をどうぞよろしくお願
いいたします。
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FAX 098-939-6549

1846 年（弘化 3 年）

代表取締役　　新里　建二

取締役部長　　新里尚也

取締役部長　　金城盛雄

28 名

http://www.shinzato-shuzo.co.jp

酒造業（泡盛、ウイスキー、

リキュール、スピリッツ）

うるま市州崎 12-17

うるま市工場内店舗では一般のお客様も購入可能うるま市工場内店舗では一般のお客様も購入可能

新里酒造の豊富な商品ラインナップ新里酒造の豊富な商品ラインナップ
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株式会社沖縄ＵＫＡＭＩ養蚕は 2013 年 4 月
に今帰仁村にて活動を開始した。養蚕、繭（＝
シルク）を原料とする製品の研究開発並びに製
品の製造販売会社である。2018 年には、オリ
ジナルブランド「VILANJE（ヴィランジェ）」を
立ち上げ、自社養蚕の沖縄シルクを独自の技術
でパウダー化に成功。そのシルクパウダーを配
合したスキンケア用品を発売した。その他にも
繭（＝シルク）の副産物であるサナギを原材料
としたモノづくりの可能性に着目し、創薬、医療、
ヘルスケア等に関する研究を大学や研究機関と
共同で進めている。今回はうるま市の研究拠点
を訪ねお話しを伺った。

エリ蚕の可能性に惹かれ活動開始
仲宗根代表は国内大手化粧品メーカーに勤務

し、シルクを化粧品の材料として使用するプロ
ジェクトに従事していた。その業務の一環で、

「日本野蚕学会」という野蚕（ヤサン）の研究
に関する情報交換をする学会に所属していた。

ある時、同学会の会長に「日本本土にはいな
い、亜熱帯地域にのみ生息するエリ蚕（エリサ

ン）という蚕がいて、その研究を日本で唯一の
亜熱帯気候である沖縄で一緒にやってみません
か」という誘いを受ける。国内では沖縄でしか
養蚕できないエリ蚕の可能性と、生まれ故郷で
ある沖縄の産業と科学振興の発展に貢献できる
可能性を強く感じ、大手化粧品メーカーを退職。
沖縄北部地域における調査活動を経て 2013 年
に、この株式会社沖縄ＵＫＡＭＩ養蚕での活動
を開始した。

エリ蚕（エリサン）の特徴とは
エリ蚕は、本土での一般的な蚕と仲間ではあ

るものの独特な生態をもっている。一般的な蚕
は、桑の葉を食して成長していくが、このエリ
蚕はキャッサバの葉を食べる。ご存知の方も多
いかもしれないがキャッサバとはブームとなっ
たタピオカビーズの原材料となるタピオカ芋を
作る植物だ。

また特徴としてエリ蚕の繭（＝シルク）は一
般的な繭（＝シルク）と比較すると短く、繊維
にするのは不向きだという。

しかし、沖縄産のエリ蚕繭 ( ＝エリシルク )
は多孔質（ナチュラル・ナノポーラス）といわ
れる微細な空洞のある構造となっており、人の
肌の水分・油分量を整える作用があり、さらに
18 種類のアミノ酸が豊富に含まれ、人間の肌
と親和性が高く、うるおいと透明感のある肌に
導くという。

現在、国内某大手百貨店や県内であればイー
アス沖縄豊崎で販売を開始しており、多くの方

株式会社沖縄ＵＫＡＭＩ養蚕

やんばるの自然豊かな環境で未
来を紡ぐ『農業（沖縄産エリ蚕
の養蚕）× 科学』で世界に挑
むオンリーワンのモノづくり。

事業概要

○代表取締役　仲宗根　豊一
○住　　　所　（本社）今帰仁村字平敷267番地1・D号室
	  （研究所）うるま市字州崎5番8
　　　　　　　　　　　 沖縄ライフサイエンス研究センター124号
○T　　e　　l　0980-56-3367
○H　　　　P　https://www.ukami.co.jp

企業探訪 Vol. 6

代表取締役   仲宗根　豊一 氏
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に好評を得ているようだ。また、某大手百貨店
を通じて越境 EC（中国、シンガポール）での
販売も開始しており、今後の展開が期待されて
いる。
「当社以外にもシルクを配合したスキンケア
商品はあるが、当社との違いのひとつは製品ト
レーサビリティ（作り手の顔が見える）が当社
では担保されていること」と仲宗根社長は語る。
確かに、どこで生産されたシルクか分からない
商品を肌に塗るのは抵抗があるはずだ。

同社のエリ蚕は、自然豊かな今帰仁村で栽培
されたキャッサバの葉を餌として育ち、同村の
高齢者や就労支援事業所のメンバーによって分
別作業や加工が行われている。メイドインオキ
ナワの良質なシルクであり、さらに県内の雇用
にも貢献しているのだ。

創薬、医療など新たな可能性を秘める
現在、大学や研究機関では、繭（＝シルク）

を非繊維分野である創薬、医療分野でも活用す
る研究が進んでいるという。「当社ではエリ蚕
のサナギを用いた機能性食品素材となるＵＫＡ
ＭＩ琉球夏草Ⓡ（ウカミリュウキュウカソウ）
や、動物用ワクチン、診断薬、抗原検査キット
の研究開発を大学等研究機関と進めている」と
仲宗根社長は教えてくれた。
「蚕は人類よりも先に地球に誕生したと言われ
ており、5 千年もの長い間、人間と蚕は共存し
ています。しかし、まだまだ蚕には未知の部分
があり創薬や医療など、様々な分野で可能性を

秘めている」と仲宗根社長は力強く語る。

多くの県民、子供たちにエリ蚕の魅力を発信
最後に、これからの目標について質問してみ

ると意外な答えが返ってきた。「たくさんの沖
縄の子供たちにエリ蚕の魅力や可能性を知って
もらうこと」「本業の養蚕、商品の研究開発や
製造販売も大切ですが、エリ蚕の魅力を伝える
ことも重要な業務だと考えています」と仲宗根
社長は語る。「夏休みには県立図書館でエリ蚕
を用いた体験学習を開催したこともあります」

「ゆくゆくは、私が開催した体験学習がきっか
けで、エリ蚕をはじめ、やんばる（沖縄北部）
やこの地域にしか生息しない多様な生物に興味
を持ち、生き物が持つデザインを社会に役立て
る研究に取り組む子供が出てきてほしい。そし
て大きな成果を見出して、沖縄初のノーベル賞
受賞、これが私の目標であり夢でもあります」
と仲宗根社長は笑顔で語る。

国内では、沖縄でしか養蚕されていないエリ
蚕という蚕がおり、沖縄県産の良質なシルクが
製造されていることに驚かされた。また、新た
な創薬や科学技術研究で昆虫の活用が世界的に
進んできていることを知った。

今回は古めかしくも新しい沖縄産エリ蚕の可
能性を強く感じた企業探訪となった。今後も沖
縄ＵＫＡＭＩ養蚕の取り組みに注目していきた
い。（レポート　新垣  貴史）

エリ蚕 百貨店での販売風景（東京、名古屋） UKAMI 琉球夏草Ⓡ

エリ蚕の餌となるキャッサバ（葉）を
圃場にて栽培

障がい者就業支援事業所メンバーによる
仕分け作業

子供向け科学体験学習（かがくのミ・ラ・イ）
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竹村氏は、「スマートインクルージョン」の推

進者であるが、一般的には「ビジネス英語トレー

ニングのエキスパート」として著名だ。ご自身

のプロフィールをお聞かせいただきたい。

本業は、研修を専門とした「株式会社ユニ
バーサル・エデュケーション」という法人の
代表取締役を務めています。

元々は東京都立高校で６年間英語の教員を
していましたが、実践で英語を使いたいと思
い、「公文教育研究会」の海外派遣要員に応募

し採用していただきました。
その後、発音を専門とした教育をやりたい

と強く思い、1995 年に独立して「TLL 言語
研究所」を設立しました。発音を矯正すると
英語が聞き取りやすくなるので、発音を中心
とした英語トレーニングを外資系企業メイン
にグルーバル人材育成の研修をしています。

ネットでお名前を検索するとビジネス英会話

の著書が並んでいる。

日本全国が抱える社会課題。それは、増加する社会コストを減少する生産力でどう補うかとい
う問題である。その社会課題に対し、ICT を最大限に活用して社会的課題解決と経済的発展を
両立させ、快適で活力に満ちた質の高い生活の実現を目指すとするのが ”Society5.0” で描く
社会である。沖縄県は新たな振興計画の中でその概念を取り入れ、地域課題の解決に取り組む
としている。本稿では「沖縄の Society5.0 を考える」と題して各分野の専門家に話を伺い、
この島で暮らす人々が活き活きと生活できる「人間中心社会の実現」を目指すためのヒントを
模索する。第９回目は、「スマートインクルージョン」というコンセプトを持ち、テクノロジー
を活用して障がいを持つ人々も安心・安全に暮らせる豊かな社会を目指す、「一般社団法人スマー
トインクルージョン推進機構」代表理事の竹村和浩氏に話を伺う。

特集「沖縄の Society5.0 を考える」
スマートインクルージョン推進機構 代表理事

竹村 和浩氏に聞く



9

特 集１  

お陰様で好評です。特に「世界基準のビジ
ネス英会話：交渉戦略 × 英語」「重要交渉戦略
15 パターン」という交渉２部作が人気です
ね。私の仕事は「日本人の弱いところを補強
する」ことだと思っています。英語発音もそ
うですが、グローバルの場での「交渉」につ
いてもです。日本人は世界的に高い技術を持っ
ているにも関わらず、最終的には交渉でその
機会を逃してしまう、またはグローバルでの
市場を失っているということが多々見られま
す。その点をなんとかサポートしたいという
思いからこのような本を出版しています。先
ほども申し上げた通り、本業は英語のプロコー
チとして、グローバルの場で英語を活用して
活躍したい方々を陰でサポートするのが仕事
です。お名前を出していいところで紹介する
と、家電やデジタル技術の見本市で、毎年米
国ラスベガスで開催されている「CES2017

（コンシューマー・エレクトロニクス・ショー
2017）」の場で、本田技研工業の松本常務（当
時）が行った「自立型バイクのプレス発表」
での英語プレゼン指導を担当させていただき
ました。ご本人が多忙のため「指導を５時間
で仕上げてほしい」とのことで、そのような
短時間ではとても無理だと思い、最初はお断
りしました。しかしご本人の強いご希望もあ
り、こちらの指示を全て受けていただくこと
を条件に担当させていただきました。さすが、
本田技研工業の役員でいらっしゃるだけあり、
原稿を一晩で丸暗記し、プレゼンの場もしっ
かりこなされていました。あとは、NTT グルー
プの「外国人投資家向けプレゼン」での社長
専属英語コーチであったり、目黒の陸上自衛
隊幹部学校で、新たな幹部候補生向けに発音
指導を行ったりしてきました。さらに、アメ
リカ映画会社「ワーナー・ブラザース」の日
本法人 GM の専属コーチを７年間行ったり、
楽天やユニクロなどの「社内英語公用化」時
には、私のビジネス英語と発音をご採用いた
だいたりしています。

大前研一氏の「BBT大学」にも関わっていらっ

しゃる。

正式には「ビジネス・ブレイクスルー（BBT）
大学」と申しますが、2005 年に千代田区に
本部を置く「株式会社立大学」です。文部科
学省から認可を受けた、日本初のオンライン
専門の大学院大学で、リアルの講義をやると
認可が取り消されるという異色の大学です。
その特徴から、コロナ禍でもほぼ影響を受け
ず、正常に学校運営ができています。そこで、

「ビジネス英語」「発音」「文法」を担当してい
ます。

数ある英語関連の著書の中で唯一「英語に関

係のない本」が『スマートインクルージョン

という発想』だ。「スマートインクルージョン」

とはどのようなものかをお教えいただきたい。

「スマートインクルージョン」とは「スマー
ト」と「インクルージョン」という二つの言
葉を組み合わせた造語です。「スマート」は「賢
い」などの意味がありますが、最近では「ス
マートデバイス」や「スマートホーム」に代
表されるように「IT 化した」の意味も含まれ
ます。「インクルージョン」は日本語で「包摂（ほ
うせつ）」や「包含」と訳されますが、これま
で一般的に馴染みのない言葉でした。最近で
は、ESG や SDGs の文脈で「ダイバーシティ
＆インクルージョン（多様性と包摂）」という
表現で目にする機会も増えましたが、元々は
1980 年代にアメリカで「障がい児教育」の
分野で注目された理念で、それまでの「統合
教育」を超える考えとして普及した言葉です。
日本では、主として障がいを持つ子どもたち
が通常学級で共に学ぶ「インクルーシブ教育」
の考え方を指して使われています。要するに、
障がいがあろうとなかろうと、全ての人が安
心安全に暮らせる社会のあり方を表す概念が

「インクルージョン」という言葉です。従って、
「スマートインクルージョン」とは、テクノロ
ジーの力でインクルージョンを実現すること
を意味します。
「スマートインクルージョン」の取り組みに

は、いくつかのキーワードがあります。ひと
つ目は、障がい児者の「親亡き後」という問
題です。私には娘が二人います。次女を 21
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年前に授かりましたが、その時に「ダウン症」
と告知を受けました。身体的な特徴が顕著な
ので医師も早くわかるため告知が早いのです。
出産後に私だけ別室に呼ばれ、医師から「申
し上げにくいことだが、お子様は障がいをお
持ちになっている。染色体検査をしなければ
ならないが、おそらくダウン症である」「ご主
人に任せるが、奥様にはまだ言わない方がい
い」と言われました。それまで、私は障がい
について全く理解がなく、ダウン症が何かも
わかっていませんでした。正直、すぐには理
解が出来ず、何かよくわからないが大変なこ
とが起きたのだと、胸が重くなりました。退
院時に医師から妻にも告知がされましたが、
その時に頭をよぎったのは「この子を残して
死ねない」ということでした。なぜなら、ダ
ウン症を持つ子には知的障がいがありますし、
社会経済性もないのでひとりで食べていくこ
とは困難です。そのため「私たちが死んだら
この子は生きていけるのだろうか」という思
いがよぎるわけです。これは、障がいを持つ
子の親全てに共通の悩み・課題です。そこで
私は、この課題をテクノロジーによって解決
できないかと考えています。それが「スマー
トインクルージョン」という発想に行き着い
た理由です。そして、そこから二つ目のキー
ワード、障がい者は「高齢者の先駆者」とい
う考え方にたどり着きます。

障がい者をケアするテクノロジーを開発す
るメリットとは何か。それは単に、障がいを
持つ本人やその家族だけのものかといえば、
決してそうではありません。ご承知の通り、
日本は世界的に少子化・超高齢社会のフロン
トランナーです。シンガポールや中国などが
続いていきますが、先進国で真っ先に日本が
その現象を経験します。これまで人類が経験
したことのない社会形態に、私たちがどのよ
うな社会課題を解決して行くかを考えた場合、
高齢になると身体機能の衰えが出て、何らか
の「障がい」を持つ人口が増えて行くことが
想定されます。

確かに、「老眼」や「難聴」などを身体的障が

いと捉えることができる。

私自身もすでに老眼鏡をかけなければモノ
が見えません。また、家族と一緒にテレビを
見ていると「お父さん、音量がうるさい」と
言われたりします。これは聴覚の衰えですね。
さらに足腰も弱くなっており、筋力を鍛えな
いとこの先「車椅子」を使用することもある
かもしれません。高齢化するということは、
いずれは視覚であれ聴覚であれ「障がい」を
持つということです。認知症になれば、「知的
障がい」を持つことになります。そう考えれ
ば、現在の社会生活ですでに障がいを持つ方々
がいらっしゃるわけで、超高齢社会で生じる
社会課題はすでにその方々がわかっているは
ずです。実際に、全国で約 800 万人が障がい
手帳を持っていると言われています。その方々
に課題を聞いて、どのようなソリューション
があれば安心安全に社会生活を営めるか、そ
のことがイコール「超高齢社会下の社会課題
解決策」になると考えられるわけです。つま
りは「障がい者は高齢者の先駆者」であると
いうことです。このことは私たちが設立した

「スマートインクルージョン推進機構」のモッ
トーになっています。

障がい者向けのソリューション開発の話を
するときに、よく民間企業の方々に「市場が
小さく儲からない」と言われますが、人口減
少が顕著で、今いる人口が確実に高齢化して
いくことを考えた場合、果たしてその意見が
正しいか疑問です。

そして、三つ目のキーワードが「イノベー
ション」です。Society5.0 に示される社会を
実現する際に「必須」と言われる技術に AI や
IoT がありますが、それらの技術と障がい者の
ニーズを組み合わせることでイノベーション
が生まれる可能性が高いです。障がい者のニー
ズは、個々の障がいの区別はあったとしても
極めて明確です。それこそが人口減少フェー
ズにおける「社会の自動化」という課題を解
決する手段そのものだと考えます。

その観点で言えば、超高齢社会の課題に対す

るソリューションを考える機会を増やす意味
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でも、障がいを持つ方々をあらゆる社会集団

に組み込んだ方がいいということか。

「障がい」の定義の変化について説明させ
てください。「障がい」の考え方は、世界
的に従来の「医学モデル」から「社会モデ
ル」へと大きく変化しています。どういうこ
とかと申しますと、1980 年に国連で採択さ
れた「国際障がい者年行動計画」において、

「障がい」という言葉を「Impairment」から
「Disability」に変えるという転換が行われま
した。「Impairment」という言葉は「欠損が
ある」という意味であまりいい言葉ではあり
ません。この言葉の意味するところは「障が
いというのは障がいを持つ人自体にある」と
いう考え方です。一見「当たり前」のように
聞こえますが、それを本人ではなく「（障がい
は）障がい者を受け入れない社会の方にある」
とする考え方が「Disability」です。これによ
り「障がい」の定義が従来と 180 度違う考
え方に変わったということです。東京大学の
先端技術研究センターに熊谷晋一郎氏という
先生がいらっしゃいます。熊谷氏は生まれつ
き小児麻痺をお持ちでお一人では生活ができ
ない状態ですが、東京大学の医学部を卒業し
て小児科医になりました。この方は『リハビ
リの夜』という本を書いていますが、その著
書の中で健常者に近づくために、幼少期から
非常に厳しいリハビリを体験したことを書き
綴っています。彼にとってこの定義の転換は

「自分にとって夜が明ける瞬間だ」と言わせる
ほどのインパクトがあります。障がいは社会
の側にあるのだから、社会から障がいを取り
除く。スマートインクルージョンの立場で言
えば、AI や IoT などのテクノロジーの力で取
り除くことができれば、障がいを持っている
方も積極的に社会参加が可能になる。人口減
少フェーズにあっても、今まで参加できなかっ
た方々が経済活動に参画する可能性が高まる
のではないかという考え方です。これまでは

「障がい者 / 健常者」と二元論で語られていま
したが、インクルージョンでは一元論です。
これを実現するための規約が「国連世界障害
者人権条約（UNCRPD）」になります。日本

も批准していますので、国内でインクルージョ
ンを達成する義務を負っています。この規約
では、教育への自由なアクセスや、就労機会
の均等であることなどが謳われています。こ
の素案を書いたのは、現在立命館大学の特任
教授でいらっしゃる長瀬修氏という「日本人」
です。これは私たち日本人にとって非常に誇
らしいことです。長くなりましたが、このよ
うな理由により「超高齢社会の課題に対する
ソリューションを考える機会を増やす」こと
も重要ですが、そもそもインクルージョンを
達成する義務をすでに私たち日本人が負って
いることをご理解いただきたいです。

2021年の「東京オリンピック・パラリンピッ

ク競技大会」開催前に、竹村氏は「東京五輪

でインクルーシブ・スマートを日本から世界

に」と提言されていた。また、その提言以降

に元Google 米国本社副社長の村上憲郎氏と共

に、現在の「一般社団法人スマートインクルー

ジョン推進機構」の前身である「スマート・

インクルージョン研究会」を立ち上げている。

提言の狙いと、村上氏と研究会を立ち上げた

経緯についてお聞かせいただきたい。

アルゼンチンのブエノスアイレスで行われ
た IOC 総会の場で、東京オリンピック招致委
員会が最終プレゼンを行う模様がテレビで流
れており、そのプレゼンで選手村が中央区晴
海地区にできると知りました。選手村のイメー
ジ図を見たときに、ふと私の頭の中でスマー
トインクルージョンの考えが浮かびました。
当時はロボティクスや IoT といった言葉はま
だ主流ではなかったですが、日本の技術は確
かにありました。例えば、ロボットは本田技
研工業が世界初の「二足歩行ロボット」を開
発していましたし、スーパーコンピューター
も「富嶽」の開発が始まっていました。そも
そもですが、日本の産業は優れているがゆえ
に、さまざまな会社が同時に同じ技術を開発
していきます。それがコンペティター（競争
相手）になってしまい、日本市場の中で競い
合って、最後は価格競争になっていきます。
上位企業は市場での優位性を持ちますが、下
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位の企業が海外にアウトソースしてしまう。
つまり日本市場で勝とうとした瞬間に、人件
費を下げることで他社よりも安い製品を作り
上げてしまいます。しかし、技術は人につく
わけで、現地法人にそのまま勤めていてくれ
ればいいですが、技術を学んだエンジニアが
現地の会社に移ってしまえば、その途端に事
実上「外国の技術」となってしまうわけです。
すると技術を身につけた海外企業が日本より
も低価格・同品質の商品で日本市場に参入し
てくる。結果、日本で競い合っていたはずが、
外国にその利益を奪われてしまうということ
を繰り返してきました。そのようなこともあ
り、東京オリ・パラ招致の話を見た時に、ま
だその時点で事業化していない IoT や AI など
を 6 年後のオリンピックを目指して技術統合
し、選手村を最先端のテクノロジーでもてな
すショーケースにする。特にパラリンピック
選手が快適に過ごせることで、日本からスマー
ト・インクルージョンを発信でき、新しいオ
リンピックのレガシーが作られるのではない
かと、一市民として考えた次第です。

しかし、そうは言っても私は AI や IoT の専
門家ではありません。工業高校をでているの
で多少テクノロジーについては明るいですが、
従事しているわけではありません。そこで色々
と調べていたら、KIT（金沢工業大学）の大
学院が虎ノ門にあり、たまたまそこで AI など
に関するセミナーが開催されることを知りま
した。そのセミナーに村上憲郎氏が登壇する
とのことでした。早速参加申し込みをし、セ
ミナーを拝聴することができ、運よく村上氏
と一緒に写真撮影も出来ました。その写真を
たまたま共通の知人が見て、「来週サイエンス
カフェで村上さんと会うが、竹村さんも来ま
すか？」と誘われ、村上ご夫妻と知人と私の
４人で食事をすることになりました。その機
会にスマートインクルージョンを東京オリパ
ラで実現したいと村上氏に熱量を持って訴え
たところ、非常に気に入っていただきました。
そして、後日改めて帝国ホテルのラウンジで
お話をしたら、「私にできることがあればお手
伝いします」と言っていただき、そこから二

人で研究会を立ち上げ、活動を始めた次第で
す。

その後、村上氏の紹介で多くの企業を訪問
しましたが、なかなか理解されませんでした。
私自身、オリンピックの協賛企業全社を回り
ましたが、ほとんど相手にされませんでした。
中には「金が欲しいのか」とまで言われたこ
ともあり、非常に悔しい思いもしました。そ
ういうことを繰り返しているうちに、私の心
も折れ、村上氏に活動を続けられないと伝え
ました。すると村上氏に「それで娘さんに顔
向けできますか？」と言われ、思わずハッと
し気を取り戻すことが出来ました。もう一つ、
私が諦めず続けることを決意した出来事があ
ります。それは北海道札幌市で起きた 40 代
の姉妹が遺体で発見されたというニュースで
す。当時 42 歳の姉が体調を崩して職を失い、
３回生活保護の相談をするが通らず、年末に
脳内血腫で病死しました。重度の知的障がい
を持つ妹は取り残され、ガスや電気も止めら
れ凍死・餓死したという痛ましい出来事です。
そのニュースを聞いて、とても他人事と思え
ませんでした。我が家もそうなる可能性があ
ると思った瞬間に、この活動は続けなければ
ならないと強く思いました。

2018年に石川県加賀市で、実際にスマートイ

ンクルージョンを市政レベルで実現するプロ

ジェクトがスタートしている。加賀市と関わっ

た経緯についても教えていただきたい。

これもきっかけは村上氏繋がりです。
代々木上原で村上氏の誕生パーティーが開

かれた時に、偶然そこにいらしたのが加賀市
の宮元市長でした。宮元市長から私にお声が
けくださったのですが、私を知るきっかけが
フェイスブックとのことでした。リコメンド
機能で私が出てきて、「石川県で英語のプロは
珍しい」ということで覚えていたとのことで
した。ご縁もあり加賀市でインバウンド向け
英語セミナーの開催をさせていただきました
が、その時に当時出版したスマートインクルー
ジョンの本を宮元市長に献本したところ、一
週間後に連絡があり、「この取り組み、ぜひ加
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賀市でやらせてほしい」とおっしゃっていた
だき、ご一緒させていただくことになりまし
た。ただ、当時はまだ研究会でしたので、行
政としては相手方が法人でないと予算がつけ
られないとのことでしたので、この機会に「一
般社団法人スマートインクルージョン推進機
構」を設立した次第です。村上氏には名誉会
長兼理事に就任していただき、一緒に活動し
ていた多くのメンバーにも参画していただき
ました。

加賀市での取り組みでは、実際に障がいを持

つ方からヒアリングなど行ったのか。

新型コロナ感染拡大前に、加賀市福祉課を
通して、市内の全障がい者団体にお声がけを
して、役所前の集会室でほぼ全員にアンケー
トにお答えいただき、意見を集約しました。
その中で、視覚障がいや聴覚障がいそれぞれ
に特徴的な社会的ニーズを確認しています。
視覚障がいを持つ方々には、視覚情報を音な
ど何らかの情報に転換して伝える必要がある
し、聴覚障がいを持つ方々には音声情報を視
覚情報など同じく何らかの情報に転換して伝
える必要があります。例えば、視覚障がいを

持つ方々には「スマート白杖」といった無線
自動識別技術と振動や音声による情報伝達技
術を組み合わせたツールを提供するとか、あ
るいは音声ガイダンス機能を持つツールなど
を準備する必要があります。逆に、聴覚障が
いを持つ方々には文字情報をいかに増やして
いくか。例えば、筑波大学が開発した「シー
スルー・キャプションズ」といった、話した
言葉をすぐに目の前の透明ボードに表示する
ような仕組みが必要になります。

この透明なディスプレイパネルは「株式会
社ジャパンディスプレイ」によって商品化さ
れています。このツールは今後、スマートイ
ンクルージョンをスマートシティに実装して
いく際の鍵になる素材と私は考えています。
例えば、大型のディスプレイが作られて家の
壁面に使用されれば、エリア情報や災害情報
等を表示させることも可能です。実際、災害
時の町内アナウンスは聴覚障がい者には届き
ません。これを建築資材としてスマートホー
ムに組み込むことで、スマートインクルージョ
ンが実現出来ます。イメージは 90 年に公開
されたアーノルド・シュワルツェネッガー主
演の『トータル・リコール』に出てきた家で
す。壁自体がテレビであり、WEB 会議システ
ムであり、玄関モニターであり、伝言板等で
す。もちろん家だけでなく、行政窓口にも使
えます。手話通訳者の人数は限られています
が、小型ディスプレイであれば、全ての窓口
に配置することもできます。

See-Through Captions
（筑波大 Digital Future Group）

（加賀市：スマートインクルージョン推進宣言）
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これまでの活動で特に苦労されたこと、ぶつ

かった壁などがあればご教示いただきたい。

やはり予算です。システムを新たに構築す
るとなると、自治体の予算を超えてしまいま
す。そこで、予算を抑えるために既存システ
ムとうまく連携できないかを模索しています。
例えば、障がい者情報の一元化については、
厚生労働省の MEIS（医療的ケア児等医療情
報共有システム）と連携できないかなどです。
政府システムを基盤として、私たちが利便性
を向上させるための活動を行えば、お互いメ
リットがあると考えています。

最後に、沖縄でスマートインクルージョンを

進めていく上でアドバイスをいただきたい。

沖縄が持つ優位性をトータルで理解・共有
することが大事だと思います。よく言われて
いる島嶼地域であること、また人口規模が社
会実装する上でのテストベッドとして程よい
こと、そのことを地域に住む人たちがしっか
り共有すること。その上で「住んでよし」「訪
れてよし」の観点でこの地域をどう活かして
いくか、また基幹産業である「観光」をどの
ようにスマート化していくかを考えることが
大事です。そのためにはビジョンが重要で、
ビジョンには哲学が必要です。理想論と言っ
てもいい。私は英語教師ですので、よく英語
に例えますが、英語はロジックです。欧米の
ように多様な人種に納得してもらうためには
ロジックは重要です。まずは理想論があって、
それに近づくため、全て解体してゼロから組
み立てる。納得するまで激しくディベートす

る。まちづくりにスマートインクルージョン
の考えを入れるのであれば、まずは行政が腹
を括らなければなりません。ハードルは高い
ですが、住み良い地域を作るためには必要な
プロセスです。

（インタビュー＆レポート：志良堂猛史）

竹村 和浩 氏 プロフィール
1961年、石川県金沢市生まれ。立教大学英米文学
科卒業。「（株）ユニバーサル・エデュケーション」
代表取締役、「ビジネス・ブレークスルー大学（BBT）」
経営学部准教授、「公益財団法人日本ダウン症協会」
国際担当、「アジア太平洋ダウン症連合（APDSF）」
事務局長、「一般社団法人スマートインクルージョ
ン推進機構」代表理事、などを歴任。大手企業で
のグローバル研修等に携わり、日本人の英語力向
上活動に従事する傍ら、2016年、元Google米国
本社副社長であった村上憲郎氏と共に「スマート・
インクルージョン研究会（当時）」を設立。誰もが
安心・安全に暮らせる心豊かな社会の実現にテク
ノロジーを活用する活動を続けている。

（インクルーシブアイデアソン開催）
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1．将来推計人口の推計方法
当研究所では、コーホート要因法に基づき、2020年の国勢調査お
よびその後公表されている推計人口や人口動態調査、住民基本台
帳人口移動報告などのデータを用いて、県内市町村の将来推計人
口を推計してみた。市町村別の将来推計人口については、男女別、
５歳階級別、５年毎の推計を行った。また、北部、中部、南部、宮古、
八重山地域の地域別の将来推計人口は、市町村別の将来推計人口
を該当する地域別に集計したものである。
2．市町村別の将来推計人口
（人口の増減見通し）
県内41市町村のうち、2020年の人口が既に15年より減少している
市町村は20市町村で、約半数が減少している。20年から25年にか
けては大宜味村や恩納村、名護市、宜野座村、読谷村、北中城村、西
原町、南城市、座間味村、宮古島市の10市町村が減少に転じる見通
しである。また、25年から30年にかけては、うるま市、浦添市、糸満
市、石垣市、与那国町の５市町が減少に転じる見通しである。さら
に30年から35年にかけては、沖縄市、宜野湾市、八重瀬町の３市町
が減少に転じ、35年から40年にかけては与那原町と豊見城市の２
市町が減少に転じる見通しである。50年から55年にかけて南風原
町と中城村が減少に転じることにより、県内全ての市町村が減少
する見通しである。70年において人口が20年を上回っているの
は、南風原町と中城村の２町村となり、この２町村以外は全て20
年を下回っている。一方、20年比で最も下回っているのは粟国村
で７割近く減少する見通しである。次いで多良間村、座間味村、伊
江村、国頭村となっている。
（人口の構成比）
県人口に占める構成比をみると、70年で最も大きいのは那覇市
で、次いで沖縄市、うるま市、浦添市、宜野湾市となる見通しであ
り、20年と同じ順位となっている。構成比の増減では、最も増加す
るのは南風原町で、次いで、うるま市、豊見城市、糸満市、沖縄市と
なっている。

（年齢３区分別人口の増減）
20年から70年までの人口の増減率を年齢３区分別でみると、０～
14歳人口の年少人口は全ての市町村で減少する見通しである。最
も減少率が大きいのは渡嘉敷村で、次いで座間味村、粟国村、多良
間村、伊江村となっている。また、15～64歳の生産年齢人口も全て
の市町村で減少する見通しである。最も減少率が大きいのは渡嘉
敷村で、次いで粟国村、伊江村、座間味村、多良間村となっている。
一方、65歳以上の老年人口は23市町村で増加する見通しである。
最も増加率が大きいのは中城村で、次いで南風原町、宜野湾市、豊
見城市、沖縄市となっている。また、最も減少率が大きいのは渡名
喜村で、次いで東村、粟国村、伊平屋村、多良間村となっている。
（年齢３区分別人口の構成比）
各市町村の人口に占める年齢３区分別人口の構成比について20
年と70年を比較すると、０～14歳人口では、渡名喜村と東村が上
昇するが、この２村以外は全て低下する見通しである。15～64歳
人口では、竹富町と中城村、伊是名村が上昇するが、この３町村以
外は全て低下する見通しである。一方、65歳以上人口では、渡嘉敷
村と座間味村、伊江村など、38市町村で上昇する見通しである。低
下するのは３村で、渡名喜村と東村、今帰仁村が低下する見通し
である。
3．県内地域別の将来推計人口
（地域別の将来推計人口）
地域別では、北部地域が20年の12万8,030人から70年には9万3,280
人となる見通しである。また、南部地域と宮古地域は20年から25
年には減少に転じ、南部地域は20年の70万6,970人から70年には
56万550人となり、宮古地域は５万3,900人から４万6,220人となる
見通しである。中部地域は25年から30年に減少に転じ、20年の52
万5,380人から70年には44万4,570人となる見通しであり、30年に
は全ての地域が減少に転じる見通しである。八重山地域は、20年
は５万3,190人から70年には４万3,780人となる見通しである。

1．県内市町村の人口動態
（1）2020年国勢調査による県内市町村の人口
増減（15年比）
　2020年の国勢調査によると、県内41市町村
のうち人口が15年より減少している市町村は
20市町村で、一部都市部の市町村を除くと、大
方が離島と北部の自治体である。
※2020年の人口が15年より減少している市町村（20市町村）
　那覇市、国頭村、東村、今帰仁村、本部町、金武町、伊江村、嘉手
納町、北谷町、渡嘉敷村、粟国村、渡名喜村、南大東村、北大東
村、伊平屋村、伊是名村、久米島町、多良間村、竹富町、与那国町

(2)2010年～2022年6月の各市町村の人口動態
（自然増減、社会増減）
（自然増減）
　2010年以降の県内市町村の人口の自然増
減をみると、高齢化に伴い大半の市町村で死亡
数が増加傾向にある中で、10年代後半には出
生数が減少しており、各市町村とも総じて自然
増減は縮小傾向にある（図表１）。特に20年以
降は新型コロナウイルスの感染拡大も影響し
ていると推察される。
　また、本島北部地域や離島においては、既に
死亡者数が出生者数を上回っている状況がみ
られ、自然増減はマイナスで推移している自治

体が多くみられる。

（社会増減）
　2010年以降の県内市町村の人口の社会増
減をみると、日本人については、うるま市や南
城市、恩納村、宜野座村、中城村、北中城村、八重
瀬町では増加基調で推移しているが、20年以
降は減少しているケースもみられ、新型コロナ
ウイルスの感染拡大が影響している可能性が
ある。また、これまで増加基調を続けてきた豊
見城市と南風原町が21年以降、減少に転じて
いるが、これも新型コロナウイルスの感染拡大
が影響している可能性がある。一方、これまで
社会増を続けてきた外国人は新型コロナウイ
ルスの感染拡大による入国規制の影響から20
年～21年にかけて減少に転じた市町村が多い
が、22年（１～６月計）には増加に転じている
自治体もみられる。なお、県都である那覇市は
外国人が増加基調を続けてきたが、日本人の減
少数が大きく、社会増減は減少が続いており、
20年～21年にかけては外国人も減少に転じ
たことから社会増減は大きく減少している。た
だし、22年（１～６月計）は外国人が増加に転
じたことから減少幅は縮小している。

2．将来推計人口の推計方法

（１）将来推計人口

　我が国における公式な将来推計人口は、５年
毎の国勢調査の公表後、国立社会保障・人口問
題研究所によって推計、公表されている。将来
推計人口とは、全国の将来の出生、死亡、国際人
口移動（都道府県別については国内の他の都道
府県への移動も含む）について仮定を設定し、
コーホート要因法により、我が国の将来の人口
規模ならびに男女・年齢構成の推移について推
計を行ったものであり、出生や死亡を高位、中
位、低位に仮定して複数の推計を行っている。
　当研究所では、コーホート要因法に基づき、
2020年の国勢調査およびその後公表されて
いる推計人口や人口動態調査、住民基本台帳人
口移動などのデータを用いて、県内市町村の将
来推計人口を推計してみた。「コーホート」と
は、同じ年（又は同じ期間）に生まれた人々の集
団のことを指し、コーホート要因法とは、各
コーホートについて「自然増減」（出生と死亡）
及び「純移動」（転出入）という二つの「人口変動

要因」それぞれについて将来値を仮定し、それ
に基づいて将来人口を推計する方法である。計
算手順は、基準年の各歳別の男女別人口に、
各 「々生残率＋移動率」を乗じて翌年の１歳上
の各歳別・男女別人口を推計する（図表２）。基
準年の翌年の０歳人口は、基準年の翌年の再生
産年齢人口である15～49歳の女性の各歳別
人口に年齢別出生率を乗じて算出し、出生性比
により男子、女子の０歳人口を計算する。これ
により求められた基準年の翌年の各歳別・男女
別人口を同じ手順で生残率、移動率を乗じて
翌々年の各歳別、男女別人口を推計する。０歳
人口も同様に、ここで推計された15～49歳の
女性の各歳別人口に年齢別出生率を乗じて算
出する。この手順を予測対象期間について繰り
返し行い、将来推計人口を推計していく。なお、
今回の推計では、2020年の国勢調査の０～４
歳出生数を15～49歳女性人口で除した子ど
も女性比を求め、将来推計の15～49歳女性人
口に同比率を乗じることにより、将来の０～４
歳人口を推計した。

　次に、推計に用いた基準人口、生残率、出生
率、移動率について説明する。
（基準人口）

　将来推計の出発点となる基準人口は、2020
年の国勢調査の各市町村の男女別・５歳階級別
人口を用いた。なお、年齢不詳人口については
各歳別人口の年齢構成比で各歳別人口に按分
した。

（生残率）

　生残率とは、ある年齢の人口が１歳年齢が上
がった時点で生き残っている率のことである。

生残率は生命表から求められるが、今回の推計
では2015年の本県の生命表より男女別・年齢
別の生残率を求めた。各市町村の15年の生残
率と将来の仮定値については、県全体の生残率
を用いた。

（出生率）

　各市町村の０歳児の出生数について将来値
を推計する必要があるが、今回の推計では
2020年の国勢調査の０～４歳出生数を15～
49歳女性人口で除した子ども女性比を求め、将
来推計の15～49歳女性人口に同比率を乗じる

ことにより、将来の０～４歳人口を推計した。

（出生性比）

　出生性比は、出生数に占める男女の比率であ
るが、同比率は概ね男子：女子＝1.05：1.00で
比較的安定した数値で推移していることから、
将来推計においても０～４歳児の人口に同比
率を用いて、男女別の人口を求めた。

（移動率）

　今回の将来推計では、2017年から21年の住
民基本台帳人口移動報告の結果を用いて各市
町村の男女別・５歳階級別人口について移動率
を求めた。各市町村の将来の移動率は原則とし
て、この移動率が将来も続くと仮定した。ただ
し、各市町村で特殊な要因や事情などにより、
この移動率が極端に大きい、または小さいとみ
られるケースでは、移動率を将来の仮定値とし
てそのまま用いると、将来人口が急増したり急
減するなど、現実的ではない将来推計人口とな
るため、その要因や個別の事情などを分析・検
証し、将来の仮定値について調整した。なお、
85歳以上の高齢の人口については人口規模が
小さいため移動率の振れが大きくなったりす
ること、また移動人数そのものは小さいとみら
れることから、移動率をゼロとした。

（２）市町村別の将来推計人口

　市町村別の将来推計人口については、男女
別、５歳階級別、５年毎の推計を行った。推計方
法は県全体の推計方法に準じている。なお、当
研究所では先に県全体の将来推計人口を推計
（2022年６月推計）したことから、各市町村の
男女別、５歳階級別の人口については、全市町
村の合計が県全体の将来推計人口の該当する
男女別、５歳階級別の人口と一致するように調
整している。

（３）地域別の将来推計人口

　北部、中部、南部、宮古、八重山地域の地域別
の将来推計人口は、市町村別の将来推計人口を
該当する地域別に集計したものである。

3．市町村別の将来推計人口

　県内41市町村のうち、2020年の人口が既に
15年より減少している市町村は20市町村で、
約半数が減少している。那覇市と金武町、嘉手
納町、北谷町を除くと、全て離島と北部の自治
体である。

※2020年の人口が15年より減少している市町村（20市町村）
　那覇市、国頭村、東村、今帰仁村、本部町、金武町、伊江村、嘉手
納町、北谷町、渡嘉敷村、粟国村、渡名喜村、南大東村、北大東
村、伊平屋村、伊是名村、久米島町、多良間村、竹富町、与那国町

（人口の増減見通し）

　以下、当研究所による2020年以降の各市町
村の将来推計人口によると、20年から25年に
かけては大宜味村や恩納村、名護市、宜野座村、
読谷村、北中城村、西原町、南城市、座間味村、宮
古島市の10市町村が減少に転じる見通しであ
る（図表３～図表６）。また、25年から30年に
かけては、うるま市、浦添市、糸満市、石垣市、与
那国町の５市町が減少に転じる見通しである。
さらに30年から35年にかけては、沖縄市、宜
野湾市、八重瀬町の３市町が減少に転じ、35年
から40年にかけては与那原町と豊見城市の２
市町が減少に転じる見通しである。50年から
55年にかけて南風原町と中城村が減少に転じ
ることにより、県内全ての市町村が減少する見
通しである。70年において人口が20年を上
回っているのは、南風原町（3.8％増）と中城村
（0.9％増）の２町村となり、この２町村以外は
全て20年を下回っている(図表５)。一方、20年
比で最も下回っているのは粟国村（69.7％減）
で７割近く減少する見通しである。次いで多良
間村（61.4％減）、座間味村（60.7％減）、伊江村
（57.7％減）、国頭村（54.8％減）となっている。

（年齢３区分別人口の構成比）

　各市町村の人口に占める年齢３区分別人口
の構成比について2020年と70年を比較する
と、０～14歳人口では、渡名喜村が20年の
8.4％が70年には11.8％に3.3ポイント（注）
上昇し、東村が12.4％から14.9％に2.5ポイン
ト上昇するが、この２村以外は全て低下する見
通しである（図表９、図表10）。なお、渡名喜村
と東村は０～14歳人口の人数は減少するが、
15～64歳人口や65歳以上人口の減少数が上
回るため、構成比が相対的に上昇している。15
～64歳人口では、竹富町が20年の50.5％から
70年には60.9％に10.4ポイント上昇し、中城
村が50.0％から52.8％に2.8ポイント上昇、伊
是名村が51.1％から52.2％に1.2ポイント上

昇（注）するが、この３町村以外は全て低下する
見通しである。
　一方、65歳以上人口では、渡嘉敷村が20年
の20.2％から70年には66.1％に45.9ポイン
ト上昇し、座間味村が20.8％から52.3％に
31.5ポイント上昇、伊江村が34.4％から
60.5％に26.1ポイント上昇するなど、38市町
村で上昇する見通しである。低下するのは３村
で、渡名喜村が41.1％から27.4％に13.7ポイ
ント低下し、東村が36.5％から32.9％に3.7ポ
イント（注）し、今帰仁村が33.8％から32.1％
に1.7ポイント低下する見通しである。

（注）有効桁数の関係で、構成比の差分は表記さ
れる差分と0.1ポイント異なる。

4．県内地域別の将来推計人口

（地域別の将来推計人口）

　北部、中部、南部、宮古、八重山の地域別の将
来推計人口は、その地域の市町村の将来推計人
口を集計したものである。地域別では、北部地
域が20年は12万8,030人で既に15年（12万
8,930人）より減少しており、その後も減少が
続き、70年に9万3,280人となる見通しである
（図表11、図表12）。また、南部地域と宮古地域
は20年から25年に減少に転じ、南部地域は20
年の70万6,970人から70年には56万550人

となり、宮古地域は５万3,900人から４万
6,220人となる見通しである。中部地域は25
年から30年に減少に転じ、20年の52万5,380
人から70年には44万4,570人となる見通しで
あり、30年には全ての地域が減少に転じる見
通しである。八重山地域は、20年は５万3,190
人で、15年比で既に減少しているが、25年は
僅かながら増加に転じ、30年には再び減少に
転じる見通しである。70年には４万3,780人
となる見通しである。

（人口の構成比）

　県人口に占める構成比をみると、2070年で
最も大きいのは那覇市（18.4％）で、次いで沖
縄市（10.2％）、うるま市（9.2％）、浦添市
（7.7％）、宜野湾市（7.2％）となる見通しであ
り、20年と同じ順位となっている（図表５）。構

成比の増減では、最も増加するのは南風原町
で、0.8ポイント上昇する見通しである。次い
で、うるま市（0.7ポイント上昇）、豊見城市
（0.6ポイント上昇）、糸満市（0.5ポイント上
昇）、沖縄市（0.4ポイント上昇）となっている。

（年齢３区分別人口の増減）

　2020年から70年までの人口の増減率を年
齢３区分別でみると、０～14歳人口の年少人
口は全ての市町村で減少する見通しである（図
表７）。最も減少率が大きいのは渡嘉敷村
（90.6％減）で、次いで座間味村（88.3％減）、粟
国村（82.1％減）、多良間村（75.8％減）、伊江村
（70.0％減）、国頭村（63.7％減）となっている。
また、15～64歳の生産年齢人口も全ての市町
村で減少する見通しである。最も減少率が大き
いのは渡嘉敷村（78.4％減）で、次いで粟国村
（78.1％減）、伊江村（75.9％減）、座間味村

（72.8％減）、多良間村（66.5％減）、伊是名村
（59.9％減）となっている。
　一方、65歳以上の老年人口は23市町村で増
加する見通しである。最も増加率が大きいのは
中城村（64.0％増）で、次いで南風原町（56.6％
増）、宜野湾市（53.1％増）、豊見城市（49.4％
増）、沖縄市（45.0％増）となっている。また、最
も減少率が大きいのは渡名喜村（68.9％減）
で、次いで東村（56.9％減）、粟国村（53.9％
減）、伊平屋村（46.0％減）、多良間村（45.2％
減）となっており、既に高齢者の割合が高い自
治体となっている。

（人口増減率に対する年齢３区分別人口の増減

寄与度）

　人口の増減率に対する年齢３区分別人口の
増減寄与度をみると、前述のとおり０～14歳
人口および15～64歳人口は全ての市町村で
減少しているので全市町村でマイナスに寄与

している（図表８）。65歳以上人口は23市町村
でプラスに寄与している。また、渡名喜村や粟
国村、東村、大宜味村など、既に高齢者の割合が
高い自治体では今後、死亡者が増加することに
より65歳以上人口もマイナスに寄与している。
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1．県内市町村の人口動態
（1）2020年国勢調査による県内市町村の人口
増減（15年比）
　2020年の国勢調査によると、県内41市町村
のうち人口が15年より減少している市町村は
20市町村で、一部都市部の市町村を除くと、大
方が離島と北部の自治体である。
※2020年の人口が15年より減少している市町村（20市町村）
　那覇市、国頭村、東村、今帰仁村、本部町、金武町、伊江村、嘉手
納町、北谷町、渡嘉敷村、粟国村、渡名喜村、南大東村、北大東
村、伊平屋村、伊是名村、久米島町、多良間村、竹富町、与那国町

(2)2010年～2022年6月の各市町村の人口動態
（自然増減、社会増減）
（自然増減）
　2010年以降の県内市町村の人口の自然増
減をみると、高齢化に伴い大半の市町村で死亡
数が増加傾向にある中で、10年代後半には出
生数が減少しており、各市町村とも総じて自然
増減は縮小傾向にある（図表１）。特に20年以
降は新型コロナウイルスの感染拡大も影響し
ていると推察される。
　また、本島北部地域や離島においては、既に
死亡者数が出生者数を上回っている状況がみ
られ、自然増減はマイナスで推移している自治

体が多くみられる。

（社会増減）
　2010年以降の県内市町村の人口の社会増
減をみると、日本人については、うるま市や南
城市、恩納村、宜野座村、中城村、北中城村、八重
瀬町では増加基調で推移しているが、20年以
降は減少しているケースもみられ、新型コロナ
ウイルスの感染拡大が影響している可能性が
ある。また、これまで増加基調を続けてきた豊
見城市と南風原町が21年以降、減少に転じて
いるが、これも新型コロナウイルスの感染拡大
が影響している可能性がある。一方、これまで
社会増を続けてきた外国人は新型コロナウイ
ルスの感染拡大による入国規制の影響から20
年～21年にかけて減少に転じた市町村が多い
が、22年（１～６月計）には増加に転じている
自治体もみられる。なお、県都である那覇市は
外国人が増加基調を続けてきたが、日本人の減
少数が大きく、社会増減は減少が続いており、
20年～21年にかけては外国人も減少に転じ
たことから社会増減は大きく減少している。た
だし、22年（１～６月計）は外国人が増加に転
じたことから減少幅は縮小している。

2．将来推計人口の推計方法

（１）将来推計人口

　我が国における公式な将来推計人口は、５年
毎の国勢調査の公表後、国立社会保障・人口問
題研究所によって推計、公表されている。将来
推計人口とは、全国の将来の出生、死亡、国際人
口移動（都道府県別については国内の他の都道
府県への移動も含む）について仮定を設定し、
コーホート要因法により、我が国の将来の人口
規模ならびに男女・年齢構成の推移について推
計を行ったものであり、出生や死亡を高位、中
位、低位に仮定して複数の推計を行っている。
　当研究所では、コーホート要因法に基づき、
2020年の国勢調査およびその後公表されて
いる推計人口や人口動態調査、住民基本台帳人
口移動などのデータを用いて、県内市町村の将
来推計人口を推計してみた。「コーホート」と
は、同じ年（又は同じ期間）に生まれた人々の集
団のことを指し、コーホート要因法とは、各
コーホートについて「自然増減」（出生と死亡）
及び「純移動」（転出入）という二つの「人口変動

要因」それぞれについて将来値を仮定し、それ
に基づいて将来人口を推計する方法である。計
算手順は、基準年の各歳別の男女別人口に、
各 「々生残率＋移動率」を乗じて翌年の１歳上
の各歳別・男女別人口を推計する（図表２）。基
準年の翌年の０歳人口は、基準年の翌年の再生
産年齢人口である15～49歳の女性の各歳別
人口に年齢別出生率を乗じて算出し、出生性比
により男子、女子の０歳人口を計算する。これ
により求められた基準年の翌年の各歳別・男女
別人口を同じ手順で生残率、移動率を乗じて
翌々年の各歳別、男女別人口を推計する。０歳
人口も同様に、ここで推計された15～49歳の
女性の各歳別人口に年齢別出生率を乗じて算
出する。この手順を予測対象期間について繰り
返し行い、将来推計人口を推計していく。なお、
今回の推計では、2020年の国勢調査の０～４
歳出生数を15～49歳女性人口で除した子ど
も女性比を求め、将来推計の15～49歳女性人
口に同比率を乗じることにより、将来の０～４
歳人口を推計した。

　次に、推計に用いた基準人口、生残率、出生
率、移動率について説明する。
（基準人口）

　将来推計の出発点となる基準人口は、2020
年の国勢調査の各市町村の男女別・５歳階級別
人口を用いた。なお、年齢不詳人口については
各歳別人口の年齢構成比で各歳別人口に按分
した。

（生残率）

　生残率とは、ある年齢の人口が１歳年齢が上
がった時点で生き残っている率のことである。

生残率は生命表から求められるが、今回の推計
では2015年の本県の生命表より男女別・年齢
別の生残率を求めた。各市町村の15年の生残
率と将来の仮定値については、県全体の生残率
を用いた。

（出生率）

　各市町村の０歳児の出生数について将来値
を推計する必要があるが、今回の推計では
2020年の国勢調査の０～４歳出生数を15～
49歳女性人口で除した子ども女性比を求め、将
来推計の15～49歳女性人口に同比率を乗じる

ことにより、将来の０～４歳人口を推計した。

（出生性比）

　出生性比は、出生数に占める男女の比率であ
るが、同比率は概ね男子：女子＝1.05：1.00で
比較的安定した数値で推移していることから、
将来推計においても０～４歳児の人口に同比
率を用いて、男女別の人口を求めた。

（移動率）

　今回の将来推計では、2017年から21年の住
民基本台帳人口移動報告の結果を用いて各市
町村の男女別・５歳階級別人口について移動率
を求めた。各市町村の将来の移動率は原則とし
て、この移動率が将来も続くと仮定した。ただ
し、各市町村で特殊な要因や事情などにより、
この移動率が極端に大きい、または小さいとみ
られるケースでは、移動率を将来の仮定値とし
てそのまま用いると、将来人口が急増したり急
減するなど、現実的ではない将来推計人口とな
るため、その要因や個別の事情などを分析・検
証し、将来の仮定値について調整した。なお、
85歳以上の高齢の人口については人口規模が
小さいため移動率の振れが大きくなったりす
ること、また移動人数そのものは小さいとみら
れることから、移動率をゼロとした。

（２）市町村別の将来推計人口

　市町村別の将来推計人口については、男女
別、５歳階級別、５年毎の推計を行った。推計方
法は県全体の推計方法に準じている。なお、当
研究所では先に県全体の将来推計人口を推計
（2022年６月推計）したことから、各市町村の
男女別、５歳階級別の人口については、全市町
村の合計が県全体の将来推計人口の該当する
男女別、５歳階級別の人口と一致するように調
整している。

（３）地域別の将来推計人口

　北部、中部、南部、宮古、八重山地域の地域別
の将来推計人口は、市町村別の将来推計人口を
該当する地域別に集計したものである。

3．市町村別の将来推計人口

　県内41市町村のうち、2020年の人口が既に
15年より減少している市町村は20市町村で、
約半数が減少している。那覇市と金武町、嘉手
納町、北谷町を除くと、全て離島と北部の自治
体である。

※2020年の人口が15年より減少している市町村（20市町村）
　那覇市、国頭村、東村、今帰仁村、本部町、金武町、伊江村、嘉手
納町、北谷町、渡嘉敷村、粟国村、渡名喜村、南大東村、北大東
村、伊平屋村、伊是名村、久米島町、多良間村、竹富町、与那国町

（人口の増減見通し）

　以下、当研究所による2020年以降の各市町
村の将来推計人口によると、20年から25年に
かけては大宜味村や恩納村、名護市、宜野座村、
読谷村、北中城村、西原町、南城市、座間味村、宮
古島市の10市町村が減少に転じる見通しであ
る（図表３～図表６）。また、25年から30年に
かけては、うるま市、浦添市、糸満市、石垣市、与
那国町の５市町が減少に転じる見通しである。
さらに30年から35年にかけては、沖縄市、宜
野湾市、八重瀬町の３市町が減少に転じ、35年
から40年にかけては与那原町と豊見城市の２
市町が減少に転じる見通しである。50年から
55年にかけて南風原町と中城村が減少に転じ
ることにより、県内全ての市町村が減少する見
通しである。70年において人口が20年を上
回っているのは、南風原町（3.8％増）と中城村
（0.9％増）の２町村となり、この２町村以外は
全て20年を下回っている(図表５)。一方、20年
比で最も下回っているのは粟国村（69.7％減）
で７割近く減少する見通しである。次いで多良
間村（61.4％減）、座間味村（60.7％減）、伊江村
（57.7％減）、国頭村（54.8％減）となっている。

（年齢３区分別人口の構成比）

　各市町村の人口に占める年齢３区分別人口
の構成比について2020年と70年を比較する
と、０～14歳人口では、渡名喜村が20年の
8.4％が70年には11.8％に3.3ポイント（注）
上昇し、東村が12.4％から14.9％に2.5ポイン
ト上昇するが、この２村以外は全て低下する見
通しである（図表９、図表10）。なお、渡名喜村
と東村は０～14歳人口の人数は減少するが、
15～64歳人口や65歳以上人口の減少数が上
回るため、構成比が相対的に上昇している。15
～64歳人口では、竹富町が20年の50.5％から
70年には60.9％に10.4ポイント上昇し、中城
村が50.0％から52.8％に2.8ポイント上昇、伊
是名村が51.1％から52.2％に1.2ポイント上

昇（注）するが、この３町村以外は全て低下する
見通しである。
　一方、65歳以上人口では、渡嘉敷村が20年
の20.2％から70年には66.1％に45.9ポイン
ト上昇し、座間味村が20.8％から52.3％に
31.5ポイント上昇、伊江村が34.4％から
60.5％に26.1ポイント上昇するなど、38市町
村で上昇する見通しである。低下するのは３村
で、渡名喜村が41.1％から27.4％に13.7ポイ
ント低下し、東村が36.5％から32.9％に3.7ポ
イント（注）し、今帰仁村が33.8％から32.1％
に1.7ポイント低下する見通しである。

（注）有効桁数の関係で、構成比の差分は表記さ
れる差分と0.1ポイント異なる。

4．県内地域別の将来推計人口

（地域別の将来推計人口）

　北部、中部、南部、宮古、八重山の地域別の将
来推計人口は、その地域の市町村の将来推計人
口を集計したものである。地域別では、北部地
域が20年は12万8,030人で既に15年（12万
8,930人）より減少しており、その後も減少が
続き、70年に9万3,280人となる見通しである
（図表11、図表12）。また、南部地域と宮古地域
は20年から25年に減少に転じ、南部地域は20
年の70万6,970人から70年には56万550人

となり、宮古地域は５万3,900人から４万
6,220人となる見通しである。中部地域は25
年から30年に減少に転じ、20年の52万5,380
人から70年には44万4,570人となる見通しで
あり、30年には全ての地域が減少に転じる見
通しである。八重山地域は、20年は５万3,190
人で、15年比で既に減少しているが、25年は
僅かながら増加に転じ、30年には再び減少に
転じる見通しである。70年には４万3,780人
となる見通しである。

（人口の構成比）

　県人口に占める構成比をみると、2070年で
最も大きいのは那覇市（18.4％）で、次いで沖
縄市（10.2％）、うるま市（9.2％）、浦添市
（7.7％）、宜野湾市（7.2％）となる見通しであ
り、20年と同じ順位となっている（図表５）。構

成比の増減では、最も増加するのは南風原町
で、0.8ポイント上昇する見通しである。次い
で、うるま市（0.7ポイント上昇）、豊見城市
（0.6ポイント上昇）、糸満市（0.5ポイント上
昇）、沖縄市（0.4ポイント上昇）となっている。

（年齢３区分別人口の増減）

　2020年から70年までの人口の増減率を年
齢３区分別でみると、０～14歳人口の年少人
口は全ての市町村で減少する見通しである（図
表７）。最も減少率が大きいのは渡嘉敷村
（90.6％減）で、次いで座間味村（88.3％減）、粟
国村（82.1％減）、多良間村（75.8％減）、伊江村
（70.0％減）、国頭村（63.7％減）となっている。
また、15～64歳の生産年齢人口も全ての市町
村で減少する見通しである。最も減少率が大き
いのは渡嘉敷村（78.4％減）で、次いで粟国村
（78.1％減）、伊江村（75.9％減）、座間味村

（72.8％減）、多良間村（66.5％減）、伊是名村
（59.9％減）となっている。
　一方、65歳以上の老年人口は23市町村で増
加する見通しである。最も増加率が大きいのは
中城村（64.0％増）で、次いで南風原町（56.6％
増）、宜野湾市（53.1％増）、豊見城市（49.4％
増）、沖縄市（45.0％増）となっている。また、最
も減少率が大きいのは渡名喜村（68.9％減）
で、次いで東村（56.9％減）、粟国村（53.9％
減）、伊平屋村（46.0％減）、多良間村（45.2％
減）となっており、既に高齢者の割合が高い自
治体となっている。

（人口増減率に対する年齢３区分別人口の増減

寄与度）

　人口の増減率に対する年齢３区分別人口の
増減寄与度をみると、前述のとおり０～14歳
人口および15～64歳人口は全ての市町村で
減少しているので全市町村でマイナスに寄与

している（図表８）。65歳以上人口は23市町村
でプラスに寄与している。また、渡名喜村や粟
国村、東村、大宜味村など、既に高齢者の割合が
高い自治体では今後、死亡者が増加することに
より65歳以上人口もマイナスに寄与している。
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1．県内市町村の人口動態
（1）2020年国勢調査による県内市町村の人口
増減（15年比）
　2020年の国勢調査によると、県内41市町村
のうち人口が15年より減少している市町村は
20市町村で、一部都市部の市町村を除くと、大
方が離島と北部の自治体である。
※2020年の人口が15年より減少している市町村（20市町村）
　那覇市、国頭村、東村、今帰仁村、本部町、金武町、伊江村、嘉手
納町、北谷町、渡嘉敷村、粟国村、渡名喜村、南大東村、北大東
村、伊平屋村、伊是名村、久米島町、多良間村、竹富町、与那国町

(2)2010年～2022年6月の各市町村の人口動態
（自然増減、社会増減）
（自然増減）
　2010年以降の県内市町村の人口の自然増
減をみると、高齢化に伴い大半の市町村で死亡
数が増加傾向にある中で、10年代後半には出
生数が減少しており、各市町村とも総じて自然
増減は縮小傾向にある（図表１）。特に20年以
降は新型コロナウイルスの感染拡大も影響し
ていると推察される。
　また、本島北部地域や離島においては、既に
死亡者数が出生者数を上回っている状況がみ
られ、自然増減はマイナスで推移している自治

体が多くみられる。

（社会増減）
　2010年以降の県内市町村の人口の社会増
減をみると、日本人については、うるま市や南
城市、恩納村、宜野座村、中城村、北中城村、八重
瀬町では増加基調で推移しているが、20年以
降は減少しているケースもみられ、新型コロナ
ウイルスの感染拡大が影響している可能性が
ある。また、これまで増加基調を続けてきた豊
見城市と南風原町が21年以降、減少に転じて
いるが、これも新型コロナウイルスの感染拡大
が影響している可能性がある。一方、これまで
社会増を続けてきた外国人は新型コロナウイ
ルスの感染拡大による入国規制の影響から20
年～21年にかけて減少に転じた市町村が多い
が、22年（１～６月計）には増加に転じている
自治体もみられる。なお、県都である那覇市は
外国人が増加基調を続けてきたが、日本人の減
少数が大きく、社会増減は減少が続いており、
20年～21年にかけては外国人も減少に転じ
たことから社会増減は大きく減少している。た
だし、22年（１～６月計）は外国人が増加に転
じたことから減少幅は縮小している。

図表１　県内市町村の人口動態（自然増減、社会増減）

2．将来推計人口の推計方法

（１）将来推計人口

　我が国における公式な将来推計人口は、５年
毎の国勢調査の公表後、国立社会保障・人口問
題研究所によって推計、公表されている。将来
推計人口とは、全国の将来の出生、死亡、国際人
口移動（都道府県別については国内の他の都道
府県への移動も含む）について仮定を設定し、
コーホート要因法により、我が国の将来の人口
規模ならびに男女・年齢構成の推移について推
計を行ったものであり、出生や死亡を高位、中
位、低位に仮定して複数の推計を行っている。
　当研究所では、コーホート要因法に基づき、
2020年の国勢調査およびその後公表されて
いる推計人口や人口動態調査、住民基本台帳人
口移動などのデータを用いて、県内市町村の将
来推計人口を推計してみた。「コーホート」と
は、同じ年（又は同じ期間）に生まれた人々の集
団のことを指し、コーホート要因法とは、各
コーホートについて「自然増減」（出生と死亡）
及び「純移動」（転出入）という二つの「人口変動

要因」それぞれについて将来値を仮定し、それ
に基づいて将来人口を推計する方法である。計
算手順は、基準年の各歳別の男女別人口に、
各 「々生残率＋移動率」を乗じて翌年の１歳上
の各歳別・男女別人口を推計する（図表２）。基
準年の翌年の０歳人口は、基準年の翌年の再生
産年齢人口である15～49歳の女性の各歳別
人口に年齢別出生率を乗じて算出し、出生性比
により男子、女子の０歳人口を計算する。これ
により求められた基準年の翌年の各歳別・男女
別人口を同じ手順で生残率、移動率を乗じて
翌々年の各歳別、男女別人口を推計する。０歳
人口も同様に、ここで推計された15～49歳の
女性の各歳別人口に年齢別出生率を乗じて算
出する。この手順を予測対象期間について繰り
返し行い、将来推計人口を推計していく。なお、
今回の推計では、2020年の国勢調査の０～４
歳出生数を15～49歳女性人口で除した子ど
も女性比を求め、将来推計の15～49歳女性人
口に同比率を乗じることにより、将来の０～４
歳人口を推計した。

　次に、推計に用いた基準人口、生残率、出生
率、移動率について説明する。
（基準人口）

　将来推計の出発点となる基準人口は、2020
年の国勢調査の各市町村の男女別・５歳階級別
人口を用いた。なお、年齢不詳人口については
各歳別人口の年齢構成比で各歳別人口に按分
した。

（生残率）

　生残率とは、ある年齢の人口が１歳年齢が上
がった時点で生き残っている率のことである。

生残率は生命表から求められるが、今回の推計
では2015年の本県の生命表より男女別・年齢
別の生残率を求めた。各市町村の15年の生残
率と将来の仮定値については、県全体の生残率
を用いた。

（出生率）

　各市町村の０歳児の出生数について将来値
を推計する必要があるが、今回の推計では
2020年の国勢調査の０～４歳出生数を15～
49歳女性人口で除した子ども女性比を求め、将
来推計の15～49歳女性人口に同比率を乗じる

ことにより、将来の０～４歳人口を推計した。

（出生性比）

　出生性比は、出生数に占める男女の比率であ
るが、同比率は概ね男子：女子＝1.05：1.00で
比較的安定した数値で推移していることから、
将来推計においても０～４歳児の人口に同比
率を用いて、男女別の人口を求めた。

（移動率）

　今回の将来推計では、2017年から21年の住
民基本台帳人口移動報告の結果を用いて各市
町村の男女別・５歳階級別人口について移動率
を求めた。各市町村の将来の移動率は原則とし
て、この移動率が将来も続くと仮定した。ただ
し、各市町村で特殊な要因や事情などにより、
この移動率が極端に大きい、または小さいとみ
られるケースでは、移動率を将来の仮定値とし
てそのまま用いると、将来人口が急増したり急
減するなど、現実的ではない将来推計人口とな
るため、その要因や個別の事情などを分析・検
証し、将来の仮定値について調整した。なお、
85歳以上の高齢の人口については人口規模が
小さいため移動率の振れが大きくなったりす
ること、また移動人数そのものは小さいとみら
れることから、移動率をゼロとした。

（２）市町村別の将来推計人口

　市町村別の将来推計人口については、男女
別、５歳階級別、５年毎の推計を行った。推計方
法は県全体の推計方法に準じている。なお、当
研究所では先に県全体の将来推計人口を推計
（2022年６月推計）したことから、各市町村の
男女別、５歳階級別の人口については、全市町
村の合計が県全体の将来推計人口の該当する
男女別、５歳階級別の人口と一致するように調
整している。

（３）地域別の将来推計人口

　北部、中部、南部、宮古、八重山地域の地域別
の将来推計人口は、市町村別の将来推計人口を
該当する地域別に集計したものである。

3．市町村別の将来推計人口

　県内41市町村のうち、2020年の人口が既に
15年より減少している市町村は20市町村で、
約半数が減少している。那覇市と金武町、嘉手
納町、北谷町を除くと、全て離島と北部の自治
体である。

※2020年の人口が15年より減少している市町村（20市町村）
　那覇市、国頭村、東村、今帰仁村、本部町、金武町、伊江村、嘉手
納町、北谷町、渡嘉敷村、粟国村、渡名喜村、南大東村、北大東
村、伊平屋村、伊是名村、久米島町、多良間村、竹富町、与那国町

（人口の増減見通し）

　以下、当研究所による2020年以降の各市町
村の将来推計人口によると、20年から25年に
かけては大宜味村や恩納村、名護市、宜野座村、
読谷村、北中城村、西原町、南城市、座間味村、宮
古島市の10市町村が減少に転じる見通しであ
る（図表３～図表６）。また、25年から30年に
かけては、うるま市、浦添市、糸満市、石垣市、与
那国町の５市町が減少に転じる見通しである。
さらに30年から35年にかけては、沖縄市、宜
野湾市、八重瀬町の３市町が減少に転じ、35年
から40年にかけては与那原町と豊見城市の２
市町が減少に転じる見通しである。50年から
55年にかけて南風原町と中城村が減少に転じ
ることにより、県内全ての市町村が減少する見
通しである。70年において人口が20年を上
回っているのは、南風原町（3.8％増）と中城村
（0.9％増）の２町村となり、この２町村以外は
全て20年を下回っている(図表５)。一方、20年
比で最も下回っているのは粟国村（69.7％減）
で７割近く減少する見通しである。次いで多良
間村（61.4％減）、座間味村（60.7％減）、伊江村
（57.7％減）、国頭村（54.8％減）となっている。

（年齢３区分別人口の構成比）

　各市町村の人口に占める年齢３区分別人口
の構成比について2020年と70年を比較する
と、０～14歳人口では、渡名喜村が20年の
8.4％が70年には11.8％に3.3ポイント（注）
上昇し、東村が12.4％から14.9％に2.5ポイン
ト上昇するが、この２村以外は全て低下する見
通しである（図表９、図表10）。なお、渡名喜村
と東村は０～14歳人口の人数は減少するが、
15～64歳人口や65歳以上人口の減少数が上
回るため、構成比が相対的に上昇している。15
～64歳人口では、竹富町が20年の50.5％から
70年には60.9％に10.4ポイント上昇し、中城
村が50.0％から52.8％に2.8ポイント上昇、伊
是名村が51.1％から52.2％に1.2ポイント上

昇（注）するが、この３町村以外は全て低下する
見通しである。
　一方、65歳以上人口では、渡嘉敷村が20年
の20.2％から70年には66.1％に45.9ポイン
ト上昇し、座間味村が20.8％から52.3％に
31.5ポイント上昇、伊江村が34.4％から
60.5％に26.1ポイント上昇するなど、38市町
村で上昇する見通しである。低下するのは３村
で、渡名喜村が41.1％から27.4％に13.7ポイ
ント低下し、東村が36.5％から32.9％に3.7ポ
イント（注）し、今帰仁村が33.8％から32.1％
に1.7ポイント低下する見通しである。

（注）有効桁数の関係で、構成比の差分は表記さ
れる差分と0.1ポイント異なる。

4．県内地域別の将来推計人口

（地域別の将来推計人口）

　北部、中部、南部、宮古、八重山の地域別の将
来推計人口は、その地域の市町村の将来推計人
口を集計したものである。地域別では、北部地
域が20年は12万8,030人で既に15年（12万
8,930人）より減少しており、その後も減少が
続き、70年に9万3,280人となる見通しである
（図表11、図表12）。また、南部地域と宮古地域
は20年から25年に減少に転じ、南部地域は20
年の70万6,970人から70年には56万550人

となり、宮古地域は５万3,900人から４万
6,220人となる見通しである。中部地域は25
年から30年に減少に転じ、20年の52万5,380
人から70年には44万4,570人となる見通しで
あり、30年には全ての地域が減少に転じる見
通しである。八重山地域は、20年は５万3,190
人で、15年比で既に減少しているが、25年は
僅かながら増加に転じ、30年には再び減少に
転じる見通しである。70年には４万3,780人
となる見通しである。

（人口の構成比）

　県人口に占める構成比をみると、2070年で
最も大きいのは那覇市（18.4％）で、次いで沖
縄市（10.2％）、うるま市（9.2％）、浦添市
（7.7％）、宜野湾市（7.2％）となる見通しであ
り、20年と同じ順位となっている（図表５）。構

成比の増減では、最も増加するのは南風原町
で、0.8ポイント上昇する見通しである。次い
で、うるま市（0.7ポイント上昇）、豊見城市
（0.6ポイント上昇）、糸満市（0.5ポイント上
昇）、沖縄市（0.4ポイント上昇）となっている。

（年齢３区分別人口の増減）

　2020年から70年までの人口の増減率を年
齢３区分別でみると、０～14歳人口の年少人
口は全ての市町村で減少する見通しである（図
表７）。最も減少率が大きいのは渡嘉敷村
（90.6％減）で、次いで座間味村（88.3％減）、粟
国村（82.1％減）、多良間村（75.8％減）、伊江村
（70.0％減）、国頭村（63.7％減）となっている。
また、15～64歳の生産年齢人口も全ての市町
村で減少する見通しである。最も減少率が大き
いのは渡嘉敷村（78.4％減）で、次いで粟国村
（78.1％減）、伊江村（75.9％減）、座間味村

（72.8％減）、多良間村（66.5％減）、伊是名村
（59.9％減）となっている。
　一方、65歳以上の老年人口は23市町村で増
加する見通しである。最も増加率が大きいのは
中城村（64.0％増）で、次いで南風原町（56.6％
増）、宜野湾市（53.1％増）、豊見城市（49.4％
増）、沖縄市（45.0％増）となっている。また、最
も減少率が大きいのは渡名喜村（68.9％減）
で、次いで東村（56.9％減）、粟国村（53.9％
減）、伊平屋村（46.0％減）、多良間村（45.2％
減）となっており、既に高齢者の割合が高い自
治体となっている。

（人口増減率に対する年齢３区分別人口の増減

寄与度）

　人口の増減率に対する年齢３区分別人口の
増減寄与度をみると、前述のとおり０～14歳
人口および15～64歳人口は全ての市町村で
減少しているので全市町村でマイナスに寄与

している（図表８）。65歳以上人口は23市町村
でプラスに寄与している。また、渡名喜村や粟
国村、東村、大宜味村など、既に高齢者の割合が
高い自治体では今後、死亡者が増加することに
より65歳以上人口もマイナスに寄与している。
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1．県内市町村の人口動態
（1）2020年国勢調査による県内市町村の人口
増減（15年比）
　2020年の国勢調査によると、県内41市町村
のうち人口が15年より減少している市町村は
20市町村で、一部都市部の市町村を除くと、大
方が離島と北部の自治体である。
※2020年の人口が15年より減少している市町村（20市町村）
　那覇市、国頭村、東村、今帰仁村、本部町、金武町、伊江村、嘉手
納町、北谷町、渡嘉敷村、粟国村、渡名喜村、南大東村、北大東
村、伊平屋村、伊是名村、久米島町、多良間村、竹富町、与那国町

(2)2010年～2022年6月の各市町村の人口動態
（自然増減、社会増減）
（自然増減）
　2010年以降の県内市町村の人口の自然増
減をみると、高齢化に伴い大半の市町村で死亡
数が増加傾向にある中で、10年代後半には出
生数が減少しており、各市町村とも総じて自然
増減は縮小傾向にある（図表１）。特に20年以
降は新型コロナウイルスの感染拡大も影響し
ていると推察される。
　また、本島北部地域や離島においては、既に
死亡者数が出生者数を上回っている状況がみ
られ、自然増減はマイナスで推移している自治

体が多くみられる。

（社会増減）
　2010年以降の県内市町村の人口の社会増
減をみると、日本人については、うるま市や南
城市、恩納村、宜野座村、中城村、北中城村、八重
瀬町では増加基調で推移しているが、20年以
降は減少しているケースもみられ、新型コロナ
ウイルスの感染拡大が影響している可能性が
ある。また、これまで増加基調を続けてきた豊
見城市と南風原町が21年以降、減少に転じて
いるが、これも新型コロナウイルスの感染拡大
が影響している可能性がある。一方、これまで
社会増を続けてきた外国人は新型コロナウイ
ルスの感染拡大による入国規制の影響から20
年～21年にかけて減少に転じた市町村が多い
が、22年（１～６月計）には増加に転じている
自治体もみられる。なお、県都である那覇市は
外国人が増加基調を続けてきたが、日本人の減
少数が大きく、社会増減は減少が続いており、
20年～21年にかけては外国人も減少に転じ
たことから社会増減は大きく減少している。た
だし、22年（１～６月計）は外国人が増加に転
じたことから減少幅は縮小している。

2．将来推計人口の推計方法

（１）将来推計人口

　我が国における公式な将来推計人口は、５年
毎の国勢調査の公表後、国立社会保障・人口問
題研究所によって推計、公表されている。将来
推計人口とは、全国の将来の出生、死亡、国際人
口移動（都道府県別については国内の他の都道
府県への移動も含む）について仮定を設定し、
コーホート要因法により、我が国の将来の人口
規模ならびに男女・年齢構成の推移について推
計を行ったものであり、出生や死亡を高位、中
位、低位に仮定して複数の推計を行っている。
　当研究所では、コーホート要因法に基づき、
2020年の国勢調査およびその後公表されて
いる推計人口や人口動態調査、住民基本台帳人
口移動などのデータを用いて、県内市町村の将
来推計人口を推計してみた。「コーホート」と
は、同じ年（又は同じ期間）に生まれた人々の集
団のことを指し、コーホート要因法とは、各
コーホートについて「自然増減」（出生と死亡）
及び「純移動」（転出入）という二つの「人口変動

要因」それぞれについて将来値を仮定し、それ
に基づいて将来人口を推計する方法である。計
算手順は、基準年の各歳別の男女別人口に、
各 「々生残率＋移動率」を乗じて翌年の１歳上
の各歳別・男女別人口を推計する（図表２）。基
準年の翌年の０歳人口は、基準年の翌年の再生
産年齢人口である15～49歳の女性の各歳別
人口に年齢別出生率を乗じて算出し、出生性比
により男子、女子の０歳人口を計算する。これ
により求められた基準年の翌年の各歳別・男女
別人口を同じ手順で生残率、移動率を乗じて
翌々年の各歳別、男女別人口を推計する。０歳
人口も同様に、ここで推計された15～49歳の
女性の各歳別人口に年齢別出生率を乗じて算
出する。この手順を予測対象期間について繰り
返し行い、将来推計人口を推計していく。なお、
今回の推計では、2020年の国勢調査の０～４
歳出生数を15～49歳女性人口で除した子ど
も女性比を求め、将来推計の15～49歳女性人
口に同比率を乗じることにより、将来の０～４
歳人口を推計した。

　次に、推計に用いた基準人口、生残率、出生
率、移動率について説明する。
（基準人口）

　将来推計の出発点となる基準人口は、2020
年の国勢調査の各市町村の男女別・５歳階級別
人口を用いた。なお、年齢不詳人口については
各歳別人口の年齢構成比で各歳別人口に按分
した。

（生残率）

　生残率とは、ある年齢の人口が１歳年齢が上
がった時点で生き残っている率のことである。

生残率は生命表から求められるが、今回の推計
では2015年の本県の生命表より男女別・年齢
別の生残率を求めた。各市町村の15年の生残
率と将来の仮定値については、県全体の生残率
を用いた。

（出生率）

　各市町村の０歳児の出生数について将来値
を推計する必要があるが、今回の推計では
2020年の国勢調査の０～４歳出生数を15～
49歳女性人口で除した子ども女性比を求め、将
来推計の15～49歳女性人口に同比率を乗じる

ことにより、将来の０～４歳人口を推計した。

（出生性比）

　出生性比は、出生数に占める男女の比率であ
るが、同比率は概ね男子：女子＝1.05：1.00で
比較的安定した数値で推移していることから、
将来推計においても０～４歳児の人口に同比
率を用いて、男女別の人口を求めた。

（移動率）

　今回の将来推計では、2017年から21年の住
民基本台帳人口移動報告の結果を用いて各市
町村の男女別・５歳階級別人口について移動率
を求めた。各市町村の将来の移動率は原則とし
て、この移動率が将来も続くと仮定した。ただ
し、各市町村で特殊な要因や事情などにより、
この移動率が極端に大きい、または小さいとみ
られるケースでは、移動率を将来の仮定値とし
てそのまま用いると、将来人口が急増したり急
減するなど、現実的ではない将来推計人口とな
るため、その要因や個別の事情などを分析・検
証し、将来の仮定値について調整した。なお、
85歳以上の高齢の人口については人口規模が
小さいため移動率の振れが大きくなったりす
ること、また移動人数そのものは小さいとみら
れることから、移動率をゼロとした。

（２）市町村別の将来推計人口

　市町村別の将来推計人口については、男女
別、５歳階級別、５年毎の推計を行った。推計方
法は県全体の推計方法に準じている。なお、当
研究所では先に県全体の将来推計人口を推計
（2022年６月推計）したことから、各市町村の
男女別、５歳階級別の人口については、全市町
村の合計が県全体の将来推計人口の該当する
男女別、５歳階級別の人口と一致するように調
整している。

（３）地域別の将来推計人口

　北部、中部、南部、宮古、八重山地域の地域別
の将来推計人口は、市町村別の将来推計人口を
該当する地域別に集計したものである。

3．市町村別の将来推計人口

　県内41市町村のうち、2020年の人口が既に
15年より減少している市町村は20市町村で、
約半数が減少している。那覇市と金武町、嘉手
納町、北谷町を除くと、全て離島と北部の自治
体である。

※2020年の人口が15年より減少している市町村（20市町村）
　那覇市、国頭村、東村、今帰仁村、本部町、金武町、伊江村、嘉手
納町、北谷町、渡嘉敷村、粟国村、渡名喜村、南大東村、北大東
村、伊平屋村、伊是名村、久米島町、多良間村、竹富町、与那国町

（人口の増減見通し）

　以下、当研究所による2020年以降の各市町
村の将来推計人口によると、20年から25年に
かけては大宜味村や恩納村、名護市、宜野座村、
読谷村、北中城村、西原町、南城市、座間味村、宮
古島市の10市町村が減少に転じる見通しであ
る（図表３～図表６）。また、25年から30年に
かけては、うるま市、浦添市、糸満市、石垣市、与
那国町の５市町が減少に転じる見通しである。
さらに30年から35年にかけては、沖縄市、宜
野湾市、八重瀬町の３市町が減少に転じ、35年
から40年にかけては与那原町と豊見城市の２
市町が減少に転じる見通しである。50年から
55年にかけて南風原町と中城村が減少に転じ
ることにより、県内全ての市町村が減少する見
通しである。70年において人口が20年を上
回っているのは、南風原町（3.8％増）と中城村
（0.9％増）の２町村となり、この２町村以外は
全て20年を下回っている(図表５)。一方、20年
比で最も下回っているのは粟国村（69.7％減）
で７割近く減少する見通しである。次いで多良
間村（61.4％減）、座間味村（60.7％減）、伊江村
（57.7％減）、国頭村（54.8％減）となっている。

（年齢３区分別人口の構成比）

　各市町村の人口に占める年齢３区分別人口
の構成比について2020年と70年を比較する
と、０～14歳人口では、渡名喜村が20年の
8.4％が70年には11.8％に3.3ポイント（注）
上昇し、東村が12.4％から14.9％に2.5ポイン
ト上昇するが、この２村以外は全て低下する見
通しである（図表９、図表10）。なお、渡名喜村
と東村は０～14歳人口の人数は減少するが、
15～64歳人口や65歳以上人口の減少数が上
回るため、構成比が相対的に上昇している。15
～64歳人口では、竹富町が20年の50.5％から
70年には60.9％に10.4ポイント上昇し、中城
村が50.0％から52.8％に2.8ポイント上昇、伊
是名村が51.1％から52.2％に1.2ポイント上

昇（注）するが、この３町村以外は全て低下する
見通しである。
　一方、65歳以上人口では、渡嘉敷村が20年
の20.2％から70年には66.1％に45.9ポイン
ト上昇し、座間味村が20.8％から52.3％に
31.5ポイント上昇、伊江村が34.4％から
60.5％に26.1ポイント上昇するなど、38市町
村で上昇する見通しである。低下するのは３村
で、渡名喜村が41.1％から27.4％に13.7ポイ
ント低下し、東村が36.5％から32.9％に3.7ポ
イント（注）し、今帰仁村が33.8％から32.1％
に1.7ポイント低下する見通しである。

（注）有効桁数の関係で、構成比の差分は表記さ
れる差分と0.1ポイント異なる。

4．県内地域別の将来推計人口

（地域別の将来推計人口）

　北部、中部、南部、宮古、八重山の地域別の将
来推計人口は、その地域の市町村の将来推計人
口を集計したものである。地域別では、北部地
域が20年は12万8,030人で既に15年（12万
8,930人）より減少しており、その後も減少が
続き、70年に9万3,280人となる見通しである
（図表11、図表12）。また、南部地域と宮古地域
は20年から25年に減少に転じ、南部地域は20
年の70万6,970人から70年には56万550人

となり、宮古地域は５万3,900人から４万
6,220人となる見通しである。中部地域は25
年から30年に減少に転じ、20年の52万5,380
人から70年には44万4,570人となる見通しで
あり、30年には全ての地域が減少に転じる見
通しである。八重山地域は、20年は５万3,190
人で、15年比で既に減少しているが、25年は
僅かながら増加に転じ、30年には再び減少に
転じる見通しである。70年には４万3,780人
となる見通しである。

（人口の構成比）

　県人口に占める構成比をみると、2070年で
最も大きいのは那覇市（18.4％）で、次いで沖
縄市（10.2％）、うるま市（9.2％）、浦添市
（7.7％）、宜野湾市（7.2％）となる見通しであ
り、20年と同じ順位となっている（図表５）。構

成比の増減では、最も増加するのは南風原町
で、0.8ポイント上昇する見通しである。次い
で、うるま市（0.7ポイント上昇）、豊見城市
（0.6ポイント上昇）、糸満市（0.5ポイント上
昇）、沖縄市（0.4ポイント上昇）となっている。

（年齢３区分別人口の増減）

　2020年から70年までの人口の増減率を年
齢３区分別でみると、０～14歳人口の年少人
口は全ての市町村で減少する見通しである（図
表７）。最も減少率が大きいのは渡嘉敷村
（90.6％減）で、次いで座間味村（88.3％減）、粟
国村（82.1％減）、多良間村（75.8％減）、伊江村
（70.0％減）、国頭村（63.7％減）となっている。
また、15～64歳の生産年齢人口も全ての市町
村で減少する見通しである。最も減少率が大き
いのは渡嘉敷村（78.4％減）で、次いで粟国村
（78.1％減）、伊江村（75.9％減）、座間味村

（72.8％減）、多良間村（66.5％減）、伊是名村
（59.9％減）となっている。
　一方、65歳以上の老年人口は23市町村で増
加する見通しである。最も増加率が大きいのは
中城村（64.0％増）で、次いで南風原町（56.6％
増）、宜野湾市（53.1％増）、豊見城市（49.4％
増）、沖縄市（45.0％増）となっている。また、最
も減少率が大きいのは渡名喜村（68.9％減）
で、次いで東村（56.9％減）、粟国村（53.9％
減）、伊平屋村（46.0％減）、多良間村（45.2％
減）となっており、既に高齢者の割合が高い自
治体となっている。

（人口増減率に対する年齢３区分別人口の増減

寄与度）

　人口の増減率に対する年齢３区分別人口の
増減寄与度をみると、前述のとおり０～14歳
人口および15～64歳人口は全ての市町村で
減少しているので全市町村でマイナスに寄与

している（図表８）。65歳以上人口は23市町村
でプラスに寄与している。また、渡名喜村や粟
国村、東村、大宜味村など、既に高齢者の割合が
高い自治体では今後、死亡者が増加することに
より65歳以上人口もマイナスに寄与している。
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1．県内市町村の人口動態
（1）2020年国勢調査による県内市町村の人口
増減（15年比）
　2020年の国勢調査によると、県内41市町村
のうち人口が15年より減少している市町村は
20市町村で、一部都市部の市町村を除くと、大
方が離島と北部の自治体である。
※2020年の人口が15年より減少している市町村（20市町村）
　那覇市、国頭村、東村、今帰仁村、本部町、金武町、伊江村、嘉手
納町、北谷町、渡嘉敷村、粟国村、渡名喜村、南大東村、北大東
村、伊平屋村、伊是名村、久米島町、多良間村、竹富町、与那国町

(2)2010年～2022年6月の各市町村の人口動態
（自然増減、社会増減）
（自然増減）
　2010年以降の県内市町村の人口の自然増
減をみると、高齢化に伴い大半の市町村で死亡
数が増加傾向にある中で、10年代後半には出
生数が減少しており、各市町村とも総じて自然
増減は縮小傾向にある（図表１）。特に20年以
降は新型コロナウイルスの感染拡大も影響し
ていると推察される。
　また、本島北部地域や離島においては、既に
死亡者数が出生者数を上回っている状況がみ
られ、自然増減はマイナスで推移している自治

体が多くみられる。

（社会増減）
　2010年以降の県内市町村の人口の社会増
減をみると、日本人については、うるま市や南
城市、恩納村、宜野座村、中城村、北中城村、八重
瀬町では増加基調で推移しているが、20年以
降は減少しているケースもみられ、新型コロナ
ウイルスの感染拡大が影響している可能性が
ある。また、これまで増加基調を続けてきた豊
見城市と南風原町が21年以降、減少に転じて
いるが、これも新型コロナウイルスの感染拡大
が影響している可能性がある。一方、これまで
社会増を続けてきた外国人は新型コロナウイ
ルスの感染拡大による入国規制の影響から20
年～21年にかけて減少に転じた市町村が多い
が、22年（１～６月計）には増加に転じている
自治体もみられる。なお、県都である那覇市は
外国人が増加基調を続けてきたが、日本人の減
少数が大きく、社会増減は減少が続いており、
20年～21年にかけては外国人も減少に転じ
たことから社会増減は大きく減少している。た
だし、22年（１～６月計）は外国人が増加に転
じたことから減少幅は縮小している。

2．将来推計人口の推計方法

（１）将来推計人口

　我が国における公式な将来推計人口は、５年
毎の国勢調査の公表後、国立社会保障・人口問
題研究所によって推計、公表されている。将来
推計人口とは、全国の将来の出生、死亡、国際人
口移動（都道府県別については国内の他の都道
府県への移動も含む）について仮定を設定し、
コーホート要因法により、我が国の将来の人口
規模ならびに男女・年齢構成の推移について推
計を行ったものであり、出生や死亡を高位、中
位、低位に仮定して複数の推計を行っている。
　当研究所では、コーホート要因法に基づき、
2020年の国勢調査およびその後公表されて
いる推計人口や人口動態調査、住民基本台帳人
口移動などのデータを用いて、県内市町村の将
来推計人口を推計してみた。「コーホート」と
は、同じ年（又は同じ期間）に生まれた人々の集
団のことを指し、コーホート要因法とは、各
コーホートについて「自然増減」（出生と死亡）
及び「純移動」（転出入）という二つの「人口変動

要因」それぞれについて将来値を仮定し、それ
に基づいて将来人口を推計する方法である。計
算手順は、基準年の各歳別の男女別人口に、
各 「々生残率＋移動率」を乗じて翌年の１歳上
の各歳別・男女別人口を推計する（図表２）。基
準年の翌年の０歳人口は、基準年の翌年の再生
産年齢人口である15～49歳の女性の各歳別
人口に年齢別出生率を乗じて算出し、出生性比
により男子、女子の０歳人口を計算する。これ
により求められた基準年の翌年の各歳別・男女
別人口を同じ手順で生残率、移動率を乗じて
翌々年の各歳別、男女別人口を推計する。０歳
人口も同様に、ここで推計された15～49歳の
女性の各歳別人口に年齢別出生率を乗じて算
出する。この手順を予測対象期間について繰り
返し行い、将来推計人口を推計していく。なお、
今回の推計では、2020年の国勢調査の０～４
歳出生数を15～49歳女性人口で除した子ど
も女性比を求め、将来推計の15～49歳女性人
口に同比率を乗じることにより、将来の０～４
歳人口を推計した。

　次に、推計に用いた基準人口、生残率、出生
率、移動率について説明する。
（基準人口）

　将来推計の出発点となる基準人口は、2020
年の国勢調査の各市町村の男女別・５歳階級別
人口を用いた。なお、年齢不詳人口については
各歳別人口の年齢構成比で各歳別人口に按分
した。

（生残率）

　生残率とは、ある年齢の人口が１歳年齢が上
がった時点で生き残っている率のことである。

生残率は生命表から求められるが、今回の推計
では2015年の本県の生命表より男女別・年齢
別の生残率を求めた。各市町村の15年の生残
率と将来の仮定値については、県全体の生残率
を用いた。

（出生率）

　各市町村の０歳児の出生数について将来値
を推計する必要があるが、今回の推計では
2020年の国勢調査の０～４歳出生数を15～
49歳女性人口で除した子ども女性比を求め、将
来推計の15～49歳女性人口に同比率を乗じる

ことにより、将来の０～４歳人口を推計した。

（出生性比）

　出生性比は、出生数に占める男女の比率であ
るが、同比率は概ね男子：女子＝1.05：1.00で
比較的安定した数値で推移していることから、
将来推計においても０～４歳児の人口に同比
率を用いて、男女別の人口を求めた。

（移動率）

　今回の将来推計では、2017年から21年の住
民基本台帳人口移動報告の結果を用いて各市
町村の男女別・５歳階級別人口について移動率
を求めた。各市町村の将来の移動率は原則とし
て、この移動率が将来も続くと仮定した。ただ
し、各市町村で特殊な要因や事情などにより、
この移動率が極端に大きい、または小さいとみ
られるケースでは、移動率を将来の仮定値とし
てそのまま用いると、将来人口が急増したり急
減するなど、現実的ではない将来推計人口とな
るため、その要因や個別の事情などを分析・検
証し、将来の仮定値について調整した。なお、
85歳以上の高齢の人口については人口規模が
小さいため移動率の振れが大きくなったりす
ること、また移動人数そのものは小さいとみら
れることから、移動率をゼロとした。

（２）市町村別の将来推計人口

　市町村別の将来推計人口については、男女
別、５歳階級別、５年毎の推計を行った。推計方
法は県全体の推計方法に準じている。なお、当
研究所では先に県全体の将来推計人口を推計
（2022年６月推計）したことから、各市町村の
男女別、５歳階級別の人口については、全市町
村の合計が県全体の将来推計人口の該当する
男女別、５歳階級別の人口と一致するように調
整している。

（３）地域別の将来推計人口

　北部、中部、南部、宮古、八重山地域の地域別
の将来推計人口は、市町村別の将来推計人口を
該当する地域別に集計したものである。

3．市町村別の将来推計人口

　県内41市町村のうち、2020年の人口が既に
15年より減少している市町村は20市町村で、
約半数が減少している。那覇市と金武町、嘉手
納町、北谷町を除くと、全て離島と北部の自治
体である。

※2020年の人口が15年より減少している市町村（20市町村）
　那覇市、国頭村、東村、今帰仁村、本部町、金武町、伊江村、嘉手
納町、北谷町、渡嘉敷村、粟国村、渡名喜村、南大東村、北大東
村、伊平屋村、伊是名村、久米島町、多良間村、竹富町、与那国町

（人口の増減見通し）

　以下、当研究所による2020年以降の各市町
村の将来推計人口によると、20年から25年に
かけては大宜味村や恩納村、名護市、宜野座村、
読谷村、北中城村、西原町、南城市、座間味村、宮
古島市の10市町村が減少に転じる見通しであ
る（図表３～図表６）。また、25年から30年に
かけては、うるま市、浦添市、糸満市、石垣市、与
那国町の５市町が減少に転じる見通しである。
さらに30年から35年にかけては、沖縄市、宜
野湾市、八重瀬町の３市町が減少に転じ、35年
から40年にかけては与那原町と豊見城市の２
市町が減少に転じる見通しである。50年から
55年にかけて南風原町と中城村が減少に転じ
ることにより、県内全ての市町村が減少する見
通しである。70年において人口が20年を上
回っているのは、南風原町（3.8％増）と中城村
（0.9％増）の２町村となり、この２町村以外は
全て20年を下回っている(図表５)。一方、20年
比で最も下回っているのは粟国村（69.7％減）
で７割近く減少する見通しである。次いで多良
間村（61.4％減）、座間味村（60.7％減）、伊江村
（57.7％減）、国頭村（54.8％減）となっている。

（年齢３区分別人口の構成比）

　各市町村の人口に占める年齢３区分別人口
の構成比について2020年と70年を比較する
と、０～14歳人口では、渡名喜村が20年の
8.4％が70年には11.8％に3.3ポイント（注）
上昇し、東村が12.4％から14.9％に2.5ポイン
ト上昇するが、この２村以外は全て低下する見
通しである（図表９、図表10）。なお、渡名喜村
と東村は０～14歳人口の人数は減少するが、
15～64歳人口や65歳以上人口の減少数が上
回るため、構成比が相対的に上昇している。15
～64歳人口では、竹富町が20年の50.5％から
70年には60.9％に10.4ポイント上昇し、中城
村が50.0％から52.8％に2.8ポイント上昇、伊
是名村が51.1％から52.2％に1.2ポイント上

昇（注）するが、この３町村以外は全て低下する
見通しである。
　一方、65歳以上人口では、渡嘉敷村が20年
の20.2％から70年には66.1％に45.9ポイン
ト上昇し、座間味村が20.8％から52.3％に
31.5ポイント上昇、伊江村が34.4％から
60.5％に26.1ポイント上昇するなど、38市町
村で上昇する見通しである。低下するのは３村
で、渡名喜村が41.1％から27.4％に13.7ポイ
ント低下し、東村が36.5％から32.9％に3.7ポ
イント（注）し、今帰仁村が33.8％から32.1％
に1.7ポイント低下する見通しである。

（注）有効桁数の関係で、構成比の差分は表記さ
れる差分と0.1ポイント異なる。

4．県内地域別の将来推計人口

（地域別の将来推計人口）

　北部、中部、南部、宮古、八重山の地域別の将
来推計人口は、その地域の市町村の将来推計人
口を集計したものである。地域別では、北部地
域が20年は12万8,030人で既に15年（12万
8,930人）より減少しており、その後も減少が
続き、70年に9万3,280人となる見通しである
（図表11、図表12）。また、南部地域と宮古地域
は20年から25年に減少に転じ、南部地域は20
年の70万6,970人から70年には56万550人

となり、宮古地域は５万3,900人から４万
6,220人となる見通しである。中部地域は25
年から30年に減少に転じ、20年の52万5,380
人から70年には44万4,570人となる見通しで
あり、30年には全ての地域が減少に転じる見
通しである。八重山地域は、20年は５万3,190
人で、15年比で既に減少しているが、25年は
僅かながら増加に転じ、30年には再び減少に
転じる見通しである。70年には４万3,780人
となる見通しである。

（人口の構成比）

　県人口に占める構成比をみると、2070年で
最も大きいのは那覇市（18.4％）で、次いで沖
縄市（10.2％）、うるま市（9.2％）、浦添市
（7.7％）、宜野湾市（7.2％）となる見通しであ
り、20年と同じ順位となっている（図表５）。構

成比の増減では、最も増加するのは南風原町
で、0.8ポイント上昇する見通しである。次い
で、うるま市（0.7ポイント上昇）、豊見城市
（0.6ポイント上昇）、糸満市（0.5ポイント上
昇）、沖縄市（0.4ポイント上昇）となっている。

（年齢３区分別人口の増減）

　2020年から70年までの人口の増減率を年
齢３区分別でみると、０～14歳人口の年少人
口は全ての市町村で減少する見通しである（図
表７）。最も減少率が大きいのは渡嘉敷村
（90.6％減）で、次いで座間味村（88.3％減）、粟
国村（82.1％減）、多良間村（75.8％減）、伊江村
（70.0％減）、国頭村（63.7％減）となっている。
また、15～64歳の生産年齢人口も全ての市町
村で減少する見通しである。最も減少率が大き
いのは渡嘉敷村（78.4％減）で、次いで粟国村
（78.1％減）、伊江村（75.9％減）、座間味村

（72.8％減）、多良間村（66.5％減）、伊是名村
（59.9％減）となっている。
　一方、65歳以上の老年人口は23市町村で増
加する見通しである。最も増加率が大きいのは
中城村（64.0％増）で、次いで南風原町（56.6％
増）、宜野湾市（53.1％増）、豊見城市（49.4％
増）、沖縄市（45.0％増）となっている。また、最
も減少率が大きいのは渡名喜村（68.9％減）
で、次いで東村（56.9％減）、粟国村（53.9％
減）、伊平屋村（46.0％減）、多良間村（45.2％
減）となっており、既に高齢者の割合が高い自
治体となっている。

（人口増減率に対する年齢３区分別人口の増減

寄与度）

　人口の増減率に対する年齢３区分別人口の
増減寄与度をみると、前述のとおり０～14歳
人口および15～64歳人口は全ての市町村で
減少しているので全市町村でマイナスに寄与

している（図表８）。65歳以上人口は23市町村
でプラスに寄与している。また、渡名喜村や粟
国村、東村、大宜味村など、既に高齢者の割合が
高い自治体では今後、死亡者が増加することに
より65歳以上人口もマイナスに寄与している。

3

2022 1 6 2022 1 6

2022 1 6 2022 1 6

2022 1 6 2022 1 6

(

2022 1 6 2022 1 6

(

2022 1 6 2022 1 6

(

2022 1 6 2022 1 6

-20

0

20

40

60

80

100

2010 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 -20

0

20

40

60

80

100

2010 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22

-100

-50

0

50

100

150

200

2010 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 -150

-100

-50

0

50

100

2010 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22

-60

-40

-20

0

20

40

60

80

2010 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 -70

-60

-50

-40

-30

-20

-10

0

10

20

2010 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22

-100

0

100

200

300

400

500

600

2010 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 -400

-300

-200

-100

0

100

200

300

400

2010 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22

-50

0

50

100

150

200

2010 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 -140

-120

-100

-80

-60

-40

-20

0

20

40

60

2010 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22

0

50

100

150

200

250

300

350

400

2010 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 -400

-300

-200

-100

0

100

200

2010 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22

1．県内市町村の人口動態
（1）2020年国勢調査による県内市町村の人口
増減（15年比）
　2020年の国勢調査によると、県内41市町村
のうち人口が15年より減少している市町村は
20市町村で、一部都市部の市町村を除くと、大
方が離島と北部の自治体である。
※2020年の人口が15年より減少している市町村（20市町村）
　那覇市、国頭村、東村、今帰仁村、本部町、金武町、伊江村、嘉手
納町、北谷町、渡嘉敷村、粟国村、渡名喜村、南大東村、北大東
村、伊平屋村、伊是名村、久米島町、多良間村、竹富町、与那国町

(2)2010年～2022年6月の各市町村の人口動態
（自然増減、社会増減）
（自然増減）
　2010年以降の県内市町村の人口の自然増
減をみると、高齢化に伴い大半の市町村で死亡
数が増加傾向にある中で、10年代後半には出
生数が減少しており、各市町村とも総じて自然
増減は縮小傾向にある（図表１）。特に20年以
降は新型コロナウイルスの感染拡大も影響し
ていると推察される。
　また、本島北部地域や離島においては、既に
死亡者数が出生者数を上回っている状況がみ
られ、自然増減はマイナスで推移している自治

体が多くみられる。

（社会増減）
　2010年以降の県内市町村の人口の社会増
減をみると、日本人については、うるま市や南
城市、恩納村、宜野座村、中城村、北中城村、八重
瀬町では増加基調で推移しているが、20年以
降は減少しているケースもみられ、新型コロナ
ウイルスの感染拡大が影響している可能性が
ある。また、これまで増加基調を続けてきた豊
見城市と南風原町が21年以降、減少に転じて
いるが、これも新型コロナウイルスの感染拡大
が影響している可能性がある。一方、これまで
社会増を続けてきた外国人は新型コロナウイ
ルスの感染拡大による入国規制の影響から20
年～21年にかけて減少に転じた市町村が多い
が、22年（１～６月計）には増加に転じている
自治体もみられる。なお、県都である那覇市は
外国人が増加基調を続けてきたが、日本人の減
少数が大きく、社会増減は減少が続いており、
20年～21年にかけては外国人も減少に転じ
たことから社会増減は大きく減少している。た
だし、22年（１～６月計）は外国人が増加に転
じたことから減少幅は縮小している。

2．将来推計人口の推計方法

（１）将来推計人口

　我が国における公式な将来推計人口は、５年
毎の国勢調査の公表後、国立社会保障・人口問
題研究所によって推計、公表されている。将来
推計人口とは、全国の将来の出生、死亡、国際人
口移動（都道府県別については国内の他の都道
府県への移動も含む）について仮定を設定し、
コーホート要因法により、我が国の将来の人口
規模ならびに男女・年齢構成の推移について推
計を行ったものであり、出生や死亡を高位、中
位、低位に仮定して複数の推計を行っている。
　当研究所では、コーホート要因法に基づき、
2020年の国勢調査およびその後公表されて
いる推計人口や人口動態調査、住民基本台帳人
口移動などのデータを用いて、県内市町村の将
来推計人口を推計してみた。「コーホート」と
は、同じ年（又は同じ期間）に生まれた人々の集
団のことを指し、コーホート要因法とは、各
コーホートについて「自然増減」（出生と死亡）
及び「純移動」（転出入）という二つの「人口変動

要因」それぞれについて将来値を仮定し、それ
に基づいて将来人口を推計する方法である。計
算手順は、基準年の各歳別の男女別人口に、
各 「々生残率＋移動率」を乗じて翌年の１歳上
の各歳別・男女別人口を推計する（図表２）。基
準年の翌年の０歳人口は、基準年の翌年の再生
産年齢人口である15～49歳の女性の各歳別
人口に年齢別出生率を乗じて算出し、出生性比
により男子、女子の０歳人口を計算する。これ
により求められた基準年の翌年の各歳別・男女
別人口を同じ手順で生残率、移動率を乗じて
翌々年の各歳別、男女別人口を推計する。０歳
人口も同様に、ここで推計された15～49歳の
女性の各歳別人口に年齢別出生率を乗じて算
出する。この手順を予測対象期間について繰り
返し行い、将来推計人口を推計していく。なお、
今回の推計では、2020年の国勢調査の０～４
歳出生数を15～49歳女性人口で除した子ど
も女性比を求め、将来推計の15～49歳女性人
口に同比率を乗じることにより、将来の０～４
歳人口を推計した。

　次に、推計に用いた基準人口、生残率、出生
率、移動率について説明する。
（基準人口）

　将来推計の出発点となる基準人口は、2020
年の国勢調査の各市町村の男女別・５歳階級別
人口を用いた。なお、年齢不詳人口については
各歳別人口の年齢構成比で各歳別人口に按分
した。

（生残率）

　生残率とは、ある年齢の人口が１歳年齢が上
がった時点で生き残っている率のことである。

生残率は生命表から求められるが、今回の推計
では2015年の本県の生命表より男女別・年齢
別の生残率を求めた。各市町村の15年の生残
率と将来の仮定値については、県全体の生残率
を用いた。

（出生率）

　各市町村の０歳児の出生数について将来値
を推計する必要があるが、今回の推計では
2020年の国勢調査の０～４歳出生数を15～
49歳女性人口で除した子ども女性比を求め、将
来推計の15～49歳女性人口に同比率を乗じる

ことにより、将来の０～４歳人口を推計した。

（出生性比）

　出生性比は、出生数に占める男女の比率であ
るが、同比率は概ね男子：女子＝1.05：1.00で
比較的安定した数値で推移していることから、
将来推計においても０～４歳児の人口に同比
率を用いて、男女別の人口を求めた。

（移動率）

　今回の将来推計では、2017年から21年の住
民基本台帳人口移動報告の結果を用いて各市
町村の男女別・５歳階級別人口について移動率
を求めた。各市町村の将来の移動率は原則とし
て、この移動率が将来も続くと仮定した。ただ
し、各市町村で特殊な要因や事情などにより、
この移動率が極端に大きい、または小さいとみ
られるケースでは、移動率を将来の仮定値とし
てそのまま用いると、将来人口が急増したり急
減するなど、現実的ではない将来推計人口とな
るため、その要因や個別の事情などを分析・検
証し、将来の仮定値について調整した。なお、
85歳以上の高齢の人口については人口規模が
小さいため移動率の振れが大きくなったりす
ること、また移動人数そのものは小さいとみら
れることから、移動率をゼロとした。

（２）市町村別の将来推計人口

　市町村別の将来推計人口については、男女
別、５歳階級別、５年毎の推計を行った。推計方
法は県全体の推計方法に準じている。なお、当
研究所では先に県全体の将来推計人口を推計
（2022年６月推計）したことから、各市町村の
男女別、５歳階級別の人口については、全市町
村の合計が県全体の将来推計人口の該当する
男女別、５歳階級別の人口と一致するように調
整している。

（３）地域別の将来推計人口

　北部、中部、南部、宮古、八重山地域の地域別
の将来推計人口は、市町村別の将来推計人口を
該当する地域別に集計したものである。

3．市町村別の将来推計人口

　県内41市町村のうち、2020年の人口が既に
15年より減少している市町村は20市町村で、
約半数が減少している。那覇市と金武町、嘉手
納町、北谷町を除くと、全て離島と北部の自治
体である。

※2020年の人口が15年より減少している市町村（20市町村）
　那覇市、国頭村、東村、今帰仁村、本部町、金武町、伊江村、嘉手
納町、北谷町、渡嘉敷村、粟国村、渡名喜村、南大東村、北大東
村、伊平屋村、伊是名村、久米島町、多良間村、竹富町、与那国町

（人口の増減見通し）

　以下、当研究所による2020年以降の各市町
村の将来推計人口によると、20年から25年に
かけては大宜味村や恩納村、名護市、宜野座村、
読谷村、北中城村、西原町、南城市、座間味村、宮
古島市の10市町村が減少に転じる見通しであ
る（図表３～図表６）。また、25年から30年に
かけては、うるま市、浦添市、糸満市、石垣市、与
那国町の５市町が減少に転じる見通しである。
さらに30年から35年にかけては、沖縄市、宜
野湾市、八重瀬町の３市町が減少に転じ、35年
から40年にかけては与那原町と豊見城市の２
市町が減少に転じる見通しである。50年から
55年にかけて南風原町と中城村が減少に転じ
ることにより、県内全ての市町村が減少する見
通しである。70年において人口が20年を上
回っているのは、南風原町（3.8％増）と中城村
（0.9％増）の２町村となり、この２町村以外は
全て20年を下回っている(図表５)。一方、20年
比で最も下回っているのは粟国村（69.7％減）
で７割近く減少する見通しである。次いで多良
間村（61.4％減）、座間味村（60.7％減）、伊江村
（57.7％減）、国頭村（54.8％減）となっている。

（年齢３区分別人口の構成比）

　各市町村の人口に占める年齢３区分別人口
の構成比について2020年と70年を比較する
と、０～14歳人口では、渡名喜村が20年の
8.4％が70年には11.8％に3.3ポイント（注）
上昇し、東村が12.4％から14.9％に2.5ポイン
ト上昇するが、この２村以外は全て低下する見
通しである（図表９、図表10）。なお、渡名喜村
と東村は０～14歳人口の人数は減少するが、
15～64歳人口や65歳以上人口の減少数が上
回るため、構成比が相対的に上昇している。15
～64歳人口では、竹富町が20年の50.5％から
70年には60.9％に10.4ポイント上昇し、中城
村が50.0％から52.8％に2.8ポイント上昇、伊
是名村が51.1％から52.2％に1.2ポイント上

昇（注）するが、この３町村以外は全て低下する
見通しである。
　一方、65歳以上人口では、渡嘉敷村が20年
の20.2％から70年には66.1％に45.9ポイン
ト上昇し、座間味村が20.8％から52.3％に
31.5ポイント上昇、伊江村が34.4％から
60.5％に26.1ポイント上昇するなど、38市町
村で上昇する見通しである。低下するのは３村
で、渡名喜村が41.1％から27.4％に13.7ポイ
ント低下し、東村が36.5％から32.9％に3.7ポ
イント（注）し、今帰仁村が33.8％から32.1％
に1.7ポイント低下する見通しである。

（注）有効桁数の関係で、構成比の差分は表記さ
れる差分と0.1ポイント異なる。

4．県内地域別の将来推計人口

（地域別の将来推計人口）

　北部、中部、南部、宮古、八重山の地域別の将
来推計人口は、その地域の市町村の将来推計人
口を集計したものである。地域別では、北部地
域が20年は12万8,030人で既に15年（12万
8,930人）より減少しており、その後も減少が
続き、70年に9万3,280人となる見通しである
（図表11、図表12）。また、南部地域と宮古地域
は20年から25年に減少に転じ、南部地域は20
年の70万6,970人から70年には56万550人

となり、宮古地域は５万3,900人から４万
6,220人となる見通しである。中部地域は25
年から30年に減少に転じ、20年の52万5,380
人から70年には44万4,570人となる見通しで
あり、30年には全ての地域が減少に転じる見
通しである。八重山地域は、20年は５万3,190
人で、15年比で既に減少しているが、25年は
僅かながら増加に転じ、30年には再び減少に
転じる見通しである。70年には４万3,780人
となる見通しである。

（人口の構成比）

　県人口に占める構成比をみると、2070年で
最も大きいのは那覇市（18.4％）で、次いで沖
縄市（10.2％）、うるま市（9.2％）、浦添市
（7.7％）、宜野湾市（7.2％）となる見通しであ
り、20年と同じ順位となっている（図表５）。構

成比の増減では、最も増加するのは南風原町
で、0.8ポイント上昇する見通しである。次い
で、うるま市（0.7ポイント上昇）、豊見城市
（0.6ポイント上昇）、糸満市（0.5ポイント上
昇）、沖縄市（0.4ポイント上昇）となっている。

（年齢３区分別人口の増減）

　2020年から70年までの人口の増減率を年
齢３区分別でみると、０～14歳人口の年少人
口は全ての市町村で減少する見通しである（図
表７）。最も減少率が大きいのは渡嘉敷村
（90.6％減）で、次いで座間味村（88.3％減）、粟
国村（82.1％減）、多良間村（75.8％減）、伊江村
（70.0％減）、国頭村（63.7％減）となっている。
また、15～64歳の生産年齢人口も全ての市町
村で減少する見通しである。最も減少率が大き
いのは渡嘉敷村（78.4％減）で、次いで粟国村
（78.1％減）、伊江村（75.9％減）、座間味村

（72.8％減）、多良間村（66.5％減）、伊是名村
（59.9％減）となっている。
　一方、65歳以上の老年人口は23市町村で増
加する見通しである。最も増加率が大きいのは
中城村（64.0％増）で、次いで南風原町（56.6％
増）、宜野湾市（53.1％増）、豊見城市（49.4％
増）、沖縄市（45.0％増）となっている。また、最
も減少率が大きいのは渡名喜村（68.9％減）
で、次いで東村（56.9％減）、粟国村（53.9％
減）、伊平屋村（46.0％減）、多良間村（45.2％
減）となっており、既に高齢者の割合が高い自
治体となっている。

（人口増減率に対する年齢３区分別人口の増減

寄与度）

　人口の増減率に対する年齢３区分別人口の
増減寄与度をみると、前述のとおり０～14歳
人口および15～64歳人口は全ての市町村で
減少しているので全市町村でマイナスに寄与

している（図表８）。65歳以上人口は23市町村
でプラスに寄与している。また、渡名喜村や粟
国村、東村、大宜味村など、既に高齢者の割合が
高い自治体では今後、死亡者が増加することに
より65歳以上人口もマイナスに寄与している。
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1．県内市町村の人口動態
（1）2020年国勢調査による県内市町村の人口
増減（15年比）
　2020年の国勢調査によると、県内41市町村
のうち人口が15年より減少している市町村は
20市町村で、一部都市部の市町村を除くと、大
方が離島と北部の自治体である。
※2020年の人口が15年より減少している市町村（20市町村）
　那覇市、国頭村、東村、今帰仁村、本部町、金武町、伊江村、嘉手
納町、北谷町、渡嘉敷村、粟国村、渡名喜村、南大東村、北大東
村、伊平屋村、伊是名村、久米島町、多良間村、竹富町、与那国町

(2)2010年～2022年6月の各市町村の人口動態
（自然増減、社会増減）
（自然増減）
　2010年以降の県内市町村の人口の自然増
減をみると、高齢化に伴い大半の市町村で死亡
数が増加傾向にある中で、10年代後半には出
生数が減少しており、各市町村とも総じて自然
増減は縮小傾向にある（図表１）。特に20年以
降は新型コロナウイルスの感染拡大も影響し
ていると推察される。
　また、本島北部地域や離島においては、既に
死亡者数が出生者数を上回っている状況がみ
られ、自然増減はマイナスで推移している自治

体が多くみられる。

（社会増減）
　2010年以降の県内市町村の人口の社会増
減をみると、日本人については、うるま市や南
城市、恩納村、宜野座村、中城村、北中城村、八重
瀬町では増加基調で推移しているが、20年以
降は減少しているケースもみられ、新型コロナ
ウイルスの感染拡大が影響している可能性が
ある。また、これまで増加基調を続けてきた豊
見城市と南風原町が21年以降、減少に転じて
いるが、これも新型コロナウイルスの感染拡大
が影響している可能性がある。一方、これまで
社会増を続けてきた外国人は新型コロナウイ
ルスの感染拡大による入国規制の影響から20
年～21年にかけて減少に転じた市町村が多い
が、22年（１～６月計）には増加に転じている
自治体もみられる。なお、県都である那覇市は
外国人が増加基調を続けてきたが、日本人の減
少数が大きく、社会増減は減少が続いており、
20年～21年にかけては外国人も減少に転じ
たことから社会増減は大きく減少している。た
だし、22年（１～６月計）は外国人が増加に転
じたことから減少幅は縮小している。

2．将来推計人口の推計方法

（１）将来推計人口

　我が国における公式な将来推計人口は、５年
毎の国勢調査の公表後、国立社会保障・人口問
題研究所によって推計、公表されている。将来
推計人口とは、全国の将来の出生、死亡、国際人
口移動（都道府県別については国内の他の都道
府県への移動も含む）について仮定を設定し、
コーホート要因法により、我が国の将来の人口
規模ならびに男女・年齢構成の推移について推
計を行ったものであり、出生や死亡を高位、中
位、低位に仮定して複数の推計を行っている。
　当研究所では、コーホート要因法に基づき、
2020年の国勢調査およびその後公表されて
いる推計人口や人口動態調査、住民基本台帳人
口移動などのデータを用いて、県内市町村の将
来推計人口を推計してみた。「コーホート」と
は、同じ年（又は同じ期間）に生まれた人々の集
団のことを指し、コーホート要因法とは、各
コーホートについて「自然増減」（出生と死亡）
及び「純移動」（転出入）という二つの「人口変動

要因」それぞれについて将来値を仮定し、それ
に基づいて将来人口を推計する方法である。計
算手順は、基準年の各歳別の男女別人口に、
各 「々生残率＋移動率」を乗じて翌年の１歳上
の各歳別・男女別人口を推計する（図表２）。基
準年の翌年の０歳人口は、基準年の翌年の再生
産年齢人口である15～49歳の女性の各歳別
人口に年齢別出生率を乗じて算出し、出生性比
により男子、女子の０歳人口を計算する。これ
により求められた基準年の翌年の各歳別・男女
別人口を同じ手順で生残率、移動率を乗じて
翌々年の各歳別、男女別人口を推計する。０歳
人口も同様に、ここで推計された15～49歳の
女性の各歳別人口に年齢別出生率を乗じて算
出する。この手順を予測対象期間について繰り
返し行い、将来推計人口を推計していく。なお、
今回の推計では、2020年の国勢調査の０～４
歳出生数を15～49歳女性人口で除した子ど
も女性比を求め、将来推計の15～49歳女性人
口に同比率を乗じることにより、将来の０～４
歳人口を推計した。

　次に、推計に用いた基準人口、生残率、出生
率、移動率について説明する。
（基準人口）

　将来推計の出発点となる基準人口は、2020
年の国勢調査の各市町村の男女別・５歳階級別
人口を用いた。なお、年齢不詳人口については
各歳別人口の年齢構成比で各歳別人口に按分
した。

（生残率）

　生残率とは、ある年齢の人口が１歳年齢が上
がった時点で生き残っている率のことである。

生残率は生命表から求められるが、今回の推計
では2015年の本県の生命表より男女別・年齢
別の生残率を求めた。各市町村の15年の生残
率と将来の仮定値については、県全体の生残率
を用いた。

（出生率）

　各市町村の０歳児の出生数について将来値
を推計する必要があるが、今回の推計では
2020年の国勢調査の０～４歳出生数を15～
49歳女性人口で除した子ども女性比を求め、将
来推計の15～49歳女性人口に同比率を乗じる

ことにより、将来の０～４歳人口を推計した。

（出生性比）

　出生性比は、出生数に占める男女の比率であ
るが、同比率は概ね男子：女子＝1.05：1.00で
比較的安定した数値で推移していることから、
将来推計においても０～４歳児の人口に同比
率を用いて、男女別の人口を求めた。

（移動率）

　今回の将来推計では、2017年から21年の住
民基本台帳人口移動報告の結果を用いて各市
町村の男女別・５歳階級別人口について移動率
を求めた。各市町村の将来の移動率は原則とし
て、この移動率が将来も続くと仮定した。ただ
し、各市町村で特殊な要因や事情などにより、
この移動率が極端に大きい、または小さいとみ
られるケースでは、移動率を将来の仮定値とし
てそのまま用いると、将来人口が急増したり急
減するなど、現実的ではない将来推計人口とな
るため、その要因や個別の事情などを分析・検
証し、将来の仮定値について調整した。なお、
85歳以上の高齢の人口については人口規模が
小さいため移動率の振れが大きくなったりす
ること、また移動人数そのものは小さいとみら
れることから、移動率をゼロとした。

（２）市町村別の将来推計人口

　市町村別の将来推計人口については、男女
別、５歳階級別、５年毎の推計を行った。推計方
法は県全体の推計方法に準じている。なお、当
研究所では先に県全体の将来推計人口を推計
（2022年６月推計）したことから、各市町村の
男女別、５歳階級別の人口については、全市町
村の合計が県全体の将来推計人口の該当する
男女別、５歳階級別の人口と一致するように調
整している。

（３）地域別の将来推計人口

　北部、中部、南部、宮古、八重山地域の地域別
の将来推計人口は、市町村別の将来推計人口を
該当する地域別に集計したものである。

3．市町村別の将来推計人口

　県内41市町村のうち、2020年の人口が既に
15年より減少している市町村は20市町村で、
約半数が減少している。那覇市と金武町、嘉手
納町、北谷町を除くと、全て離島と北部の自治
体である。

※2020年の人口が15年より減少している市町村（20市町村）
　那覇市、国頭村、東村、今帰仁村、本部町、金武町、伊江村、嘉手
納町、北谷町、渡嘉敷村、粟国村、渡名喜村、南大東村、北大東
村、伊平屋村、伊是名村、久米島町、多良間村、竹富町、与那国町

（人口の増減見通し）

　以下、当研究所による2020年以降の各市町
村の将来推計人口によると、20年から25年に
かけては大宜味村や恩納村、名護市、宜野座村、
読谷村、北中城村、西原町、南城市、座間味村、宮
古島市の10市町村が減少に転じる見通しであ
る（図表３～図表６）。また、25年から30年に
かけては、うるま市、浦添市、糸満市、石垣市、与
那国町の５市町が減少に転じる見通しである。
さらに30年から35年にかけては、沖縄市、宜
野湾市、八重瀬町の３市町が減少に転じ、35年
から40年にかけては与那原町と豊見城市の２
市町が減少に転じる見通しである。50年から
55年にかけて南風原町と中城村が減少に転じ
ることにより、県内全ての市町村が減少する見
通しである。70年において人口が20年を上
回っているのは、南風原町（3.8％増）と中城村
（0.9％増）の２町村となり、この２町村以外は
全て20年を下回っている(図表５)。一方、20年
比で最も下回っているのは粟国村（69.7％減）
で７割近く減少する見通しである。次いで多良
間村（61.4％減）、座間味村（60.7％減）、伊江村
（57.7％減）、国頭村（54.8％減）となっている。

（年齢３区分別人口の構成比）

　各市町村の人口に占める年齢３区分別人口
の構成比について2020年と70年を比較する
と、０～14歳人口では、渡名喜村が20年の
8.4％が70年には11.8％に3.3ポイント（注）
上昇し、東村が12.4％から14.9％に2.5ポイン
ト上昇するが、この２村以外は全て低下する見
通しである（図表９、図表10）。なお、渡名喜村
と東村は０～14歳人口の人数は減少するが、
15～64歳人口や65歳以上人口の減少数が上
回るため、構成比が相対的に上昇している。15
～64歳人口では、竹富町が20年の50.5％から
70年には60.9％に10.4ポイント上昇し、中城
村が50.0％から52.8％に2.8ポイント上昇、伊
是名村が51.1％から52.2％に1.2ポイント上

昇（注）するが、この３町村以外は全て低下する
見通しである。
　一方、65歳以上人口では、渡嘉敷村が20年
の20.2％から70年には66.1％に45.9ポイン
ト上昇し、座間味村が20.8％から52.3％に
31.5ポイント上昇、伊江村が34.4％から
60.5％に26.1ポイント上昇するなど、38市町
村で上昇する見通しである。低下するのは３村
で、渡名喜村が41.1％から27.4％に13.7ポイ
ント低下し、東村が36.5％から32.9％に3.7ポ
イント（注）し、今帰仁村が33.8％から32.1％
に1.7ポイント低下する見通しである。

（注）有効桁数の関係で、構成比の差分は表記さ
れる差分と0.1ポイント異なる。

4．県内地域別の将来推計人口

（地域別の将来推計人口）

　北部、中部、南部、宮古、八重山の地域別の将
来推計人口は、その地域の市町村の将来推計人
口を集計したものである。地域別では、北部地
域が20年は12万8,030人で既に15年（12万
8,930人）より減少しており、その後も減少が
続き、70年に9万3,280人となる見通しである
（図表11、図表12）。また、南部地域と宮古地域
は20年から25年に減少に転じ、南部地域は20
年の70万6,970人から70年には56万550人

となり、宮古地域は５万3,900人から４万
6,220人となる見通しである。中部地域は25
年から30年に減少に転じ、20年の52万5,380
人から70年には44万4,570人となる見通しで
あり、30年には全ての地域が減少に転じる見
通しである。八重山地域は、20年は５万3,190
人で、15年比で既に減少しているが、25年は
僅かながら増加に転じ、30年には再び減少に
転じる見通しである。70年には４万3,780人
となる見通しである。

（人口の構成比）

　県人口に占める構成比をみると、2070年で
最も大きいのは那覇市（18.4％）で、次いで沖
縄市（10.2％）、うるま市（9.2％）、浦添市
（7.7％）、宜野湾市（7.2％）となる見通しであ
り、20年と同じ順位となっている（図表５）。構

成比の増減では、最も増加するのは南風原町
で、0.8ポイント上昇する見通しである。次い
で、うるま市（0.7ポイント上昇）、豊見城市
（0.6ポイント上昇）、糸満市（0.5ポイント上
昇）、沖縄市（0.4ポイント上昇）となっている。

（年齢３区分別人口の増減）

　2020年から70年までの人口の増減率を年
齢３区分別でみると、０～14歳人口の年少人
口は全ての市町村で減少する見通しである（図
表７）。最も減少率が大きいのは渡嘉敷村
（90.6％減）で、次いで座間味村（88.3％減）、粟
国村（82.1％減）、多良間村（75.8％減）、伊江村
（70.0％減）、国頭村（63.7％減）となっている。
また、15～64歳の生産年齢人口も全ての市町
村で減少する見通しである。最も減少率が大き
いのは渡嘉敷村（78.4％減）で、次いで粟国村
（78.1％減）、伊江村（75.9％減）、座間味村

（72.8％減）、多良間村（66.5％減）、伊是名村
（59.9％減）となっている。
　一方、65歳以上の老年人口は23市町村で増
加する見通しである。最も増加率が大きいのは
中城村（64.0％増）で、次いで南風原町（56.6％
増）、宜野湾市（53.1％増）、豊見城市（49.4％
増）、沖縄市（45.0％増）となっている。また、最
も減少率が大きいのは渡名喜村（68.9％減）
で、次いで東村（56.9％減）、粟国村（53.9％
減）、伊平屋村（46.0％減）、多良間村（45.2％
減）となっており、既に高齢者の割合が高い自
治体となっている。

（人口増減率に対する年齢３区分別人口の増減

寄与度）

　人口の増減率に対する年齢３区分別人口の
増減寄与度をみると、前述のとおり０～14歳
人口および15～64歳人口は全ての市町村で
減少しているので全市町村でマイナスに寄与

している（図表８）。65歳以上人口は23市町村
でプラスに寄与している。また、渡名喜村や粟
国村、東村、大宜味村など、既に高齢者の割合が
高い自治体では今後、死亡者が増加することに
より65歳以上人口もマイナスに寄与している。
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1．県内市町村の人口動態
（1）2020年国勢調査による県内市町村の人口
増減（15年比）
　2020年の国勢調査によると、県内41市町村
のうち人口が15年より減少している市町村は
20市町村で、一部都市部の市町村を除くと、大
方が離島と北部の自治体である。
※2020年の人口が15年より減少している市町村（20市町村）
　那覇市、国頭村、東村、今帰仁村、本部町、金武町、伊江村、嘉手
納町、北谷町、渡嘉敷村、粟国村、渡名喜村、南大東村、北大東
村、伊平屋村、伊是名村、久米島町、多良間村、竹富町、与那国町

(2)2010年～2022年6月の各市町村の人口動態
（自然増減、社会増減）
（自然増減）
　2010年以降の県内市町村の人口の自然増
減をみると、高齢化に伴い大半の市町村で死亡
数が増加傾向にある中で、10年代後半には出
生数が減少しており、各市町村とも総じて自然
増減は縮小傾向にある（図表１）。特に20年以
降は新型コロナウイルスの感染拡大も影響し
ていると推察される。
　また、本島北部地域や離島においては、既に
死亡者数が出生者数を上回っている状況がみ
られ、自然増減はマイナスで推移している自治

体が多くみられる。

（社会増減）
　2010年以降の県内市町村の人口の社会増
減をみると、日本人については、うるま市や南
城市、恩納村、宜野座村、中城村、北中城村、八重
瀬町では増加基調で推移しているが、20年以
降は減少しているケースもみられ、新型コロナ
ウイルスの感染拡大が影響している可能性が
ある。また、これまで増加基調を続けてきた豊
見城市と南風原町が21年以降、減少に転じて
いるが、これも新型コロナウイルスの感染拡大
が影響している可能性がある。一方、これまで
社会増を続けてきた外国人は新型コロナウイ
ルスの感染拡大による入国規制の影響から20
年～21年にかけて減少に転じた市町村が多い
が、22年（１～６月計）には増加に転じている
自治体もみられる。なお、県都である那覇市は
外国人が増加基調を続けてきたが、日本人の減
少数が大きく、社会増減は減少が続いており、
20年～21年にかけては外国人も減少に転じ
たことから社会増減は大きく減少している。た
だし、22年（１～６月計）は外国人が増加に転
じたことから減少幅は縮小している。

2．将来推計人口の推計方法

（１）将来推計人口

　我が国における公式な将来推計人口は、５年
毎の国勢調査の公表後、国立社会保障・人口問
題研究所によって推計、公表されている。将来
推計人口とは、全国の将来の出生、死亡、国際人
口移動（都道府県別については国内の他の都道
府県への移動も含む）について仮定を設定し、
コーホート要因法により、我が国の将来の人口
規模ならびに男女・年齢構成の推移について推
計を行ったものであり、出生や死亡を高位、中
位、低位に仮定して複数の推計を行っている。
　当研究所では、コーホート要因法に基づき、
2020年の国勢調査およびその後公表されて
いる推計人口や人口動態調査、住民基本台帳人
口移動などのデータを用いて、県内市町村の将
来推計人口を推計してみた。「コーホート」と
は、同じ年（又は同じ期間）に生まれた人々の集
団のことを指し、コーホート要因法とは、各
コーホートについて「自然増減」（出生と死亡）
及び「純移動」（転出入）という二つの「人口変動

要因」それぞれについて将来値を仮定し、それ
に基づいて将来人口を推計する方法である。計
算手順は、基準年の各歳別の男女別人口に、
各 「々生残率＋移動率」を乗じて翌年の１歳上
の各歳別・男女別人口を推計する（図表２）。基
準年の翌年の０歳人口は、基準年の翌年の再生
産年齢人口である15～49歳の女性の各歳別
人口に年齢別出生率を乗じて算出し、出生性比
により男子、女子の０歳人口を計算する。これ
により求められた基準年の翌年の各歳別・男女
別人口を同じ手順で生残率、移動率を乗じて
翌々年の各歳別、男女別人口を推計する。０歳
人口も同様に、ここで推計された15～49歳の
女性の各歳別人口に年齢別出生率を乗じて算
出する。この手順を予測対象期間について繰り
返し行い、将来推計人口を推計していく。なお、
今回の推計では、2020年の国勢調査の０～４
歳出生数を15～49歳女性人口で除した子ど
も女性比を求め、将来推計の15～49歳女性人
口に同比率を乗じることにより、将来の０～４
歳人口を推計した。

　次に、推計に用いた基準人口、生残率、出生
率、移動率について説明する。
（基準人口）

　将来推計の出発点となる基準人口は、2020
年の国勢調査の各市町村の男女別・５歳階級別
人口を用いた。なお、年齢不詳人口については
各歳別人口の年齢構成比で各歳別人口に按分
した。

（生残率）

　生残率とは、ある年齢の人口が１歳年齢が上
がった時点で生き残っている率のことである。

生残率は生命表から求められるが、今回の推計
では2015年の本県の生命表より男女別・年齢
別の生残率を求めた。各市町村の15年の生残
率と将来の仮定値については、県全体の生残率
を用いた。

（出生率）

　各市町村の０歳児の出生数について将来値
を推計する必要があるが、今回の推計では
2020年の国勢調査の０～４歳出生数を15～
49歳女性人口で除した子ども女性比を求め、将
来推計の15～49歳女性人口に同比率を乗じる

ことにより、将来の０～４歳人口を推計した。

（出生性比）

　出生性比は、出生数に占める男女の比率であ
るが、同比率は概ね男子：女子＝1.05：1.00で
比較的安定した数値で推移していることから、
将来推計においても０～４歳児の人口に同比
率を用いて、男女別の人口を求めた。

（移動率）

　今回の将来推計では、2017年から21年の住
民基本台帳人口移動報告の結果を用いて各市
町村の男女別・５歳階級別人口について移動率
を求めた。各市町村の将来の移動率は原則とし
て、この移動率が将来も続くと仮定した。ただ
し、各市町村で特殊な要因や事情などにより、
この移動率が極端に大きい、または小さいとみ
られるケースでは、移動率を将来の仮定値とし
てそのまま用いると、将来人口が急増したり急
減するなど、現実的ではない将来推計人口とな
るため、その要因や個別の事情などを分析・検
証し、将来の仮定値について調整した。なお、
85歳以上の高齢の人口については人口規模が
小さいため移動率の振れが大きくなったりす
ること、また移動人数そのものは小さいとみら
れることから、移動率をゼロとした。

（２）市町村別の将来推計人口

　市町村別の将来推計人口については、男女
別、５歳階級別、５年毎の推計を行った。推計方
法は県全体の推計方法に準じている。なお、当
研究所では先に県全体の将来推計人口を推計
（2022年６月推計）したことから、各市町村の
男女別、５歳階級別の人口については、全市町
村の合計が県全体の将来推計人口の該当する
男女別、５歳階級別の人口と一致するように調
整している。

（３）地域別の将来推計人口

　北部、中部、南部、宮古、八重山地域の地域別
の将来推計人口は、市町村別の将来推計人口を
該当する地域別に集計したものである。

3．市町村別の将来推計人口

　県内41市町村のうち、2020年の人口が既に
15年より減少している市町村は20市町村で、
約半数が減少している。那覇市と金武町、嘉手
納町、北谷町を除くと、全て離島と北部の自治
体である。

※2020年の人口が15年より減少している市町村（20市町村）
　那覇市、国頭村、東村、今帰仁村、本部町、金武町、伊江村、嘉手
納町、北谷町、渡嘉敷村、粟国村、渡名喜村、南大東村、北大東
村、伊平屋村、伊是名村、久米島町、多良間村、竹富町、与那国町

（人口の増減見通し）

　以下、当研究所による2020年以降の各市町
村の将来推計人口によると、20年から25年に
かけては大宜味村や恩納村、名護市、宜野座村、
読谷村、北中城村、西原町、南城市、座間味村、宮
古島市の10市町村が減少に転じる見通しであ
る（図表３～図表６）。また、25年から30年に
かけては、うるま市、浦添市、糸満市、石垣市、与
那国町の５市町が減少に転じる見通しである。
さらに30年から35年にかけては、沖縄市、宜
野湾市、八重瀬町の３市町が減少に転じ、35年
から40年にかけては与那原町と豊見城市の２
市町が減少に転じる見通しである。50年から
55年にかけて南風原町と中城村が減少に転じ
ることにより、県内全ての市町村が減少する見
通しである。70年において人口が20年を上
回っているのは、南風原町（3.8％増）と中城村
（0.9％増）の２町村となり、この２町村以外は
全て20年を下回っている(図表５)。一方、20年
比で最も下回っているのは粟国村（69.7％減）
で７割近く減少する見通しである。次いで多良
間村（61.4％減）、座間味村（60.7％減）、伊江村
（57.7％減）、国頭村（54.8％減）となっている。

（年齢３区分別人口の構成比）

　各市町村の人口に占める年齢３区分別人口
の構成比について2020年と70年を比較する
と、０～14歳人口では、渡名喜村が20年の
8.4％が70年には11.8％に3.3ポイント（注）
上昇し、東村が12.4％から14.9％に2.5ポイン
ト上昇するが、この２村以外は全て低下する見
通しである（図表９、図表10）。なお、渡名喜村
と東村は０～14歳人口の人数は減少するが、
15～64歳人口や65歳以上人口の減少数が上
回るため、構成比が相対的に上昇している。15
～64歳人口では、竹富町が20年の50.5％から
70年には60.9％に10.4ポイント上昇し、中城
村が50.0％から52.8％に2.8ポイント上昇、伊
是名村が51.1％から52.2％に1.2ポイント上

昇（注）するが、この３町村以外は全て低下する
見通しである。
　一方、65歳以上人口では、渡嘉敷村が20年
の20.2％から70年には66.1％に45.9ポイン
ト上昇し、座間味村が20.8％から52.3％に
31.5ポイント上昇、伊江村が34.4％から
60.5％に26.1ポイント上昇するなど、38市町
村で上昇する見通しである。低下するのは３村
で、渡名喜村が41.1％から27.4％に13.7ポイ
ント低下し、東村が36.5％から32.9％に3.7ポ
イント（注）し、今帰仁村が33.8％から32.1％
に1.7ポイント低下する見通しである。

（注）有効桁数の関係で、構成比の差分は表記さ
れる差分と0.1ポイント異なる。

4．県内地域別の将来推計人口

（地域別の将来推計人口）

　北部、中部、南部、宮古、八重山の地域別の将
来推計人口は、その地域の市町村の将来推計人
口を集計したものである。地域別では、北部地
域が20年は12万8,030人で既に15年（12万
8,930人）より減少しており、その後も減少が
続き、70年に9万3,280人となる見通しである
（図表11、図表12）。また、南部地域と宮古地域
は20年から25年に減少に転じ、南部地域は20
年の70万6,970人から70年には56万550人

となり、宮古地域は５万3,900人から４万
6,220人となる見通しである。中部地域は25
年から30年に減少に転じ、20年の52万5,380
人から70年には44万4,570人となる見通しで
あり、30年には全ての地域が減少に転じる見
通しである。八重山地域は、20年は５万3,190
人で、15年比で既に減少しているが、25年は
僅かながら増加に転じ、30年には再び減少に
転じる見通しである。70年には４万3,780人
となる見通しである。

（人口の構成比）

　県人口に占める構成比をみると、2070年で
最も大きいのは那覇市（18.4％）で、次いで沖
縄市（10.2％）、うるま市（9.2％）、浦添市
（7.7％）、宜野湾市（7.2％）となる見通しであ
り、20年と同じ順位となっている（図表５）。構

成比の増減では、最も増加するのは南風原町
で、0.8ポイント上昇する見通しである。次い
で、うるま市（0.7ポイント上昇）、豊見城市
（0.6ポイント上昇）、糸満市（0.5ポイント上
昇）、沖縄市（0.4ポイント上昇）となっている。

（年齢３区分別人口の増減）

　2020年から70年までの人口の増減率を年
齢３区分別でみると、０～14歳人口の年少人
口は全ての市町村で減少する見通しである（図
表７）。最も減少率が大きいのは渡嘉敷村
（90.6％減）で、次いで座間味村（88.3％減）、粟
国村（82.1％減）、多良間村（75.8％減）、伊江村
（70.0％減）、国頭村（63.7％減）となっている。
また、15～64歳の生産年齢人口も全ての市町
村で減少する見通しである。最も減少率が大き
いのは渡嘉敷村（78.4％減）で、次いで粟国村
（78.1％減）、伊江村（75.9％減）、座間味村

（72.8％減）、多良間村（66.5％減）、伊是名村
（59.9％減）となっている。
　一方、65歳以上の老年人口は23市町村で増
加する見通しである。最も増加率が大きいのは
中城村（64.0％増）で、次いで南風原町（56.6％
増）、宜野湾市（53.1％増）、豊見城市（49.4％
増）、沖縄市（45.0％増）となっている。また、最
も減少率が大きいのは渡名喜村（68.9％減）
で、次いで東村（56.9％減）、粟国村（53.9％
減）、伊平屋村（46.0％減）、多良間村（45.2％
減）となっており、既に高齢者の割合が高い自
治体となっている。

（人口増減率に対する年齢３区分別人口の増減

寄与度）

　人口の増減率に対する年齢３区分別人口の
増減寄与度をみると、前述のとおり０～14歳
人口および15～64歳人口は全ての市町村で
減少しているので全市町村でマイナスに寄与

している（図表８）。65歳以上人口は23市町村
でプラスに寄与している。また、渡名喜村や粟
国村、東村、大宜味村など、既に高齢者の割合が
高い自治体では今後、死亡者が増加することに
より65歳以上人口もマイナスに寄与している。
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1．県内市町村の人口動態
（1）2020年国勢調査による県内市町村の人口
増減（15年比）
　2020年の国勢調査によると、県内41市町村
のうち人口が15年より減少している市町村は
20市町村で、一部都市部の市町村を除くと、大
方が離島と北部の自治体である。
※2020年の人口が15年より減少している市町村（20市町村）
　那覇市、国頭村、東村、今帰仁村、本部町、金武町、伊江村、嘉手
納町、北谷町、渡嘉敷村、粟国村、渡名喜村、南大東村、北大東
村、伊平屋村、伊是名村、久米島町、多良間村、竹富町、与那国町

(2)2010年～2022年6月の各市町村の人口動態
（自然増減、社会増減）
（自然増減）
　2010年以降の県内市町村の人口の自然増
減をみると、高齢化に伴い大半の市町村で死亡
数が増加傾向にある中で、10年代後半には出
生数が減少しており、各市町村とも総じて自然
増減は縮小傾向にある（図表１）。特に20年以
降は新型コロナウイルスの感染拡大も影響し
ていると推察される。
　また、本島北部地域や離島においては、既に
死亡者数が出生者数を上回っている状況がみ
られ、自然増減はマイナスで推移している自治

体が多くみられる。

（社会増減）
　2010年以降の県内市町村の人口の社会増
減をみると、日本人については、うるま市や南
城市、恩納村、宜野座村、中城村、北中城村、八重
瀬町では増加基調で推移しているが、20年以
降は減少しているケースもみられ、新型コロナ
ウイルスの感染拡大が影響している可能性が
ある。また、これまで増加基調を続けてきた豊
見城市と南風原町が21年以降、減少に転じて
いるが、これも新型コロナウイルスの感染拡大
が影響している可能性がある。一方、これまで
社会増を続けてきた外国人は新型コロナウイ
ルスの感染拡大による入国規制の影響から20
年～21年にかけて減少に転じた市町村が多い
が、22年（１～６月計）には増加に転じている
自治体もみられる。なお、県都である那覇市は
外国人が増加基調を続けてきたが、日本人の減
少数が大きく、社会増減は減少が続いており、
20年～21年にかけては外国人も減少に転じ
たことから社会増減は大きく減少している。た
だし、22年（１～６月計）は外国人が増加に転
じたことから減少幅は縮小している。

2．将来推計人口の推計方法

（１）将来推計人口

　我が国における公式な将来推計人口は、５年
毎の国勢調査の公表後、国立社会保障・人口問
題研究所によって推計、公表されている。将来
推計人口とは、全国の将来の出生、死亡、国際人
口移動（都道府県別については国内の他の都道
府県への移動も含む）について仮定を設定し、
コーホート要因法により、我が国の将来の人口
規模ならびに男女・年齢構成の推移について推
計を行ったものであり、出生や死亡を高位、中
位、低位に仮定して複数の推計を行っている。
　当研究所では、コーホート要因法に基づき、
2020年の国勢調査およびその後公表されて
いる推計人口や人口動態調査、住民基本台帳人
口移動などのデータを用いて、県内市町村の将
来推計人口を推計してみた。「コーホート」と
は、同じ年（又は同じ期間）に生まれた人々の集
団のことを指し、コーホート要因法とは、各
コーホートについて「自然増減」（出生と死亡）
及び「純移動」（転出入）という二つの「人口変動

要因」それぞれについて将来値を仮定し、それ
に基づいて将来人口を推計する方法である。計
算手順は、基準年の各歳別の男女別人口に、
各 「々生残率＋移動率」を乗じて翌年の１歳上
の各歳別・男女別人口を推計する（図表２）。基
準年の翌年の０歳人口は、基準年の翌年の再生
産年齢人口である15～49歳の女性の各歳別
人口に年齢別出生率を乗じて算出し、出生性比
により男子、女子の０歳人口を計算する。これ
により求められた基準年の翌年の各歳別・男女
別人口を同じ手順で生残率、移動率を乗じて
翌々年の各歳別、男女別人口を推計する。０歳
人口も同様に、ここで推計された15～49歳の
女性の各歳別人口に年齢別出生率を乗じて算
出する。この手順を予測対象期間について繰り
返し行い、将来推計人口を推計していく。なお、
今回の推計では、2020年の国勢調査の０～４
歳出生数を15～49歳女性人口で除した子ど
も女性比を求め、将来推計の15～49歳女性人
口に同比率を乗じることにより、将来の０～４
歳人口を推計した。

　次に、推計に用いた基準人口、生残率、出生
率、移動率について説明する。
（基準人口）

　将来推計の出発点となる基準人口は、2020
年の国勢調査の各市町村の男女別・５歳階級別
人口を用いた。なお、年齢不詳人口については
各歳別人口の年齢構成比で各歳別人口に按分
した。

（生残率）

　生残率とは、ある年齢の人口が１歳年齢が上
がった時点で生き残っている率のことである。

生残率は生命表から求められるが、今回の推計
では2015年の本県の生命表より男女別・年齢
別の生残率を求めた。各市町村の15年の生残
率と将来の仮定値については、県全体の生残率
を用いた。

（出生率）

　各市町村の０歳児の出生数について将来値
を推計する必要があるが、今回の推計では
2020年の国勢調査の０～４歳出生数を15～
49歳女性人口で除した子ども女性比を求め、将
来推計の15～49歳女性人口に同比率を乗じる

ことにより、将来の０～４歳人口を推計した。

（出生性比）

　出生性比は、出生数に占める男女の比率であ
るが、同比率は概ね男子：女子＝1.05：1.00で
比較的安定した数値で推移していることから、
将来推計においても０～４歳児の人口に同比
率を用いて、男女別の人口を求めた。

（移動率）

　今回の将来推計では、2017年から21年の住
民基本台帳人口移動報告の結果を用いて各市
町村の男女別・５歳階級別人口について移動率
を求めた。各市町村の将来の移動率は原則とし
て、この移動率が将来も続くと仮定した。ただ
し、各市町村で特殊な要因や事情などにより、
この移動率が極端に大きい、または小さいとみ
られるケースでは、移動率を将来の仮定値とし
てそのまま用いると、将来人口が急増したり急
減するなど、現実的ではない将来推計人口とな
るため、その要因や個別の事情などを分析・検
証し、将来の仮定値について調整した。なお、
85歳以上の高齢の人口については人口規模が
小さいため移動率の振れが大きくなったりす
ること、また移動人数そのものは小さいとみら
れることから、移動率をゼロとした。

（２）市町村別の将来推計人口

　市町村別の将来推計人口については、男女
別、５歳階級別、５年毎の推計を行った。推計方
法は県全体の推計方法に準じている。なお、当
研究所では先に県全体の将来推計人口を推計
（2022年６月推計）したことから、各市町村の
男女別、５歳階級別の人口については、全市町
村の合計が県全体の将来推計人口の該当する
男女別、５歳階級別の人口と一致するように調
整している。

（３）地域別の将来推計人口

　北部、中部、南部、宮古、八重山地域の地域別
の将来推計人口は、市町村別の将来推計人口を
該当する地域別に集計したものである。

3．市町村別の将来推計人口

　県内41市町村のうち、2020年の人口が既に
15年より減少している市町村は20市町村で、
約半数が減少している。那覇市と金武町、嘉手
納町、北谷町を除くと、全て離島と北部の自治
体である。

※2020年の人口が15年より減少している市町村（20市町村）
　那覇市、国頭村、東村、今帰仁村、本部町、金武町、伊江村、嘉手
納町、北谷町、渡嘉敷村、粟国村、渡名喜村、南大東村、北大東
村、伊平屋村、伊是名村、久米島町、多良間村、竹富町、与那国町

（人口の増減見通し）

　以下、当研究所による2020年以降の各市町
村の将来推計人口によると、20年から25年に
かけては大宜味村や恩納村、名護市、宜野座村、
読谷村、北中城村、西原町、南城市、座間味村、宮
古島市の10市町村が減少に転じる見通しであ
る（図表３～図表６）。また、25年から30年に
かけては、うるま市、浦添市、糸満市、石垣市、与
那国町の５市町が減少に転じる見通しである。
さらに30年から35年にかけては、沖縄市、宜
野湾市、八重瀬町の３市町が減少に転じ、35年
から40年にかけては与那原町と豊見城市の２
市町が減少に転じる見通しである。50年から
55年にかけて南風原町と中城村が減少に転じ
ることにより、県内全ての市町村が減少する見
通しである。70年において人口が20年を上
回っているのは、南風原町（3.8％増）と中城村
（0.9％増）の２町村となり、この２町村以外は
全て20年を下回っている(図表５)。一方、20年
比で最も下回っているのは粟国村（69.7％減）
で７割近く減少する見通しである。次いで多良
間村（61.4％減）、座間味村（60.7％減）、伊江村
（57.7％減）、国頭村（54.8％減）となっている。

（年齢３区分別人口の構成比）

　各市町村の人口に占める年齢３区分別人口
の構成比について2020年と70年を比較する
と、０～14歳人口では、渡名喜村が20年の
8.4％が70年には11.8％に3.3ポイント（注）
上昇し、東村が12.4％から14.9％に2.5ポイン
ト上昇するが、この２村以外は全て低下する見
通しである（図表９、図表10）。なお、渡名喜村
と東村は０～14歳人口の人数は減少するが、
15～64歳人口や65歳以上人口の減少数が上
回るため、構成比が相対的に上昇している。15
～64歳人口では、竹富町が20年の50.5％から
70年には60.9％に10.4ポイント上昇し、中城
村が50.0％から52.8％に2.8ポイント上昇、伊
是名村が51.1％から52.2％に1.2ポイント上

昇（注）するが、この３町村以外は全て低下する
見通しである。
　一方、65歳以上人口では、渡嘉敷村が20年
の20.2％から70年には66.1％に45.9ポイン
ト上昇し、座間味村が20.8％から52.3％に
31.5ポイント上昇、伊江村が34.4％から
60.5％に26.1ポイント上昇するなど、38市町
村で上昇する見通しである。低下するのは３村
で、渡名喜村が41.1％から27.4％に13.7ポイ
ント低下し、東村が36.5％から32.9％に3.7ポ
イント（注）し、今帰仁村が33.8％から32.1％
に1.7ポイント低下する見通しである。

（注）有効桁数の関係で、構成比の差分は表記さ
れる差分と0.1ポイント異なる。

4．県内地域別の将来推計人口

（地域別の将来推計人口）

　北部、中部、南部、宮古、八重山の地域別の将
来推計人口は、その地域の市町村の将来推計人
口を集計したものである。地域別では、北部地
域が20年は12万8,030人で既に15年（12万
8,930人）より減少しており、その後も減少が
続き、70年に9万3,280人となる見通しである
（図表11、図表12）。また、南部地域と宮古地域
は20年から25年に減少に転じ、南部地域は20
年の70万6,970人から70年には56万550人

となり、宮古地域は５万3,900人から４万
6,220人となる見通しである。中部地域は25
年から30年に減少に転じ、20年の52万5,380
人から70年には44万4,570人となる見通しで
あり、30年には全ての地域が減少に転じる見
通しである。八重山地域は、20年は５万3,190
人で、15年比で既に減少しているが、25年は
僅かながら増加に転じ、30年には再び減少に
転じる見通しである。70年には４万3,780人
となる見通しである。

（人口の構成比）

　県人口に占める構成比をみると、2070年で
最も大きいのは那覇市（18.4％）で、次いで沖
縄市（10.2％）、うるま市（9.2％）、浦添市
（7.7％）、宜野湾市（7.2％）となる見通しであ
り、20年と同じ順位となっている（図表５）。構

成比の増減では、最も増加するのは南風原町
で、0.8ポイント上昇する見通しである。次い
で、うるま市（0.7ポイント上昇）、豊見城市
（0.6ポイント上昇）、糸満市（0.5ポイント上
昇）、沖縄市（0.4ポイント上昇）となっている。

（年齢３区分別人口の増減）

　2020年から70年までの人口の増減率を年
齢３区分別でみると、０～14歳人口の年少人
口は全ての市町村で減少する見通しである（図
表７）。最も減少率が大きいのは渡嘉敷村
（90.6％減）で、次いで座間味村（88.3％減）、粟
国村（82.1％減）、多良間村（75.8％減）、伊江村
（70.0％減）、国頭村（63.7％減）となっている。
また、15～64歳の生産年齢人口も全ての市町
村で減少する見通しである。最も減少率が大き
いのは渡嘉敷村（78.4％減）で、次いで粟国村
（78.1％減）、伊江村（75.9％減）、座間味村

（72.8％減）、多良間村（66.5％減）、伊是名村
（59.9％減）となっている。
　一方、65歳以上の老年人口は23市町村で増
加する見通しである。最も増加率が大きいのは
中城村（64.0％増）で、次いで南風原町（56.6％
増）、宜野湾市（53.1％増）、豊見城市（49.4％
増）、沖縄市（45.0％増）となっている。また、最
も減少率が大きいのは渡名喜村（68.9％減）
で、次いで東村（56.9％減）、粟国村（53.9％
減）、伊平屋村（46.0％減）、多良間村（45.2％
減）となっており、既に高齢者の割合が高い自
治体となっている。

（人口増減率に対する年齢３区分別人口の増減

寄与度）

　人口の増減率に対する年齢３区分別人口の
増減寄与度をみると、前述のとおり０～14歳
人口および15～64歳人口は全ての市町村で
減少しているので全市町村でマイナスに寄与

している（図表８）。65歳以上人口は23市町村
でプラスに寄与している。また、渡名喜村や粟
国村、東村、大宜味村など、既に高齢者の割合が
高い自治体では今後、死亡者が増加することに
より65歳以上人口もマイナスに寄与している。
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1．県内市町村の人口動態
（1）2020年国勢調査による県内市町村の人口
増減（15年比）
　2020年の国勢調査によると、県内41市町村
のうち人口が15年より減少している市町村は
20市町村で、一部都市部の市町村を除くと、大
方が離島と北部の自治体である。
※2020年の人口が15年より減少している市町村（20市町村）
　那覇市、国頭村、東村、今帰仁村、本部町、金武町、伊江村、嘉手
納町、北谷町、渡嘉敷村、粟国村、渡名喜村、南大東村、北大東
村、伊平屋村、伊是名村、久米島町、多良間村、竹富町、与那国町

(2)2010年～2022年6月の各市町村の人口動態
（自然増減、社会増減）
（自然増減）
　2010年以降の県内市町村の人口の自然増
減をみると、高齢化に伴い大半の市町村で死亡
数が増加傾向にある中で、10年代後半には出
生数が減少しており、各市町村とも総じて自然
増減は縮小傾向にある（図表１）。特に20年以
降は新型コロナウイルスの感染拡大も影響し
ていると推察される。
　また、本島北部地域や離島においては、既に
死亡者数が出生者数を上回っている状況がみ
られ、自然増減はマイナスで推移している自治

体が多くみられる。

（社会増減）
　2010年以降の県内市町村の人口の社会増
減をみると、日本人については、うるま市や南
城市、恩納村、宜野座村、中城村、北中城村、八重
瀬町では増加基調で推移しているが、20年以
降は減少しているケースもみられ、新型コロナ
ウイルスの感染拡大が影響している可能性が
ある。また、これまで増加基調を続けてきた豊
見城市と南風原町が21年以降、減少に転じて
いるが、これも新型コロナウイルスの感染拡大
が影響している可能性がある。一方、これまで
社会増を続けてきた外国人は新型コロナウイ
ルスの感染拡大による入国規制の影響から20
年～21年にかけて減少に転じた市町村が多い
が、22年（１～６月計）には増加に転じている
自治体もみられる。なお、県都である那覇市は
外国人が増加基調を続けてきたが、日本人の減
少数が大きく、社会増減は減少が続いており、
20年～21年にかけては外国人も減少に転じ
たことから社会増減は大きく減少している。た
だし、22年（１～６月計）は外国人が増加に転
じたことから減少幅は縮小している。

2．将来推計人口の推計方法

（１）将来推計人口

　我が国における公式な将来推計人口は、５年
毎の国勢調査の公表後、国立社会保障・人口問
題研究所によって推計、公表されている。将来
推計人口とは、全国の将来の出生、死亡、国際人
口移動（都道府県別については国内の他の都道
府県への移動も含む）について仮定を設定し、
コーホート要因法により、我が国の将来の人口
規模ならびに男女・年齢構成の推移について推
計を行ったものであり、出生や死亡を高位、中
位、低位に仮定して複数の推計を行っている。
　当研究所では、コーホート要因法に基づき、
2020年の国勢調査およびその後公表されて
いる推計人口や人口動態調査、住民基本台帳人
口移動などのデータを用いて、県内市町村の将
来推計人口を推計してみた。「コーホート」と
は、同じ年（又は同じ期間）に生まれた人々の集
団のことを指し、コーホート要因法とは、各
コーホートについて「自然増減」（出生と死亡）
及び「純移動」（転出入）という二つの「人口変動

要因」それぞれについて将来値を仮定し、それ
に基づいて将来人口を推計する方法である。計
算手順は、基準年の各歳別の男女別人口に、
各 「々生残率＋移動率」を乗じて翌年の１歳上
の各歳別・男女別人口を推計する（図表２）。基
準年の翌年の０歳人口は、基準年の翌年の再生
産年齢人口である15～49歳の女性の各歳別
人口に年齢別出生率を乗じて算出し、出生性比
により男子、女子の０歳人口を計算する。これ
により求められた基準年の翌年の各歳別・男女
別人口を同じ手順で生残率、移動率を乗じて
翌々年の各歳別、男女別人口を推計する。０歳
人口も同様に、ここで推計された15～49歳の
女性の各歳別人口に年齢別出生率を乗じて算
出する。この手順を予測対象期間について繰り
返し行い、将来推計人口を推計していく。なお、
今回の推計では、2020年の国勢調査の０～４
歳出生数を15～49歳女性人口で除した子ど
も女性比を求め、将来推計の15～49歳女性人
口に同比率を乗じることにより、将来の０～４
歳人口を推計した。

　次に、推計に用いた基準人口、生残率、出生
率、移動率について説明する。
（基準人口）

　将来推計の出発点となる基準人口は、2020
年の国勢調査の各市町村の男女別・５歳階級別
人口を用いた。なお、年齢不詳人口については
各歳別人口の年齢構成比で各歳別人口に按分
した。

（生残率）

　生残率とは、ある年齢の人口が１歳年齢が上
がった時点で生き残っている率のことである。

生残率は生命表から求められるが、今回の推計
では2015年の本県の生命表より男女別・年齢
別の生残率を求めた。各市町村の15年の生残
率と将来の仮定値については、県全体の生残率
を用いた。

（出生率）

　各市町村の０歳児の出生数について将来値
を推計する必要があるが、今回の推計では
2020年の国勢調査の０～４歳出生数を15～
49歳女性人口で除した子ども女性比を求め、将
来推計の15～49歳女性人口に同比率を乗じる

ことにより、将来の０～４歳人口を推計した。

（出生性比）

　出生性比は、出生数に占める男女の比率であ
るが、同比率は概ね男子：女子＝1.05：1.00で
比較的安定した数値で推移していることから、
将来推計においても０～４歳児の人口に同比
率を用いて、男女別の人口を求めた。

（移動率）

　今回の将来推計では、2017年から21年の住
民基本台帳人口移動報告の結果を用いて各市
町村の男女別・５歳階級別人口について移動率
を求めた。各市町村の将来の移動率は原則とし
て、この移動率が将来も続くと仮定した。ただ
し、各市町村で特殊な要因や事情などにより、
この移動率が極端に大きい、または小さいとみ
られるケースでは、移動率を将来の仮定値とし
てそのまま用いると、将来人口が急増したり急
減するなど、現実的ではない将来推計人口とな
るため、その要因や個別の事情などを分析・検
証し、将来の仮定値について調整した。なお、
85歳以上の高齢の人口については人口規模が
小さいため移動率の振れが大きくなったりす
ること、また移動人数そのものは小さいとみら
れることから、移動率をゼロとした。

（２）市町村別の将来推計人口

　市町村別の将来推計人口については、男女
別、５歳階級別、５年毎の推計を行った。推計方
法は県全体の推計方法に準じている。なお、当
研究所では先に県全体の将来推計人口を推計
（2022年６月推計）したことから、各市町村の
男女別、５歳階級別の人口については、全市町
村の合計が県全体の将来推計人口の該当する
男女別、５歳階級別の人口と一致するように調
整している。

（３）地域別の将来推計人口

　北部、中部、南部、宮古、八重山地域の地域別
の将来推計人口は、市町村別の将来推計人口を
該当する地域別に集計したものである。

3．市町村別の将来推計人口

　県内41市町村のうち、2020年の人口が既に
15年より減少している市町村は20市町村で、
約半数が減少している。那覇市と金武町、嘉手
納町、北谷町を除くと、全て離島と北部の自治
体である。

※2020年の人口が15年より減少している市町村（20市町村）
　那覇市、国頭村、東村、今帰仁村、本部町、金武町、伊江村、嘉手
納町、北谷町、渡嘉敷村、粟国村、渡名喜村、南大東村、北大東
村、伊平屋村、伊是名村、久米島町、多良間村、竹富町、与那国町

（人口の増減見通し）

　以下、当研究所による2020年以降の各市町
村の将来推計人口によると、20年から25年に
かけては大宜味村や恩納村、名護市、宜野座村、
読谷村、北中城村、西原町、南城市、座間味村、宮
古島市の10市町村が減少に転じる見通しであ
る（図表３～図表６）。また、25年から30年に
かけては、うるま市、浦添市、糸満市、石垣市、与
那国町の５市町が減少に転じる見通しである。
さらに30年から35年にかけては、沖縄市、宜
野湾市、八重瀬町の３市町が減少に転じ、35年
から40年にかけては与那原町と豊見城市の２
市町が減少に転じる見通しである。50年から
55年にかけて南風原町と中城村が減少に転じ
ることにより、県内全ての市町村が減少する見
通しである。70年において人口が20年を上
回っているのは、南風原町（3.8％増）と中城村
（0.9％増）の２町村となり、この２町村以外は
全て20年を下回っている(図表５)。一方、20年
比で最も下回っているのは粟国村（69.7％減）
で７割近く減少する見通しである。次いで多良
間村（61.4％減）、座間味村（60.7％減）、伊江村
（57.7％減）、国頭村（54.8％減）となっている。

（年齢３区分別人口の構成比）

　各市町村の人口に占める年齢３区分別人口
の構成比について2020年と70年を比較する
と、０～14歳人口では、渡名喜村が20年の
8.4％が70年には11.8％に3.3ポイント（注）
上昇し、東村が12.4％から14.9％に2.5ポイン
ト上昇するが、この２村以外は全て低下する見
通しである（図表９、図表10）。なお、渡名喜村
と東村は０～14歳人口の人数は減少するが、
15～64歳人口や65歳以上人口の減少数が上
回るため、構成比が相対的に上昇している。15
～64歳人口では、竹富町が20年の50.5％から
70年には60.9％に10.4ポイント上昇し、中城
村が50.0％から52.8％に2.8ポイント上昇、伊
是名村が51.1％から52.2％に1.2ポイント上

昇（注）するが、この３町村以外は全て低下する
見通しである。
　一方、65歳以上人口では、渡嘉敷村が20年
の20.2％から70年には66.1％に45.9ポイン
ト上昇し、座間味村が20.8％から52.3％に
31.5ポイント上昇、伊江村が34.4％から
60.5％に26.1ポイント上昇するなど、38市町
村で上昇する見通しである。低下するのは３村
で、渡名喜村が41.1％から27.4％に13.7ポイ
ント低下し、東村が36.5％から32.9％に3.7ポ
イント（注）し、今帰仁村が33.8％から32.1％
に1.7ポイント低下する見通しである。

（注）有効桁数の関係で、構成比の差分は表記さ
れる差分と0.1ポイント異なる。

4．県内地域別の将来推計人口

（地域別の将来推計人口）

　北部、中部、南部、宮古、八重山の地域別の将
来推計人口は、その地域の市町村の将来推計人
口を集計したものである。地域別では、北部地
域が20年は12万8,030人で既に15年（12万
8,930人）より減少しており、その後も減少が
続き、70年に9万3,280人となる見通しである
（図表11、図表12）。また、南部地域と宮古地域
は20年から25年に減少に転じ、南部地域は20
年の70万6,970人から70年には56万550人

となり、宮古地域は５万3,900人から４万
6,220人となる見通しである。中部地域は25
年から30年に減少に転じ、20年の52万5,380
人から70年には44万4,570人となる見通しで
あり、30年には全ての地域が減少に転じる見
通しである。八重山地域は、20年は５万3,190
人で、15年比で既に減少しているが、25年は
僅かながら増加に転じ、30年には再び減少に
転じる見通しである。70年には４万3,780人
となる見通しである。

（人口の構成比）

　県人口に占める構成比をみると、2070年で
最も大きいのは那覇市（18.4％）で、次いで沖
縄市（10.2％）、うるま市（9.2％）、浦添市
（7.7％）、宜野湾市（7.2％）となる見通しであ
り、20年と同じ順位となっている（図表５）。構

成比の増減では、最も増加するのは南風原町
で、0.8ポイント上昇する見通しである。次い
で、うるま市（0.7ポイント上昇）、豊見城市
（0.6ポイント上昇）、糸満市（0.5ポイント上
昇）、沖縄市（0.4ポイント上昇）となっている。

（年齢３区分別人口の増減）

　2020年から70年までの人口の増減率を年
齢３区分別でみると、０～14歳人口の年少人
口は全ての市町村で減少する見通しである（図
表７）。最も減少率が大きいのは渡嘉敷村
（90.6％減）で、次いで座間味村（88.3％減）、粟
国村（82.1％減）、多良間村（75.8％減）、伊江村
（70.0％減）、国頭村（63.7％減）となっている。
また、15～64歳の生産年齢人口も全ての市町
村で減少する見通しである。最も減少率が大き
いのは渡嘉敷村（78.4％減）で、次いで粟国村
（78.1％減）、伊江村（75.9％減）、座間味村

（72.8％減）、多良間村（66.5％減）、伊是名村
（59.9％減）となっている。
　一方、65歳以上の老年人口は23市町村で増
加する見通しである。最も増加率が大きいのは
中城村（64.0％増）で、次いで南風原町（56.6％
増）、宜野湾市（53.1％増）、豊見城市（49.4％
増）、沖縄市（45.0％増）となっている。また、最
も減少率が大きいのは渡名喜村（68.9％減）
で、次いで東村（56.9％減）、粟国村（53.9％
減）、伊平屋村（46.0％減）、多良間村（45.2％
減）となっており、既に高齢者の割合が高い自
治体となっている。

（人口増減率に対する年齢３区分別人口の増減

寄与度）

　人口の増減率に対する年齢３区分別人口の
増減寄与度をみると、前述のとおり０～14歳
人口および15～64歳人口は全ての市町村で
減少しているので全市町村でマイナスに寄与

している（図表８）。65歳以上人口は23市町村
でプラスに寄与している。また、渡名喜村や粟
国村、東村、大宜味村など、既に高齢者の割合が
高い自治体では今後、死亡者が増加することに
より65歳以上人口もマイナスに寄与している。
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1．県内市町村の人口動態
（1）2020年国勢調査による県内市町村の人口
増減（15年比）
　2020年の国勢調査によると、県内41市町村
のうち人口が15年より減少している市町村は
20市町村で、一部都市部の市町村を除くと、大
方が離島と北部の自治体である。
※2020年の人口が15年より減少している市町村（20市町村）
　那覇市、国頭村、東村、今帰仁村、本部町、金武町、伊江村、嘉手
納町、北谷町、渡嘉敷村、粟国村、渡名喜村、南大東村、北大東
村、伊平屋村、伊是名村、久米島町、多良間村、竹富町、与那国町

(2)2010年～2022年6月の各市町村の人口動態
（自然増減、社会増減）
（自然増減）
　2010年以降の県内市町村の人口の自然増
減をみると、高齢化に伴い大半の市町村で死亡
数が増加傾向にある中で、10年代後半には出
生数が減少しており、各市町村とも総じて自然
増減は縮小傾向にある（図表１）。特に20年以
降は新型コロナウイルスの感染拡大も影響し
ていると推察される。
　また、本島北部地域や離島においては、既に
死亡者数が出生者数を上回っている状況がみ
られ、自然増減はマイナスで推移している自治

体が多くみられる。

（社会増減）
　2010年以降の県内市町村の人口の社会増
減をみると、日本人については、うるま市や南
城市、恩納村、宜野座村、中城村、北中城村、八重
瀬町では増加基調で推移しているが、20年以
降は減少しているケースもみられ、新型コロナ
ウイルスの感染拡大が影響している可能性が
ある。また、これまで増加基調を続けてきた豊
見城市と南風原町が21年以降、減少に転じて
いるが、これも新型コロナウイルスの感染拡大
が影響している可能性がある。一方、これまで
社会増を続けてきた外国人は新型コロナウイ
ルスの感染拡大による入国規制の影響から20
年～21年にかけて減少に転じた市町村が多い
が、22年（１～６月計）には増加に転じている
自治体もみられる。なお、県都である那覇市は
外国人が増加基調を続けてきたが、日本人の減
少数が大きく、社会増減は減少が続いており、
20年～21年にかけては外国人も減少に転じ
たことから社会増減は大きく減少している。た
だし、22年（１～６月計）は外国人が増加に転
じたことから減少幅は縮小している。

2．将来推計人口の推計方法

（１）将来推計人口

　我が国における公式な将来推計人口は、５年
毎の国勢調査の公表後、国立社会保障・人口問
題研究所によって推計、公表されている。将来
推計人口とは、全国の将来の出生、死亡、国際人
口移動（都道府県別については国内の他の都道
府県への移動も含む）について仮定を設定し、
コーホート要因法により、我が国の将来の人口
規模ならびに男女・年齢構成の推移について推
計を行ったものであり、出生や死亡を高位、中
位、低位に仮定して複数の推計を行っている。
　当研究所では、コーホート要因法に基づき、
2020年の国勢調査およびその後公表されて
いる推計人口や人口動態調査、住民基本台帳人
口移動などのデータを用いて、県内市町村の将
来推計人口を推計してみた。「コーホート」と
は、同じ年（又は同じ期間）に生まれた人々の集
団のことを指し、コーホート要因法とは、各
コーホートについて「自然増減」（出生と死亡）
及び「純移動」（転出入）という二つの「人口変動

要因」それぞれについて将来値を仮定し、それ
に基づいて将来人口を推計する方法である。計
算手順は、基準年の各歳別の男女別人口に、
各 「々生残率＋移動率」を乗じて翌年の１歳上
の各歳別・男女別人口を推計する（図表２）。基
準年の翌年の０歳人口は、基準年の翌年の再生
産年齢人口である15～49歳の女性の各歳別
人口に年齢別出生率を乗じて算出し、出生性比
により男子、女子の０歳人口を計算する。これ
により求められた基準年の翌年の各歳別・男女
別人口を同じ手順で生残率、移動率を乗じて
翌々年の各歳別、男女別人口を推計する。０歳
人口も同様に、ここで推計された15～49歳の
女性の各歳別人口に年齢別出生率を乗じて算
出する。この手順を予測対象期間について繰り
返し行い、将来推計人口を推計していく。なお、
今回の推計では、2020年の国勢調査の０～４
歳出生数を15～49歳女性人口で除した子ど
も女性比を求め、将来推計の15～49歳女性人
口に同比率を乗じることにより、将来の０～４
歳人口を推計した。

　次に、推計に用いた基準人口、生残率、出生
率、移動率について説明する。
（基準人口）

　将来推計の出発点となる基準人口は、2020
年の国勢調査の各市町村の男女別・５歳階級別
人口を用いた。なお、年齢不詳人口については
各歳別人口の年齢構成比で各歳別人口に按分
した。

（生残率）

　生残率とは、ある年齢の人口が１歳年齢が上
がった時点で生き残っている率のことである。

生残率は生命表から求められるが、今回の推計
では2015年の本県の生命表より男女別・年齢
別の生残率を求めた。各市町村の15年の生残
率と将来の仮定値については、県全体の生残率
を用いた。

（出生率）

　各市町村の０歳児の出生数について将来値
を推計する必要があるが、今回の推計では
2020年の国勢調査の０～４歳出生数を15～
49歳女性人口で除した子ども女性比を求め、将
来推計の15～49歳女性人口に同比率を乗じる

ことにより、将来の０～４歳人口を推計した。

（出生性比）

　出生性比は、出生数に占める男女の比率であ
るが、同比率は概ね男子：女子＝1.05：1.00で
比較的安定した数値で推移していることから、
将来推計においても０～４歳児の人口に同比
率を用いて、男女別の人口を求めた。

（移動率）

　今回の将来推計では、2017年から21年の住
民基本台帳人口移動報告の結果を用いて各市
町村の男女別・５歳階級別人口について移動率
を求めた。各市町村の将来の移動率は原則とし
て、この移動率が将来も続くと仮定した。ただ
し、各市町村で特殊な要因や事情などにより、
この移動率が極端に大きい、または小さいとみ
られるケースでは、移動率を将来の仮定値とし
てそのまま用いると、将来人口が急増したり急
減するなど、現実的ではない将来推計人口とな
るため、その要因や個別の事情などを分析・検
証し、将来の仮定値について調整した。なお、
85歳以上の高齢の人口については人口規模が
小さいため移動率の振れが大きくなったりす
ること、また移動人数そのものは小さいとみら
れることから、移動率をゼロとした。

（２）市町村別の将来推計人口

　市町村別の将来推計人口については、男女
別、５歳階級別、５年毎の推計を行った。推計方
法は県全体の推計方法に準じている。なお、当
研究所では先に県全体の将来推計人口を推計
（2022年６月推計）したことから、各市町村の
男女別、５歳階級別の人口については、全市町
村の合計が県全体の将来推計人口の該当する
男女別、５歳階級別の人口と一致するように調
整している。

（３）地域別の将来推計人口

　北部、中部、南部、宮古、八重山地域の地域別
の将来推計人口は、市町村別の将来推計人口を
該当する地域別に集計したものである。

3．市町村別の将来推計人口

　県内41市町村のうち、2020年の人口が既に
15年より減少している市町村は20市町村で、
約半数が減少している。那覇市と金武町、嘉手
納町、北谷町を除くと、全て離島と北部の自治
体である。

※2020年の人口が15年より減少している市町村（20市町村）
　那覇市、国頭村、東村、今帰仁村、本部町、金武町、伊江村、嘉手
納町、北谷町、渡嘉敷村、粟国村、渡名喜村、南大東村、北大東
村、伊平屋村、伊是名村、久米島町、多良間村、竹富町、与那国町

（人口の増減見通し）

　以下、当研究所による2020年以降の各市町
村の将来推計人口によると、20年から25年に
かけては大宜味村や恩納村、名護市、宜野座村、
読谷村、北中城村、西原町、南城市、座間味村、宮
古島市の10市町村が減少に転じる見通しであ
る（図表３～図表６）。また、25年から30年に
かけては、うるま市、浦添市、糸満市、石垣市、与
那国町の５市町が減少に転じる見通しである。
さらに30年から35年にかけては、沖縄市、宜
野湾市、八重瀬町の３市町が減少に転じ、35年
から40年にかけては与那原町と豊見城市の２
市町が減少に転じる見通しである。50年から
55年にかけて南風原町と中城村が減少に転じ
ることにより、県内全ての市町村が減少する見
通しである。70年において人口が20年を上
回っているのは、南風原町（3.8％増）と中城村
（0.9％増）の２町村となり、この２町村以外は
全て20年を下回っている(図表５)。一方、20年
比で最も下回っているのは粟国村（69.7％減）
で７割近く減少する見通しである。次いで多良
間村（61.4％減）、座間味村（60.7％減）、伊江村
（57.7％減）、国頭村（54.8％減）となっている。

（年齢３区分別人口の構成比）

　各市町村の人口に占める年齢３区分別人口
の構成比について2020年と70年を比較する
と、０～14歳人口では、渡名喜村が20年の
8.4％が70年には11.8％に3.3ポイント（注）
上昇し、東村が12.4％から14.9％に2.5ポイン
ト上昇するが、この２村以外は全て低下する見
通しである（図表９、図表10）。なお、渡名喜村
と東村は０～14歳人口の人数は減少するが、
15～64歳人口や65歳以上人口の減少数が上
回るため、構成比が相対的に上昇している。15
～64歳人口では、竹富町が20年の50.5％から
70年には60.9％に10.4ポイント上昇し、中城
村が50.0％から52.8％に2.8ポイント上昇、伊
是名村が51.1％から52.2％に1.2ポイント上

昇（注）するが、この３町村以外は全て低下する
見通しである。
　一方、65歳以上人口では、渡嘉敷村が20年
の20.2％から70年には66.1％に45.9ポイン
ト上昇し、座間味村が20.8％から52.3％に
31.5ポイント上昇、伊江村が34.4％から
60.5％に26.1ポイント上昇するなど、38市町
村で上昇する見通しである。低下するのは３村
で、渡名喜村が41.1％から27.4％に13.7ポイ
ント低下し、東村が36.5％から32.9％に3.7ポ
イント（注）し、今帰仁村が33.8％から32.1％
に1.7ポイント低下する見通しである。

（注）有効桁数の関係で、構成比の差分は表記さ
れる差分と0.1ポイント異なる。

4．県内地域別の将来推計人口

（地域別の将来推計人口）

　北部、中部、南部、宮古、八重山の地域別の将
来推計人口は、その地域の市町村の将来推計人
口を集計したものである。地域別では、北部地
域が20年は12万8,030人で既に15年（12万
8,930人）より減少しており、その後も減少が
続き、70年に9万3,280人となる見通しである
（図表11、図表12）。また、南部地域と宮古地域
は20年から25年に減少に転じ、南部地域は20
年の70万6,970人から70年には56万550人

となり、宮古地域は５万3,900人から４万
6,220人となる見通しである。中部地域は25
年から30年に減少に転じ、20年の52万5,380
人から70年には44万4,570人となる見通しで
あり、30年には全ての地域が減少に転じる見
通しである。八重山地域は、20年は５万3,190
人で、15年比で既に減少しているが、25年は
僅かながら増加に転じ、30年には再び減少に
転じる見通しである。70年には４万3,780人
となる見通しである。

（人口の構成比）

　県人口に占める構成比をみると、2070年で
最も大きいのは那覇市（18.4％）で、次いで沖
縄市（10.2％）、うるま市（9.2％）、浦添市
（7.7％）、宜野湾市（7.2％）となる見通しであ
り、20年と同じ順位となっている（図表５）。構

成比の増減では、最も増加するのは南風原町
で、0.8ポイント上昇する見通しである。次い
で、うるま市（0.7ポイント上昇）、豊見城市
（0.6ポイント上昇）、糸満市（0.5ポイント上
昇）、沖縄市（0.4ポイント上昇）となっている。

（年齢３区分別人口の増減）

　2020年から70年までの人口の増減率を年
齢３区分別でみると、０～14歳人口の年少人
口は全ての市町村で減少する見通しである（図
表７）。最も減少率が大きいのは渡嘉敷村
（90.6％減）で、次いで座間味村（88.3％減）、粟
国村（82.1％減）、多良間村（75.8％減）、伊江村
（70.0％減）、国頭村（63.7％減）となっている。
また、15～64歳の生産年齢人口も全ての市町
村で減少する見通しである。最も減少率が大き
いのは渡嘉敷村（78.4％減）で、次いで粟国村
（78.1％減）、伊江村（75.9％減）、座間味村

（72.8％減）、多良間村（66.5％減）、伊是名村
（59.9％減）となっている。
　一方、65歳以上の老年人口は23市町村で増
加する見通しである。最も増加率が大きいのは
中城村（64.0％増）で、次いで南風原町（56.6％
増）、宜野湾市（53.1％増）、豊見城市（49.4％
増）、沖縄市（45.0％増）となっている。また、最
も減少率が大きいのは渡名喜村（68.9％減）
で、次いで東村（56.9％減）、粟国村（53.9％
減）、伊平屋村（46.0％減）、多良間村（45.2％
減）となっており、既に高齢者の割合が高い自
治体となっている。

（人口増減率に対する年齢３区分別人口の増減

寄与度）

　人口の増減率に対する年齢３区分別人口の
増減寄与度をみると、前述のとおり０～14歳
人口および15～64歳人口は全ての市町村で
減少しているので全市町村でマイナスに寄与

している（図表８）。65歳以上人口は23市町村
でプラスに寄与している。また、渡名喜村や粟
国村、東村、大宜味村など、既に高齢者の割合が
高い自治体では今後、死亡者が増加することに
より65歳以上人口もマイナスに寄与している。
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図表２　コーホート要因法による将来推計人口の推計手順

1．県内市町村の人口動態
（1）2020年国勢調査による県内市町村の人口
増減（15年比）
　2020年の国勢調査によると、県内41市町村
のうち人口が15年より減少している市町村は
20市町村で、一部都市部の市町村を除くと、大
方が離島と北部の自治体である。
※2020年の人口が15年より減少している市町村（20市町村）
　那覇市、国頭村、東村、今帰仁村、本部町、金武町、伊江村、嘉手
納町、北谷町、渡嘉敷村、粟国村、渡名喜村、南大東村、北大東
村、伊平屋村、伊是名村、久米島町、多良間村、竹富町、与那国町

(2)2010年～2022年6月の各市町村の人口動態
（自然増減、社会増減）
（自然増減）
　2010年以降の県内市町村の人口の自然増
減をみると、高齢化に伴い大半の市町村で死亡
数が増加傾向にある中で、10年代後半には出
生数が減少しており、各市町村とも総じて自然
増減は縮小傾向にある（図表１）。特に20年以
降は新型コロナウイルスの感染拡大も影響し
ていると推察される。
　また、本島北部地域や離島においては、既に
死亡者数が出生者数を上回っている状況がみ
られ、自然増減はマイナスで推移している自治

体が多くみられる。

（社会増減）
　2010年以降の県内市町村の人口の社会増
減をみると、日本人については、うるま市や南
城市、恩納村、宜野座村、中城村、北中城村、八重
瀬町では増加基調で推移しているが、20年以
降は減少しているケースもみられ、新型コロナ
ウイルスの感染拡大が影響している可能性が
ある。また、これまで増加基調を続けてきた豊
見城市と南風原町が21年以降、減少に転じて
いるが、これも新型コロナウイルスの感染拡大
が影響している可能性がある。一方、これまで
社会増を続けてきた外国人は新型コロナウイ
ルスの感染拡大による入国規制の影響から20
年～21年にかけて減少に転じた市町村が多い
が、22年（１～６月計）には増加に転じている
自治体もみられる。なお、県都である那覇市は
外国人が増加基調を続けてきたが、日本人の減
少数が大きく、社会増減は減少が続いており、
20年～21年にかけては外国人も減少に転じ
たことから社会増減は大きく減少している。た
だし、22年（１～６月計）は外国人が増加に転
じたことから減少幅は縮小している。

2．将来推計人口の推計方法

（１）将来推計人口

　我が国における公式な将来推計人口は、５年
毎の国勢調査の公表後、国立社会保障・人口問
題研究所によって推計、公表されている。将来
推計人口とは、全国の将来の出生、死亡、国際人
口移動（都道府県別については国内の他の都道
府県への移動も含む）について仮定を設定し、
コーホート要因法により、我が国の将来の人口
規模ならびに男女・年齢構成の推移について推
計を行ったものであり、出生や死亡を高位、中
位、低位に仮定して複数の推計を行っている。
　当研究所では、コーホート要因法に基づき、
2020年の国勢調査およびその後公表されて
いる推計人口や人口動態調査、住民基本台帳人
口移動などのデータを用いて、県内市町村の将
来推計人口を推計してみた。「コーホート」と
は、同じ年（又は同じ期間）に生まれた人々の集
団のことを指し、コーホート要因法とは、各
コーホートについて「自然増減」（出生と死亡）
及び「純移動」（転出入）という二つの「人口変動

要因」それぞれについて将来値を仮定し、それ
に基づいて将来人口を推計する方法である。計
算手順は、基準年の各歳別の男女別人口に、
各 「々生残率＋移動率」を乗じて翌年の１歳上
の各歳別・男女別人口を推計する（図表２）。基
準年の翌年の０歳人口は、基準年の翌年の再生
産年齢人口である15～49歳の女性の各歳別
人口に年齢別出生率を乗じて算出し、出生性比
により男子、女子の０歳人口を計算する。これ
により求められた基準年の翌年の各歳別・男女
別人口を同じ手順で生残率、移動率を乗じて
翌々年の各歳別、男女別人口を推計する。０歳
人口も同様に、ここで推計された15～49歳の
女性の各歳別人口に年齢別出生率を乗じて算
出する。この手順を予測対象期間について繰り
返し行い、将来推計人口を推計していく。なお、
今回の推計では、2020年の国勢調査の０～４
歳出生数を15～49歳女性人口で除した子ど
も女性比を求め、将来推計の15～49歳女性人
口に同比率を乗じることにより、将来の０～４
歳人口を推計した。

　次に、推計に用いた基準人口、生残率、出生
率、移動率について説明する。
（基準人口）

　将来推計の出発点となる基準人口は、2020
年の国勢調査の各市町村の男女別・５歳階級別
人口を用いた。なお、年齢不詳人口については
各歳別人口の年齢構成比で各歳別人口に按分
した。

（生残率）

　生残率とは、ある年齢の人口が１歳年齢が上
がった時点で生き残っている率のことである。

生残率は生命表から求められるが、今回の推計
では2015年の本県の生命表より男女別・年齢
別の生残率を求めた。各市町村の15年の生残
率と将来の仮定値については、県全体の生残率
を用いた。

（出生率）

　各市町村の０歳児の出生数について将来値
を推計する必要があるが、今回の推計では
2020年の国勢調査の０～４歳出生数を15～
49歳女性人口で除した子ども女性比を求め、将
来推計の15～49歳女性人口に同比率を乗じる

ことにより、将来の０～４歳人口を推計した。

（出生性比）

　出生性比は、出生数に占める男女の比率であ
るが、同比率は概ね男子：女子＝1.05：1.00で
比較的安定した数値で推移していることから、
将来推計においても０～４歳児の人口に同比
率を用いて、男女別の人口を求めた。

（移動率）

　今回の将来推計では、2017年から21年の住
民基本台帳人口移動報告の結果を用いて各市
町村の男女別・５歳階級別人口について移動率
を求めた。各市町村の将来の移動率は原則とし
て、この移動率が将来も続くと仮定した。ただ
し、各市町村で特殊な要因や事情などにより、
この移動率が極端に大きい、または小さいとみ
られるケースでは、移動率を将来の仮定値とし
てそのまま用いると、将来人口が急増したり急
減するなど、現実的ではない将来推計人口とな
るため、その要因や個別の事情などを分析・検
証し、将来の仮定値について調整した。なお、
85歳以上の高齢の人口については人口規模が
小さいため移動率の振れが大きくなったりす
ること、また移動人数そのものは小さいとみら
れることから、移動率をゼロとした。

（２）市町村別の将来推計人口

　市町村別の将来推計人口については、男女
別、５歳階級別、５年毎の推計を行った。推計方
法は県全体の推計方法に準じている。なお、当
研究所では先に県全体の将来推計人口を推計
（2022年６月推計）したことから、各市町村の
男女別、５歳階級別の人口については、全市町
村の合計が県全体の将来推計人口の該当する
男女別、５歳階級別の人口と一致するように調
整している。

（３）地域別の将来推計人口

　北部、中部、南部、宮古、八重山地域の地域別
の将来推計人口は、市町村別の将来推計人口を
該当する地域別に集計したものである。

3．市町村別の将来推計人口

　県内41市町村のうち、2020年の人口が既に
15年より減少している市町村は20市町村で、
約半数が減少している。那覇市と金武町、嘉手
納町、北谷町を除くと、全て離島と北部の自治
体である。

※2020年の人口が15年より減少している市町村（20市町村）
　那覇市、国頭村、東村、今帰仁村、本部町、金武町、伊江村、嘉手
納町、北谷町、渡嘉敷村、粟国村、渡名喜村、南大東村、北大東
村、伊平屋村、伊是名村、久米島町、多良間村、竹富町、与那国町

（人口の増減見通し）

　以下、当研究所による2020年以降の各市町
村の将来推計人口によると、20年から25年に
かけては大宜味村や恩納村、名護市、宜野座村、
読谷村、北中城村、西原町、南城市、座間味村、宮
古島市の10市町村が減少に転じる見通しであ
る（図表３～図表６）。また、25年から30年に
かけては、うるま市、浦添市、糸満市、石垣市、与
那国町の５市町が減少に転じる見通しである。
さらに30年から35年にかけては、沖縄市、宜
野湾市、八重瀬町の３市町が減少に転じ、35年
から40年にかけては与那原町と豊見城市の２
市町が減少に転じる見通しである。50年から
55年にかけて南風原町と中城村が減少に転じ
ることにより、県内全ての市町村が減少する見
通しである。70年において人口が20年を上
回っているのは、南風原町（3.8％増）と中城村
（0.9％増）の２町村となり、この２町村以外は
全て20年を下回っている(図表５)。一方、20年
比で最も下回っているのは粟国村（69.7％減）
で７割近く減少する見通しである。次いで多良
間村（61.4％減）、座間味村（60.7％減）、伊江村
（57.7％減）、国頭村（54.8％減）となっている。

（年齢３区分別人口の構成比）

　各市町村の人口に占める年齢３区分別人口
の構成比について2020年と70年を比較する
と、０～14歳人口では、渡名喜村が20年の
8.4％が70年には11.8％に3.3ポイント（注）
上昇し、東村が12.4％から14.9％に2.5ポイン
ト上昇するが、この２村以外は全て低下する見
通しである（図表９、図表10）。なお、渡名喜村
と東村は０～14歳人口の人数は減少するが、
15～64歳人口や65歳以上人口の減少数が上
回るため、構成比が相対的に上昇している。15
～64歳人口では、竹富町が20年の50.5％から
70年には60.9％に10.4ポイント上昇し、中城
村が50.0％から52.8％に2.8ポイント上昇、伊
是名村が51.1％から52.2％に1.2ポイント上

昇（注）するが、この３町村以外は全て低下する
見通しである。
　一方、65歳以上人口では、渡嘉敷村が20年
の20.2％から70年には66.1％に45.9ポイン
ト上昇し、座間味村が20.8％から52.3％に
31.5ポイント上昇、伊江村が34.4％から
60.5％に26.1ポイント上昇するなど、38市町
村で上昇する見通しである。低下するのは３村
で、渡名喜村が41.1％から27.4％に13.7ポイ
ント低下し、東村が36.5％から32.9％に3.7ポ
イント（注）し、今帰仁村が33.8％から32.1％
に1.7ポイント低下する見通しである。

（注）有効桁数の関係で、構成比の差分は表記さ
れる差分と0.1ポイント異なる。

4．県内地域別の将来推計人口

（地域別の将来推計人口）

　北部、中部、南部、宮古、八重山の地域別の将
来推計人口は、その地域の市町村の将来推計人
口を集計したものである。地域別では、北部地
域が20年は12万8,030人で既に15年（12万
8,930人）より減少しており、その後も減少が
続き、70年に9万3,280人となる見通しである
（図表11、図表12）。また、南部地域と宮古地域
は20年から25年に減少に転じ、南部地域は20
年の70万6,970人から70年には56万550人

となり、宮古地域は５万3,900人から４万
6,220人となる見通しである。中部地域は25
年から30年に減少に転じ、20年の52万5,380
人から70年には44万4,570人となる見通しで
あり、30年には全ての地域が減少に転じる見
通しである。八重山地域は、20年は５万3,190
人で、15年比で既に減少しているが、25年は
僅かながら増加に転じ、30年には再び減少に
転じる見通しである。70年には４万3,780人
となる見通しである。

（人口の構成比）

　県人口に占める構成比をみると、2070年で
最も大きいのは那覇市（18.4％）で、次いで沖
縄市（10.2％）、うるま市（9.2％）、浦添市
（7.7％）、宜野湾市（7.2％）となる見通しであ
り、20年と同じ順位となっている（図表５）。構

成比の増減では、最も増加するのは南風原町
で、0.8ポイント上昇する見通しである。次い
で、うるま市（0.7ポイント上昇）、豊見城市
（0.6ポイント上昇）、糸満市（0.5ポイント上
昇）、沖縄市（0.4ポイント上昇）となっている。

（年齢３区分別人口の増減）

　2020年から70年までの人口の増減率を年
齢３区分別でみると、０～14歳人口の年少人
口は全ての市町村で減少する見通しである（図
表７）。最も減少率が大きいのは渡嘉敷村
（90.6％減）で、次いで座間味村（88.3％減）、粟
国村（82.1％減）、多良間村（75.8％減）、伊江村
（70.0％減）、国頭村（63.7％減）となっている。
また、15～64歳の生産年齢人口も全ての市町
村で減少する見通しである。最も減少率が大き
いのは渡嘉敷村（78.4％減）で、次いで粟国村
（78.1％減）、伊江村（75.9％減）、座間味村

（72.8％減）、多良間村（66.5％減）、伊是名村
（59.9％減）となっている。
　一方、65歳以上の老年人口は23市町村で増
加する見通しである。最も増加率が大きいのは
中城村（64.0％増）で、次いで南風原町（56.6％
増）、宜野湾市（53.1％増）、豊見城市（49.4％
増）、沖縄市（45.0％増）となっている。また、最
も減少率が大きいのは渡名喜村（68.9％減）
で、次いで東村（56.9％減）、粟国村（53.9％
減）、伊平屋村（46.0％減）、多良間村（45.2％
減）となっており、既に高齢者の割合が高い自
治体となっている。

（人口増減率に対する年齢３区分別人口の増減

寄与度）

　人口の増減率に対する年齢３区分別人口の
増減寄与度をみると、前述のとおり０～14歳
人口および15～64歳人口は全ての市町村で
減少しているので全市町村でマイナスに寄与

している（図表８）。65歳以上人口は23市町村
でプラスに寄与している。また、渡名喜村や粟
国村、東村、大宜味村など、既に高齢者の割合が
高い自治体では今後、死亡者が増加することに
より65歳以上人口もマイナスに寄与している。
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1．県内市町村の人口動態
（1）2020年国勢調査による県内市町村の人口
増減（15年比）
　2020年の国勢調査によると、県内41市町村
のうち人口が15年より減少している市町村は
20市町村で、一部都市部の市町村を除くと、大
方が離島と北部の自治体である。
※2020年の人口が15年より減少している市町村（20市町村）
　那覇市、国頭村、東村、今帰仁村、本部町、金武町、伊江村、嘉手
納町、北谷町、渡嘉敷村、粟国村、渡名喜村、南大東村、北大東
村、伊平屋村、伊是名村、久米島町、多良間村、竹富町、与那国町

(2)2010年～2022年6月の各市町村の人口動態
（自然増減、社会増減）
（自然増減）
　2010年以降の県内市町村の人口の自然増
減をみると、高齢化に伴い大半の市町村で死亡
数が増加傾向にある中で、10年代後半には出
生数が減少しており、各市町村とも総じて自然
増減は縮小傾向にある（図表１）。特に20年以
降は新型コロナウイルスの感染拡大も影響し
ていると推察される。
　また、本島北部地域や離島においては、既に
死亡者数が出生者数を上回っている状況がみ
られ、自然増減はマイナスで推移している自治

体が多くみられる。

（社会増減）
　2010年以降の県内市町村の人口の社会増
減をみると、日本人については、うるま市や南
城市、恩納村、宜野座村、中城村、北中城村、八重
瀬町では増加基調で推移しているが、20年以
降は減少しているケースもみられ、新型コロナ
ウイルスの感染拡大が影響している可能性が
ある。また、これまで増加基調を続けてきた豊
見城市と南風原町が21年以降、減少に転じて
いるが、これも新型コロナウイルスの感染拡大
が影響している可能性がある。一方、これまで
社会増を続けてきた外国人は新型コロナウイ
ルスの感染拡大による入国規制の影響から20
年～21年にかけて減少に転じた市町村が多い
が、22年（１～６月計）には増加に転じている
自治体もみられる。なお、県都である那覇市は
外国人が増加基調を続けてきたが、日本人の減
少数が大きく、社会増減は減少が続いており、
20年～21年にかけては外国人も減少に転じ
たことから社会増減は大きく減少している。た
だし、22年（１～６月計）は外国人が増加に転
じたことから減少幅は縮小している。

2．将来推計人口の推計方法

（１）将来推計人口

　我が国における公式な将来推計人口は、５年
毎の国勢調査の公表後、国立社会保障・人口問
題研究所によって推計、公表されている。将来
推計人口とは、全国の将来の出生、死亡、国際人
口移動（都道府県別については国内の他の都道
府県への移動も含む）について仮定を設定し、
コーホート要因法により、我が国の将来の人口
規模ならびに男女・年齢構成の推移について推
計を行ったものであり、出生や死亡を高位、中
位、低位に仮定して複数の推計を行っている。
　当研究所では、コーホート要因法に基づき、
2020年の国勢調査およびその後公表されて
いる推計人口や人口動態調査、住民基本台帳人
口移動などのデータを用いて、県内市町村の将
来推計人口を推計してみた。「コーホート」と
は、同じ年（又は同じ期間）に生まれた人々の集
団のことを指し、コーホート要因法とは、各
コーホートについて「自然増減」（出生と死亡）
及び「純移動」（転出入）という二つの「人口変動

要因」それぞれについて将来値を仮定し、それ
に基づいて将来人口を推計する方法である。計
算手順は、基準年の各歳別の男女別人口に、
各 「々生残率＋移動率」を乗じて翌年の１歳上
の各歳別・男女別人口を推計する（図表２）。基
準年の翌年の０歳人口は、基準年の翌年の再生
産年齢人口である15～49歳の女性の各歳別
人口に年齢別出生率を乗じて算出し、出生性比
により男子、女子の０歳人口を計算する。これ
により求められた基準年の翌年の各歳別・男女
別人口を同じ手順で生残率、移動率を乗じて
翌々年の各歳別、男女別人口を推計する。０歳
人口も同様に、ここで推計された15～49歳の
女性の各歳別人口に年齢別出生率を乗じて算
出する。この手順を予測対象期間について繰り
返し行い、将来推計人口を推計していく。なお、
今回の推計では、2020年の国勢調査の０～４
歳出生数を15～49歳女性人口で除した子ど
も女性比を求め、将来推計の15～49歳女性人
口に同比率を乗じることにより、将来の０～４
歳人口を推計した。

　次に、推計に用いた基準人口、生残率、出生
率、移動率について説明する。
（基準人口）

　将来推計の出発点となる基準人口は、2020
年の国勢調査の各市町村の男女別・５歳階級別
人口を用いた。なお、年齢不詳人口については
各歳別人口の年齢構成比で各歳別人口に按分
した。

（生残率）

　生残率とは、ある年齢の人口が１歳年齢が上
がった時点で生き残っている率のことである。

生残率は生命表から求められるが、今回の推計
では2015年の本県の生命表より男女別・年齢
別の生残率を求めた。各市町村の15年の生残
率と将来の仮定値については、県全体の生残率
を用いた。

（出生率）

　各市町村の０歳児の出生数について将来値
を推計する必要があるが、今回の推計では
2020年の国勢調査の０～４歳出生数を15～
49歳女性人口で除した子ども女性比を求め、将
来推計の15～49歳女性人口に同比率を乗じる

ことにより、将来の０～４歳人口を推計した。

（出生性比）

　出生性比は、出生数に占める男女の比率であ
るが、同比率は概ね男子：女子＝1.05：1.00で
比較的安定した数値で推移していることから、
将来推計においても０～４歳児の人口に同比
率を用いて、男女別の人口を求めた。

（移動率）

　今回の将来推計では、2017年から21年の住
民基本台帳人口移動報告の結果を用いて各市
町村の男女別・５歳階級別人口について移動率
を求めた。各市町村の将来の移動率は原則とし
て、この移動率が将来も続くと仮定した。ただ
し、各市町村で特殊な要因や事情などにより、
この移動率が極端に大きい、または小さいとみ
られるケースでは、移動率を将来の仮定値とし
てそのまま用いると、将来人口が急増したり急
減するなど、現実的ではない将来推計人口とな
るため、その要因や個別の事情などを分析・検
証し、将来の仮定値について調整した。なお、
85歳以上の高齢の人口については人口規模が
小さいため移動率の振れが大きくなったりす
ること、また移動人数そのものは小さいとみら
れることから、移動率をゼロとした。

（２）市町村別の将来推計人口

　市町村別の将来推計人口については、男女
別、５歳階級別、５年毎の推計を行った。推計方
法は県全体の推計方法に準じている。なお、当
研究所では先に県全体の将来推計人口を推計
（2022年６月推計）したことから、各市町村の
男女別、５歳階級別の人口については、全市町
村の合計が県全体の将来推計人口の該当する
男女別、５歳階級別の人口と一致するように調
整している。

（３）地域別の将来推計人口

　北部、中部、南部、宮古、八重山地域の地域別
の将来推計人口は、市町村別の将来推計人口を
該当する地域別に集計したものである。

3．市町村別の将来推計人口

　県内41市町村のうち、2020年の人口が既に
15年より減少している市町村は20市町村で、
約半数が減少している。那覇市と金武町、嘉手
納町、北谷町を除くと、全て離島と北部の自治
体である。

※2020年の人口が15年より減少している市町村（20市町村）
　那覇市、国頭村、東村、今帰仁村、本部町、金武町、伊江村、嘉手
納町、北谷町、渡嘉敷村、粟国村、渡名喜村、南大東村、北大東
村、伊平屋村、伊是名村、久米島町、多良間村、竹富町、与那国町

（人口の増減見通し）

　以下、当研究所による2020年以降の各市町
村の将来推計人口によると、20年から25年に
かけては大宜味村や恩納村、名護市、宜野座村、
読谷村、北中城村、西原町、南城市、座間味村、宮
古島市の10市町村が減少に転じる見通しであ
る（図表３～図表６）。また、25年から30年に
かけては、うるま市、浦添市、糸満市、石垣市、与
那国町の５市町が減少に転じる見通しである。
さらに30年から35年にかけては、沖縄市、宜
野湾市、八重瀬町の３市町が減少に転じ、35年
から40年にかけては与那原町と豊見城市の２
市町が減少に転じる見通しである。50年から
55年にかけて南風原町と中城村が減少に転じ
ることにより、県内全ての市町村が減少する見
通しである。70年において人口が20年を上
回っているのは、南風原町（3.8％増）と中城村
（0.9％増）の２町村となり、この２町村以外は
全て20年を下回っている(図表５)。一方、20年
比で最も下回っているのは粟国村（69.7％減）
で７割近く減少する見通しである。次いで多良
間村（61.4％減）、座間味村（60.7％減）、伊江村
（57.7％減）、国頭村（54.8％減）となっている。

（年齢３区分別人口の構成比）

　各市町村の人口に占める年齢３区分別人口
の構成比について2020年と70年を比較する
と、０～14歳人口では、渡名喜村が20年の
8.4％が70年には11.8％に3.3ポイント（注）
上昇し、東村が12.4％から14.9％に2.5ポイン
ト上昇するが、この２村以外は全て低下する見
通しである（図表９、図表10）。なお、渡名喜村
と東村は０～14歳人口の人数は減少するが、
15～64歳人口や65歳以上人口の減少数が上
回るため、構成比が相対的に上昇している。15
～64歳人口では、竹富町が20年の50.5％から
70年には60.9％に10.4ポイント上昇し、中城
村が50.0％から52.8％に2.8ポイント上昇、伊
是名村が51.1％から52.2％に1.2ポイント上

昇（注）するが、この３町村以外は全て低下する
見通しである。
　一方、65歳以上人口では、渡嘉敷村が20年
の20.2％から70年には66.1％に45.9ポイン
ト上昇し、座間味村が20.8％から52.3％に
31.5ポイント上昇、伊江村が34.4％から
60.5％に26.1ポイント上昇するなど、38市町
村で上昇する見通しである。低下するのは３村
で、渡名喜村が41.1％から27.4％に13.7ポイ
ント低下し、東村が36.5％から32.9％に3.7ポ
イント（注）し、今帰仁村が33.8％から32.1％
に1.7ポイント低下する見通しである。

（注）有効桁数の関係で、構成比の差分は表記さ
れる差分と0.1ポイント異なる。

4．県内地域別の将来推計人口

（地域別の将来推計人口）

　北部、中部、南部、宮古、八重山の地域別の将
来推計人口は、その地域の市町村の将来推計人
口を集計したものである。地域別では、北部地
域が20年は12万8,030人で既に15年（12万
8,930人）より減少しており、その後も減少が
続き、70年に9万3,280人となる見通しである
（図表11、図表12）。また、南部地域と宮古地域
は20年から25年に減少に転じ、南部地域は20
年の70万6,970人から70年には56万550人

となり、宮古地域は５万3,900人から４万
6,220人となる見通しである。中部地域は25
年から30年に減少に転じ、20年の52万5,380
人から70年には44万4,570人となる見通しで
あり、30年には全ての地域が減少に転じる見
通しである。八重山地域は、20年は５万3,190
人で、15年比で既に減少しているが、25年は
僅かながら増加に転じ、30年には再び減少に
転じる見通しである。70年には４万3,780人
となる見通しである。

（人口の構成比）

　県人口に占める構成比をみると、2070年で
最も大きいのは那覇市（18.4％）で、次いで沖
縄市（10.2％）、うるま市（9.2％）、浦添市
（7.7％）、宜野湾市（7.2％）となる見通しであ
り、20年と同じ順位となっている（図表５）。構

成比の増減では、最も増加するのは南風原町
で、0.8ポイント上昇する見通しである。次い
で、うるま市（0.7ポイント上昇）、豊見城市
（0.6ポイント上昇）、糸満市（0.5ポイント上
昇）、沖縄市（0.4ポイント上昇）となっている。

（年齢３区分別人口の増減）

　2020年から70年までの人口の増減率を年
齢３区分別でみると、０～14歳人口の年少人
口は全ての市町村で減少する見通しである（図
表７）。最も減少率が大きいのは渡嘉敷村
（90.6％減）で、次いで座間味村（88.3％減）、粟
国村（82.1％減）、多良間村（75.8％減）、伊江村
（70.0％減）、国頭村（63.7％減）となっている。
また、15～64歳の生産年齢人口も全ての市町
村で減少する見通しである。最も減少率が大き
いのは渡嘉敷村（78.4％減）で、次いで粟国村
（78.1％減）、伊江村（75.9％減）、座間味村

（72.8％減）、多良間村（66.5％減）、伊是名村
（59.9％減）となっている。
　一方、65歳以上の老年人口は23市町村で増
加する見通しである。最も増加率が大きいのは
中城村（64.0％増）で、次いで南風原町（56.6％
増）、宜野湾市（53.1％増）、豊見城市（49.4％
増）、沖縄市（45.0％増）となっている。また、最
も減少率が大きいのは渡名喜村（68.9％減）
で、次いで東村（56.9％減）、粟国村（53.9％
減）、伊平屋村（46.0％減）、多良間村（45.2％
減）となっており、既に高齢者の割合が高い自
治体となっている。

（人口増減率に対する年齢３区分別人口の増減

寄与度）

　人口の増減率に対する年齢３区分別人口の
増減寄与度をみると、前述のとおり０～14歳
人口および15～64歳人口は全ての市町村で
減少しているので全市町村でマイナスに寄与

している（図表８）。65歳以上人口は23市町村
でプラスに寄与している。また、渡名喜村や粟
国村、東村、大宜味村など、既に高齢者の割合が
高い自治体では今後、死亡者が増加することに
より65歳以上人口もマイナスに寄与している。
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図表２　コーホート要因法による将来推計人口の推計手順
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1．県内市町村の人口動態
（1）2020年国勢調査による県内市町村の人口
増減（15年比）
　2020年の国勢調査によると、県内41市町村
のうち人口が15年より減少している市町村は
20市町村で、一部都市部の市町村を除くと、大
方が離島と北部の自治体である。
※2020年の人口が15年より減少している市町村（20市町村）
　那覇市、国頭村、東村、今帰仁村、本部町、金武町、伊江村、嘉手
納町、北谷町、渡嘉敷村、粟国村、渡名喜村、南大東村、北大東
村、伊平屋村、伊是名村、久米島町、多良間村、竹富町、与那国町

(2)2010年～2022年6月の各市町村の人口動態
（自然増減、社会増減）
（自然増減）
　2010年以降の県内市町村の人口の自然増
減をみると、高齢化に伴い大半の市町村で死亡
数が増加傾向にある中で、10年代後半には出
生数が減少しており、各市町村とも総じて自然
増減は縮小傾向にある（図表１）。特に20年以
降は新型コロナウイルスの感染拡大も影響し
ていると推察される。
　また、本島北部地域や離島においては、既に
死亡者数が出生者数を上回っている状況がみ
られ、自然増減はマイナスで推移している自治

体が多くみられる。

（社会増減）
　2010年以降の県内市町村の人口の社会増
減をみると、日本人については、うるま市や南
城市、恩納村、宜野座村、中城村、北中城村、八重
瀬町では増加基調で推移しているが、20年以
降は減少しているケースもみられ、新型コロナ
ウイルスの感染拡大が影響している可能性が
ある。また、これまで増加基調を続けてきた豊
見城市と南風原町が21年以降、減少に転じて
いるが、これも新型コロナウイルスの感染拡大
が影響している可能性がある。一方、これまで
社会増を続けてきた外国人は新型コロナウイ
ルスの感染拡大による入国規制の影響から20
年～21年にかけて減少に転じた市町村が多い
が、22年（１～６月計）には増加に転じている
自治体もみられる。なお、県都である那覇市は
外国人が増加基調を続けてきたが、日本人の減
少数が大きく、社会増減は減少が続いており、
20年～21年にかけては外国人も減少に転じ
たことから社会増減は大きく減少している。た
だし、22年（１～６月計）は外国人が増加に転
じたことから減少幅は縮小している。

2．将来推計人口の推計方法

（１）将来推計人口

　我が国における公式な将来推計人口は、５年
毎の国勢調査の公表後、国立社会保障・人口問
題研究所によって推計、公表されている。将来
推計人口とは、全国の将来の出生、死亡、国際人
口移動（都道府県別については国内の他の都道
府県への移動も含む）について仮定を設定し、
コーホート要因法により、我が国の将来の人口
規模ならびに男女・年齢構成の推移について推
計を行ったものであり、出生や死亡を高位、中
位、低位に仮定して複数の推計を行っている。
　当研究所では、コーホート要因法に基づき、
2020年の国勢調査およびその後公表されて
いる推計人口や人口動態調査、住民基本台帳人
口移動などのデータを用いて、県内市町村の将
来推計人口を推計してみた。「コーホート」と
は、同じ年（又は同じ期間）に生まれた人々の集
団のことを指し、コーホート要因法とは、各
コーホートについて「自然増減」（出生と死亡）
及び「純移動」（転出入）という二つの「人口変動

要因」それぞれについて将来値を仮定し、それ
に基づいて将来人口を推計する方法である。計
算手順は、基準年の各歳別の男女別人口に、
各 「々生残率＋移動率」を乗じて翌年の１歳上
の各歳別・男女別人口を推計する（図表２）。基
準年の翌年の０歳人口は、基準年の翌年の再生
産年齢人口である15～49歳の女性の各歳別
人口に年齢別出生率を乗じて算出し、出生性比
により男子、女子の０歳人口を計算する。これ
により求められた基準年の翌年の各歳別・男女
別人口を同じ手順で生残率、移動率を乗じて
翌々年の各歳別、男女別人口を推計する。０歳
人口も同様に、ここで推計された15～49歳の
女性の各歳別人口に年齢別出生率を乗じて算
出する。この手順を予測対象期間について繰り
返し行い、将来推計人口を推計していく。なお、
今回の推計では、2020年の国勢調査の０～４
歳出生数を15～49歳女性人口で除した子ど
も女性比を求め、将来推計の15～49歳女性人
口に同比率を乗じることにより、将来の０～４
歳人口を推計した。

　次に、推計に用いた基準人口、生残率、出生
率、移動率について説明する。
（基準人口）

　将来推計の出発点となる基準人口は、2020
年の国勢調査の各市町村の男女別・５歳階級別
人口を用いた。なお、年齢不詳人口については
各歳別人口の年齢構成比で各歳別人口に按分
した。

（生残率）

　生残率とは、ある年齢の人口が１歳年齢が上
がった時点で生き残っている率のことである。

生残率は生命表から求められるが、今回の推計
では2015年の本県の生命表より男女別・年齢
別の生残率を求めた。各市町村の15年の生残
率と将来の仮定値については、県全体の生残率
を用いた。

（出生率）

　各市町村の０歳児の出生数について将来値
を推計する必要があるが、今回の推計では
2020年の国勢調査の０～４歳出生数を15～
49歳女性人口で除した子ども女性比を求め、将
来推計の15～49歳女性人口に同比率を乗じる

ことにより、将来の０～４歳人口を推計した。

（出生性比）

　出生性比は、出生数に占める男女の比率であ
るが、同比率は概ね男子：女子＝1.05：1.00で
比較的安定した数値で推移していることから、
将来推計においても０～４歳児の人口に同比
率を用いて、男女別の人口を求めた。

（移動率）

　今回の将来推計では、2017年から21年の住
民基本台帳人口移動報告の結果を用いて各市
町村の男女別・５歳階級別人口について移動率
を求めた。各市町村の将来の移動率は原則とし
て、この移動率が将来も続くと仮定した。ただ
し、各市町村で特殊な要因や事情などにより、
この移動率が極端に大きい、または小さいとみ
られるケースでは、移動率を将来の仮定値とし
てそのまま用いると、将来人口が急増したり急
減するなど、現実的ではない将来推計人口とな
るため、その要因や個別の事情などを分析・検
証し、将来の仮定値について調整した。なお、
85歳以上の高齢の人口については人口規模が
小さいため移動率の振れが大きくなったりす
ること、また移動人数そのものは小さいとみら
れることから、移動率をゼロとした。

（２）市町村別の将来推計人口

　市町村別の将来推計人口については、男女
別、５歳階級別、５年毎の推計を行った。推計方
法は県全体の推計方法に準じている。なお、当
研究所では先に県全体の将来推計人口を推計
（2022年６月推計）したことから、各市町村の
男女別、５歳階級別の人口については、全市町
村の合計が県全体の将来推計人口の該当する
男女別、５歳階級別の人口と一致するように調
整している。

（３）地域別の将来推計人口

　北部、中部、南部、宮古、八重山地域の地域別
の将来推計人口は、市町村別の将来推計人口を
該当する地域別に集計したものである。

3．市町村別の将来推計人口

　県内41市町村のうち、2020年の人口が既に
15年より減少している市町村は20市町村で、
約半数が減少している。那覇市と金武町、嘉手
納町、北谷町を除くと、全て離島と北部の自治
体である。

※2020年の人口が15年より減少している市町村（20市町村）
　那覇市、国頭村、東村、今帰仁村、本部町、金武町、伊江村、嘉手
納町、北谷町、渡嘉敷村、粟国村、渡名喜村、南大東村、北大東
村、伊平屋村、伊是名村、久米島町、多良間村、竹富町、与那国町

（人口の増減見通し）

　以下、当研究所による2020年以降の各市町
村の将来推計人口によると、20年から25年に
かけては大宜味村や恩納村、名護市、宜野座村、
読谷村、北中城村、西原町、南城市、座間味村、宮
古島市の10市町村が減少に転じる見通しであ
る（図表３～図表６）。また、25年から30年に
かけては、うるま市、浦添市、糸満市、石垣市、与
那国町の５市町が減少に転じる見通しである。
さらに30年から35年にかけては、沖縄市、宜
野湾市、八重瀬町の３市町が減少に転じ、35年
から40年にかけては与那原町と豊見城市の２
市町が減少に転じる見通しである。50年から
55年にかけて南風原町と中城村が減少に転じ
ることにより、県内全ての市町村が減少する見
通しである。70年において人口が20年を上
回っているのは、南風原町（3.8％増）と中城村
（0.9％増）の２町村となり、この２町村以外は
全て20年を下回っている(図表５)。一方、20年
比で最も下回っているのは粟国村（69.7％減）
で７割近く減少する見通しである。次いで多良
間村（61.4％減）、座間味村（60.7％減）、伊江村
（57.7％減）、国頭村（54.8％減）となっている。

（年齢３区分別人口の構成比）

　各市町村の人口に占める年齢３区分別人口
の構成比について2020年と70年を比較する
と、０～14歳人口では、渡名喜村が20年の
8.4％が70年には11.8％に3.3ポイント（注）
上昇し、東村が12.4％から14.9％に2.5ポイン
ト上昇するが、この２村以外は全て低下する見
通しである（図表９、図表10）。なお、渡名喜村
と東村は０～14歳人口の人数は減少するが、
15～64歳人口や65歳以上人口の減少数が上
回るため、構成比が相対的に上昇している。15
～64歳人口では、竹富町が20年の50.5％から
70年には60.9％に10.4ポイント上昇し、中城
村が50.0％から52.8％に2.8ポイント上昇、伊
是名村が51.1％から52.2％に1.2ポイント上

昇（注）するが、この３町村以外は全て低下する
見通しである。
　一方、65歳以上人口では、渡嘉敷村が20年
の20.2％から70年には66.1％に45.9ポイン
ト上昇し、座間味村が20.8％から52.3％に
31.5ポイント上昇、伊江村が34.4％から
60.5％に26.1ポイント上昇するなど、38市町
村で上昇する見通しである。低下するのは３村
で、渡名喜村が41.1％から27.4％に13.7ポイ
ント低下し、東村が36.5％から32.9％に3.7ポ
イント（注）し、今帰仁村が33.8％から32.1％
に1.7ポイント低下する見通しである。

（注）有効桁数の関係で、構成比の差分は表記さ
れる差分と0.1ポイント異なる。

4．県内地域別の将来推計人口

（地域別の将来推計人口）

　北部、中部、南部、宮古、八重山の地域別の将
来推計人口は、その地域の市町村の将来推計人
口を集計したものである。地域別では、北部地
域が20年は12万8,030人で既に15年（12万
8,930人）より減少しており、その後も減少が
続き、70年に9万3,280人となる見通しである
（図表11、図表12）。また、南部地域と宮古地域
は20年から25年に減少に転じ、南部地域は20
年の70万6,970人から70年には56万550人

となり、宮古地域は５万3,900人から４万
6,220人となる見通しである。中部地域は25
年から30年に減少に転じ、20年の52万5,380
人から70年には44万4,570人となる見通しで
あり、30年には全ての地域が減少に転じる見
通しである。八重山地域は、20年は５万3,190
人で、15年比で既に減少しているが、25年は
僅かながら増加に転じ、30年には再び減少に
転じる見通しである。70年には４万3,780人
となる見通しである。

（人口の構成比）

　県人口に占める構成比をみると、2070年で
最も大きいのは那覇市（18.4％）で、次いで沖
縄市（10.2％）、うるま市（9.2％）、浦添市
（7.7％）、宜野湾市（7.2％）となる見通しであ
り、20年と同じ順位となっている（図表５）。構

成比の増減では、最も増加するのは南風原町
で、0.8ポイント上昇する見通しである。次い
で、うるま市（0.7ポイント上昇）、豊見城市
（0.6ポイント上昇）、糸満市（0.5ポイント上
昇）、沖縄市（0.4ポイント上昇）となっている。

（年齢３区分別人口の増減）

　2020年から70年までの人口の増減率を年
齢３区分別でみると、０～14歳人口の年少人
口は全ての市町村で減少する見通しである（図
表７）。最も減少率が大きいのは渡嘉敷村
（90.6％減）で、次いで座間味村（88.3％減）、粟
国村（82.1％減）、多良間村（75.8％減）、伊江村
（70.0％減）、国頭村（63.7％減）となっている。
また、15～64歳の生産年齢人口も全ての市町
村で減少する見通しである。最も減少率が大き
いのは渡嘉敷村（78.4％減）で、次いで粟国村
（78.1％減）、伊江村（75.9％減）、座間味村

（72.8％減）、多良間村（66.5％減）、伊是名村
（59.9％減）となっている。
　一方、65歳以上の老年人口は23市町村で増
加する見通しである。最も増加率が大きいのは
中城村（64.0％増）で、次いで南風原町（56.6％
増）、宜野湾市（53.1％増）、豊見城市（49.4％
増）、沖縄市（45.0％増）となっている。また、最
も減少率が大きいのは渡名喜村（68.9％減）
で、次いで東村（56.9％減）、粟国村（53.9％
減）、伊平屋村（46.0％減）、多良間村（45.2％
減）となっており、既に高齢者の割合が高い自
治体となっている。

（人口増減率に対する年齢３区分別人口の増減

寄与度）

　人口の増減率に対する年齢３区分別人口の
増減寄与度をみると、前述のとおり０～14歳
人口および15～64歳人口は全ての市町村で
減少しているので全市町村でマイナスに寄与

している（図表８）。65歳以上人口は23市町村
でプラスに寄与している。また、渡名喜村や粟
国村、東村、大宜味村など、既に高齢者の割合が
高い自治体では今後、死亡者が増加することに
より65歳以上人口もマイナスに寄与している。
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1．県内市町村の人口動態
（1）2020年国勢調査による県内市町村の人口
増減（15年比）
　2020年の国勢調査によると、県内41市町村
のうち人口が15年より減少している市町村は
20市町村で、一部都市部の市町村を除くと、大
方が離島と北部の自治体である。
※2020年の人口が15年より減少している市町村（20市町村）
　那覇市、国頭村、東村、今帰仁村、本部町、金武町、伊江村、嘉手
納町、北谷町、渡嘉敷村、粟国村、渡名喜村、南大東村、北大東
村、伊平屋村、伊是名村、久米島町、多良間村、竹富町、与那国町

(2)2010年～2022年6月の各市町村の人口動態
（自然増減、社会増減）
（自然増減）
　2010年以降の県内市町村の人口の自然増
減をみると、高齢化に伴い大半の市町村で死亡
数が増加傾向にある中で、10年代後半には出
生数が減少しており、各市町村とも総じて自然
増減は縮小傾向にある（図表１）。特に20年以
降は新型コロナウイルスの感染拡大も影響し
ていると推察される。
　また、本島北部地域や離島においては、既に
死亡者数が出生者数を上回っている状況がみ
られ、自然増減はマイナスで推移している自治

体が多くみられる。

（社会増減）
　2010年以降の県内市町村の人口の社会増
減をみると、日本人については、うるま市や南
城市、恩納村、宜野座村、中城村、北中城村、八重
瀬町では増加基調で推移しているが、20年以
降は減少しているケースもみられ、新型コロナ
ウイルスの感染拡大が影響している可能性が
ある。また、これまで増加基調を続けてきた豊
見城市と南風原町が21年以降、減少に転じて
いるが、これも新型コロナウイルスの感染拡大
が影響している可能性がある。一方、これまで
社会増を続けてきた外国人は新型コロナウイ
ルスの感染拡大による入国規制の影響から20
年～21年にかけて減少に転じた市町村が多い
が、22年（１～６月計）には増加に転じている
自治体もみられる。なお、県都である那覇市は
外国人が増加基調を続けてきたが、日本人の減
少数が大きく、社会増減は減少が続いており、
20年～21年にかけては外国人も減少に転じ
たことから社会増減は大きく減少している。た
だし、22年（１～６月計）は外国人が増加に転
じたことから減少幅は縮小している。

2．将来推計人口の推計方法

（１）将来推計人口

　我が国における公式な将来推計人口は、５年
毎の国勢調査の公表後、国立社会保障・人口問
題研究所によって推計、公表されている。将来
推計人口とは、全国の将来の出生、死亡、国際人
口移動（都道府県別については国内の他の都道
府県への移動も含む）について仮定を設定し、
コーホート要因法により、我が国の将来の人口
規模ならびに男女・年齢構成の推移について推
計を行ったものであり、出生や死亡を高位、中
位、低位に仮定して複数の推計を行っている。
　当研究所では、コーホート要因法に基づき、
2020年の国勢調査およびその後公表されて
いる推計人口や人口動態調査、住民基本台帳人
口移動などのデータを用いて、県内市町村の将
来推計人口を推計してみた。「コーホート」と
は、同じ年（又は同じ期間）に生まれた人々の集
団のことを指し、コーホート要因法とは、各
コーホートについて「自然増減」（出生と死亡）
及び「純移動」（転出入）という二つの「人口変動

要因」それぞれについて将来値を仮定し、それ
に基づいて将来人口を推計する方法である。計
算手順は、基準年の各歳別の男女別人口に、
各 「々生残率＋移動率」を乗じて翌年の１歳上
の各歳別・男女別人口を推計する（図表２）。基
準年の翌年の０歳人口は、基準年の翌年の再生
産年齢人口である15～49歳の女性の各歳別
人口に年齢別出生率を乗じて算出し、出生性比
により男子、女子の０歳人口を計算する。これ
により求められた基準年の翌年の各歳別・男女
別人口を同じ手順で生残率、移動率を乗じて
翌々年の各歳別、男女別人口を推計する。０歳
人口も同様に、ここで推計された15～49歳の
女性の各歳別人口に年齢別出生率を乗じて算
出する。この手順を予測対象期間について繰り
返し行い、将来推計人口を推計していく。なお、
今回の推計では、2020年の国勢調査の０～４
歳出生数を15～49歳女性人口で除した子ど
も女性比を求め、将来推計の15～49歳女性人
口に同比率を乗じることにより、将来の０～４
歳人口を推計した。

　次に、推計に用いた基準人口、生残率、出生
率、移動率について説明する。
（基準人口）

　将来推計の出発点となる基準人口は、2020
年の国勢調査の各市町村の男女別・５歳階級別
人口を用いた。なお、年齢不詳人口については
各歳別人口の年齢構成比で各歳別人口に按分
した。

（生残率）

　生残率とは、ある年齢の人口が１歳年齢が上
がった時点で生き残っている率のことである。

生残率は生命表から求められるが、今回の推計
では2015年の本県の生命表より男女別・年齢
別の生残率を求めた。各市町村の15年の生残
率と将来の仮定値については、県全体の生残率
を用いた。

（出生率）

　各市町村の０歳児の出生数について将来値
を推計する必要があるが、今回の推計では
2020年の国勢調査の０～４歳出生数を15～
49歳女性人口で除した子ども女性比を求め、将
来推計の15～49歳女性人口に同比率を乗じる

ことにより、将来の０～４歳人口を推計した。

（出生性比）

　出生性比は、出生数に占める男女の比率であ
るが、同比率は概ね男子：女子＝1.05：1.00で
比較的安定した数値で推移していることから、
将来推計においても０～４歳児の人口に同比
率を用いて、男女別の人口を求めた。

（移動率）

　今回の将来推計では、2017年から21年の住
民基本台帳人口移動報告の結果を用いて各市
町村の男女別・５歳階級別人口について移動率
を求めた。各市町村の将来の移動率は原則とし
て、この移動率が将来も続くと仮定した。ただ
し、各市町村で特殊な要因や事情などにより、
この移動率が極端に大きい、または小さいとみ
られるケースでは、移動率を将来の仮定値とし
てそのまま用いると、将来人口が急増したり急
減するなど、現実的ではない将来推計人口とな
るため、その要因や個別の事情などを分析・検
証し、将来の仮定値について調整した。なお、
85歳以上の高齢の人口については人口規模が
小さいため移動率の振れが大きくなったりす
ること、また移動人数そのものは小さいとみら
れることから、移動率をゼロとした。

（２）市町村別の将来推計人口

　市町村別の将来推計人口については、男女
別、５歳階級別、５年毎の推計を行った。推計方
法は県全体の推計方法に準じている。なお、当
研究所では先に県全体の将来推計人口を推計
（2022年６月推計）したことから、各市町村の
男女別、５歳階級別の人口については、全市町
村の合計が県全体の将来推計人口の該当する
男女別、５歳階級別の人口と一致するように調
整している。

（３）地域別の将来推計人口

　北部、中部、南部、宮古、八重山地域の地域別
の将来推計人口は、市町村別の将来推計人口を
該当する地域別に集計したものである。

3．市町村別の将来推計人口

　県内41市町村のうち、2020年の人口が既に
15年より減少している市町村は20市町村で、
約半数が減少している。那覇市と金武町、嘉手
納町、北谷町を除くと、全て離島と北部の自治
体である。

※2020年の人口が15年より減少している市町村（20市町村）
　那覇市、国頭村、東村、今帰仁村、本部町、金武町、伊江村、嘉手
納町、北谷町、渡嘉敷村、粟国村、渡名喜村、南大東村、北大東
村、伊平屋村、伊是名村、久米島町、多良間村、竹富町、与那国町

（人口の増減見通し）

　以下、当研究所による2020年以降の各市町
村の将来推計人口によると、20年から25年に
かけては大宜味村や恩納村、名護市、宜野座村、
読谷村、北中城村、西原町、南城市、座間味村、宮
古島市の10市町村が減少に転じる見通しであ
る（図表３～図表６）。また、25年から30年に
かけては、うるま市、浦添市、糸満市、石垣市、与
那国町の５市町が減少に転じる見通しである。
さらに30年から35年にかけては、沖縄市、宜
野湾市、八重瀬町の３市町が減少に転じ、35年
から40年にかけては与那原町と豊見城市の２
市町が減少に転じる見通しである。50年から
55年にかけて南風原町と中城村が減少に転じ
ることにより、県内全ての市町村が減少する見
通しである。70年において人口が20年を上
回っているのは、南風原町（3.8％増）と中城村
（0.9％増）の２町村となり、この２町村以外は
全て20年を下回っている(図表５)。一方、20年
比で最も下回っているのは粟国村（69.7％減）
で７割近く減少する見通しである。次いで多良
間村（61.4％減）、座間味村（60.7％減）、伊江村
（57.7％減）、国頭村（54.8％減）となっている。

（年齢３区分別人口の構成比）

　各市町村の人口に占める年齢３区分別人口
の構成比について2020年と70年を比較する
と、０～14歳人口では、渡名喜村が20年の
8.4％が70年には11.8％に3.3ポイント（注）
上昇し、東村が12.4％から14.9％に2.5ポイン
ト上昇するが、この２村以外は全て低下する見
通しである（図表９、図表10）。なお、渡名喜村
と東村は０～14歳人口の人数は減少するが、
15～64歳人口や65歳以上人口の減少数が上
回るため、構成比が相対的に上昇している。15
～64歳人口では、竹富町が20年の50.5％から
70年には60.9％に10.4ポイント上昇し、中城
村が50.0％から52.8％に2.8ポイント上昇、伊
是名村が51.1％から52.2％に1.2ポイント上

昇（注）するが、この３町村以外は全て低下する
見通しである。
　一方、65歳以上人口では、渡嘉敷村が20年
の20.2％から70年には66.1％に45.9ポイン
ト上昇し、座間味村が20.8％から52.3％に
31.5ポイント上昇、伊江村が34.4％から
60.5％に26.1ポイント上昇するなど、38市町
村で上昇する見通しである。低下するのは３村
で、渡名喜村が41.1％から27.4％に13.7ポイ
ント低下し、東村が36.5％から32.9％に3.7ポ
イント（注）し、今帰仁村が33.8％から32.1％
に1.7ポイント低下する見通しである。

（注）有効桁数の関係で、構成比の差分は表記さ
れる差分と0.1ポイント異なる。

4．県内地域別の将来推計人口

（地域別の将来推計人口）

　北部、中部、南部、宮古、八重山の地域別の将
来推計人口は、その地域の市町村の将来推計人
口を集計したものである。地域別では、北部地
域が20年は12万8,030人で既に15年（12万
8,930人）より減少しており、その後も減少が
続き、70年に9万3,280人となる見通しである
（図表11、図表12）。また、南部地域と宮古地域
は20年から25年に減少に転じ、南部地域は20
年の70万6,970人から70年には56万550人

となり、宮古地域は５万3,900人から４万
6,220人となる見通しである。中部地域は25
年から30年に減少に転じ、20年の52万5,380
人から70年には44万4,570人となる見通しで
あり、30年には全ての地域が減少に転じる見
通しである。八重山地域は、20年は５万3,190
人で、15年比で既に減少しているが、25年は
僅かながら増加に転じ、30年には再び減少に
転じる見通しである。70年には４万3,780人
となる見通しである。

（人口の構成比）

　県人口に占める構成比をみると、2070年で
最も大きいのは那覇市（18.4％）で、次いで沖
縄市（10.2％）、うるま市（9.2％）、浦添市
（7.7％）、宜野湾市（7.2％）となる見通しであ
り、20年と同じ順位となっている（図表５）。構

成比の増減では、最も増加するのは南風原町
で、0.8ポイント上昇する見通しである。次い
で、うるま市（0.7ポイント上昇）、豊見城市
（0.6ポイント上昇）、糸満市（0.5ポイント上
昇）、沖縄市（0.4ポイント上昇）となっている。

（年齢３区分別人口の増減）

　2020年から70年までの人口の増減率を年
齢３区分別でみると、０～14歳人口の年少人
口は全ての市町村で減少する見通しである（図
表７）。最も減少率が大きいのは渡嘉敷村
（90.6％減）で、次いで座間味村（88.3％減）、粟
国村（82.1％減）、多良間村（75.8％減）、伊江村
（70.0％減）、国頭村（63.7％減）となっている。
また、15～64歳の生産年齢人口も全ての市町
村で減少する見通しである。最も減少率が大き
いのは渡嘉敷村（78.4％減）で、次いで粟国村
（78.1％減）、伊江村（75.9％減）、座間味村

（72.8％減）、多良間村（66.5％減）、伊是名村
（59.9％減）となっている。
　一方、65歳以上の老年人口は23市町村で増
加する見通しである。最も増加率が大きいのは
中城村（64.0％増）で、次いで南風原町（56.6％
増）、宜野湾市（53.1％増）、豊見城市（49.4％
増）、沖縄市（45.0％増）となっている。また、最
も減少率が大きいのは渡名喜村（68.9％減）
で、次いで東村（56.9％減）、粟国村（53.9％
減）、伊平屋村（46.0％減）、多良間村（45.2％
減）となっており、既に高齢者の割合が高い自
治体となっている。

（人口増減率に対する年齢３区分別人口の増減

寄与度）

　人口の増減率に対する年齢３区分別人口の
増減寄与度をみると、前述のとおり０～14歳
人口および15～64歳人口は全ての市町村で
減少しているので全市町村でマイナスに寄与

している（図表８）。65歳以上人口は23市町村
でプラスに寄与している。また、渡名喜村や粟
国村、東村、大宜味村など、既に高齢者の割合が
高い自治体では今後、死亡者が増加することに
より65歳以上人口もマイナスに寄与している。

2020 25 30 35 40 45
1,467,480 1,465,430 1,455,150 1,437,880 1,416,650 1,390,600

4,510 4,240 3,980 3,710 3,440 3,170
3,080 2,900 2,750 2,600 2,450 2,300
1,590 1,510 1,410 1,310 1,210 1,110
8,880 8,450 8,060 7,690 7,340 6,990

12,510 12,090 11,670 11,210 10,720 10,220
10,850 10,590 10,280 9,920 9,520 9,100
63,450 63,380 63,160 62,650 61,910 60,910
5,820 5,800 5,760 5,710 5,650 5,590

10,780 10,560 10,280 9,960 9,630 9,290
1,130 1,070 1,010 950 890 830
1,320 1,260 1,190 1,110 1,030 950
4,110 4,070 3,940 3,740 3,480 3,180

125,100 125,710 125,710 125,150 124,230 122,900
41,140 40,990 40,600 40,010 39,370 38,580

142,530 143,420 143,430 142,690 141,520 139,770
13,500 13,300 13,050 12,760 12,470 12,180
28,150 28,130 27,950 27,600 27,180 26,700
17,940 17,780 17,560 17,310 17,050 16,750
22,130 22,510 22,830 23,030 23,190 23,290
99,980 100,880 101,060 100,640 99,860 98,690
34,920 34,820 34,570 34,120 33,500 32,730

115,570 115,710 115,050 113,770 112,110 109,990
317,050 313,620 307,960 300,590 292,180 282,640
19,670 19,950 20,100 20,140 20,110 19,990
40,390 41,250 41,870 42,300 42,670 42,910
43,960 43,850 43,560 43,120 42,620 42,070
64,520 65,250 65,570 65,600 65,470 65,130
63,220 63,230 62,960 62,400 61,810 61,190

720 690 650 630 590 540
890 870 820 770 710 650
680 620 560 510 460 410
350 320 290 260 240 220

1,280 1,240 1,210 1,170 1,130 1,090
590 570 540 510 480 450

7,180 6,890 6,600 6,300 6,000 5,670
30,900 31,130 31,240 31,220 31,110 30,920
52,850 52,510 51,990 51,410 50,800 50,040
1,060 980 920 850 780 710

47,580 47,700 47,540 47,150 46,560 45,740
3,940 3,880 3,790 3,700 3,600 3,480
1,670 1,680 1,660 1,620 1,570 1,510

(

図表３　市町村別の推計人口（人数）
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1．県内市町村の人口動態
（1）2020年国勢調査による県内市町村の人口
増減（15年比）
　2020年の国勢調査によると、県内41市町村
のうち人口が15年より減少している市町村は
20市町村で、一部都市部の市町村を除くと、大
方が離島と北部の自治体である。
※2020年の人口が15年より減少している市町村（20市町村）
　那覇市、国頭村、東村、今帰仁村、本部町、金武町、伊江村、嘉手
納町、北谷町、渡嘉敷村、粟国村、渡名喜村、南大東村、北大東
村、伊平屋村、伊是名村、久米島町、多良間村、竹富町、与那国町

(2)2010年～2022年6月の各市町村の人口動態
（自然増減、社会増減）
（自然増減）
　2010年以降の県内市町村の人口の自然増
減をみると、高齢化に伴い大半の市町村で死亡
数が増加傾向にある中で、10年代後半には出
生数が減少しており、各市町村とも総じて自然
増減は縮小傾向にある（図表１）。特に20年以
降は新型コロナウイルスの感染拡大も影響し
ていると推察される。
　また、本島北部地域や離島においては、既に
死亡者数が出生者数を上回っている状況がみ
られ、自然増減はマイナスで推移している自治

体が多くみられる。

（社会増減）
　2010年以降の県内市町村の人口の社会増
減をみると、日本人については、うるま市や南
城市、恩納村、宜野座村、中城村、北中城村、八重
瀬町では増加基調で推移しているが、20年以
降は減少しているケースもみられ、新型コロナ
ウイルスの感染拡大が影響している可能性が
ある。また、これまで増加基調を続けてきた豊
見城市と南風原町が21年以降、減少に転じて
いるが、これも新型コロナウイルスの感染拡大
が影響している可能性がある。一方、これまで
社会増を続けてきた外国人は新型コロナウイ
ルスの感染拡大による入国規制の影響から20
年～21年にかけて減少に転じた市町村が多い
が、22年（１～６月計）には増加に転じている
自治体もみられる。なお、県都である那覇市は
外国人が増加基調を続けてきたが、日本人の減
少数が大きく、社会増減は減少が続いており、
20年～21年にかけては外国人も減少に転じ
たことから社会増減は大きく減少している。た
だし、22年（１～６月計）は外国人が増加に転
じたことから減少幅は縮小している。

2．将来推計人口の推計方法

（１）将来推計人口

　我が国における公式な将来推計人口は、５年
毎の国勢調査の公表後、国立社会保障・人口問
題研究所によって推計、公表されている。将来
推計人口とは、全国の将来の出生、死亡、国際人
口移動（都道府県別については国内の他の都道
府県への移動も含む）について仮定を設定し、
コーホート要因法により、我が国の将来の人口
規模ならびに男女・年齢構成の推移について推
計を行ったものであり、出生や死亡を高位、中
位、低位に仮定して複数の推計を行っている。
　当研究所では、コーホート要因法に基づき、
2020年の国勢調査およびその後公表されて
いる推計人口や人口動態調査、住民基本台帳人
口移動などのデータを用いて、県内市町村の将
来推計人口を推計してみた。「コーホート」と
は、同じ年（又は同じ期間）に生まれた人々の集
団のことを指し、コーホート要因法とは、各
コーホートについて「自然増減」（出生と死亡）
及び「純移動」（転出入）という二つの「人口変動

要因」それぞれについて将来値を仮定し、それ
に基づいて将来人口を推計する方法である。計
算手順は、基準年の各歳別の男女別人口に、
各 「々生残率＋移動率」を乗じて翌年の１歳上
の各歳別・男女別人口を推計する（図表２）。基
準年の翌年の０歳人口は、基準年の翌年の再生
産年齢人口である15～49歳の女性の各歳別
人口に年齢別出生率を乗じて算出し、出生性比
により男子、女子の０歳人口を計算する。これ
により求められた基準年の翌年の各歳別・男女
別人口を同じ手順で生残率、移動率を乗じて
翌々年の各歳別、男女別人口を推計する。０歳
人口も同様に、ここで推計された15～49歳の
女性の各歳別人口に年齢別出生率を乗じて算
出する。この手順を予測対象期間について繰り
返し行い、将来推計人口を推計していく。なお、
今回の推計では、2020年の国勢調査の０～４
歳出生数を15～49歳女性人口で除した子ど
も女性比を求め、将来推計の15～49歳女性人
口に同比率を乗じることにより、将来の０～４
歳人口を推計した。

　次に、推計に用いた基準人口、生残率、出生
率、移動率について説明する。
（基準人口）

　将来推計の出発点となる基準人口は、2020
年の国勢調査の各市町村の男女別・５歳階級別
人口を用いた。なお、年齢不詳人口については
各歳別人口の年齢構成比で各歳別人口に按分
した。

（生残率）

　生残率とは、ある年齢の人口が１歳年齢が上
がった時点で生き残っている率のことである。

生残率は生命表から求められるが、今回の推計
では2015年の本県の生命表より男女別・年齢
別の生残率を求めた。各市町村の15年の生残
率と将来の仮定値については、県全体の生残率
を用いた。

（出生率）

　各市町村の０歳児の出生数について将来値
を推計する必要があるが、今回の推計では
2020年の国勢調査の０～４歳出生数を15～
49歳女性人口で除した子ども女性比を求め、将
来推計の15～49歳女性人口に同比率を乗じる

ことにより、将来の０～４歳人口を推計した。

（出生性比）

　出生性比は、出生数に占める男女の比率であ
るが、同比率は概ね男子：女子＝1.05：1.00で
比較的安定した数値で推移していることから、
将来推計においても０～４歳児の人口に同比
率を用いて、男女別の人口を求めた。

（移動率）

　今回の将来推計では、2017年から21年の住
民基本台帳人口移動報告の結果を用いて各市
町村の男女別・５歳階級別人口について移動率
を求めた。各市町村の将来の移動率は原則とし
て、この移動率が将来も続くと仮定した。ただ
し、各市町村で特殊な要因や事情などにより、
この移動率が極端に大きい、または小さいとみ
られるケースでは、移動率を将来の仮定値とし
てそのまま用いると、将来人口が急増したり急
減するなど、現実的ではない将来推計人口とな
るため、その要因や個別の事情などを分析・検
証し、将来の仮定値について調整した。なお、
85歳以上の高齢の人口については人口規模が
小さいため移動率の振れが大きくなったりす
ること、また移動人数そのものは小さいとみら
れることから、移動率をゼロとした。

（２）市町村別の将来推計人口

　市町村別の将来推計人口については、男女
別、５歳階級別、５年毎の推計を行った。推計方
法は県全体の推計方法に準じている。なお、当
研究所では先に県全体の将来推計人口を推計
（2022年６月推計）したことから、各市町村の
男女別、５歳階級別の人口については、全市町
村の合計が県全体の将来推計人口の該当する
男女別、５歳階級別の人口と一致するように調
整している。

（３）地域別の将来推計人口

　北部、中部、南部、宮古、八重山地域の地域別
の将来推計人口は、市町村別の将来推計人口を
該当する地域別に集計したものである。

3．市町村別の将来推計人口

　県内41市町村のうち、2020年の人口が既に
15年より減少している市町村は20市町村で、
約半数が減少している。那覇市と金武町、嘉手
納町、北谷町を除くと、全て離島と北部の自治
体である。

※2020年の人口が15年より減少している市町村（20市町村）
　那覇市、国頭村、東村、今帰仁村、本部町、金武町、伊江村、嘉手
納町、北谷町、渡嘉敷村、粟国村、渡名喜村、南大東村、北大東
村、伊平屋村、伊是名村、久米島町、多良間村、竹富町、与那国町

（人口の増減見通し）

　以下、当研究所による2020年以降の各市町
村の将来推計人口によると、20年から25年に
かけては大宜味村や恩納村、名護市、宜野座村、
読谷村、北中城村、西原町、南城市、座間味村、宮
古島市の10市町村が減少に転じる見通しであ
る（図表３～図表６）。また、25年から30年に
かけては、うるま市、浦添市、糸満市、石垣市、与
那国町の５市町が減少に転じる見通しである。
さらに30年から35年にかけては、沖縄市、宜
野湾市、八重瀬町の３市町が減少に転じ、35年
から40年にかけては与那原町と豊見城市の２
市町が減少に転じる見通しである。50年から
55年にかけて南風原町と中城村が減少に転じ
ることにより、県内全ての市町村が減少する見
通しである。70年において人口が20年を上
回っているのは、南風原町（3.8％増）と中城村
（0.9％増）の２町村となり、この２町村以外は
全て20年を下回っている(図表５)。一方、20年
比で最も下回っているのは粟国村（69.7％減）
で７割近く減少する見通しである。次いで多良
間村（61.4％減）、座間味村（60.7％減）、伊江村
（57.7％減）、国頭村（54.8％減）となっている。

（年齢３区分別人口の構成比）

　各市町村の人口に占める年齢３区分別人口
の構成比について2020年と70年を比較する
と、０～14歳人口では、渡名喜村が20年の
8.4％が70年には11.8％に3.3ポイント（注）
上昇し、東村が12.4％から14.9％に2.5ポイン
ト上昇するが、この２村以外は全て低下する見
通しである（図表９、図表10）。なお、渡名喜村
と東村は０～14歳人口の人数は減少するが、
15～64歳人口や65歳以上人口の減少数が上
回るため、構成比が相対的に上昇している。15
～64歳人口では、竹富町が20年の50.5％から
70年には60.9％に10.4ポイント上昇し、中城
村が50.0％から52.8％に2.8ポイント上昇、伊
是名村が51.1％から52.2％に1.2ポイント上

昇（注）するが、この３町村以外は全て低下する
見通しである。
　一方、65歳以上人口では、渡嘉敷村が20年
の20.2％から70年には66.1％に45.9ポイン
ト上昇し、座間味村が20.8％から52.3％に
31.5ポイント上昇、伊江村が34.4％から
60.5％に26.1ポイント上昇するなど、38市町
村で上昇する見通しである。低下するのは３村
で、渡名喜村が41.1％から27.4％に13.7ポイ
ント低下し、東村が36.5％から32.9％に3.7ポ
イント（注）し、今帰仁村が33.8％から32.1％
に1.7ポイント低下する見通しである。

（注）有効桁数の関係で、構成比の差分は表記さ
れる差分と0.1ポイント異なる。

4．県内地域別の将来推計人口

（地域別の将来推計人口）

　北部、中部、南部、宮古、八重山の地域別の将
来推計人口は、その地域の市町村の将来推計人
口を集計したものである。地域別では、北部地
域が20年は12万8,030人で既に15年（12万
8,930人）より減少しており、その後も減少が
続き、70年に9万3,280人となる見通しである
（図表11、図表12）。また、南部地域と宮古地域
は20年から25年に減少に転じ、南部地域は20
年の70万6,970人から70年には56万550人

となり、宮古地域は５万3,900人から４万
6,220人となる見通しである。中部地域は25
年から30年に減少に転じ、20年の52万5,380
人から70年には44万4,570人となる見通しで
あり、30年には全ての地域が減少に転じる見
通しである。八重山地域は、20年は５万3,190
人で、15年比で既に減少しているが、25年は
僅かながら増加に転じ、30年には再び減少に
転じる見通しである。70年には４万3,780人
となる見通しである。

（人口の構成比）

　県人口に占める構成比をみると、2070年で
最も大きいのは那覇市（18.4％）で、次いで沖
縄市（10.2％）、うるま市（9.2％）、浦添市
（7.7％）、宜野湾市（7.2％）となる見通しであ
り、20年と同じ順位となっている（図表５）。構

成比の増減では、最も増加するのは南風原町
で、0.8ポイント上昇する見通しである。次い
で、うるま市（0.7ポイント上昇）、豊見城市
（0.6ポイント上昇）、糸満市（0.5ポイント上
昇）、沖縄市（0.4ポイント上昇）となっている。

（年齢３区分別人口の増減）

　2020年から70年までの人口の増減率を年
齢３区分別でみると、０～14歳人口の年少人
口は全ての市町村で減少する見通しである（図
表７）。最も減少率が大きいのは渡嘉敷村
（90.6％減）で、次いで座間味村（88.3％減）、粟
国村（82.1％減）、多良間村（75.8％減）、伊江村
（70.0％減）、国頭村（63.7％減）となっている。
また、15～64歳の生産年齢人口も全ての市町
村で減少する見通しである。最も減少率が大き
いのは渡嘉敷村（78.4％減）で、次いで粟国村
（78.1％減）、伊江村（75.9％減）、座間味村

（72.8％減）、多良間村（66.5％減）、伊是名村
（59.9％減）となっている。
　一方、65歳以上の老年人口は23市町村で増
加する見通しである。最も増加率が大きいのは
中城村（64.0％増）で、次いで南風原町（56.6％
増）、宜野湾市（53.1％増）、豊見城市（49.4％
増）、沖縄市（45.0％増）となっている。また、最
も減少率が大きいのは渡名喜村（68.9％減）
で、次いで東村（56.9％減）、粟国村（53.9％
減）、伊平屋村（46.0％減）、多良間村（45.2％
減）となっており、既に高齢者の割合が高い自
治体となっている。

（人口増減率に対する年齢３区分別人口の増減

寄与度）

　人口の増減率に対する年齢３区分別人口の
増減寄与度をみると、前述のとおり０～14歳
人口および15～64歳人口は全ての市町村で
減少しているので全市町村でマイナスに寄与

している（図表８）。65歳以上人口は23市町村
でプラスに寄与している。また、渡名喜村や粟
国村、東村、大宜味村など、既に高齢者の割合が
高い自治体では今後、死亡者が増加することに
より65歳以上人口もマイナスに寄与している。
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図表４　市町村別の将来推計人口の増減数

1．県内市町村の人口動態
（1）2020年国勢調査による県内市町村の人口
増減（15年比）
　2020年の国勢調査によると、県内41市町村
のうち人口が15年より減少している市町村は
20市町村で、一部都市部の市町村を除くと、大
方が離島と北部の自治体である。
※2020年の人口が15年より減少している市町村（20市町村）
　那覇市、国頭村、東村、今帰仁村、本部町、金武町、伊江村、嘉手
納町、北谷町、渡嘉敷村、粟国村、渡名喜村、南大東村、北大東
村、伊平屋村、伊是名村、久米島町、多良間村、竹富町、与那国町

(2)2010年～2022年6月の各市町村の人口動態
（自然増減、社会増減）
（自然増減）
　2010年以降の県内市町村の人口の自然増
減をみると、高齢化に伴い大半の市町村で死亡
数が増加傾向にある中で、10年代後半には出
生数が減少しており、各市町村とも総じて自然
増減は縮小傾向にある（図表１）。特に20年以
降は新型コロナウイルスの感染拡大も影響し
ていると推察される。
　また、本島北部地域や離島においては、既に
死亡者数が出生者数を上回っている状況がみ
られ、自然増減はマイナスで推移している自治

体が多くみられる。

（社会増減）
　2010年以降の県内市町村の人口の社会増
減をみると、日本人については、うるま市や南
城市、恩納村、宜野座村、中城村、北中城村、八重
瀬町では増加基調で推移しているが、20年以
降は減少しているケースもみられ、新型コロナ
ウイルスの感染拡大が影響している可能性が
ある。また、これまで増加基調を続けてきた豊
見城市と南風原町が21年以降、減少に転じて
いるが、これも新型コロナウイルスの感染拡大
が影響している可能性がある。一方、これまで
社会増を続けてきた外国人は新型コロナウイ
ルスの感染拡大による入国規制の影響から20
年～21年にかけて減少に転じた市町村が多い
が、22年（１～６月計）には増加に転じている
自治体もみられる。なお、県都である那覇市は
外国人が増加基調を続けてきたが、日本人の減
少数が大きく、社会増減は減少が続いており、
20年～21年にかけては外国人も減少に転じ
たことから社会増減は大きく減少している。た
だし、22年（１～６月計）は外国人が増加に転
じたことから減少幅は縮小している。

2．将来推計人口の推計方法

（１）将来推計人口

　我が国における公式な将来推計人口は、５年
毎の国勢調査の公表後、国立社会保障・人口問
題研究所によって推計、公表されている。将来
推計人口とは、全国の将来の出生、死亡、国際人
口移動（都道府県別については国内の他の都道
府県への移動も含む）について仮定を設定し、
コーホート要因法により、我が国の将来の人口
規模ならびに男女・年齢構成の推移について推
計を行ったものであり、出生や死亡を高位、中
位、低位に仮定して複数の推計を行っている。
　当研究所では、コーホート要因法に基づき、
2020年の国勢調査およびその後公表されて
いる推計人口や人口動態調査、住民基本台帳人
口移動などのデータを用いて、県内市町村の将
来推計人口を推計してみた。「コーホート」と
は、同じ年（又は同じ期間）に生まれた人々の集
団のことを指し、コーホート要因法とは、各
コーホートについて「自然増減」（出生と死亡）
及び「純移動」（転出入）という二つの「人口変動

要因」それぞれについて将来値を仮定し、それ
に基づいて将来人口を推計する方法である。計
算手順は、基準年の各歳別の男女別人口に、
各 「々生残率＋移動率」を乗じて翌年の１歳上
の各歳別・男女別人口を推計する（図表２）。基
準年の翌年の０歳人口は、基準年の翌年の再生
産年齢人口である15～49歳の女性の各歳別
人口に年齢別出生率を乗じて算出し、出生性比
により男子、女子の０歳人口を計算する。これ
により求められた基準年の翌年の各歳別・男女
別人口を同じ手順で生残率、移動率を乗じて
翌々年の各歳別、男女別人口を推計する。０歳
人口も同様に、ここで推計された15～49歳の
女性の各歳別人口に年齢別出生率を乗じて算
出する。この手順を予測対象期間について繰り
返し行い、将来推計人口を推計していく。なお、
今回の推計では、2020年の国勢調査の０～４
歳出生数を15～49歳女性人口で除した子ど
も女性比を求め、将来推計の15～49歳女性人
口に同比率を乗じることにより、将来の０～４
歳人口を推計した。

　次に、推計に用いた基準人口、生残率、出生
率、移動率について説明する。
（基準人口）

　将来推計の出発点となる基準人口は、2020
年の国勢調査の各市町村の男女別・５歳階級別
人口を用いた。なお、年齢不詳人口については
各歳別人口の年齢構成比で各歳別人口に按分
した。

（生残率）

　生残率とは、ある年齢の人口が１歳年齢が上
がった時点で生き残っている率のことである。

生残率は生命表から求められるが、今回の推計
では2015年の本県の生命表より男女別・年齢
別の生残率を求めた。各市町村の15年の生残
率と将来の仮定値については、県全体の生残率
を用いた。

（出生率）

　各市町村の０歳児の出生数について将来値
を推計する必要があるが、今回の推計では
2020年の国勢調査の０～４歳出生数を15～
49歳女性人口で除した子ども女性比を求め、将
来推計の15～49歳女性人口に同比率を乗じる

ことにより、将来の０～４歳人口を推計した。

（出生性比）

　出生性比は、出生数に占める男女の比率であ
るが、同比率は概ね男子：女子＝1.05：1.00で
比較的安定した数値で推移していることから、
将来推計においても０～４歳児の人口に同比
率を用いて、男女別の人口を求めた。

（移動率）

　今回の将来推計では、2017年から21年の住
民基本台帳人口移動報告の結果を用いて各市
町村の男女別・５歳階級別人口について移動率
を求めた。各市町村の将来の移動率は原則とし
て、この移動率が将来も続くと仮定した。ただ
し、各市町村で特殊な要因や事情などにより、
この移動率が極端に大きい、または小さいとみ
られるケースでは、移動率を将来の仮定値とし
てそのまま用いると、将来人口が急増したり急
減するなど、現実的ではない将来推計人口とな
るため、その要因や個別の事情などを分析・検
証し、将来の仮定値について調整した。なお、
85歳以上の高齢の人口については人口規模が
小さいため移動率の振れが大きくなったりす
ること、また移動人数そのものは小さいとみら
れることから、移動率をゼロとした。

（２）市町村別の将来推計人口

　市町村別の将来推計人口については、男女
別、５歳階級別、５年毎の推計を行った。推計方
法は県全体の推計方法に準じている。なお、当
研究所では先に県全体の将来推計人口を推計
（2022年６月推計）したことから、各市町村の
男女別、５歳階級別の人口については、全市町
村の合計が県全体の将来推計人口の該当する
男女別、５歳階級別の人口と一致するように調
整している。

（３）地域別の将来推計人口

　北部、中部、南部、宮古、八重山地域の地域別
の将来推計人口は、市町村別の将来推計人口を
該当する地域別に集計したものである。

3．市町村別の将来推計人口

　県内41市町村のうち、2020年の人口が既に
15年より減少している市町村は20市町村で、
約半数が減少している。那覇市と金武町、嘉手
納町、北谷町を除くと、全て離島と北部の自治
体である。

※2020年の人口が15年より減少している市町村（20市町村）
　那覇市、国頭村、東村、今帰仁村、本部町、金武町、伊江村、嘉手
納町、北谷町、渡嘉敷村、粟国村、渡名喜村、南大東村、北大東
村、伊平屋村、伊是名村、久米島町、多良間村、竹富町、与那国町

（人口の増減見通し）

　以下、当研究所による2020年以降の各市町
村の将来推計人口によると、20年から25年に
かけては大宜味村や恩納村、名護市、宜野座村、
読谷村、北中城村、西原町、南城市、座間味村、宮
古島市の10市町村が減少に転じる見通しであ
る（図表３～図表６）。また、25年から30年に
かけては、うるま市、浦添市、糸満市、石垣市、与
那国町の５市町が減少に転じる見通しである。
さらに30年から35年にかけては、沖縄市、宜
野湾市、八重瀬町の３市町が減少に転じ、35年
から40年にかけては与那原町と豊見城市の２
市町が減少に転じる見通しである。50年から
55年にかけて南風原町と中城村が減少に転じ
ることにより、県内全ての市町村が減少する見
通しである。70年において人口が20年を上
回っているのは、南風原町（3.8％増）と中城村
（0.9％増）の２町村となり、この２町村以外は
全て20年を下回っている(図表５)。一方、20年
比で最も下回っているのは粟国村（69.7％減）
で７割近く減少する見通しである。次いで多良
間村（61.4％減）、座間味村（60.7％減）、伊江村
（57.7％減）、国頭村（54.8％減）となっている。

（年齢３区分別人口の構成比）

　各市町村の人口に占める年齢３区分別人口
の構成比について2020年と70年を比較する
と、０～14歳人口では、渡名喜村が20年の
8.4％が70年には11.8％に3.3ポイント（注）
上昇し、東村が12.4％から14.9％に2.5ポイン
ト上昇するが、この２村以外は全て低下する見
通しである（図表９、図表10）。なお、渡名喜村
と東村は０～14歳人口の人数は減少するが、
15～64歳人口や65歳以上人口の減少数が上
回るため、構成比が相対的に上昇している。15
～64歳人口では、竹富町が20年の50.5％から
70年には60.9％に10.4ポイント上昇し、中城
村が50.0％から52.8％に2.8ポイント上昇、伊
是名村が51.1％から52.2％に1.2ポイント上

昇（注）するが、この３町村以外は全て低下する
見通しである。
　一方、65歳以上人口では、渡嘉敷村が20年
の20.2％から70年には66.1％に45.9ポイン
ト上昇し、座間味村が20.8％から52.3％に
31.5ポイント上昇、伊江村が34.4％から
60.5％に26.1ポイント上昇するなど、38市町
村で上昇する見通しである。低下するのは３村
で、渡名喜村が41.1％から27.4％に13.7ポイ
ント低下し、東村が36.5％から32.9％に3.7ポ
イント（注）し、今帰仁村が33.8％から32.1％
に1.7ポイント低下する見通しである。

（注）有効桁数の関係で、構成比の差分は表記さ
れる差分と0.1ポイント異なる。

4．県内地域別の将来推計人口

（地域別の将来推計人口）

　北部、中部、南部、宮古、八重山の地域別の将
来推計人口は、その地域の市町村の将来推計人
口を集計したものである。地域別では、北部地
域が20年は12万8,030人で既に15年（12万
8,930人）より減少しており、その後も減少が
続き、70年に9万3,280人となる見通しである
（図表11、図表12）。また、南部地域と宮古地域
は20年から25年に減少に転じ、南部地域は20
年の70万6,970人から70年には56万550人

となり、宮古地域は５万3,900人から４万
6,220人となる見通しである。中部地域は25
年から30年に減少に転じ、20年の52万5,380
人から70年には44万4,570人となる見通しで
あり、30年には全ての地域が減少に転じる見
通しである。八重山地域は、20年は５万3,190
人で、15年比で既に減少しているが、25年は
僅かながら増加に転じ、30年には再び減少に
転じる見通しである。70年には４万3,780人
となる見通しである。

（人口の構成比）

　県人口に占める構成比をみると、2070年で
最も大きいのは那覇市（18.4％）で、次いで沖
縄市（10.2％）、うるま市（9.2％）、浦添市
（7.7％）、宜野湾市（7.2％）となる見通しであ
り、20年と同じ順位となっている（図表５）。構

成比の増減では、最も増加するのは南風原町
で、0.8ポイント上昇する見通しである。次い
で、うるま市（0.7ポイント上昇）、豊見城市
（0.6ポイント上昇）、糸満市（0.5ポイント上
昇）、沖縄市（0.4ポイント上昇）となっている。

（年齢３区分別人口の増減）

　2020年から70年までの人口の増減率を年
齢３区分別でみると、０～14歳人口の年少人
口は全ての市町村で減少する見通しである（図
表７）。最も減少率が大きいのは渡嘉敷村
（90.6％減）で、次いで座間味村（88.3％減）、粟
国村（82.1％減）、多良間村（75.8％減）、伊江村
（70.0％減）、国頭村（63.7％減）となっている。
また、15～64歳の生産年齢人口も全ての市町
村で減少する見通しである。最も減少率が大き
いのは渡嘉敷村（78.4％減）で、次いで粟国村
（78.1％減）、伊江村（75.9％減）、座間味村

（72.8％減）、多良間村（66.5％減）、伊是名村
（59.9％減）となっている。
　一方、65歳以上の老年人口は23市町村で増
加する見通しである。最も増加率が大きいのは
中城村（64.0％増）で、次いで南風原町（56.6％
増）、宜野湾市（53.1％増）、豊見城市（49.4％
増）、沖縄市（45.0％増）となっている。また、最
も減少率が大きいのは渡名喜村（68.9％減）
で、次いで東村（56.9％減）、粟国村（53.9％
減）、伊平屋村（46.0％減）、多良間村（45.2％
減）となっており、既に高齢者の割合が高い自
治体となっている。

（人口増減率に対する年齢３区分別人口の増減

寄与度）

　人口の増減率に対する年齢３区分別人口の
増減寄与度をみると、前述のとおり０～14歳
人口および15～64歳人口は全ての市町村で
減少しているので全市町村でマイナスに寄与

している（図表８）。65歳以上人口は23市町村
でプラスに寄与している。また、渡名喜村や粟
国村、東村、大宜味村など、既に高齢者の割合が
高い自治体では今後、死亡者が増加することに
より65歳以上人口もマイナスに寄与している。

2050 55 60 65 70
1,357,360 1,317,980 1,275,500 1,231,840 1,188,410

2,890 2,630 2,400 2,210 2,040
2,140 2,000 1,880 1,790 1,700
1,020 930 860 810 760
6,640 6,320 6,040 5,800 5,590
9,720 9,240 8,840 8,510 8,210
8,630 8,130 7,630 7,150 6,660

59,600 57,980 56,230 54,460 52,690
5,530 5,450 5,380 5,290 5,200
8,940 8,580 8,200 7,830 7,470

770 720 680 640 600
870 790 730 670 620

2,840 2,500 2,190 1,940 1,740
120,920 118,370 115,510 112,560 109,640
37,580 36,360 35,030 33,660 32,300

137,090 133,590 129,530 125,160 120,730
11,840 11,440 11,030 10,640 10,280
26,070 25,290 24,410 23,450 22,500
16,380 15,930 15,430 14,900 14,350
23,290 23,120 22,880 22,610 22,320
96,900 94,490 91,740 88,740 85,610
31,760 30,620 29,380 28,120 26,850

107,170 103,700 99,780 95,570 91,340
271,510 259,000 245,770 232,250 218,860
19,760 19,440 19,060 18,640 18,200
42,960 42,830 42,570 42,260 41,910
41,410 40,660 39,900 39,170 38,480
64,460 63,450 62,210 60,780 59,240
60,540 59,770 58,920 58,020 57,180

490 440 400 360 310
590 520 460 400 350
360 310 270 240 210
200 190 170 170 160

1,040 990 950 910 880
420 390 360 340 320

5,330 5,000 4,700 4,430 4,190
30,600 30,180 29,730 29,310 28,930
49,050 48,030 47,140 46,410 45,810

640 570 510 450 410
44,640 43,440 42,220 41,010 39,790
3,340 3,200 3,080 2,960 2,830
1,440 1,370 1,300 1,230 1,160

(
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1．県内市町村の人口動態
（1）2020年国勢調査による県内市町村の人口
増減（15年比）
　2020年の国勢調査によると、県内41市町村
のうち人口が15年より減少している市町村は
20市町村で、一部都市部の市町村を除くと、大
方が離島と北部の自治体である。
※2020年の人口が15年より減少している市町村（20市町村）
　那覇市、国頭村、東村、今帰仁村、本部町、金武町、伊江村、嘉手
納町、北谷町、渡嘉敷村、粟国村、渡名喜村、南大東村、北大東
村、伊平屋村、伊是名村、久米島町、多良間村、竹富町、与那国町

(2)2010年～2022年6月の各市町村の人口動態
（自然増減、社会増減）
（自然増減）
　2010年以降の県内市町村の人口の自然増
減をみると、高齢化に伴い大半の市町村で死亡
数が増加傾向にある中で、10年代後半には出
生数が減少しており、各市町村とも総じて自然
増減は縮小傾向にある（図表１）。特に20年以
降は新型コロナウイルスの感染拡大も影響し
ていると推察される。
　また、本島北部地域や離島においては、既に
死亡者数が出生者数を上回っている状況がみ
られ、自然増減はマイナスで推移している自治

体が多くみられる。

（社会増減）
　2010年以降の県内市町村の人口の社会増
減をみると、日本人については、うるま市や南
城市、恩納村、宜野座村、中城村、北中城村、八重
瀬町では増加基調で推移しているが、20年以
降は減少しているケースもみられ、新型コロナ
ウイルスの感染拡大が影響している可能性が
ある。また、これまで増加基調を続けてきた豊
見城市と南風原町が21年以降、減少に転じて
いるが、これも新型コロナウイルスの感染拡大
が影響している可能性がある。一方、これまで
社会増を続けてきた外国人は新型コロナウイ
ルスの感染拡大による入国規制の影響から20
年～21年にかけて減少に転じた市町村が多い
が、22年（１～６月計）には増加に転じている
自治体もみられる。なお、県都である那覇市は
外国人が増加基調を続けてきたが、日本人の減
少数が大きく、社会増減は減少が続いており、
20年～21年にかけては外国人も減少に転じ
たことから社会増減は大きく減少している。た
だし、22年（１～６月計）は外国人が増加に転
じたことから減少幅は縮小している。

2．将来推計人口の推計方法

（１）将来推計人口

　我が国における公式な将来推計人口は、５年
毎の国勢調査の公表後、国立社会保障・人口問
題研究所によって推計、公表されている。将来
推計人口とは、全国の将来の出生、死亡、国際人
口移動（都道府県別については国内の他の都道
府県への移動も含む）について仮定を設定し、
コーホート要因法により、我が国の将来の人口
規模ならびに男女・年齢構成の推移について推
計を行ったものであり、出生や死亡を高位、中
位、低位に仮定して複数の推計を行っている。
　当研究所では、コーホート要因法に基づき、
2020年の国勢調査およびその後公表されて
いる推計人口や人口動態調査、住民基本台帳人
口移動などのデータを用いて、県内市町村の将
来推計人口を推計してみた。「コーホート」と
は、同じ年（又は同じ期間）に生まれた人々の集
団のことを指し、コーホート要因法とは、各
コーホートについて「自然増減」（出生と死亡）
及び「純移動」（転出入）という二つの「人口変動

要因」それぞれについて将来値を仮定し、それ
に基づいて将来人口を推計する方法である。計
算手順は、基準年の各歳別の男女別人口に、
各 「々生残率＋移動率」を乗じて翌年の１歳上
の各歳別・男女別人口を推計する（図表２）。基
準年の翌年の０歳人口は、基準年の翌年の再生
産年齢人口である15～49歳の女性の各歳別
人口に年齢別出生率を乗じて算出し、出生性比
により男子、女子の０歳人口を計算する。これ
により求められた基準年の翌年の各歳別・男女
別人口を同じ手順で生残率、移動率を乗じて
翌々年の各歳別、男女別人口を推計する。０歳
人口も同様に、ここで推計された15～49歳の
女性の各歳別人口に年齢別出生率を乗じて算
出する。この手順を予測対象期間について繰り
返し行い、将来推計人口を推計していく。なお、
今回の推計では、2020年の国勢調査の０～４
歳出生数を15～49歳女性人口で除した子ど
も女性比を求め、将来推計の15～49歳女性人
口に同比率を乗じることにより、将来の０～４
歳人口を推計した。

　次に、推計に用いた基準人口、生残率、出生
率、移動率について説明する。
（基準人口）

　将来推計の出発点となる基準人口は、2020
年の国勢調査の各市町村の男女別・５歳階級別
人口を用いた。なお、年齢不詳人口については
各歳別人口の年齢構成比で各歳別人口に按分
した。

（生残率）

　生残率とは、ある年齢の人口が１歳年齢が上
がった時点で生き残っている率のことである。

生残率は生命表から求められるが、今回の推計
では2015年の本県の生命表より男女別・年齢
別の生残率を求めた。各市町村の15年の生残
率と将来の仮定値については、県全体の生残率
を用いた。

（出生率）

　各市町村の０歳児の出生数について将来値
を推計する必要があるが、今回の推計では
2020年の国勢調査の０～４歳出生数を15～
49歳女性人口で除した子ども女性比を求め、将
来推計の15～49歳女性人口に同比率を乗じる

ことにより、将来の０～４歳人口を推計した。

（出生性比）

　出生性比は、出生数に占める男女の比率であ
るが、同比率は概ね男子：女子＝1.05：1.00で
比較的安定した数値で推移していることから、
将来推計においても０～４歳児の人口に同比
率を用いて、男女別の人口を求めた。

（移動率）

　今回の将来推計では、2017年から21年の住
民基本台帳人口移動報告の結果を用いて各市
町村の男女別・５歳階級別人口について移動率
を求めた。各市町村の将来の移動率は原則とし
て、この移動率が将来も続くと仮定した。ただ
し、各市町村で特殊な要因や事情などにより、
この移動率が極端に大きい、または小さいとみ
られるケースでは、移動率を将来の仮定値とし
てそのまま用いると、将来人口が急増したり急
減するなど、現実的ではない将来推計人口とな
るため、その要因や個別の事情などを分析・検
証し、将来の仮定値について調整した。なお、
85歳以上の高齢の人口については人口規模が
小さいため移動率の振れが大きくなったりす
ること、また移動人数そのものは小さいとみら
れることから、移動率をゼロとした。

（２）市町村別の将来推計人口

　市町村別の将来推計人口については、男女
別、５歳階級別、５年毎の推計を行った。推計方
法は県全体の推計方法に準じている。なお、当
研究所では先に県全体の将来推計人口を推計
（2022年６月推計）したことから、各市町村の
男女別、５歳階級別の人口については、全市町
村の合計が県全体の将来推計人口の該当する
男女別、５歳階級別の人口と一致するように調
整している。

（３）地域別の将来推計人口

　北部、中部、南部、宮古、八重山地域の地域別
の将来推計人口は、市町村別の将来推計人口を
該当する地域別に集計したものである。

3．市町村別の将来推計人口

　県内41市町村のうち、2020年の人口が既に
15年より減少している市町村は20市町村で、
約半数が減少している。那覇市と金武町、嘉手
納町、北谷町を除くと、全て離島と北部の自治
体である。

※2020年の人口が15年より減少している市町村（20市町村）
　那覇市、国頭村、東村、今帰仁村、本部町、金武町、伊江村、嘉手
納町、北谷町、渡嘉敷村、粟国村、渡名喜村、南大東村、北大東
村、伊平屋村、伊是名村、久米島町、多良間村、竹富町、与那国町

（人口の増減見通し）

　以下、当研究所による2020年以降の各市町
村の将来推計人口によると、20年から25年に
かけては大宜味村や恩納村、名護市、宜野座村、
読谷村、北中城村、西原町、南城市、座間味村、宮
古島市の10市町村が減少に転じる見通しであ
る（図表３～図表６）。また、25年から30年に
かけては、うるま市、浦添市、糸満市、石垣市、与
那国町の５市町が減少に転じる見通しである。
さらに30年から35年にかけては、沖縄市、宜
野湾市、八重瀬町の３市町が減少に転じ、35年
から40年にかけては与那原町と豊見城市の２
市町が減少に転じる見通しである。50年から
55年にかけて南風原町と中城村が減少に転じ
ることにより、県内全ての市町村が減少する見
通しである。70年において人口が20年を上
回っているのは、南風原町（3.8％増）と中城村
（0.9％増）の２町村となり、この２町村以外は
全て20年を下回っている(図表５)。一方、20年
比で最も下回っているのは粟国村（69.7％減）
で７割近く減少する見通しである。次いで多良
間村（61.4％減）、座間味村（60.7％減）、伊江村
（57.7％減）、国頭村（54.8％減）となっている。

（年齢３区分別人口の構成比）

　各市町村の人口に占める年齢３区分別人口
の構成比について2020年と70年を比較する
と、０～14歳人口では、渡名喜村が20年の
8.4％が70年には11.8％に3.3ポイント（注）
上昇し、東村が12.4％から14.9％に2.5ポイン
ト上昇するが、この２村以外は全て低下する見
通しである（図表９、図表10）。なお、渡名喜村
と東村は０～14歳人口の人数は減少するが、
15～64歳人口や65歳以上人口の減少数が上
回るため、構成比が相対的に上昇している。15
～64歳人口では、竹富町が20年の50.5％から
70年には60.9％に10.4ポイント上昇し、中城
村が50.0％から52.8％に2.8ポイント上昇、伊
是名村が51.1％から52.2％に1.2ポイント上

昇（注）するが、この３町村以外は全て低下する
見通しである。
　一方、65歳以上人口では、渡嘉敷村が20年
の20.2％から70年には66.1％に45.9ポイン
ト上昇し、座間味村が20.8％から52.3％に
31.5ポイント上昇、伊江村が34.4％から
60.5％に26.1ポイント上昇するなど、38市町
村で上昇する見通しである。低下するのは３村
で、渡名喜村が41.1％から27.4％に13.7ポイ
ント低下し、東村が36.5％から32.9％に3.7ポ
イント（注）し、今帰仁村が33.8％から32.1％
に1.7ポイント低下する見通しである。

（注）有効桁数の関係で、構成比の差分は表記さ
れる差分と0.1ポイント異なる。

4．県内地域別の将来推計人口

（地域別の将来推計人口）

　北部、中部、南部、宮古、八重山の地域別の将
来推計人口は、その地域の市町村の将来推計人
口を集計したものである。地域別では、北部地
域が20年は12万8,030人で既に15年（12万
8,930人）より減少しており、その後も減少が
続き、70年に9万3,280人となる見通しである
（図表11、図表12）。また、南部地域と宮古地域
は20年から25年に減少に転じ、南部地域は20
年の70万6,970人から70年には56万550人

となり、宮古地域は５万3,900人から４万
6,220人となる見通しである。中部地域は25
年から30年に減少に転じ、20年の52万5,380
人から70年には44万4,570人となる見通しで
あり、30年には全ての地域が減少に転じる見
通しである。八重山地域は、20年は５万3,190
人で、15年比で既に減少しているが、25年は
僅かながら増加に転じ、30年には再び減少に
転じる見通しである。70年には４万3,780人
となる見通しである。

（人口の構成比）

　県人口に占める構成比をみると、2070年で
最も大きいのは那覇市（18.4％）で、次いで沖
縄市（10.2％）、うるま市（9.2％）、浦添市
（7.7％）、宜野湾市（7.2％）となる見通しであ
り、20年と同じ順位となっている（図表５）。構

成比の増減では、最も増加するのは南風原町
で、0.8ポイント上昇する見通しである。次い
で、うるま市（0.7ポイント上昇）、豊見城市
（0.6ポイント上昇）、糸満市（0.5ポイント上
昇）、沖縄市（0.4ポイント上昇）となっている。

（年齢３区分別人口の増減）

　2020年から70年までの人口の増減率を年
齢３区分別でみると、０～14歳人口の年少人
口は全ての市町村で減少する見通しである（図
表７）。最も減少率が大きいのは渡嘉敷村
（90.6％減）で、次いで座間味村（88.3％減）、粟
国村（82.1％減）、多良間村（75.8％減）、伊江村
（70.0％減）、国頭村（63.7％減）となっている。
また、15～64歳の生産年齢人口も全ての市町
村で減少する見通しである。最も減少率が大き
いのは渡嘉敷村（78.4％減）で、次いで粟国村
（78.1％減）、伊江村（75.9％減）、座間味村

（72.8％減）、多良間村（66.5％減）、伊是名村
（59.9％減）となっている。
　一方、65歳以上の老年人口は23市町村で増
加する見通しである。最も増加率が大きいのは
中城村（64.0％増）で、次いで南風原町（56.6％
増）、宜野湾市（53.1％増）、豊見城市（49.4％
増）、沖縄市（45.0％増）となっている。また、最
も減少率が大きいのは渡名喜村（68.9％減）
で、次いで東村（56.9％減）、粟国村（53.9％
減）、伊平屋村（46.0％減）、多良間村（45.2％
減）となっており、既に高齢者の割合が高い自
治体となっている。

（人口増減率に対する年齢３区分別人口の増減

寄与度）

　人口の増減率に対する年齢３区分別人口の
増減寄与度をみると、前述のとおり０～14歳
人口および15～64歳人口は全ての市町村で
減少しているので全市町村でマイナスに寄与

している（図表８）。65歳以上人口は23市町村
でプラスに寄与している。また、渡名喜村や粟
国村、東村、大宜味村など、既に高齢者の割合が
高い自治体では今後、死亡者が増加することに
より65歳以上人口もマイナスに寄与している。
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図表４　市町村別の将来推計人口の増減数

1．県内市町村の人口動態
（1）2020年国勢調査による県内市町村の人口
増減（15年比）
　2020年の国勢調査によると、県内41市町村
のうち人口が15年より減少している市町村は
20市町村で、一部都市部の市町村を除くと、大
方が離島と北部の自治体である。
※2020年の人口が15年より減少している市町村（20市町村）
　那覇市、国頭村、東村、今帰仁村、本部町、金武町、伊江村、嘉手
納町、北谷町、渡嘉敷村、粟国村、渡名喜村、南大東村、北大東
村、伊平屋村、伊是名村、久米島町、多良間村、竹富町、与那国町

(2)2010年～2022年6月の各市町村の人口動態
（自然増減、社会増減）
（自然増減）
　2010年以降の県内市町村の人口の自然増
減をみると、高齢化に伴い大半の市町村で死亡
数が増加傾向にある中で、10年代後半には出
生数が減少しており、各市町村とも総じて自然
増減は縮小傾向にある（図表１）。特に20年以
降は新型コロナウイルスの感染拡大も影響し
ていると推察される。
　また、本島北部地域や離島においては、既に
死亡者数が出生者数を上回っている状況がみ
られ、自然増減はマイナスで推移している自治

体が多くみられる。

（社会増減）
　2010年以降の県内市町村の人口の社会増
減をみると、日本人については、うるま市や南
城市、恩納村、宜野座村、中城村、北中城村、八重
瀬町では増加基調で推移しているが、20年以
降は減少しているケースもみられ、新型コロナ
ウイルスの感染拡大が影響している可能性が
ある。また、これまで増加基調を続けてきた豊
見城市と南風原町が21年以降、減少に転じて
いるが、これも新型コロナウイルスの感染拡大
が影響している可能性がある。一方、これまで
社会増を続けてきた外国人は新型コロナウイ
ルスの感染拡大による入国規制の影響から20
年～21年にかけて減少に転じた市町村が多い
が、22年（１～６月計）には増加に転じている
自治体もみられる。なお、県都である那覇市は
外国人が増加基調を続けてきたが、日本人の減
少数が大きく、社会増減は減少が続いており、
20年～21年にかけては外国人も減少に転じ
たことから社会増減は大きく減少している。た
だし、22年（１～６月計）は外国人が増加に転
じたことから減少幅は縮小している。

2．将来推計人口の推計方法

（１）将来推計人口

　我が国における公式な将来推計人口は、５年
毎の国勢調査の公表後、国立社会保障・人口問
題研究所によって推計、公表されている。将来
推計人口とは、全国の将来の出生、死亡、国際人
口移動（都道府県別については国内の他の都道
府県への移動も含む）について仮定を設定し、
コーホート要因法により、我が国の将来の人口
規模ならびに男女・年齢構成の推移について推
計を行ったものであり、出生や死亡を高位、中
位、低位に仮定して複数の推計を行っている。
　当研究所では、コーホート要因法に基づき、
2020年の国勢調査およびその後公表されて
いる推計人口や人口動態調査、住民基本台帳人
口移動などのデータを用いて、県内市町村の将
来推計人口を推計してみた。「コーホート」と
は、同じ年（又は同じ期間）に生まれた人々の集
団のことを指し、コーホート要因法とは、各
コーホートについて「自然増減」（出生と死亡）
及び「純移動」（転出入）という二つの「人口変動

要因」それぞれについて将来値を仮定し、それ
に基づいて将来人口を推計する方法である。計
算手順は、基準年の各歳別の男女別人口に、
各 「々生残率＋移動率」を乗じて翌年の１歳上
の各歳別・男女別人口を推計する（図表２）。基
準年の翌年の０歳人口は、基準年の翌年の再生
産年齢人口である15～49歳の女性の各歳別
人口に年齢別出生率を乗じて算出し、出生性比
により男子、女子の０歳人口を計算する。これ
により求められた基準年の翌年の各歳別・男女
別人口を同じ手順で生残率、移動率を乗じて
翌々年の各歳別、男女別人口を推計する。０歳
人口も同様に、ここで推計された15～49歳の
女性の各歳別人口に年齢別出生率を乗じて算
出する。この手順を予測対象期間について繰り
返し行い、将来推計人口を推計していく。なお、
今回の推計では、2020年の国勢調査の０～４
歳出生数を15～49歳女性人口で除した子ど
も女性比を求め、将来推計の15～49歳女性人
口に同比率を乗じることにより、将来の０～４
歳人口を推計した。

　次に、推計に用いた基準人口、生残率、出生
率、移動率について説明する。
（基準人口）

　将来推計の出発点となる基準人口は、2020
年の国勢調査の各市町村の男女別・５歳階級別
人口を用いた。なお、年齢不詳人口については
各歳別人口の年齢構成比で各歳別人口に按分
した。

（生残率）

　生残率とは、ある年齢の人口が１歳年齢が上
がった時点で生き残っている率のことである。

生残率は生命表から求められるが、今回の推計
では2015年の本県の生命表より男女別・年齢
別の生残率を求めた。各市町村の15年の生残
率と将来の仮定値については、県全体の生残率
を用いた。

（出生率）

　各市町村の０歳児の出生数について将来値
を推計する必要があるが、今回の推計では
2020年の国勢調査の０～４歳出生数を15～
49歳女性人口で除した子ども女性比を求め、将
来推計の15～49歳女性人口に同比率を乗じる

ことにより、将来の０～４歳人口を推計した。

（出生性比）

　出生性比は、出生数に占める男女の比率であ
るが、同比率は概ね男子：女子＝1.05：1.00で
比較的安定した数値で推移していることから、
将来推計においても０～４歳児の人口に同比
率を用いて、男女別の人口を求めた。

（移動率）

　今回の将来推計では、2017年から21年の住
民基本台帳人口移動報告の結果を用いて各市
町村の男女別・５歳階級別人口について移動率
を求めた。各市町村の将来の移動率は原則とし
て、この移動率が将来も続くと仮定した。ただ
し、各市町村で特殊な要因や事情などにより、
この移動率が極端に大きい、または小さいとみ
られるケースでは、移動率を将来の仮定値とし
てそのまま用いると、将来人口が急増したり急
減するなど、現実的ではない将来推計人口とな
るため、その要因や個別の事情などを分析・検
証し、将来の仮定値について調整した。なお、
85歳以上の高齢の人口については人口規模が
小さいため移動率の振れが大きくなったりす
ること、また移動人数そのものは小さいとみら
れることから、移動率をゼロとした。

（２）市町村別の将来推計人口

　市町村別の将来推計人口については、男女
別、５歳階級別、５年毎の推計を行った。推計方
法は県全体の推計方法に準じている。なお、当
研究所では先に県全体の将来推計人口を推計
（2022年６月推計）したことから、各市町村の
男女別、５歳階級別の人口については、全市町
村の合計が県全体の将来推計人口の該当する
男女別、５歳階級別の人口と一致するように調
整している。

（３）地域別の将来推計人口

　北部、中部、南部、宮古、八重山地域の地域別
の将来推計人口は、市町村別の将来推計人口を
該当する地域別に集計したものである。

3．市町村別の将来推計人口

　県内41市町村のうち、2020年の人口が既に
15年より減少している市町村は20市町村で、
約半数が減少している。那覇市と金武町、嘉手
納町、北谷町を除くと、全て離島と北部の自治
体である。

※2020年の人口が15年より減少している市町村（20市町村）
　那覇市、国頭村、東村、今帰仁村、本部町、金武町、伊江村、嘉手
納町、北谷町、渡嘉敷村、粟国村、渡名喜村、南大東村、北大東
村、伊平屋村、伊是名村、久米島町、多良間村、竹富町、与那国町

（人口の増減見通し）

　以下、当研究所による2020年以降の各市町
村の将来推計人口によると、20年から25年に
かけては大宜味村や恩納村、名護市、宜野座村、
読谷村、北中城村、西原町、南城市、座間味村、宮
古島市の10市町村が減少に転じる見通しであ
る（図表３～図表６）。また、25年から30年に
かけては、うるま市、浦添市、糸満市、石垣市、与
那国町の５市町が減少に転じる見通しである。
さらに30年から35年にかけては、沖縄市、宜
野湾市、八重瀬町の３市町が減少に転じ、35年
から40年にかけては与那原町と豊見城市の２
市町が減少に転じる見通しである。50年から
55年にかけて南風原町と中城村が減少に転じ
ることにより、県内全ての市町村が減少する見
通しである。70年において人口が20年を上
回っているのは、南風原町（3.8％増）と中城村
（0.9％増）の２町村となり、この２町村以外は
全て20年を下回っている(図表５)。一方、20年
比で最も下回っているのは粟国村（69.7％減）
で７割近く減少する見通しである。次いで多良
間村（61.4％減）、座間味村（60.7％減）、伊江村
（57.7％減）、国頭村（54.8％減）となっている。

（年齢３区分別人口の構成比）

　各市町村の人口に占める年齢３区分別人口
の構成比について2020年と70年を比較する
と、０～14歳人口では、渡名喜村が20年の
8.4％が70年には11.8％に3.3ポイント（注）
上昇し、東村が12.4％から14.9％に2.5ポイン
ト上昇するが、この２村以外は全て低下する見
通しである（図表９、図表10）。なお、渡名喜村
と東村は０～14歳人口の人数は減少するが、
15～64歳人口や65歳以上人口の減少数が上
回るため、構成比が相対的に上昇している。15
～64歳人口では、竹富町が20年の50.5％から
70年には60.9％に10.4ポイント上昇し、中城
村が50.0％から52.8％に2.8ポイント上昇、伊
是名村が51.1％から52.2％に1.2ポイント上

昇（注）するが、この３町村以外は全て低下する
見通しである。
　一方、65歳以上人口では、渡嘉敷村が20年
の20.2％から70年には66.1％に45.9ポイン
ト上昇し、座間味村が20.8％から52.3％に
31.5ポイント上昇、伊江村が34.4％から
60.5％に26.1ポイント上昇するなど、38市町
村で上昇する見通しである。低下するのは３村
で、渡名喜村が41.1％から27.4％に13.7ポイ
ント低下し、東村が36.5％から32.9％に3.7ポ
イント（注）し、今帰仁村が33.8％から32.1％
に1.7ポイント低下する見通しである。

（注）有効桁数の関係で、構成比の差分は表記さ
れる差分と0.1ポイント異なる。

4．県内地域別の将来推計人口

（地域別の将来推計人口）

　北部、中部、南部、宮古、八重山の地域別の将
来推計人口は、その地域の市町村の将来推計人
口を集計したものである。地域別では、北部地
域が20年は12万8,030人で既に15年（12万
8,930人）より減少しており、その後も減少が
続き、70年に9万3,280人となる見通しである
（図表11、図表12）。また、南部地域と宮古地域
は20年から25年に減少に転じ、南部地域は20
年の70万6,970人から70年には56万550人

となり、宮古地域は５万3,900人から４万
6,220人となる見通しである。中部地域は25
年から30年に減少に転じ、20年の52万5,380
人から70年には44万4,570人となる見通しで
あり、30年には全ての地域が減少に転じる見
通しである。八重山地域は、20年は５万3,190
人で、15年比で既に減少しているが、25年は
僅かながら増加に転じ、30年には再び減少に
転じる見通しである。70年には４万3,780人
となる見通しである。

（人口の構成比）

　県人口に占める構成比をみると、2070年で
最も大きいのは那覇市（18.4％）で、次いで沖
縄市（10.2％）、うるま市（9.2％）、浦添市
（7.7％）、宜野湾市（7.2％）となる見通しであ
り、20年と同じ順位となっている（図表５）。構

成比の増減では、最も増加するのは南風原町
で、0.8ポイント上昇する見通しである。次い
で、うるま市（0.7ポイント上昇）、豊見城市
（0.6ポイント上昇）、糸満市（0.5ポイント上
昇）、沖縄市（0.4ポイント上昇）となっている。

（年齢３区分別人口の増減）

　2020年から70年までの人口の増減率を年
齢３区分別でみると、０～14歳人口の年少人
口は全ての市町村で減少する見通しである（図
表７）。最も減少率が大きいのは渡嘉敷村
（90.6％減）で、次いで座間味村（88.3％減）、粟
国村（82.1％減）、多良間村（75.8％減）、伊江村
（70.0％減）、国頭村（63.7％減）となっている。
また、15～64歳の生産年齢人口も全ての市町
村で減少する見通しである。最も減少率が大き
いのは渡嘉敷村（78.4％減）で、次いで粟国村
（78.1％減）、伊江村（75.9％減）、座間味村

（72.8％減）、多良間村（66.5％減）、伊是名村
（59.9％減）となっている。
　一方、65歳以上の老年人口は23市町村で増
加する見通しである。最も増加率が大きいのは
中城村（64.0％増）で、次いで南風原町（56.6％
増）、宜野湾市（53.1％増）、豊見城市（49.4％
増）、沖縄市（45.0％増）となっている。また、最
も減少率が大きいのは渡名喜村（68.9％減）
で、次いで東村（56.9％減）、粟国村（53.9％
減）、伊平屋村（46.0％減）、多良間村（45.2％
減）となっており、既に高齢者の割合が高い自
治体となっている。

（人口増減率に対する年齢３区分別人口の増減

寄与度）

　人口の増減率に対する年齢３区分別人口の
増減寄与度をみると、前述のとおり０～14歳
人口および15～64歳人口は全ての市町村で
減少しているので全市町村でマイナスに寄与

している（図表８）。65歳以上人口は23市町村
でプラスに寄与している。また、渡名喜村や粟
国村、東村、大宜味村など、既に高齢者の割合が
高い自治体では今後、死亡者が増加することに
より65歳以上人口もマイナスに寄与している。

2050 55 60 65 70
1,357,360 1,317,980 1,275,500 1,231,840 1,188,410

2,890 2,630 2,400 2,210 2,040
2,140 2,000 1,880 1,790 1,700
1,020 930 860 810 760
6,640 6,320 6,040 5,800 5,590
9,720 9,240 8,840 8,510 8,210
8,630 8,130 7,630 7,150 6,660

59,600 57,980 56,230 54,460 52,690
5,530 5,450 5,380 5,290 5,200
8,940 8,580 8,200 7,830 7,470

770 720 680 640 600
870 790 730 670 620

2,840 2,500 2,190 1,940 1,740
120,920 118,370 115,510 112,560 109,640
37,580 36,360 35,030 33,660 32,300

137,090 133,590 129,530 125,160 120,730
11,840 11,440 11,030 10,640 10,280
26,070 25,290 24,410 23,450 22,500
16,380 15,930 15,430 14,900 14,350
23,290 23,120 22,880 22,610 22,320
96,900 94,490 91,740 88,740 85,610
31,760 30,620 29,380 28,120 26,850

107,170 103,700 99,780 95,570 91,340
271,510 259,000 245,770 232,250 218,860
19,760 19,440 19,060 18,640 18,200
42,960 42,830 42,570 42,260 41,910
41,410 40,660 39,900 39,170 38,480
64,460 63,450 62,210 60,780 59,240
60,540 59,770 58,920 58,020 57,180

490 440 400 360 310
590 520 460 400 350
360 310 270 240 210
200 190 170 170 160

1,040 990 950 910 880
420 390 360 340 320

5,330 5,000 4,700 4,430 4,190
30,600 30,180 29,730 29,310 28,930
49,050 48,030 47,140 46,410 45,810

640 570 510 450 410
44,640 43,440 42,220 41,010 39,790
3,340 3,200 3,080 2,960 2,830
1,440 1,370 1,300 1,230 1,160
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1．県内市町村の人口動態
（1）2020年国勢調査による県内市町村の人口
増減（15年比）
　2020年の国勢調査によると、県内41市町村
のうち人口が15年より減少している市町村は
20市町村で、一部都市部の市町村を除くと、大
方が離島と北部の自治体である。
※2020年の人口が15年より減少している市町村（20市町村）
　那覇市、国頭村、東村、今帰仁村、本部町、金武町、伊江村、嘉手
納町、北谷町、渡嘉敷村、粟国村、渡名喜村、南大東村、北大東
村、伊平屋村、伊是名村、久米島町、多良間村、竹富町、与那国町

(2)2010年～2022年6月の各市町村の人口動態
（自然増減、社会増減）
（自然増減）
　2010年以降の県内市町村の人口の自然増
減をみると、高齢化に伴い大半の市町村で死亡
数が増加傾向にある中で、10年代後半には出
生数が減少しており、各市町村とも総じて自然
増減は縮小傾向にある（図表１）。特に20年以
降は新型コロナウイルスの感染拡大も影響し
ていると推察される。
　また、本島北部地域や離島においては、既に
死亡者数が出生者数を上回っている状況がみ
られ、自然増減はマイナスで推移している自治

体が多くみられる。

（社会増減）
　2010年以降の県内市町村の人口の社会増
減をみると、日本人については、うるま市や南
城市、恩納村、宜野座村、中城村、北中城村、八重
瀬町では増加基調で推移しているが、20年以
降は減少しているケースもみられ、新型コロナ
ウイルスの感染拡大が影響している可能性が
ある。また、これまで増加基調を続けてきた豊
見城市と南風原町が21年以降、減少に転じて
いるが、これも新型コロナウイルスの感染拡大
が影響している可能性がある。一方、これまで
社会増を続けてきた外国人は新型コロナウイ
ルスの感染拡大による入国規制の影響から20
年～21年にかけて減少に転じた市町村が多い
が、22年（１～６月計）には増加に転じている
自治体もみられる。なお、県都である那覇市は
外国人が増加基調を続けてきたが、日本人の減
少数が大きく、社会増減は減少が続いており、
20年～21年にかけては外国人も減少に転じ
たことから社会増減は大きく減少している。た
だし、22年（１～６月計）は外国人が増加に転
じたことから減少幅は縮小している。

2．将来推計人口の推計方法

（１）将来推計人口

　我が国における公式な将来推計人口は、５年
毎の国勢調査の公表後、国立社会保障・人口問
題研究所によって推計、公表されている。将来
推計人口とは、全国の将来の出生、死亡、国際人
口移動（都道府県別については国内の他の都道
府県への移動も含む）について仮定を設定し、
コーホート要因法により、我が国の将来の人口
規模ならびに男女・年齢構成の推移について推
計を行ったものであり、出生や死亡を高位、中
位、低位に仮定して複数の推計を行っている。
　当研究所では、コーホート要因法に基づき、
2020年の国勢調査およびその後公表されて
いる推計人口や人口動態調査、住民基本台帳人
口移動などのデータを用いて、県内市町村の将
来推計人口を推計してみた。「コーホート」と
は、同じ年（又は同じ期間）に生まれた人々の集
団のことを指し、コーホート要因法とは、各
コーホートについて「自然増減」（出生と死亡）
及び「純移動」（転出入）という二つの「人口変動

要因」それぞれについて将来値を仮定し、それ
に基づいて将来人口を推計する方法である。計
算手順は、基準年の各歳別の男女別人口に、
各 「々生残率＋移動率」を乗じて翌年の１歳上
の各歳別・男女別人口を推計する（図表２）。基
準年の翌年の０歳人口は、基準年の翌年の再生
産年齢人口である15～49歳の女性の各歳別
人口に年齢別出生率を乗じて算出し、出生性比
により男子、女子の０歳人口を計算する。これ
により求められた基準年の翌年の各歳別・男女
別人口を同じ手順で生残率、移動率を乗じて
翌々年の各歳別、男女別人口を推計する。０歳
人口も同様に、ここで推計された15～49歳の
女性の各歳別人口に年齢別出生率を乗じて算
出する。この手順を予測対象期間について繰り
返し行い、将来推計人口を推計していく。なお、
今回の推計では、2020年の国勢調査の０～４
歳出生数を15～49歳女性人口で除した子ど
も女性比を求め、将来推計の15～49歳女性人
口に同比率を乗じることにより、将来の０～４
歳人口を推計した。

　次に、推計に用いた基準人口、生残率、出生
率、移動率について説明する。
（基準人口）

　将来推計の出発点となる基準人口は、2020
年の国勢調査の各市町村の男女別・５歳階級別
人口を用いた。なお、年齢不詳人口については
各歳別人口の年齢構成比で各歳別人口に按分
した。

（生残率）

　生残率とは、ある年齢の人口が１歳年齢が上
がった時点で生き残っている率のことである。

生残率は生命表から求められるが、今回の推計
では2015年の本県の生命表より男女別・年齢
別の生残率を求めた。各市町村の15年の生残
率と将来の仮定値については、県全体の生残率
を用いた。

（出生率）

　各市町村の０歳児の出生数について将来値
を推計する必要があるが、今回の推計では
2020年の国勢調査の０～４歳出生数を15～
49歳女性人口で除した子ども女性比を求め、将
来推計の15～49歳女性人口に同比率を乗じる

ことにより、将来の０～４歳人口を推計した。

（出生性比）

　出生性比は、出生数に占める男女の比率であ
るが、同比率は概ね男子：女子＝1.05：1.00で
比較的安定した数値で推移していることから、
将来推計においても０～４歳児の人口に同比
率を用いて、男女別の人口を求めた。

（移動率）

　今回の将来推計では、2017年から21年の住
民基本台帳人口移動報告の結果を用いて各市
町村の男女別・５歳階級別人口について移動率
を求めた。各市町村の将来の移動率は原則とし
て、この移動率が将来も続くと仮定した。ただ
し、各市町村で特殊な要因や事情などにより、
この移動率が極端に大きい、または小さいとみ
られるケースでは、移動率を将来の仮定値とし
てそのまま用いると、将来人口が急増したり急
減するなど、現実的ではない将来推計人口とな
るため、その要因や個別の事情などを分析・検
証し、将来の仮定値について調整した。なお、
85歳以上の高齢の人口については人口規模が
小さいため移動率の振れが大きくなったりす
ること、また移動人数そのものは小さいとみら
れることから、移動率をゼロとした。

（２）市町村別の将来推計人口

　市町村別の将来推計人口については、男女
別、５歳階級別、５年毎の推計を行った。推計方
法は県全体の推計方法に準じている。なお、当
研究所では先に県全体の将来推計人口を推計
（2022年６月推計）したことから、各市町村の
男女別、５歳階級別の人口については、全市町
村の合計が県全体の将来推計人口の該当する
男女別、５歳階級別の人口と一致するように調
整している。

（３）地域別の将来推計人口

　北部、中部、南部、宮古、八重山地域の地域別
の将来推計人口は、市町村別の将来推計人口を
該当する地域別に集計したものである。

3．市町村別の将来推計人口

　県内41市町村のうち、2020年の人口が既に
15年より減少している市町村は20市町村で、
約半数が減少している。那覇市と金武町、嘉手
納町、北谷町を除くと、全て離島と北部の自治
体である。

※2020年の人口が15年より減少している市町村（20市町村）
　那覇市、国頭村、東村、今帰仁村、本部町、金武町、伊江村、嘉手
納町、北谷町、渡嘉敷村、粟国村、渡名喜村、南大東村、北大東
村、伊平屋村、伊是名村、久米島町、多良間村、竹富町、与那国町

（人口の増減見通し）

　以下、当研究所による2020年以降の各市町
村の将来推計人口によると、20年から25年に
かけては大宜味村や恩納村、名護市、宜野座村、
読谷村、北中城村、西原町、南城市、座間味村、宮
古島市の10市町村が減少に転じる見通しであ
る（図表３～図表６）。また、25年から30年に
かけては、うるま市、浦添市、糸満市、石垣市、与
那国町の５市町が減少に転じる見通しである。
さらに30年から35年にかけては、沖縄市、宜
野湾市、八重瀬町の３市町が減少に転じ、35年
から40年にかけては与那原町と豊見城市の２
市町が減少に転じる見通しである。50年から
55年にかけて南風原町と中城村が減少に転じ
ることにより、県内全ての市町村が減少する見
通しである。70年において人口が20年を上
回っているのは、南風原町（3.8％増）と中城村
（0.9％増）の２町村となり、この２町村以外は
全て20年を下回っている(図表５)。一方、20年
比で最も下回っているのは粟国村（69.7％減）
で７割近く減少する見通しである。次いで多良
間村（61.4％減）、座間味村（60.7％減）、伊江村
（57.7％減）、国頭村（54.8％減）となっている。

（年齢３区分別人口の構成比）

　各市町村の人口に占める年齢３区分別人口
の構成比について2020年と70年を比較する
と、０～14歳人口では、渡名喜村が20年の
8.4％が70年には11.8％に3.3ポイント（注）
上昇し、東村が12.4％から14.9％に2.5ポイン
ト上昇するが、この２村以外は全て低下する見
通しである（図表９、図表10）。なお、渡名喜村
と東村は０～14歳人口の人数は減少するが、
15～64歳人口や65歳以上人口の減少数が上
回るため、構成比が相対的に上昇している。15
～64歳人口では、竹富町が20年の50.5％から
70年には60.9％に10.4ポイント上昇し、中城
村が50.0％から52.8％に2.8ポイント上昇、伊
是名村が51.1％から52.2％に1.2ポイント上

昇（注）するが、この３町村以外は全て低下する
見通しである。
　一方、65歳以上人口では、渡嘉敷村が20年
の20.2％から70年には66.1％に45.9ポイン
ト上昇し、座間味村が20.8％から52.3％に
31.5ポイント上昇、伊江村が34.4％から
60.5％に26.1ポイント上昇するなど、38市町
村で上昇する見通しである。低下するのは３村
で、渡名喜村が41.1％から27.4％に13.7ポイ
ント低下し、東村が36.5％から32.9％に3.7ポ
イント（注）し、今帰仁村が33.8％から32.1％
に1.7ポイント低下する見通しである。

（注）有効桁数の関係で、構成比の差分は表記さ
れる差分と0.1ポイント異なる。

4．県内地域別の将来推計人口

（地域別の将来推計人口）

　北部、中部、南部、宮古、八重山の地域別の将
来推計人口は、その地域の市町村の将来推計人
口を集計したものである。地域別では、北部地
域が20年は12万8,030人で既に15年（12万
8,930人）より減少しており、その後も減少が
続き、70年に9万3,280人となる見通しである
（図表11、図表12）。また、南部地域と宮古地域
は20年から25年に減少に転じ、南部地域は20
年の70万6,970人から70年には56万550人

となり、宮古地域は５万3,900人から４万
6,220人となる見通しである。中部地域は25
年から30年に減少に転じ、20年の52万5,380
人から70年には44万4,570人となる見通しで
あり、30年には全ての地域が減少に転じる見
通しである。八重山地域は、20年は５万3,190
人で、15年比で既に減少しているが、25年は
僅かながら増加に転じ、30年には再び減少に
転じる見通しである。70年には４万3,780人
となる見通しである。

（人口の構成比）

　県人口に占める構成比をみると、2070年で
最も大きいのは那覇市（18.4％）で、次いで沖
縄市（10.2％）、うるま市（9.2％）、浦添市
（7.7％）、宜野湾市（7.2％）となる見通しであ
り、20年と同じ順位となっている（図表５）。構

成比の増減では、最も増加するのは南風原町
で、0.8ポイント上昇する見通しである。次い
で、うるま市（0.7ポイント上昇）、豊見城市
（0.6ポイント上昇）、糸満市（0.5ポイント上
昇）、沖縄市（0.4ポイント上昇）となっている。

（年齢３区分別人口の増減）

　2020年から70年までの人口の増減率を年
齢３区分別でみると、０～14歳人口の年少人
口は全ての市町村で減少する見通しである（図
表７）。最も減少率が大きいのは渡嘉敷村
（90.6％減）で、次いで座間味村（88.3％減）、粟
国村（82.1％減）、多良間村（75.8％減）、伊江村
（70.0％減）、国頭村（63.7％減）となっている。
また、15～64歳の生産年齢人口も全ての市町
村で減少する見通しである。最も減少率が大き
いのは渡嘉敷村（78.4％減）で、次いで粟国村
（78.1％減）、伊江村（75.9％減）、座間味村

（72.8％減）、多良間村（66.5％減）、伊是名村
（59.9％減）となっている。
　一方、65歳以上の老年人口は23市町村で増
加する見通しである。最も増加率が大きいのは
中城村（64.0％増）で、次いで南風原町（56.6％
増）、宜野湾市（53.1％増）、豊見城市（49.4％
増）、沖縄市（45.0％増）となっている。また、最
も減少率が大きいのは渡名喜村（68.9％減）
で、次いで東村（56.9％減）、粟国村（53.9％
減）、伊平屋村（46.0％減）、多良間村（45.2％
減）となっており、既に高齢者の割合が高い自
治体となっている。

（人口増減率に対する年齢３区分別人口の増減

寄与度）

　人口の増減率に対する年齢３区分別人口の
増減寄与度をみると、前述のとおり０～14歳
人口および15～64歳人口は全ての市町村で
減少しているので全市町村でマイナスに寄与

している（図表８）。65歳以上人口は23市町村
でプラスに寄与している。また、渡名喜村や粟
国村、東村、大宜味村など、既に高齢者の割合が
高い自治体では今後、死亡者が増加することに
より65歳以上人口もマイナスに寄与している。
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図表５　市町村別の将来推計人口（2020年＝100）

1．県内市町村の人口動態
（1）2020年国勢調査による県内市町村の人口
増減（15年比）
　2020年の国勢調査によると、県内41市町村
のうち人口が15年より減少している市町村は
20市町村で、一部都市部の市町村を除くと、大
方が離島と北部の自治体である。
※2020年の人口が15年より減少している市町村（20市町村）
　那覇市、国頭村、東村、今帰仁村、本部町、金武町、伊江村、嘉手
納町、北谷町、渡嘉敷村、粟国村、渡名喜村、南大東村、北大東
村、伊平屋村、伊是名村、久米島町、多良間村、竹富町、与那国町

(2)2010年～2022年6月の各市町村の人口動態
（自然増減、社会増減）
（自然増減）
　2010年以降の県内市町村の人口の自然増
減をみると、高齢化に伴い大半の市町村で死亡
数が増加傾向にある中で、10年代後半には出
生数が減少しており、各市町村とも総じて自然
増減は縮小傾向にある（図表１）。特に20年以
降は新型コロナウイルスの感染拡大も影響し
ていると推察される。
　また、本島北部地域や離島においては、既に
死亡者数が出生者数を上回っている状況がみ
られ、自然増減はマイナスで推移している自治

体が多くみられる。

（社会増減）
　2010年以降の県内市町村の人口の社会増
減をみると、日本人については、うるま市や南
城市、恩納村、宜野座村、中城村、北中城村、八重
瀬町では増加基調で推移しているが、20年以
降は減少しているケースもみられ、新型コロナ
ウイルスの感染拡大が影響している可能性が
ある。また、これまで増加基調を続けてきた豊
見城市と南風原町が21年以降、減少に転じて
いるが、これも新型コロナウイルスの感染拡大
が影響している可能性がある。一方、これまで
社会増を続けてきた外国人は新型コロナウイ
ルスの感染拡大による入国規制の影響から20
年～21年にかけて減少に転じた市町村が多い
が、22年（１～６月計）には増加に転じている
自治体もみられる。なお、県都である那覇市は
外国人が増加基調を続けてきたが、日本人の減
少数が大きく、社会増減は減少が続いており、
20年～21年にかけては外国人も減少に転じ
たことから社会増減は大きく減少している。た
だし、22年（１～６月計）は外国人が増加に転
じたことから減少幅は縮小している。

2．将来推計人口の推計方法

（１）将来推計人口

　我が国における公式な将来推計人口は、５年
毎の国勢調査の公表後、国立社会保障・人口問
題研究所によって推計、公表されている。将来
推計人口とは、全国の将来の出生、死亡、国際人
口移動（都道府県別については国内の他の都道
府県への移動も含む）について仮定を設定し、
コーホート要因法により、我が国の将来の人口
規模ならびに男女・年齢構成の推移について推
計を行ったものであり、出生や死亡を高位、中
位、低位に仮定して複数の推計を行っている。
　当研究所では、コーホート要因法に基づき、
2020年の国勢調査およびその後公表されて
いる推計人口や人口動態調査、住民基本台帳人
口移動などのデータを用いて、県内市町村の将
来推計人口を推計してみた。「コーホート」と
は、同じ年（又は同じ期間）に生まれた人々の集
団のことを指し、コーホート要因法とは、各
コーホートについて「自然増減」（出生と死亡）
及び「純移動」（転出入）という二つの「人口変動

要因」それぞれについて将来値を仮定し、それ
に基づいて将来人口を推計する方法である。計
算手順は、基準年の各歳別の男女別人口に、
各 「々生残率＋移動率」を乗じて翌年の１歳上
の各歳別・男女別人口を推計する（図表２）。基
準年の翌年の０歳人口は、基準年の翌年の再生
産年齢人口である15～49歳の女性の各歳別
人口に年齢別出生率を乗じて算出し、出生性比
により男子、女子の０歳人口を計算する。これ
により求められた基準年の翌年の各歳別・男女
別人口を同じ手順で生残率、移動率を乗じて
翌々年の各歳別、男女別人口を推計する。０歳
人口も同様に、ここで推計された15～49歳の
女性の各歳別人口に年齢別出生率を乗じて算
出する。この手順を予測対象期間について繰り
返し行い、将来推計人口を推計していく。なお、
今回の推計では、2020年の国勢調査の０～４
歳出生数を15～49歳女性人口で除した子ど
も女性比を求め、将来推計の15～49歳女性人
口に同比率を乗じることにより、将来の０～４
歳人口を推計した。

　次に、推計に用いた基準人口、生残率、出生
率、移動率について説明する。
（基準人口）

　将来推計の出発点となる基準人口は、2020
年の国勢調査の各市町村の男女別・５歳階級別
人口を用いた。なお、年齢不詳人口については
各歳別人口の年齢構成比で各歳別人口に按分
した。

（生残率）

　生残率とは、ある年齢の人口が１歳年齢が上
がった時点で生き残っている率のことである。

生残率は生命表から求められるが、今回の推計
では2015年の本県の生命表より男女別・年齢
別の生残率を求めた。各市町村の15年の生残
率と将来の仮定値については、県全体の生残率
を用いた。

（出生率）

　各市町村の０歳児の出生数について将来値
を推計する必要があるが、今回の推計では
2020年の国勢調査の０～４歳出生数を15～
49歳女性人口で除した子ども女性比を求め、将
来推計の15～49歳女性人口に同比率を乗じる

ことにより、将来の０～４歳人口を推計した。

（出生性比）

　出生性比は、出生数に占める男女の比率であ
るが、同比率は概ね男子：女子＝1.05：1.00で
比較的安定した数値で推移していることから、
将来推計においても０～４歳児の人口に同比
率を用いて、男女別の人口を求めた。

（移動率）

　今回の将来推計では、2017年から21年の住
民基本台帳人口移動報告の結果を用いて各市
町村の男女別・５歳階級別人口について移動率
を求めた。各市町村の将来の移動率は原則とし
て、この移動率が将来も続くと仮定した。ただ
し、各市町村で特殊な要因や事情などにより、
この移動率が極端に大きい、または小さいとみ
られるケースでは、移動率を将来の仮定値とし
てそのまま用いると、将来人口が急増したり急
減するなど、現実的ではない将来推計人口とな
るため、その要因や個別の事情などを分析・検
証し、将来の仮定値について調整した。なお、
85歳以上の高齢の人口については人口規模が
小さいため移動率の振れが大きくなったりす
ること、また移動人数そのものは小さいとみら
れることから、移動率をゼロとした。

（２）市町村別の将来推計人口

　市町村別の将来推計人口については、男女
別、５歳階級別、５年毎の推計を行った。推計方
法は県全体の推計方法に準じている。なお、当
研究所では先に県全体の将来推計人口を推計
（2022年６月推計）したことから、各市町村の
男女別、５歳階級別の人口については、全市町
村の合計が県全体の将来推計人口の該当する
男女別、５歳階級別の人口と一致するように調
整している。

（３）地域別の将来推計人口

　北部、中部、南部、宮古、八重山地域の地域別
の将来推計人口は、市町村別の将来推計人口を
該当する地域別に集計したものである。

3．市町村別の将来推計人口

　県内41市町村のうち、2020年の人口が既に
15年より減少している市町村は20市町村で、
約半数が減少している。那覇市と金武町、嘉手
納町、北谷町を除くと、全て離島と北部の自治
体である。

※2020年の人口が15年より減少している市町村（20市町村）
　那覇市、国頭村、東村、今帰仁村、本部町、金武町、伊江村、嘉手
納町、北谷町、渡嘉敷村、粟国村、渡名喜村、南大東村、北大東
村、伊平屋村、伊是名村、久米島町、多良間村、竹富町、与那国町

（人口の増減見通し）

　以下、当研究所による2020年以降の各市町
村の将来推計人口によると、20年から25年に
かけては大宜味村や恩納村、名護市、宜野座村、
読谷村、北中城村、西原町、南城市、座間味村、宮
古島市の10市町村が減少に転じる見通しであ
る（図表３～図表６）。また、25年から30年に
かけては、うるま市、浦添市、糸満市、石垣市、与
那国町の５市町が減少に転じる見通しである。
さらに30年から35年にかけては、沖縄市、宜
野湾市、八重瀬町の３市町が減少に転じ、35年
から40年にかけては与那原町と豊見城市の２
市町が減少に転じる見通しである。50年から
55年にかけて南風原町と中城村が減少に転じ
ることにより、県内全ての市町村が減少する見
通しである。70年において人口が20年を上
回っているのは、南風原町（3.8％増）と中城村
（0.9％増）の２町村となり、この２町村以外は
全て20年を下回っている(図表５)。一方、20年
比で最も下回っているのは粟国村（69.7％減）
で７割近く減少する見通しである。次いで多良
間村（61.4％減）、座間味村（60.7％減）、伊江村
（57.7％減）、国頭村（54.8％減）となっている。

（年齢３区分別人口の構成比）

　各市町村の人口に占める年齢３区分別人口
の構成比について2020年と70年を比較する
と、０～14歳人口では、渡名喜村が20年の
8.4％が70年には11.8％に3.3ポイント（注）
上昇し、東村が12.4％から14.9％に2.5ポイン
ト上昇するが、この２村以外は全て低下する見
通しである（図表９、図表10）。なお、渡名喜村
と東村は０～14歳人口の人数は減少するが、
15～64歳人口や65歳以上人口の減少数が上
回るため、構成比が相対的に上昇している。15
～64歳人口では、竹富町が20年の50.5％から
70年には60.9％に10.4ポイント上昇し、中城
村が50.0％から52.8％に2.8ポイント上昇、伊
是名村が51.1％から52.2％に1.2ポイント上

昇（注）するが、この３町村以外は全て低下する
見通しである。
　一方、65歳以上人口では、渡嘉敷村が20年
の20.2％から70年には66.1％に45.9ポイン
ト上昇し、座間味村が20.8％から52.3％に
31.5ポイント上昇、伊江村が34.4％から
60.5％に26.1ポイント上昇するなど、38市町
村で上昇する見通しである。低下するのは３村
で、渡名喜村が41.1％から27.4％に13.7ポイ
ント低下し、東村が36.5％から32.9％に3.7ポ
イント（注）し、今帰仁村が33.8％から32.1％
に1.7ポイント低下する見通しである。

（注）有効桁数の関係で、構成比の差分は表記さ
れる差分と0.1ポイント異なる。

4．県内地域別の将来推計人口

（地域別の将来推計人口）

　北部、中部、南部、宮古、八重山の地域別の将
来推計人口は、その地域の市町村の将来推計人
口を集計したものである。地域別では、北部地
域が20年は12万8,030人で既に15年（12万
8,930人）より減少しており、その後も減少が
続き、70年に9万3,280人となる見通しである
（図表11、図表12）。また、南部地域と宮古地域
は20年から25年に減少に転じ、南部地域は20
年の70万6,970人から70年には56万550人

となり、宮古地域は５万3,900人から４万
6,220人となる見通しである。中部地域は25
年から30年に減少に転じ、20年の52万5,380
人から70年には44万4,570人となる見通しで
あり、30年には全ての地域が減少に転じる見
通しである。八重山地域は、20年は５万3,190
人で、15年比で既に減少しているが、25年は
僅かながら増加に転じ、30年には再び減少に
転じる見通しである。70年には４万3,780人
となる見通しである。

（人口の構成比）

　県人口に占める構成比をみると、2070年で
最も大きいのは那覇市（18.4％）で、次いで沖
縄市（10.2％）、うるま市（9.2％）、浦添市
（7.7％）、宜野湾市（7.2％）となる見通しであ
り、20年と同じ順位となっている（図表５）。構

成比の増減では、最も増加するのは南風原町
で、0.8ポイント上昇する見通しである。次い
で、うるま市（0.7ポイント上昇）、豊見城市
（0.6ポイント上昇）、糸満市（0.5ポイント上
昇）、沖縄市（0.4ポイント上昇）となっている。

（年齢３区分別人口の増減）

　2020年から70年までの人口の増減率を年
齢３区分別でみると、０～14歳人口の年少人
口は全ての市町村で減少する見通しである（図
表７）。最も減少率が大きいのは渡嘉敷村
（90.6％減）で、次いで座間味村（88.3％減）、粟
国村（82.1％減）、多良間村（75.8％減）、伊江村
（70.0％減）、国頭村（63.7％減）となっている。
また、15～64歳の生産年齢人口も全ての市町
村で減少する見通しである。最も減少率が大き
いのは渡嘉敷村（78.4％減）で、次いで粟国村
（78.1％減）、伊江村（75.9％減）、座間味村

（72.8％減）、多良間村（66.5％減）、伊是名村
（59.9％減）となっている。
　一方、65歳以上の老年人口は23市町村で増
加する見通しである。最も増加率が大きいのは
中城村（64.0％増）で、次いで南風原町（56.6％
増）、宜野湾市（53.1％増）、豊見城市（49.4％
増）、沖縄市（45.0％増）となっている。また、最
も減少率が大きいのは渡名喜村（68.9％減）
で、次いで東村（56.9％減）、粟国村（53.9％
減）、伊平屋村（46.0％減）、多良間村（45.2％
減）となっており、既に高齢者の割合が高い自
治体となっている。

（人口増減率に対する年齢３区分別人口の増減

寄与度）

　人口の増減率に対する年齢３区分別人口の
増減寄与度をみると、前述のとおり０～14歳
人口および15～64歳人口は全ての市町村で
減少しているので全市町村でマイナスに寄与

している（図表８）。65歳以上人口は23市町村
でプラスに寄与している。また、渡名喜村や粟
国村、東村、大宜味村など、既に高齢者の割合が
高い自治体では今後、死亡者が増加することに
より65歳以上人口もマイナスに寄与している。
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1．県内市町村の人口動態
（1）2020年国勢調査による県内市町村の人口
増減（15年比）
　2020年の国勢調査によると、県内41市町村
のうち人口が15年より減少している市町村は
20市町村で、一部都市部の市町村を除くと、大
方が離島と北部の自治体である。
※2020年の人口が15年より減少している市町村（20市町村）
　那覇市、国頭村、東村、今帰仁村、本部町、金武町、伊江村、嘉手
納町、北谷町、渡嘉敷村、粟国村、渡名喜村、南大東村、北大東
村、伊平屋村、伊是名村、久米島町、多良間村、竹富町、与那国町

(2)2010年～2022年6月の各市町村の人口動態
（自然増減、社会増減）
（自然増減）
　2010年以降の県内市町村の人口の自然増
減をみると、高齢化に伴い大半の市町村で死亡
数が増加傾向にある中で、10年代後半には出
生数が減少しており、各市町村とも総じて自然
増減は縮小傾向にある（図表１）。特に20年以
降は新型コロナウイルスの感染拡大も影響し
ていると推察される。
　また、本島北部地域や離島においては、既に
死亡者数が出生者数を上回っている状況がみ
られ、自然増減はマイナスで推移している自治

体が多くみられる。

（社会増減）
　2010年以降の県内市町村の人口の社会増
減をみると、日本人については、うるま市や南
城市、恩納村、宜野座村、中城村、北中城村、八重
瀬町では増加基調で推移しているが、20年以
降は減少しているケースもみられ、新型コロナ
ウイルスの感染拡大が影響している可能性が
ある。また、これまで増加基調を続けてきた豊
見城市と南風原町が21年以降、減少に転じて
いるが、これも新型コロナウイルスの感染拡大
が影響している可能性がある。一方、これまで
社会増を続けてきた外国人は新型コロナウイ
ルスの感染拡大による入国規制の影響から20
年～21年にかけて減少に転じた市町村が多い
が、22年（１～６月計）には増加に転じている
自治体もみられる。なお、県都である那覇市は
外国人が増加基調を続けてきたが、日本人の減
少数が大きく、社会増減は減少が続いており、
20年～21年にかけては外国人も減少に転じ
たことから社会増減は大きく減少している。た
だし、22年（１～６月計）は外国人が増加に転
じたことから減少幅は縮小している。

2．将来推計人口の推計方法

（１）将来推計人口

　我が国における公式な将来推計人口は、５年
毎の国勢調査の公表後、国立社会保障・人口問
題研究所によって推計、公表されている。将来
推計人口とは、全国の将来の出生、死亡、国際人
口移動（都道府県別については国内の他の都道
府県への移動も含む）について仮定を設定し、
コーホート要因法により、我が国の将来の人口
規模ならびに男女・年齢構成の推移について推
計を行ったものであり、出生や死亡を高位、中
位、低位に仮定して複数の推計を行っている。
　当研究所では、コーホート要因法に基づき、
2020年の国勢調査およびその後公表されて
いる推計人口や人口動態調査、住民基本台帳人
口移動などのデータを用いて、県内市町村の将
来推計人口を推計してみた。「コーホート」と
は、同じ年（又は同じ期間）に生まれた人々の集
団のことを指し、コーホート要因法とは、各
コーホートについて「自然増減」（出生と死亡）
及び「純移動」（転出入）という二つの「人口変動

要因」それぞれについて将来値を仮定し、それ
に基づいて将来人口を推計する方法である。計
算手順は、基準年の各歳別の男女別人口に、
各 「々生残率＋移動率」を乗じて翌年の１歳上
の各歳別・男女別人口を推計する（図表２）。基
準年の翌年の０歳人口は、基準年の翌年の再生
産年齢人口である15～49歳の女性の各歳別
人口に年齢別出生率を乗じて算出し、出生性比
により男子、女子の０歳人口を計算する。これ
により求められた基準年の翌年の各歳別・男女
別人口を同じ手順で生残率、移動率を乗じて
翌々年の各歳別、男女別人口を推計する。０歳
人口も同様に、ここで推計された15～49歳の
女性の各歳別人口に年齢別出生率を乗じて算
出する。この手順を予測対象期間について繰り
返し行い、将来推計人口を推計していく。なお、
今回の推計では、2020年の国勢調査の０～４
歳出生数を15～49歳女性人口で除した子ど
も女性比を求め、将来推計の15～49歳女性人
口に同比率を乗じることにより、将来の０～４
歳人口を推計した。

　次に、推計に用いた基準人口、生残率、出生
率、移動率について説明する。
（基準人口）

　将来推計の出発点となる基準人口は、2020
年の国勢調査の各市町村の男女別・５歳階級別
人口を用いた。なお、年齢不詳人口については
各歳別人口の年齢構成比で各歳別人口に按分
した。

（生残率）

　生残率とは、ある年齢の人口が１歳年齢が上
がった時点で生き残っている率のことである。

生残率は生命表から求められるが、今回の推計
では2015年の本県の生命表より男女別・年齢
別の生残率を求めた。各市町村の15年の生残
率と将来の仮定値については、県全体の生残率
を用いた。

（出生率）

　各市町村の０歳児の出生数について将来値
を推計する必要があるが、今回の推計では
2020年の国勢調査の０～４歳出生数を15～
49歳女性人口で除した子ども女性比を求め、将
来推計の15～49歳女性人口に同比率を乗じる

ことにより、将来の０～４歳人口を推計した。

（出生性比）

　出生性比は、出生数に占める男女の比率であ
るが、同比率は概ね男子：女子＝1.05：1.00で
比較的安定した数値で推移していることから、
将来推計においても０～４歳児の人口に同比
率を用いて、男女別の人口を求めた。

（移動率）

　今回の将来推計では、2017年から21年の住
民基本台帳人口移動報告の結果を用いて各市
町村の男女別・５歳階級別人口について移動率
を求めた。各市町村の将来の移動率は原則とし
て、この移動率が将来も続くと仮定した。ただ
し、各市町村で特殊な要因や事情などにより、
この移動率が極端に大きい、または小さいとみ
られるケースでは、移動率を将来の仮定値とし
てそのまま用いると、将来人口が急増したり急
減するなど、現実的ではない将来推計人口とな
るため、その要因や個別の事情などを分析・検
証し、将来の仮定値について調整した。なお、
85歳以上の高齢の人口については人口規模が
小さいため移動率の振れが大きくなったりす
ること、また移動人数そのものは小さいとみら
れることから、移動率をゼロとした。

（２）市町村別の将来推計人口

　市町村別の将来推計人口については、男女
別、５歳階級別、５年毎の推計を行った。推計方
法は県全体の推計方法に準じている。なお、当
研究所では先に県全体の将来推計人口を推計
（2022年６月推計）したことから、各市町村の
男女別、５歳階級別の人口については、全市町
村の合計が県全体の将来推計人口の該当する
男女別、５歳階級別の人口と一致するように調
整している。

（３）地域別の将来推計人口

　北部、中部、南部、宮古、八重山地域の地域別
の将来推計人口は、市町村別の将来推計人口を
該当する地域別に集計したものである。

3．市町村別の将来推計人口

　県内41市町村のうち、2020年の人口が既に
15年より減少している市町村は20市町村で、
約半数が減少している。那覇市と金武町、嘉手
納町、北谷町を除くと、全て離島と北部の自治
体である。

※2020年の人口が15年より減少している市町村（20市町村）
　那覇市、国頭村、東村、今帰仁村、本部町、金武町、伊江村、嘉手
納町、北谷町、渡嘉敷村、粟国村、渡名喜村、南大東村、北大東
村、伊平屋村、伊是名村、久米島町、多良間村、竹富町、与那国町

（人口の増減見通し）

　以下、当研究所による2020年以降の各市町
村の将来推計人口によると、20年から25年に
かけては大宜味村や恩納村、名護市、宜野座村、
読谷村、北中城村、西原町、南城市、座間味村、宮
古島市の10市町村が減少に転じる見通しであ
る（図表３～図表６）。また、25年から30年に
かけては、うるま市、浦添市、糸満市、石垣市、与
那国町の５市町が減少に転じる見通しである。
さらに30年から35年にかけては、沖縄市、宜
野湾市、八重瀬町の３市町が減少に転じ、35年
から40年にかけては与那原町と豊見城市の２
市町が減少に転じる見通しである。50年から
55年にかけて南風原町と中城村が減少に転じ
ることにより、県内全ての市町村が減少する見
通しである。70年において人口が20年を上
回っているのは、南風原町（3.8％増）と中城村
（0.9％増）の２町村となり、この２町村以外は
全て20年を下回っている(図表５)。一方、20年
比で最も下回っているのは粟国村（69.7％減）
で７割近く減少する見通しである。次いで多良
間村（61.4％減）、座間味村（60.7％減）、伊江村
（57.7％減）、国頭村（54.8％減）となっている。

（年齢３区分別人口の構成比）

　各市町村の人口に占める年齢３区分別人口
の構成比について2020年と70年を比較する
と、０～14歳人口では、渡名喜村が20年の
8.4％が70年には11.8％に3.3ポイント（注）
上昇し、東村が12.4％から14.9％に2.5ポイン
ト上昇するが、この２村以外は全て低下する見
通しである（図表９、図表10）。なお、渡名喜村
と東村は０～14歳人口の人数は減少するが、
15～64歳人口や65歳以上人口の減少数が上
回るため、構成比が相対的に上昇している。15
～64歳人口では、竹富町が20年の50.5％から
70年には60.9％に10.4ポイント上昇し、中城
村が50.0％から52.8％に2.8ポイント上昇、伊
是名村が51.1％から52.2％に1.2ポイント上

昇（注）するが、この３町村以外は全て低下する
見通しである。
　一方、65歳以上人口では、渡嘉敷村が20年
の20.2％から70年には66.1％に45.9ポイン
ト上昇し、座間味村が20.8％から52.3％に
31.5ポイント上昇、伊江村が34.4％から
60.5％に26.1ポイント上昇するなど、38市町
村で上昇する見通しである。低下するのは３村
で、渡名喜村が41.1％から27.4％に13.7ポイ
ント低下し、東村が36.5％から32.9％に3.7ポ
イント（注）し、今帰仁村が33.8％から32.1％
に1.7ポイント低下する見通しである。

（注）有効桁数の関係で、構成比の差分は表記さ
れる差分と0.1ポイント異なる。

4．県内地域別の将来推計人口

（地域別の将来推計人口）

　北部、中部、南部、宮古、八重山の地域別の将
来推計人口は、その地域の市町村の将来推計人
口を集計したものである。地域別では、北部地
域が20年は12万8,030人で既に15年（12万
8,930人）より減少しており、その後も減少が
続き、70年に9万3,280人となる見通しである
（図表11、図表12）。また、南部地域と宮古地域
は20年から25年に減少に転じ、南部地域は20
年の70万6,970人から70年には56万550人

となり、宮古地域は５万3,900人から４万
6,220人となる見通しである。中部地域は25
年から30年に減少に転じ、20年の52万5,380
人から70年には44万4,570人となる見通しで
あり、30年には全ての地域が減少に転じる見
通しである。八重山地域は、20年は５万3,190
人で、15年比で既に減少しているが、25年は
僅かながら増加に転じ、30年には再び減少に
転じる見通しである。70年には４万3,780人
となる見通しである。

（人口の構成比）

　県人口に占める構成比をみると、2070年で
最も大きいのは那覇市（18.4％）で、次いで沖
縄市（10.2％）、うるま市（9.2％）、浦添市
（7.7％）、宜野湾市（7.2％）となる見通しであ
り、20年と同じ順位となっている（図表５）。構

成比の増減では、最も増加するのは南風原町
で、0.8ポイント上昇する見通しである。次い
で、うるま市（0.7ポイント上昇）、豊見城市
（0.6ポイント上昇）、糸満市（0.5ポイント上
昇）、沖縄市（0.4ポイント上昇）となっている。

（年齢３区分別人口の増減）

　2020年から70年までの人口の増減率を年
齢３区分別でみると、０～14歳人口の年少人
口は全ての市町村で減少する見通しである（図
表７）。最も減少率が大きいのは渡嘉敷村
（90.6％減）で、次いで座間味村（88.3％減）、粟
国村（82.1％減）、多良間村（75.8％減）、伊江村
（70.0％減）、国頭村（63.7％減）となっている。
また、15～64歳の生産年齢人口も全ての市町
村で減少する見通しである。最も減少率が大き
いのは渡嘉敷村（78.4％減）で、次いで粟国村
（78.1％減）、伊江村（75.9％減）、座間味村

（72.8％減）、多良間村（66.5％減）、伊是名村
（59.9％減）となっている。
　一方、65歳以上の老年人口は23市町村で増
加する見通しである。最も増加率が大きいのは
中城村（64.0％増）で、次いで南風原町（56.6％
増）、宜野湾市（53.1％増）、豊見城市（49.4％
増）、沖縄市（45.0％増）となっている。また、最
も減少率が大きいのは渡名喜村（68.9％減）
で、次いで東村（56.9％減）、粟国村（53.9％
減）、伊平屋村（46.0％減）、多良間村（45.2％
減）となっており、既に高齢者の割合が高い自
治体となっている。

（人口増減率に対する年齢３区分別人口の増減

寄与度）

　人口の増減率に対する年齢３区分別人口の
増減寄与度をみると、前述のとおり０～14歳
人口および15～64歳人口は全ての市町村で
減少しているので全市町村でマイナスに寄与

している（図表８）。65歳以上人口は23市町村
でプラスに寄与している。また、渡名喜村や粟
国村、東村、大宜味村など、既に高齢者の割合が
高い自治体では今後、死亡者が増加することに
より65歳以上人口もマイナスに寄与している。
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1．県内市町村の人口動態
（1）2020年国勢調査による県内市町村の人口
増減（15年比）
　2020年の国勢調査によると、県内41市町村
のうち人口が15年より減少している市町村は
20市町村で、一部都市部の市町村を除くと、大
方が離島と北部の自治体である。
※2020年の人口が15年より減少している市町村（20市町村）
　那覇市、国頭村、東村、今帰仁村、本部町、金武町、伊江村、嘉手
納町、北谷町、渡嘉敷村、粟国村、渡名喜村、南大東村、北大東
村、伊平屋村、伊是名村、久米島町、多良間村、竹富町、与那国町

(2)2010年～2022年6月の各市町村の人口動態
（自然増減、社会増減）
（自然増減）
　2010年以降の県内市町村の人口の自然増
減をみると、高齢化に伴い大半の市町村で死亡
数が増加傾向にある中で、10年代後半には出
生数が減少しており、各市町村とも総じて自然
増減は縮小傾向にある（図表１）。特に20年以
降は新型コロナウイルスの感染拡大も影響し
ていると推察される。
　また、本島北部地域や離島においては、既に
死亡者数が出生者数を上回っている状況がみ
られ、自然増減はマイナスで推移している自治

体が多くみられる。

（社会増減）
　2010年以降の県内市町村の人口の社会増
減をみると、日本人については、うるま市や南
城市、恩納村、宜野座村、中城村、北中城村、八重
瀬町では増加基調で推移しているが、20年以
降は減少しているケースもみられ、新型コロナ
ウイルスの感染拡大が影響している可能性が
ある。また、これまで増加基調を続けてきた豊
見城市と南風原町が21年以降、減少に転じて
いるが、これも新型コロナウイルスの感染拡大
が影響している可能性がある。一方、これまで
社会増を続けてきた外国人は新型コロナウイ
ルスの感染拡大による入国規制の影響から20
年～21年にかけて減少に転じた市町村が多い
が、22年（１～６月計）には増加に転じている
自治体もみられる。なお、県都である那覇市は
外国人が増加基調を続けてきたが、日本人の減
少数が大きく、社会増減は減少が続いており、
20年～21年にかけては外国人も減少に転じ
たことから社会増減は大きく減少している。た
だし、22年（１～６月計）は外国人が増加に転
じたことから減少幅は縮小している。

2．将来推計人口の推計方法

（１）将来推計人口

　我が国における公式な将来推計人口は、５年
毎の国勢調査の公表後、国立社会保障・人口問
題研究所によって推計、公表されている。将来
推計人口とは、全国の将来の出生、死亡、国際人
口移動（都道府県別については国内の他の都道
府県への移動も含む）について仮定を設定し、
コーホート要因法により、我が国の将来の人口
規模ならびに男女・年齢構成の推移について推
計を行ったものであり、出生や死亡を高位、中
位、低位に仮定して複数の推計を行っている。
　当研究所では、コーホート要因法に基づき、
2020年の国勢調査およびその後公表されて
いる推計人口や人口動態調査、住民基本台帳人
口移動などのデータを用いて、県内市町村の将
来推計人口を推計してみた。「コーホート」と
は、同じ年（又は同じ期間）に生まれた人々の集
団のことを指し、コーホート要因法とは、各
コーホートについて「自然増減」（出生と死亡）
及び「純移動」（転出入）という二つの「人口変動

要因」それぞれについて将来値を仮定し、それ
に基づいて将来人口を推計する方法である。計
算手順は、基準年の各歳別の男女別人口に、
各 「々生残率＋移動率」を乗じて翌年の１歳上
の各歳別・男女別人口を推計する（図表２）。基
準年の翌年の０歳人口は、基準年の翌年の再生
産年齢人口である15～49歳の女性の各歳別
人口に年齢別出生率を乗じて算出し、出生性比
により男子、女子の０歳人口を計算する。これ
により求められた基準年の翌年の各歳別・男女
別人口を同じ手順で生残率、移動率を乗じて
翌々年の各歳別、男女別人口を推計する。０歳
人口も同様に、ここで推計された15～49歳の
女性の各歳別人口に年齢別出生率を乗じて算
出する。この手順を予測対象期間について繰り
返し行い、将来推計人口を推計していく。なお、
今回の推計では、2020年の国勢調査の０～４
歳出生数を15～49歳女性人口で除した子ど
も女性比を求め、将来推計の15～49歳女性人
口に同比率を乗じることにより、将来の０～４
歳人口を推計した。

　次に、推計に用いた基準人口、生残率、出生
率、移動率について説明する。
（基準人口）

　将来推計の出発点となる基準人口は、2020
年の国勢調査の各市町村の男女別・５歳階級別
人口を用いた。なお、年齢不詳人口については
各歳別人口の年齢構成比で各歳別人口に按分
した。

（生残率）

　生残率とは、ある年齢の人口が１歳年齢が上
がった時点で生き残っている率のことである。

生残率は生命表から求められるが、今回の推計
では2015年の本県の生命表より男女別・年齢
別の生残率を求めた。各市町村の15年の生残
率と将来の仮定値については、県全体の生残率
を用いた。

（出生率）

　各市町村の０歳児の出生数について将来値
を推計する必要があるが、今回の推計では
2020年の国勢調査の０～４歳出生数を15～
49歳女性人口で除した子ども女性比を求め、将
来推計の15～49歳女性人口に同比率を乗じる

ことにより、将来の０～４歳人口を推計した。

（出生性比）

　出生性比は、出生数に占める男女の比率であ
るが、同比率は概ね男子：女子＝1.05：1.00で
比較的安定した数値で推移していることから、
将来推計においても０～４歳児の人口に同比
率を用いて、男女別の人口を求めた。

（移動率）

　今回の将来推計では、2017年から21年の住
民基本台帳人口移動報告の結果を用いて各市
町村の男女別・５歳階級別人口について移動率
を求めた。各市町村の将来の移動率は原則とし
て、この移動率が将来も続くと仮定した。ただ
し、各市町村で特殊な要因や事情などにより、
この移動率が極端に大きい、または小さいとみ
られるケースでは、移動率を将来の仮定値とし
てそのまま用いると、将来人口が急増したり急
減するなど、現実的ではない将来推計人口とな
るため、その要因や個別の事情などを分析・検
証し、将来の仮定値について調整した。なお、
85歳以上の高齢の人口については人口規模が
小さいため移動率の振れが大きくなったりす
ること、また移動人数そのものは小さいとみら
れることから、移動率をゼロとした。

（２）市町村別の将来推計人口

　市町村別の将来推計人口については、男女
別、５歳階級別、５年毎の推計を行った。推計方
法は県全体の推計方法に準じている。なお、当
研究所では先に県全体の将来推計人口を推計
（2022年６月推計）したことから、各市町村の
男女別、５歳階級別の人口については、全市町
村の合計が県全体の将来推計人口の該当する
男女別、５歳階級別の人口と一致するように調
整している。

（３）地域別の将来推計人口

　北部、中部、南部、宮古、八重山地域の地域別
の将来推計人口は、市町村別の将来推計人口を
該当する地域別に集計したものである。

3．市町村別の将来推計人口

　県内41市町村のうち、2020年の人口が既に
15年より減少している市町村は20市町村で、
約半数が減少している。那覇市と金武町、嘉手
納町、北谷町を除くと、全て離島と北部の自治
体である。

※2020年の人口が15年より減少している市町村（20市町村）
　那覇市、国頭村、東村、今帰仁村、本部町、金武町、伊江村、嘉手
納町、北谷町、渡嘉敷村、粟国村、渡名喜村、南大東村、北大東
村、伊平屋村、伊是名村、久米島町、多良間村、竹富町、与那国町

（人口の増減見通し）

　以下、当研究所による2020年以降の各市町
村の将来推計人口によると、20年から25年に
かけては大宜味村や恩納村、名護市、宜野座村、
読谷村、北中城村、西原町、南城市、座間味村、宮
古島市の10市町村が減少に転じる見通しであ
る（図表３～図表６）。また、25年から30年に
かけては、うるま市、浦添市、糸満市、石垣市、与
那国町の５市町が減少に転じる見通しである。
さらに30年から35年にかけては、沖縄市、宜
野湾市、八重瀬町の３市町が減少に転じ、35年
から40年にかけては与那原町と豊見城市の２
市町が減少に転じる見通しである。50年から
55年にかけて南風原町と中城村が減少に転じ
ることにより、県内全ての市町村が減少する見
通しである。70年において人口が20年を上
回っているのは、南風原町（3.8％増）と中城村
（0.9％増）の２町村となり、この２町村以外は
全て20年を下回っている(図表５)。一方、20年
比で最も下回っているのは粟国村（69.7％減）
で７割近く減少する見通しである。次いで多良
間村（61.4％減）、座間味村（60.7％減）、伊江村
（57.7％減）、国頭村（54.8％減）となっている。

（年齢３区分別人口の構成比）

　各市町村の人口に占める年齢３区分別人口
の構成比について2020年と70年を比較する
と、０～14歳人口では、渡名喜村が20年の
8.4％が70年には11.8％に3.3ポイント（注）
上昇し、東村が12.4％から14.9％に2.5ポイン
ト上昇するが、この２村以外は全て低下する見
通しである（図表９、図表10）。なお、渡名喜村
と東村は０～14歳人口の人数は減少するが、
15～64歳人口や65歳以上人口の減少数が上
回るため、構成比が相対的に上昇している。15
～64歳人口では、竹富町が20年の50.5％から
70年には60.9％に10.4ポイント上昇し、中城
村が50.0％から52.8％に2.8ポイント上昇、伊
是名村が51.1％から52.2％に1.2ポイント上

昇（注）するが、この３町村以外は全て低下する
見通しである。
　一方、65歳以上人口では、渡嘉敷村が20年
の20.2％から70年には66.1％に45.9ポイン
ト上昇し、座間味村が20.8％から52.3％に
31.5ポイント上昇、伊江村が34.4％から
60.5％に26.1ポイント上昇するなど、38市町
村で上昇する見通しである。低下するのは３村
で、渡名喜村が41.1％から27.4％に13.7ポイ
ント低下し、東村が36.5％から32.9％に3.7ポ
イント（注）し、今帰仁村が33.8％から32.1％
に1.7ポイント低下する見通しである。

（注）有効桁数の関係で、構成比の差分は表記さ
れる差分と0.1ポイント異なる。

4．県内地域別の将来推計人口

（地域別の将来推計人口）

　北部、中部、南部、宮古、八重山の地域別の将
来推計人口は、その地域の市町村の将来推計人
口を集計したものである。地域別では、北部地
域が20年は12万8,030人で既に15年（12万
8,930人）より減少しており、その後も減少が
続き、70年に9万3,280人となる見通しである
（図表11、図表12）。また、南部地域と宮古地域
は20年から25年に減少に転じ、南部地域は20
年の70万6,970人から70年には56万550人

となり、宮古地域は５万3,900人から４万
6,220人となる見通しである。中部地域は25
年から30年に減少に転じ、20年の52万5,380
人から70年には44万4,570人となる見通しで
あり、30年には全ての地域が減少に転じる見
通しである。八重山地域は、20年は５万3,190
人で、15年比で既に減少しているが、25年は
僅かながら増加に転じ、30年には再び減少に
転じる見通しである。70年には４万3,780人
となる見通しである。

（人口の構成比）

　県人口に占める構成比をみると、2070年で
最も大きいのは那覇市（18.4％）で、次いで沖
縄市（10.2％）、うるま市（9.2％）、浦添市
（7.7％）、宜野湾市（7.2％）となる見通しであ
り、20年と同じ順位となっている（図表５）。構

成比の増減では、最も増加するのは南風原町
で、0.8ポイント上昇する見通しである。次い
で、うるま市（0.7ポイント上昇）、豊見城市
（0.6ポイント上昇）、糸満市（0.5ポイント上
昇）、沖縄市（0.4ポイント上昇）となっている。

（年齢３区分別人口の増減）

　2020年から70年までの人口の増減率を年
齢３区分別でみると、０～14歳人口の年少人
口は全ての市町村で減少する見通しである（図
表７）。最も減少率が大きいのは渡嘉敷村
（90.6％減）で、次いで座間味村（88.3％減）、粟
国村（82.1％減）、多良間村（75.8％減）、伊江村
（70.0％減）、国頭村（63.7％減）となっている。
また、15～64歳の生産年齢人口も全ての市町
村で減少する見通しである。最も減少率が大き
いのは渡嘉敷村（78.4％減）で、次いで粟国村
（78.1％減）、伊江村（75.9％減）、座間味村

（72.8％減）、多良間村（66.5％減）、伊是名村
（59.9％減）となっている。
　一方、65歳以上の老年人口は23市町村で増
加する見通しである。最も増加率が大きいのは
中城村（64.0％増）で、次いで南風原町（56.6％
増）、宜野湾市（53.1％増）、豊見城市（49.4％
増）、沖縄市（45.0％増）となっている。また、最
も減少率が大きいのは渡名喜村（68.9％減）
で、次いで東村（56.9％減）、粟国村（53.9％
減）、伊平屋村（46.0％減）、多良間村（45.2％
減）となっており、既に高齢者の割合が高い自
治体となっている。

（人口増減率に対する年齢３区分別人口の増減

寄与度）

　人口の増減率に対する年齢３区分別人口の
増減寄与度をみると、前述のとおり０～14歳
人口および15～64歳人口は全ての市町村で
減少しているので全市町村でマイナスに寄与

している（図表８）。65歳以上人口は23市町村
でプラスに寄与している。また、渡名喜村や粟
国村、東村、大宜味村など、既に高齢者の割合が
高い自治体では今後、死亡者が増加することに
より65歳以上人口もマイナスに寄与している。

図表８　人口増減率と年齢３区分別人口の増減寄与度（2020年～2070年）

図表７　市町村別の年齢３区分別人口と増減率（2020年、2070年）
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1．県内市町村の人口動態
（1）2020年国勢調査による県内市町村の人口
増減（15年比）
　2020年の国勢調査によると、県内41市町村
のうち人口が15年より減少している市町村は
20市町村で、一部都市部の市町村を除くと、大
方が離島と北部の自治体である。
※2020年の人口が15年より減少している市町村（20市町村）
　那覇市、国頭村、東村、今帰仁村、本部町、金武町、伊江村、嘉手
納町、北谷町、渡嘉敷村、粟国村、渡名喜村、南大東村、北大東
村、伊平屋村、伊是名村、久米島町、多良間村、竹富町、与那国町

(2)2010年～2022年6月の各市町村の人口動態
（自然増減、社会増減）
（自然増減）
　2010年以降の県内市町村の人口の自然増
減をみると、高齢化に伴い大半の市町村で死亡
数が増加傾向にある中で、10年代後半には出
生数が減少しており、各市町村とも総じて自然
増減は縮小傾向にある（図表１）。特に20年以
降は新型コロナウイルスの感染拡大も影響し
ていると推察される。
　また、本島北部地域や離島においては、既に
死亡者数が出生者数を上回っている状況がみ
られ、自然増減はマイナスで推移している自治

体が多くみられる。

（社会増減）
　2010年以降の県内市町村の人口の社会増
減をみると、日本人については、うるま市や南
城市、恩納村、宜野座村、中城村、北中城村、八重
瀬町では増加基調で推移しているが、20年以
降は減少しているケースもみられ、新型コロナ
ウイルスの感染拡大が影響している可能性が
ある。また、これまで増加基調を続けてきた豊
見城市と南風原町が21年以降、減少に転じて
いるが、これも新型コロナウイルスの感染拡大
が影響している可能性がある。一方、これまで
社会増を続けてきた外国人は新型コロナウイ
ルスの感染拡大による入国規制の影響から20
年～21年にかけて減少に転じた市町村が多い
が、22年（１～６月計）には増加に転じている
自治体もみられる。なお、県都である那覇市は
外国人が増加基調を続けてきたが、日本人の減
少数が大きく、社会増減は減少が続いており、
20年～21年にかけては外国人も減少に転じ
たことから社会増減は大きく減少している。た
だし、22年（１～６月計）は外国人が増加に転
じたことから減少幅は縮小している。

2．将来推計人口の推計方法

（１）将来推計人口

　我が国における公式な将来推計人口は、５年
毎の国勢調査の公表後、国立社会保障・人口問
題研究所によって推計、公表されている。将来
推計人口とは、全国の将来の出生、死亡、国際人
口移動（都道府県別については国内の他の都道
府県への移動も含む）について仮定を設定し、
コーホート要因法により、我が国の将来の人口
規模ならびに男女・年齢構成の推移について推
計を行ったものであり、出生や死亡を高位、中
位、低位に仮定して複数の推計を行っている。
　当研究所では、コーホート要因法に基づき、
2020年の国勢調査およびその後公表されて
いる推計人口や人口動態調査、住民基本台帳人
口移動などのデータを用いて、県内市町村の将
来推計人口を推計してみた。「コーホート」と
は、同じ年（又は同じ期間）に生まれた人々の集
団のことを指し、コーホート要因法とは、各
コーホートについて「自然増減」（出生と死亡）
及び「純移動」（転出入）という二つの「人口変動

要因」それぞれについて将来値を仮定し、それ
に基づいて将来人口を推計する方法である。計
算手順は、基準年の各歳別の男女別人口に、
各 「々生残率＋移動率」を乗じて翌年の１歳上
の各歳別・男女別人口を推計する（図表２）。基
準年の翌年の０歳人口は、基準年の翌年の再生
産年齢人口である15～49歳の女性の各歳別
人口に年齢別出生率を乗じて算出し、出生性比
により男子、女子の０歳人口を計算する。これ
により求められた基準年の翌年の各歳別・男女
別人口を同じ手順で生残率、移動率を乗じて
翌々年の各歳別、男女別人口を推計する。０歳
人口も同様に、ここで推計された15～49歳の
女性の各歳別人口に年齢別出生率を乗じて算
出する。この手順を予測対象期間について繰り
返し行い、将来推計人口を推計していく。なお、
今回の推計では、2020年の国勢調査の０～４
歳出生数を15～49歳女性人口で除した子ど
も女性比を求め、将来推計の15～49歳女性人
口に同比率を乗じることにより、将来の０～４
歳人口を推計した。

　次に、推計に用いた基準人口、生残率、出生
率、移動率について説明する。
（基準人口）

　将来推計の出発点となる基準人口は、2020
年の国勢調査の各市町村の男女別・５歳階級別
人口を用いた。なお、年齢不詳人口については
各歳別人口の年齢構成比で各歳別人口に按分
した。

（生残率）

　生残率とは、ある年齢の人口が１歳年齢が上
がった時点で生き残っている率のことである。

生残率は生命表から求められるが、今回の推計
では2015年の本県の生命表より男女別・年齢
別の生残率を求めた。各市町村の15年の生残
率と将来の仮定値については、県全体の生残率
を用いた。

（出生率）

　各市町村の０歳児の出生数について将来値
を推計する必要があるが、今回の推計では
2020年の国勢調査の０～４歳出生数を15～
49歳女性人口で除した子ども女性比を求め、将
来推計の15～49歳女性人口に同比率を乗じる

ことにより、将来の０～４歳人口を推計した。

（出生性比）

　出生性比は、出生数に占める男女の比率であ
るが、同比率は概ね男子：女子＝1.05：1.00で
比較的安定した数値で推移していることから、
将来推計においても０～４歳児の人口に同比
率を用いて、男女別の人口を求めた。

（移動率）

　今回の将来推計では、2017年から21年の住
民基本台帳人口移動報告の結果を用いて各市
町村の男女別・５歳階級別人口について移動率
を求めた。各市町村の将来の移動率は原則とし
て、この移動率が将来も続くと仮定した。ただ
し、各市町村で特殊な要因や事情などにより、
この移動率が極端に大きい、または小さいとみ
られるケースでは、移動率を将来の仮定値とし
てそのまま用いると、将来人口が急増したり急
減するなど、現実的ではない将来推計人口とな
るため、その要因や個別の事情などを分析・検
証し、将来の仮定値について調整した。なお、
85歳以上の高齢の人口については人口規模が
小さいため移動率の振れが大きくなったりす
ること、また移動人数そのものは小さいとみら
れることから、移動率をゼロとした。

（２）市町村別の将来推計人口

　市町村別の将来推計人口については、男女
別、５歳階級別、５年毎の推計を行った。推計方
法は県全体の推計方法に準じている。なお、当
研究所では先に県全体の将来推計人口を推計
（2022年６月推計）したことから、各市町村の
男女別、５歳階級別の人口については、全市町
村の合計が県全体の将来推計人口の該当する
男女別、５歳階級別の人口と一致するように調
整している。

（３）地域別の将来推計人口

　北部、中部、南部、宮古、八重山地域の地域別
の将来推計人口は、市町村別の将来推計人口を
該当する地域別に集計したものである。

3．市町村別の将来推計人口

　県内41市町村のうち、2020年の人口が既に
15年より減少している市町村は20市町村で、
約半数が減少している。那覇市と金武町、嘉手
納町、北谷町を除くと、全て離島と北部の自治
体である。

※2020年の人口が15年より減少している市町村（20市町村）
　那覇市、国頭村、東村、今帰仁村、本部町、金武町、伊江村、嘉手
納町、北谷町、渡嘉敷村、粟国村、渡名喜村、南大東村、北大東
村、伊平屋村、伊是名村、久米島町、多良間村、竹富町、与那国町

（人口の増減見通し）

　以下、当研究所による2020年以降の各市町
村の将来推計人口によると、20年から25年に
かけては大宜味村や恩納村、名護市、宜野座村、
読谷村、北中城村、西原町、南城市、座間味村、宮
古島市の10市町村が減少に転じる見通しであ
る（図表３～図表６）。また、25年から30年に
かけては、うるま市、浦添市、糸満市、石垣市、与
那国町の５市町が減少に転じる見通しである。
さらに30年から35年にかけては、沖縄市、宜
野湾市、八重瀬町の３市町が減少に転じ、35年
から40年にかけては与那原町と豊見城市の２
市町が減少に転じる見通しである。50年から
55年にかけて南風原町と中城村が減少に転じ
ることにより、県内全ての市町村が減少する見
通しである。70年において人口が20年を上
回っているのは、南風原町（3.8％増）と中城村
（0.9％増）の２町村となり、この２町村以外は
全て20年を下回っている(図表５)。一方、20年
比で最も下回っているのは粟国村（69.7％減）
で７割近く減少する見通しである。次いで多良
間村（61.4％減）、座間味村（60.7％減）、伊江村
（57.7％減）、国頭村（54.8％減）となっている。

（年齢３区分別人口の構成比）

　各市町村の人口に占める年齢３区分別人口
の構成比について2020年と70年を比較する
と、０～14歳人口では、渡名喜村が20年の
8.4％が70年には11.8％に3.3ポイント（注）
上昇し、東村が12.4％から14.9％に2.5ポイン
ト上昇するが、この２村以外は全て低下する見
通しである（図表９、図表10）。なお、渡名喜村
と東村は０～14歳人口の人数は減少するが、
15～64歳人口や65歳以上人口の減少数が上
回るため、構成比が相対的に上昇している。15
～64歳人口では、竹富町が20年の50.5％から
70年には60.9％に10.4ポイント上昇し、中城
村が50.0％から52.8％に2.8ポイント上昇、伊
是名村が51.1％から52.2％に1.2ポイント上

昇（注）するが、この３町村以外は全て低下する
見通しである。
　一方、65歳以上人口では、渡嘉敷村が20年
の20.2％から70年には66.1％に45.9ポイン
ト上昇し、座間味村が20.8％から52.3％に
31.5ポイント上昇、伊江村が34.4％から
60.5％に26.1ポイント上昇するなど、38市町
村で上昇する見通しである。低下するのは３村
で、渡名喜村が41.1％から27.4％に13.7ポイ
ント低下し、東村が36.5％から32.9％に3.7ポ
イント（注）し、今帰仁村が33.8％から32.1％
に1.7ポイント低下する見通しである。

（注）有効桁数の関係で、構成比の差分は表記さ
れる差分と0.1ポイント異なる。

4．県内地域別の将来推計人口

（地域別の将来推計人口）

　北部、中部、南部、宮古、八重山の地域別の将
来推計人口は、その地域の市町村の将来推計人
口を集計したものである。地域別では、北部地
域が20年は12万8,030人で既に15年（12万
8,930人）より減少しており、その後も減少が
続き、70年に9万3,280人となる見通しである
（図表11、図表12）。また、南部地域と宮古地域
は20年から25年に減少に転じ、南部地域は20
年の70万6,970人から70年には56万550人

となり、宮古地域は５万3,900人から４万
6,220人となる見通しである。中部地域は25
年から30年に減少に転じ、20年の52万5,380
人から70年には44万4,570人となる見通しで
あり、30年には全ての地域が減少に転じる見
通しである。八重山地域は、20年は５万3,190
人で、15年比で既に減少しているが、25年は
僅かながら増加に転じ、30年には再び減少に
転じる見通しである。70年には４万3,780人
となる見通しである。

（人口の構成比）

　県人口に占める構成比をみると、2070年で
最も大きいのは那覇市（18.4％）で、次いで沖
縄市（10.2％）、うるま市（9.2％）、浦添市
（7.7％）、宜野湾市（7.2％）となる見通しであ
り、20年と同じ順位となっている（図表５）。構

成比の増減では、最も増加するのは南風原町
で、0.8ポイント上昇する見通しである。次い
で、うるま市（0.7ポイント上昇）、豊見城市
（0.6ポイント上昇）、糸満市（0.5ポイント上
昇）、沖縄市（0.4ポイント上昇）となっている。

（年齢３区分別人口の増減）

　2020年から70年までの人口の増減率を年
齢３区分別でみると、０～14歳人口の年少人
口は全ての市町村で減少する見通しである（図
表７）。最も減少率が大きいのは渡嘉敷村
（90.6％減）で、次いで座間味村（88.3％減）、粟
国村（82.1％減）、多良間村（75.8％減）、伊江村
（70.0％減）、国頭村（63.7％減）となっている。
また、15～64歳の生産年齢人口も全ての市町
村で減少する見通しである。最も減少率が大き
いのは渡嘉敷村（78.4％減）で、次いで粟国村
（78.1％減）、伊江村（75.9％減）、座間味村

（72.8％減）、多良間村（66.5％減）、伊是名村
（59.9％減）となっている。
　一方、65歳以上の老年人口は23市町村で増
加する見通しである。最も増加率が大きいのは
中城村（64.0％増）で、次いで南風原町（56.6％
増）、宜野湾市（53.1％増）、豊見城市（49.4％
増）、沖縄市（45.0％増）となっている。また、最
も減少率が大きいのは渡名喜村（68.9％減）
で、次いで東村（56.9％減）、粟国村（53.9％
減）、伊平屋村（46.0％減）、多良間村（45.2％
減）となっており、既に高齢者の割合が高い自
治体となっている。

（人口増減率に対する年齢３区分別人口の増減

寄与度）

　人口の増減率に対する年齢３区分別人口の
増減寄与度をみると、前述のとおり０～14歳
人口および15～64歳人口は全ての市町村で
減少しているので全市町村でマイナスに寄与

している（図表８）。65歳以上人口は23市町村
でプラスに寄与している。また、渡名喜村や粟
国村、東村、大宜味村など、既に高齢者の割合が
高い自治体では今後、死亡者が増加することに
より65歳以上人口もマイナスに寄与している。

図表６　市町村別の将来推計人口の増減数と構成比（2020年、2070年）

2020 2070

2020 2070
1,467,480 1,188,410  279,070  19.0 100.0 100.0 -

4,510 2,040  2,470  54.8 0.3 0.2  0.1
3,080 1,700  1,380  44.8 0.2 0.1  0.1
1,590 760  830  52.2 0.1 0.1  0.0
8,880 5,590  3,290  37.0 0.6 0.5  0.1

12,510 8,210  4,300  34.4 0.9 0.7  0.2
10,850 6,660  4,190  38.6 0.7 0.6  0.2
63,450 52,690  10,760  17.0 4.3 4.4 0.1
5,820 5,200  620  10.7 0.4 0.4 0.0

10,780 7,470  3,310  30.7 0.7 0.6  0.1
1,130 600  530  46.9 0.1 0.1  0.0
1,320 620  700  53.0 0.1 0.1  0.0
4,110 1,740  2,370  57.7 0.3 0.1  0.1

125,100 109,640  15,460  12.4 8.5 9.2 0.7
41,140 32,300  8,840  21.5 2.8 2.7  0.1

142,530 120,730  21,800  15.3 9.7 10.2 0.4
13,500 10,280  3,220  23.9 0.9 0.9  0.1
28,150 22,500  5,650  20.1 1.9 1.9  0.0
17,940 14,350  3,590  20.0 1.2 1.2  0.0
22,130 22,320 190 0.9 1.5 1.9 0.4
99,980 85,610  14,370  14.4 6.8 7.2 0.4
34,920 26,850  8,070  23.1 2.4 2.3  0.1

115,570 91,340  24,230  21.0 7.9 7.7  0.2
317,050 218,860  98,190  31.0 21.6 18.4  3.2
19,670 18,200  1,470  7.5 1.3 1.5 0.2
40,390 41,910 1,520 3.8 2.8 3.5 0.8
43,960 38,480  5,480  12.5 3.0 3.2 0.2
64,520 59,240  5,280  8.2 4.4 5.0 0.6
63,220 57,180  6,040  9.6 4.3 4.8 0.5

720 310  410  56.9 0.0 0.0  0.0
890 350  540  60.7 0.1 0.0  0.0
680 210  470  69.1 0.0 0.0  0.0
350 160  190  54.3 0.0 0.0  0.0

1,280 880  400  31.3 0.1 0.1  0.0
590 320  270  45.8 0.0 0.0  0.0

7,180 4,190  2,990  41.6 0.5 0.4  0.1
30,900 28,930  1,970  6.4 2.1 2.4 0.3
52,850 45,810  7,040  13.3 3.6 3.9 0.3
1,060 410  650  61.3 0.1 0.0  0.0

47,580 39,790  7,790  16.4 3.2 3.3 0.1
3,940 2,830  1,110  28.2 0.3 0.2  0.0
1,670 1,160  510  30.5 0.1 0.1  0.0
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1．県内市町村の人口動態
（1）2020年国勢調査による県内市町村の人口
増減（15年比）
　2020年の国勢調査によると、県内41市町村
のうち人口が15年より減少している市町村は
20市町村で、一部都市部の市町村を除くと、大
方が離島と北部の自治体である。
※2020年の人口が15年より減少している市町村（20市町村）
　那覇市、国頭村、東村、今帰仁村、本部町、金武町、伊江村、嘉手
納町、北谷町、渡嘉敷村、粟国村、渡名喜村、南大東村、北大東
村、伊平屋村、伊是名村、久米島町、多良間村、竹富町、与那国町

(2)2010年～2022年6月の各市町村の人口動態
（自然増減、社会増減）
（自然増減）
　2010年以降の県内市町村の人口の自然増
減をみると、高齢化に伴い大半の市町村で死亡
数が増加傾向にある中で、10年代後半には出
生数が減少しており、各市町村とも総じて自然
増減は縮小傾向にある（図表１）。特に20年以
降は新型コロナウイルスの感染拡大も影響し
ていると推察される。
　また、本島北部地域や離島においては、既に
死亡者数が出生者数を上回っている状況がみ
られ、自然増減はマイナスで推移している自治

体が多くみられる。

（社会増減）
　2010年以降の県内市町村の人口の社会増
減をみると、日本人については、うるま市や南
城市、恩納村、宜野座村、中城村、北中城村、八重
瀬町では増加基調で推移しているが、20年以
降は減少しているケースもみられ、新型コロナ
ウイルスの感染拡大が影響している可能性が
ある。また、これまで増加基調を続けてきた豊
見城市と南風原町が21年以降、減少に転じて
いるが、これも新型コロナウイルスの感染拡大
が影響している可能性がある。一方、これまで
社会増を続けてきた外国人は新型コロナウイ
ルスの感染拡大による入国規制の影響から20
年～21年にかけて減少に転じた市町村が多い
が、22年（１～６月計）には増加に転じている
自治体もみられる。なお、県都である那覇市は
外国人が増加基調を続けてきたが、日本人の減
少数が大きく、社会増減は減少が続いており、
20年～21年にかけては外国人も減少に転じ
たことから社会増減は大きく減少している。た
だし、22年（１～６月計）は外国人が増加に転
じたことから減少幅は縮小している。

2．将来推計人口の推計方法

（１）将来推計人口

　我が国における公式な将来推計人口は、５年
毎の国勢調査の公表後、国立社会保障・人口問
題研究所によって推計、公表されている。将来
推計人口とは、全国の将来の出生、死亡、国際人
口移動（都道府県別については国内の他の都道
府県への移動も含む）について仮定を設定し、
コーホート要因法により、我が国の将来の人口
規模ならびに男女・年齢構成の推移について推
計を行ったものであり、出生や死亡を高位、中
位、低位に仮定して複数の推計を行っている。
　当研究所では、コーホート要因法に基づき、
2020年の国勢調査およびその後公表されて
いる推計人口や人口動態調査、住民基本台帳人
口移動などのデータを用いて、県内市町村の将
来推計人口を推計してみた。「コーホート」と
は、同じ年（又は同じ期間）に生まれた人々の集
団のことを指し、コーホート要因法とは、各
コーホートについて「自然増減」（出生と死亡）
及び「純移動」（転出入）という二つの「人口変動

要因」それぞれについて将来値を仮定し、それ
に基づいて将来人口を推計する方法である。計
算手順は、基準年の各歳別の男女別人口に、
各 「々生残率＋移動率」を乗じて翌年の１歳上
の各歳別・男女別人口を推計する（図表２）。基
準年の翌年の０歳人口は、基準年の翌年の再生
産年齢人口である15～49歳の女性の各歳別
人口に年齢別出生率を乗じて算出し、出生性比
により男子、女子の０歳人口を計算する。これ
により求められた基準年の翌年の各歳別・男女
別人口を同じ手順で生残率、移動率を乗じて
翌々年の各歳別、男女別人口を推計する。０歳
人口も同様に、ここで推計された15～49歳の
女性の各歳別人口に年齢別出生率を乗じて算
出する。この手順を予測対象期間について繰り
返し行い、将来推計人口を推計していく。なお、
今回の推計では、2020年の国勢調査の０～４
歳出生数を15～49歳女性人口で除した子ど
も女性比を求め、将来推計の15～49歳女性人
口に同比率を乗じることにより、将来の０～４
歳人口を推計した。

　次に、推計に用いた基準人口、生残率、出生
率、移動率について説明する。
（基準人口）

　将来推計の出発点となる基準人口は、2020
年の国勢調査の各市町村の男女別・５歳階級別
人口を用いた。なお、年齢不詳人口については
各歳別人口の年齢構成比で各歳別人口に按分
した。

（生残率）

　生残率とは、ある年齢の人口が１歳年齢が上
がった時点で生き残っている率のことである。

生残率は生命表から求められるが、今回の推計
では2015年の本県の生命表より男女別・年齢
別の生残率を求めた。各市町村の15年の生残
率と将来の仮定値については、県全体の生残率
を用いた。

（出生率）

　各市町村の０歳児の出生数について将来値
を推計する必要があるが、今回の推計では
2020年の国勢調査の０～４歳出生数を15～
49歳女性人口で除した子ども女性比を求め、将
来推計の15～49歳女性人口に同比率を乗じる

ことにより、将来の０～４歳人口を推計した。

（出生性比）

　出生性比は、出生数に占める男女の比率であ
るが、同比率は概ね男子：女子＝1.05：1.00で
比較的安定した数値で推移していることから、
将来推計においても０～４歳児の人口に同比
率を用いて、男女別の人口を求めた。

（移動率）

　今回の将来推計では、2017年から21年の住
民基本台帳人口移動報告の結果を用いて各市
町村の男女別・５歳階級別人口について移動率
を求めた。各市町村の将来の移動率は原則とし
て、この移動率が将来も続くと仮定した。ただ
し、各市町村で特殊な要因や事情などにより、
この移動率が極端に大きい、または小さいとみ
られるケースでは、移動率を将来の仮定値とし
てそのまま用いると、将来人口が急増したり急
減するなど、現実的ではない将来推計人口とな
るため、その要因や個別の事情などを分析・検
証し、将来の仮定値について調整した。なお、
85歳以上の高齢の人口については人口規模が
小さいため移動率の振れが大きくなったりす
ること、また移動人数そのものは小さいとみら
れることから、移動率をゼロとした。

（２）市町村別の将来推計人口

　市町村別の将来推計人口については、男女
別、５歳階級別、５年毎の推計を行った。推計方
法は県全体の推計方法に準じている。なお、当
研究所では先に県全体の将来推計人口を推計
（2022年６月推計）したことから、各市町村の
男女別、５歳階級別の人口については、全市町
村の合計が県全体の将来推計人口の該当する
男女別、５歳階級別の人口と一致するように調
整している。

（３）地域別の将来推計人口

　北部、中部、南部、宮古、八重山地域の地域別
の将来推計人口は、市町村別の将来推計人口を
該当する地域別に集計したものである。

3．市町村別の将来推計人口

　県内41市町村のうち、2020年の人口が既に
15年より減少している市町村は20市町村で、
約半数が減少している。那覇市と金武町、嘉手
納町、北谷町を除くと、全て離島と北部の自治
体である。

※2020年の人口が15年より減少している市町村（20市町村）
　那覇市、国頭村、東村、今帰仁村、本部町、金武町、伊江村、嘉手
納町、北谷町、渡嘉敷村、粟国村、渡名喜村、南大東村、北大東
村、伊平屋村、伊是名村、久米島町、多良間村、竹富町、与那国町

（人口の増減見通し）

　以下、当研究所による2020年以降の各市町
村の将来推計人口によると、20年から25年に
かけては大宜味村や恩納村、名護市、宜野座村、
読谷村、北中城村、西原町、南城市、座間味村、宮
古島市の10市町村が減少に転じる見通しであ
る（図表３～図表６）。また、25年から30年に
かけては、うるま市、浦添市、糸満市、石垣市、与
那国町の５市町が減少に転じる見通しである。
さらに30年から35年にかけては、沖縄市、宜
野湾市、八重瀬町の３市町が減少に転じ、35年
から40年にかけては与那原町と豊見城市の２
市町が減少に転じる見通しである。50年から
55年にかけて南風原町と中城村が減少に転じ
ることにより、県内全ての市町村が減少する見
通しである。70年において人口が20年を上
回っているのは、南風原町（3.8％増）と中城村
（0.9％増）の２町村となり、この２町村以外は
全て20年を下回っている(図表５)。一方、20年
比で最も下回っているのは粟国村（69.7％減）
で７割近く減少する見通しである。次いで多良
間村（61.4％減）、座間味村（60.7％減）、伊江村
（57.7％減）、国頭村（54.8％減）となっている。

（年齢３区分別人口の構成比）

　各市町村の人口に占める年齢３区分別人口
の構成比について2020年と70年を比較する
と、０～14歳人口では、渡名喜村が20年の
8.4％が70年には11.8％に3.3ポイント（注）
上昇し、東村が12.4％から14.9％に2.5ポイン
ト上昇するが、この２村以外は全て低下する見
通しである（図表９、図表10）。なお、渡名喜村
と東村は０～14歳人口の人数は減少するが、
15～64歳人口や65歳以上人口の減少数が上
回るため、構成比が相対的に上昇している。15
～64歳人口では、竹富町が20年の50.5％から
70年には60.9％に10.4ポイント上昇し、中城
村が50.0％から52.8％に2.8ポイント上昇、伊
是名村が51.1％から52.2％に1.2ポイント上

昇（注）するが、この３町村以外は全て低下する
見通しである。
　一方、65歳以上人口では、渡嘉敷村が20年
の20.2％から70年には66.1％に45.9ポイン
ト上昇し、座間味村が20.8％から52.3％に
31.5ポイント上昇、伊江村が34.4％から
60.5％に26.1ポイント上昇するなど、38市町
村で上昇する見通しである。低下するのは３村
で、渡名喜村が41.1％から27.4％に13.7ポイ
ント低下し、東村が36.5％から32.9％に3.7ポ
イント（注）し、今帰仁村が33.8％から32.1％
に1.7ポイント低下する見通しである。

（注）有効桁数の関係で、構成比の差分は表記さ
れる差分と0.1ポイント異なる。

4．県内地域別の将来推計人口

（地域別の将来推計人口）

　北部、中部、南部、宮古、八重山の地域別の将
来推計人口は、その地域の市町村の将来推計人
口を集計したものである。地域別では、北部地
域が20年は12万8,030人で既に15年（12万
8,930人）より減少しており、その後も減少が
続き、70年に9万3,280人となる見通しである
（図表11、図表12）。また、南部地域と宮古地域
は20年から25年に減少に転じ、南部地域は20
年の70万6,970人から70年には56万550人

となり、宮古地域は５万3,900人から４万
6,220人となる見通しである。中部地域は25
年から30年に減少に転じ、20年の52万5,380
人から70年には44万4,570人となる見通しで
あり、30年には全ての地域が減少に転じる見
通しである。八重山地域は、20年は５万3,190
人で、15年比で既に減少しているが、25年は
僅かながら増加に転じ、30年には再び減少に
転じる見通しである。70年には４万3,780人
となる見通しである。

（人口の構成比）

　県人口に占める構成比をみると、2070年で
最も大きいのは那覇市（18.4％）で、次いで沖
縄市（10.2％）、うるま市（9.2％）、浦添市
（7.7％）、宜野湾市（7.2％）となる見通しであ
り、20年と同じ順位となっている（図表５）。構

成比の増減では、最も増加するのは南風原町
で、0.8ポイント上昇する見通しである。次い
で、うるま市（0.7ポイント上昇）、豊見城市
（0.6ポイント上昇）、糸満市（0.5ポイント上
昇）、沖縄市（0.4ポイント上昇）となっている。

（年齢３区分別人口の増減）

　2020年から70年までの人口の増減率を年
齢３区分別でみると、０～14歳人口の年少人
口は全ての市町村で減少する見通しである（図
表７）。最も減少率が大きいのは渡嘉敷村
（90.6％減）で、次いで座間味村（88.3％減）、粟
国村（82.1％減）、多良間村（75.8％減）、伊江村
（70.0％減）、国頭村（63.7％減）となっている。
また、15～64歳の生産年齢人口も全ての市町
村で減少する見通しである。最も減少率が大き
いのは渡嘉敷村（78.4％減）で、次いで粟国村
（78.1％減）、伊江村（75.9％減）、座間味村

（72.8％減）、多良間村（66.5％減）、伊是名村
（59.9％減）となっている。
　一方、65歳以上の老年人口は23市町村で増
加する見通しである。最も増加率が大きいのは
中城村（64.0％増）で、次いで南風原町（56.6％
増）、宜野湾市（53.1％増）、豊見城市（49.4％
増）、沖縄市（45.0％増）となっている。また、最
も減少率が大きいのは渡名喜村（68.9％減）
で、次いで東村（56.9％減）、粟国村（53.9％
減）、伊平屋村（46.0％減）、多良間村（45.2％
減）となっており、既に高齢者の割合が高い自
治体となっている。

（人口増減率に対する年齢３区分別人口の増減

寄与度）

　人口の増減率に対する年齢３区分別人口の
増減寄与度をみると、前述のとおり０～14歳
人口および15～64歳人口は全ての市町村で
減少しているので全市町村でマイナスに寄与

している（図表８）。65歳以上人口は23市町村
でプラスに寄与している。また、渡名喜村や粟
国村、東村、大宜味村など、既に高齢者の割合が
高い自治体では今後、死亡者が増加することに
より65歳以上人口もマイナスに寄与している。

図表８　人口増減率と年齢３区分別人口の増減寄与度（2020年～2070年）

図表７　市町村別の年齢３区分別人口と増減率（2020年、2070年）
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1．県内市町村の人口動態
（1）2020年国勢調査による県内市町村の人口
増減（15年比）
　2020年の国勢調査によると、県内41市町村
のうち人口が15年より減少している市町村は
20市町村で、一部都市部の市町村を除くと、大
方が離島と北部の自治体である。
※2020年の人口が15年より減少している市町村（20市町村）
　那覇市、国頭村、東村、今帰仁村、本部町、金武町、伊江村、嘉手
納町、北谷町、渡嘉敷村、粟国村、渡名喜村、南大東村、北大東
村、伊平屋村、伊是名村、久米島町、多良間村、竹富町、与那国町

(2)2010年～2022年6月の各市町村の人口動態
（自然増減、社会増減）
（自然増減）
　2010年以降の県内市町村の人口の自然増
減をみると、高齢化に伴い大半の市町村で死亡
数が増加傾向にある中で、10年代後半には出
生数が減少しており、各市町村とも総じて自然
増減は縮小傾向にある（図表１）。特に20年以
降は新型コロナウイルスの感染拡大も影響し
ていると推察される。
　また、本島北部地域や離島においては、既に
死亡者数が出生者数を上回っている状況がみ
られ、自然増減はマイナスで推移している自治

体が多くみられる。

（社会増減）
　2010年以降の県内市町村の人口の社会増
減をみると、日本人については、うるま市や南
城市、恩納村、宜野座村、中城村、北中城村、八重
瀬町では増加基調で推移しているが、20年以
降は減少しているケースもみられ、新型コロナ
ウイルスの感染拡大が影響している可能性が
ある。また、これまで増加基調を続けてきた豊
見城市と南風原町が21年以降、減少に転じて
いるが、これも新型コロナウイルスの感染拡大
が影響している可能性がある。一方、これまで
社会増を続けてきた外国人は新型コロナウイ
ルスの感染拡大による入国規制の影響から20
年～21年にかけて減少に転じた市町村が多い
が、22年（１～６月計）には増加に転じている
自治体もみられる。なお、県都である那覇市は
外国人が増加基調を続けてきたが、日本人の減
少数が大きく、社会増減は減少が続いており、
20年～21年にかけては外国人も減少に転じ
たことから社会増減は大きく減少している。た
だし、22年（１～６月計）は外国人が増加に転
じたことから減少幅は縮小している。

2．将来推計人口の推計方法

（１）将来推計人口

　我が国における公式な将来推計人口は、５年
毎の国勢調査の公表後、国立社会保障・人口問
題研究所によって推計、公表されている。将来
推計人口とは、全国の将来の出生、死亡、国際人
口移動（都道府県別については国内の他の都道
府県への移動も含む）について仮定を設定し、
コーホート要因法により、我が国の将来の人口
規模ならびに男女・年齢構成の推移について推
計を行ったものであり、出生や死亡を高位、中
位、低位に仮定して複数の推計を行っている。
　当研究所では、コーホート要因法に基づき、
2020年の国勢調査およびその後公表されて
いる推計人口や人口動態調査、住民基本台帳人
口移動などのデータを用いて、県内市町村の将
来推計人口を推計してみた。「コーホート」と
は、同じ年（又は同じ期間）に生まれた人々の集
団のことを指し、コーホート要因法とは、各
コーホートについて「自然増減」（出生と死亡）
及び「純移動」（転出入）という二つの「人口変動

要因」それぞれについて将来値を仮定し、それ
に基づいて将来人口を推計する方法である。計
算手順は、基準年の各歳別の男女別人口に、
各 「々生残率＋移動率」を乗じて翌年の１歳上
の各歳別・男女別人口を推計する（図表２）。基
準年の翌年の０歳人口は、基準年の翌年の再生
産年齢人口である15～49歳の女性の各歳別
人口に年齢別出生率を乗じて算出し、出生性比
により男子、女子の０歳人口を計算する。これ
により求められた基準年の翌年の各歳別・男女
別人口を同じ手順で生残率、移動率を乗じて
翌々年の各歳別、男女別人口を推計する。０歳
人口も同様に、ここで推計された15～49歳の
女性の各歳別人口に年齢別出生率を乗じて算
出する。この手順を予測対象期間について繰り
返し行い、将来推計人口を推計していく。なお、
今回の推計では、2020年の国勢調査の０～４
歳出生数を15～49歳女性人口で除した子ど
も女性比を求め、将来推計の15～49歳女性人
口に同比率を乗じることにより、将来の０～４
歳人口を推計した。

　次に、推計に用いた基準人口、生残率、出生
率、移動率について説明する。
（基準人口）

　将来推計の出発点となる基準人口は、2020
年の国勢調査の各市町村の男女別・５歳階級別
人口を用いた。なお、年齢不詳人口については
各歳別人口の年齢構成比で各歳別人口に按分
した。

（生残率）

　生残率とは、ある年齢の人口が１歳年齢が上
がった時点で生き残っている率のことである。

生残率は生命表から求められるが、今回の推計
では2015年の本県の生命表より男女別・年齢
別の生残率を求めた。各市町村の15年の生残
率と将来の仮定値については、県全体の生残率
を用いた。

（出生率）

　各市町村の０歳児の出生数について将来値
を推計する必要があるが、今回の推計では
2020年の国勢調査の０～４歳出生数を15～
49歳女性人口で除した子ども女性比を求め、将
来推計の15～49歳女性人口に同比率を乗じる

ことにより、将来の０～４歳人口を推計した。

（出生性比）

　出生性比は、出生数に占める男女の比率であ
るが、同比率は概ね男子：女子＝1.05：1.00で
比較的安定した数値で推移していることから、
将来推計においても０～４歳児の人口に同比
率を用いて、男女別の人口を求めた。

（移動率）

　今回の将来推計では、2017年から21年の住
民基本台帳人口移動報告の結果を用いて各市
町村の男女別・５歳階級別人口について移動率
を求めた。各市町村の将来の移動率は原則とし
て、この移動率が将来も続くと仮定した。ただ
し、各市町村で特殊な要因や事情などにより、
この移動率が極端に大きい、または小さいとみ
られるケースでは、移動率を将来の仮定値とし
てそのまま用いると、将来人口が急増したり急
減するなど、現実的ではない将来推計人口とな
るため、その要因や個別の事情などを分析・検
証し、将来の仮定値について調整した。なお、
85歳以上の高齢の人口については人口規模が
小さいため移動率の振れが大きくなったりす
ること、また移動人数そのものは小さいとみら
れることから、移動率をゼロとした。

（２）市町村別の将来推計人口

　市町村別の将来推計人口については、男女
別、５歳階級別、５年毎の推計を行った。推計方
法は県全体の推計方法に準じている。なお、当
研究所では先に県全体の将来推計人口を推計
（2022年６月推計）したことから、各市町村の
男女別、５歳階級別の人口については、全市町
村の合計が県全体の将来推計人口の該当する
男女別、５歳階級別の人口と一致するように調
整している。

（３）地域別の将来推計人口

　北部、中部、南部、宮古、八重山地域の地域別
の将来推計人口は、市町村別の将来推計人口を
該当する地域別に集計したものである。

3．市町村別の将来推計人口

　県内41市町村のうち、2020年の人口が既に
15年より減少している市町村は20市町村で、
約半数が減少している。那覇市と金武町、嘉手
納町、北谷町を除くと、全て離島と北部の自治
体である。

※2020年の人口が15年より減少している市町村（20市町村）
　那覇市、国頭村、東村、今帰仁村、本部町、金武町、伊江村、嘉手
納町、北谷町、渡嘉敷村、粟国村、渡名喜村、南大東村、北大東
村、伊平屋村、伊是名村、久米島町、多良間村、竹富町、与那国町

（人口の増減見通し）

　以下、当研究所による2020年以降の各市町
村の将来推計人口によると、20年から25年に
かけては大宜味村や恩納村、名護市、宜野座村、
読谷村、北中城村、西原町、南城市、座間味村、宮
古島市の10市町村が減少に転じる見通しであ
る（図表３～図表６）。また、25年から30年に
かけては、うるま市、浦添市、糸満市、石垣市、与
那国町の５市町が減少に転じる見通しである。
さらに30年から35年にかけては、沖縄市、宜
野湾市、八重瀬町の３市町が減少に転じ、35年
から40年にかけては与那原町と豊見城市の２
市町が減少に転じる見通しである。50年から
55年にかけて南風原町と中城村が減少に転じ
ることにより、県内全ての市町村が減少する見
通しである。70年において人口が20年を上
回っているのは、南風原町（3.8％増）と中城村
（0.9％増）の２町村となり、この２町村以外は
全て20年を下回っている(図表５)。一方、20年
比で最も下回っているのは粟国村（69.7％減）
で７割近く減少する見通しである。次いで多良
間村（61.4％減）、座間味村（60.7％減）、伊江村
（57.7％減）、国頭村（54.8％減）となっている。

（年齢３区分別人口の構成比）

　各市町村の人口に占める年齢３区分別人口
の構成比について2020年と70年を比較する
と、０～14歳人口では、渡名喜村が20年の
8.4％が70年には11.8％に3.3ポイント（注）
上昇し、東村が12.4％から14.9％に2.5ポイン
ト上昇するが、この２村以外は全て低下する見
通しである（図表９、図表10）。なお、渡名喜村
と東村は０～14歳人口の人数は減少するが、
15～64歳人口や65歳以上人口の減少数が上
回るため、構成比が相対的に上昇している。15
～64歳人口では、竹富町が20年の50.5％から
70年には60.9％に10.4ポイント上昇し、中城
村が50.0％から52.8％に2.8ポイント上昇、伊
是名村が51.1％から52.2％に1.2ポイント上

昇（注）するが、この３町村以外は全て低下する
見通しである。
　一方、65歳以上人口では、渡嘉敷村が20年
の20.2％から70年には66.1％に45.9ポイン
ト上昇し、座間味村が20.8％から52.3％に
31.5ポイント上昇、伊江村が34.4％から
60.5％に26.1ポイント上昇するなど、38市町
村で上昇する見通しである。低下するのは３村
で、渡名喜村が41.1％から27.4％に13.7ポイ
ント低下し、東村が36.5％から32.9％に3.7ポ
イント（注）し、今帰仁村が33.8％から32.1％
に1.7ポイント低下する見通しである。

（注）有効桁数の関係で、構成比の差分は表記さ
れる差分と0.1ポイント異なる。

4．県内地域別の将来推計人口

（地域別の将来推計人口）

　北部、中部、南部、宮古、八重山の地域別の将
来推計人口は、その地域の市町村の将来推計人
口を集計したものである。地域別では、北部地
域が20年は12万8,030人で既に15年（12万
8,930人）より減少しており、その後も減少が
続き、70年に9万3,280人となる見通しである
（図表11、図表12）。また、南部地域と宮古地域
は20年から25年に減少に転じ、南部地域は20
年の70万6,970人から70年には56万550人

となり、宮古地域は５万3,900人から４万
6,220人となる見通しである。中部地域は25
年から30年に減少に転じ、20年の52万5,380
人から70年には44万4,570人となる見通しで
あり、30年には全ての地域が減少に転じる見
通しである。八重山地域は、20年は５万3,190
人で、15年比で既に減少しているが、25年は
僅かながら増加に転じ、30年には再び減少に
転じる見通しである。70年には４万3,780人
となる見通しである。

（人口の構成比）

　県人口に占める構成比をみると、2070年で
最も大きいのは那覇市（18.4％）で、次いで沖
縄市（10.2％）、うるま市（9.2％）、浦添市
（7.7％）、宜野湾市（7.2％）となる見通しであ
り、20年と同じ順位となっている（図表５）。構

成比の増減では、最も増加するのは南風原町
で、0.8ポイント上昇する見通しである。次い
で、うるま市（0.7ポイント上昇）、豊見城市
（0.6ポイント上昇）、糸満市（0.5ポイント上
昇）、沖縄市（0.4ポイント上昇）となっている。

（年齢３区分別人口の増減）

　2020年から70年までの人口の増減率を年
齢３区分別でみると、０～14歳人口の年少人
口は全ての市町村で減少する見通しである（図
表７）。最も減少率が大きいのは渡嘉敷村
（90.6％減）で、次いで座間味村（88.3％減）、粟
国村（82.1％減）、多良間村（75.8％減）、伊江村
（70.0％減）、国頭村（63.7％減）となっている。
また、15～64歳の生産年齢人口も全ての市町
村で減少する見通しである。最も減少率が大き
いのは渡嘉敷村（78.4％減）で、次いで粟国村
（78.1％減）、伊江村（75.9％減）、座間味村

（72.8％減）、多良間村（66.5％減）、伊是名村
（59.9％減）となっている。
　一方、65歳以上の老年人口は23市町村で増
加する見通しである。最も増加率が大きいのは
中城村（64.0％増）で、次いで南風原町（56.6％
増）、宜野湾市（53.1％増）、豊見城市（49.4％
増）、沖縄市（45.0％増）となっている。また、最
も減少率が大きいのは渡名喜村（68.9％減）
で、次いで東村（56.9％減）、粟国村（53.9％
減）、伊平屋村（46.0％減）、多良間村（45.2％
減）となっており、既に高齢者の割合が高い自
治体となっている。

（人口増減率に対する年齢３区分別人口の増減

寄与度）

　人口の増減率に対する年齢３区分別人口の
増減寄与度をみると、前述のとおり０～14歳
人口および15～64歳人口は全ての市町村で
減少しているので全市町村でマイナスに寄与

している（図表８）。65歳以上人口は23市町村
でプラスに寄与している。また、渡名喜村や粟
国村、東村、大宜味村など、既に高齢者の割合が
高い自治体では今後、死亡者が増加することに
より65歳以上人口もマイナスに寄与している。

図表10　年齢３区分別人口の構成比（2020年、2070年）
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1．県内市町村の人口動態
（1）2020年国勢調査による県内市町村の人口
増減（15年比）
　2020年の国勢調査によると、県内41市町村
のうち人口が15年より減少している市町村は
20市町村で、一部都市部の市町村を除くと、大
方が離島と北部の自治体である。
※2020年の人口が15年より減少している市町村（20市町村）
　那覇市、国頭村、東村、今帰仁村、本部町、金武町、伊江村、嘉手
納町、北谷町、渡嘉敷村、粟国村、渡名喜村、南大東村、北大東
村、伊平屋村、伊是名村、久米島町、多良間村、竹富町、与那国町

(2)2010年～2022年6月の各市町村の人口動態
（自然増減、社会増減）
（自然増減）
　2010年以降の県内市町村の人口の自然増
減をみると、高齢化に伴い大半の市町村で死亡
数が増加傾向にある中で、10年代後半には出
生数が減少しており、各市町村とも総じて自然
増減は縮小傾向にある（図表１）。特に20年以
降は新型コロナウイルスの感染拡大も影響し
ていると推察される。
　また、本島北部地域や離島においては、既に
死亡者数が出生者数を上回っている状況がみ
られ、自然増減はマイナスで推移している自治

体が多くみられる。

（社会増減）
　2010年以降の県内市町村の人口の社会増
減をみると、日本人については、うるま市や南
城市、恩納村、宜野座村、中城村、北中城村、八重
瀬町では増加基調で推移しているが、20年以
降は減少しているケースもみられ、新型コロナ
ウイルスの感染拡大が影響している可能性が
ある。また、これまで増加基調を続けてきた豊
見城市と南風原町が21年以降、減少に転じて
いるが、これも新型コロナウイルスの感染拡大
が影響している可能性がある。一方、これまで
社会増を続けてきた外国人は新型コロナウイ
ルスの感染拡大による入国規制の影響から20
年～21年にかけて減少に転じた市町村が多い
が、22年（１～６月計）には増加に転じている
自治体もみられる。なお、県都である那覇市は
外国人が増加基調を続けてきたが、日本人の減
少数が大きく、社会増減は減少が続いており、
20年～21年にかけては外国人も減少に転じ
たことから社会増減は大きく減少している。た
だし、22年（１～６月計）は外国人が増加に転
じたことから減少幅は縮小している。

2．将来推計人口の推計方法

（１）将来推計人口

　我が国における公式な将来推計人口は、５年
毎の国勢調査の公表後、国立社会保障・人口問
題研究所によって推計、公表されている。将来
推計人口とは、全国の将来の出生、死亡、国際人
口移動（都道府県別については国内の他の都道
府県への移動も含む）について仮定を設定し、
コーホート要因法により、我が国の将来の人口
規模ならびに男女・年齢構成の推移について推
計を行ったものであり、出生や死亡を高位、中
位、低位に仮定して複数の推計を行っている。
　当研究所では、コーホート要因法に基づき、
2020年の国勢調査およびその後公表されて
いる推計人口や人口動態調査、住民基本台帳人
口移動などのデータを用いて、県内市町村の将
来推計人口を推計してみた。「コーホート」と
は、同じ年（又は同じ期間）に生まれた人々の集
団のことを指し、コーホート要因法とは、各
コーホートについて「自然増減」（出生と死亡）
及び「純移動」（転出入）という二つの「人口変動

要因」それぞれについて将来値を仮定し、それ
に基づいて将来人口を推計する方法である。計
算手順は、基準年の各歳別の男女別人口に、
各 「々生残率＋移動率」を乗じて翌年の１歳上
の各歳別・男女別人口を推計する（図表２）。基
準年の翌年の０歳人口は、基準年の翌年の再生
産年齢人口である15～49歳の女性の各歳別
人口に年齢別出生率を乗じて算出し、出生性比
により男子、女子の０歳人口を計算する。これ
により求められた基準年の翌年の各歳別・男女
別人口を同じ手順で生残率、移動率を乗じて
翌々年の各歳別、男女別人口を推計する。０歳
人口も同様に、ここで推計された15～49歳の
女性の各歳別人口に年齢別出生率を乗じて算
出する。この手順を予測対象期間について繰り
返し行い、将来推計人口を推計していく。なお、
今回の推計では、2020年の国勢調査の０～４
歳出生数を15～49歳女性人口で除した子ど
も女性比を求め、将来推計の15～49歳女性人
口に同比率を乗じることにより、将来の０～４
歳人口を推計した。

　次に、推計に用いた基準人口、生残率、出生
率、移動率について説明する。
（基準人口）

　将来推計の出発点となる基準人口は、2020
年の国勢調査の各市町村の男女別・５歳階級別
人口を用いた。なお、年齢不詳人口については
各歳別人口の年齢構成比で各歳別人口に按分
した。

（生残率）

　生残率とは、ある年齢の人口が１歳年齢が上
がった時点で生き残っている率のことである。

生残率は生命表から求められるが、今回の推計
では2015年の本県の生命表より男女別・年齢
別の生残率を求めた。各市町村の15年の生残
率と将来の仮定値については、県全体の生残率
を用いた。

（出生率）

　各市町村の０歳児の出生数について将来値
を推計する必要があるが、今回の推計では
2020年の国勢調査の０～４歳出生数を15～
49歳女性人口で除した子ども女性比を求め、将
来推計の15～49歳女性人口に同比率を乗じる

ことにより、将来の０～４歳人口を推計した。

（出生性比）

　出生性比は、出生数に占める男女の比率であ
るが、同比率は概ね男子：女子＝1.05：1.00で
比較的安定した数値で推移していることから、
将来推計においても０～４歳児の人口に同比
率を用いて、男女別の人口を求めた。

（移動率）

　今回の将来推計では、2017年から21年の住
民基本台帳人口移動報告の結果を用いて各市
町村の男女別・５歳階級別人口について移動率
を求めた。各市町村の将来の移動率は原則とし
て、この移動率が将来も続くと仮定した。ただ
し、各市町村で特殊な要因や事情などにより、
この移動率が極端に大きい、または小さいとみ
られるケースでは、移動率を将来の仮定値とし
てそのまま用いると、将来人口が急増したり急
減するなど、現実的ではない将来推計人口とな
るため、その要因や個別の事情などを分析・検
証し、将来の仮定値について調整した。なお、
85歳以上の高齢の人口については人口規模が
小さいため移動率の振れが大きくなったりす
ること、また移動人数そのものは小さいとみら
れることから、移動率をゼロとした。

（２）市町村別の将来推計人口

　市町村別の将来推計人口については、男女
別、５歳階級別、５年毎の推計を行った。推計方
法は県全体の推計方法に準じている。なお、当
研究所では先に県全体の将来推計人口を推計
（2022年６月推計）したことから、各市町村の
男女別、５歳階級別の人口については、全市町
村の合計が県全体の将来推計人口の該当する
男女別、５歳階級別の人口と一致するように調
整している。

（３）地域別の将来推計人口

　北部、中部、南部、宮古、八重山地域の地域別
の将来推計人口は、市町村別の将来推計人口を
該当する地域別に集計したものである。

3．市町村別の将来推計人口

　県内41市町村のうち、2020年の人口が既に
15年より減少している市町村は20市町村で、
約半数が減少している。那覇市と金武町、嘉手
納町、北谷町を除くと、全て離島と北部の自治
体である。

※2020年の人口が15年より減少している市町村（20市町村）
　那覇市、国頭村、東村、今帰仁村、本部町、金武町、伊江村、嘉手
納町、北谷町、渡嘉敷村、粟国村、渡名喜村、南大東村、北大東
村、伊平屋村、伊是名村、久米島町、多良間村、竹富町、与那国町

（人口の増減見通し）

　以下、当研究所による2020年以降の各市町
村の将来推計人口によると、20年から25年に
かけては大宜味村や恩納村、名護市、宜野座村、
読谷村、北中城村、西原町、南城市、座間味村、宮
古島市の10市町村が減少に転じる見通しであ
る（図表３～図表６）。また、25年から30年に
かけては、うるま市、浦添市、糸満市、石垣市、与
那国町の５市町が減少に転じる見通しである。
さらに30年から35年にかけては、沖縄市、宜
野湾市、八重瀬町の３市町が減少に転じ、35年
から40年にかけては与那原町と豊見城市の２
市町が減少に転じる見通しである。50年から
55年にかけて南風原町と中城村が減少に転じ
ることにより、県内全ての市町村が減少する見
通しである。70年において人口が20年を上
回っているのは、南風原町（3.8％増）と中城村
（0.9％増）の２町村となり、この２町村以外は
全て20年を下回っている(図表５)。一方、20年
比で最も下回っているのは粟国村（69.7％減）
で７割近く減少する見通しである。次いで多良
間村（61.4％減）、座間味村（60.7％減）、伊江村
（57.7％減）、国頭村（54.8％減）となっている。

（年齢３区分別人口の構成比）

　各市町村の人口に占める年齢３区分別人口
の構成比について2020年と70年を比較する
と、０～14歳人口では、渡名喜村が20年の
8.4％が70年には11.8％に3.3ポイント（注）
上昇し、東村が12.4％から14.9％に2.5ポイン
ト上昇するが、この２村以外は全て低下する見
通しである（図表９、図表10）。なお、渡名喜村
と東村は０～14歳人口の人数は減少するが、
15～64歳人口や65歳以上人口の減少数が上
回るため、構成比が相対的に上昇している。15
～64歳人口では、竹富町が20年の50.5％から
70年には60.9％に10.4ポイント上昇し、中城
村が50.0％から52.8％に2.8ポイント上昇、伊
是名村が51.1％から52.2％に1.2ポイント上

昇（注）するが、この３町村以外は全て低下する
見通しである。
　一方、65歳以上人口では、渡嘉敷村が20年
の20.2％から70年には66.1％に45.9ポイン
ト上昇し、座間味村が20.8％から52.3％に
31.5ポイント上昇、伊江村が34.4％から
60.5％に26.1ポイント上昇するなど、38市町
村で上昇する見通しである。低下するのは３村
で、渡名喜村が41.1％から27.4％に13.7ポイ
ント低下し、東村が36.5％から32.9％に3.7ポ
イント（注）し、今帰仁村が33.8％から32.1％
に1.7ポイント低下する見通しである。

（注）有効桁数の関係で、構成比の差分は表記さ
れる差分と0.1ポイント異なる。

4．県内地域別の将来推計人口

（地域別の将来推計人口）

　北部、中部、南部、宮古、八重山の地域別の将
来推計人口は、その地域の市町村の将来推計人
口を集計したものである。地域別では、北部地
域が20年は12万8,030人で既に15年（12万
8,930人）より減少しており、その後も減少が
続き、70年に9万3,280人となる見通しである
（図表11、図表12）。また、南部地域と宮古地域
は20年から25年に減少に転じ、南部地域は20
年の70万6,970人から70年には56万550人

となり、宮古地域は５万3,900人から４万
6,220人となる見通しである。中部地域は25
年から30年に減少に転じ、20年の52万5,380
人から70年には44万4,570人となる見通しで
あり、30年には全ての地域が減少に転じる見
通しである。八重山地域は、20年は５万3,190
人で、15年比で既に減少しているが、25年は
僅かながら増加に転じ、30年には再び減少に
転じる見通しである。70年には４万3,780人
となる見通しである。

（人口の構成比）

　県人口に占める構成比をみると、2070年で
最も大きいのは那覇市（18.4％）で、次いで沖
縄市（10.2％）、うるま市（9.2％）、浦添市
（7.7％）、宜野湾市（7.2％）となる見通しであ
り、20年と同じ順位となっている（図表５）。構

成比の増減では、最も増加するのは南風原町
で、0.8ポイント上昇する見通しである。次い
で、うるま市（0.7ポイント上昇）、豊見城市
（0.6ポイント上昇）、糸満市（0.5ポイント上
昇）、沖縄市（0.4ポイント上昇）となっている。

（年齢３区分別人口の増減）

　2020年から70年までの人口の増減率を年
齢３区分別でみると、０～14歳人口の年少人
口は全ての市町村で減少する見通しである（図
表７）。最も減少率が大きいのは渡嘉敷村
（90.6％減）で、次いで座間味村（88.3％減）、粟
国村（82.1％減）、多良間村（75.8％減）、伊江村
（70.0％減）、国頭村（63.7％減）となっている。
また、15～64歳の生産年齢人口も全ての市町
村で減少する見通しである。最も減少率が大き
いのは渡嘉敷村（78.4％減）で、次いで粟国村
（78.1％減）、伊江村（75.9％減）、座間味村

（72.8％減）、多良間村（66.5％減）、伊是名村
（59.9％減）となっている。
　一方、65歳以上の老年人口は23市町村で増
加する見通しである。最も増加率が大きいのは
中城村（64.0％増）で、次いで南風原町（56.6％
増）、宜野湾市（53.1％増）、豊見城市（49.4％
増）、沖縄市（45.0％増）となっている。また、最
も減少率が大きいのは渡名喜村（68.9％減）
で、次いで東村（56.9％減）、粟国村（53.9％
減）、伊平屋村（46.0％減）、多良間村（45.2％
減）となっており、既に高齢者の割合が高い自
治体となっている。

（人口増減率に対する年齢３区分別人口の増減

寄与度）

　人口の増減率に対する年齢３区分別人口の
増減寄与度をみると、前述のとおり０～14歳
人口および15～64歳人口は全ての市町村で
減少しているので全市町村でマイナスに寄与

している（図表８）。65歳以上人口は23市町村
でプラスに寄与している。また、渡名喜村や粟
国村、東村、大宜味村など、既に高齢者の割合が
高い自治体では今後、死亡者が増加することに
より65歳以上人口もマイナスに寄与している。

図表９　市町村別の年齢３区分別人口の構成比（2020年、2070年）

2020 2070
2020
70

2020 2070
2020
70

2020 2070
2020
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16.9 12.6  4.3 64.8 51.7  13.1 22.6 34.9 12.4
13.0 10.5  2.6 59.0 40.6  18.4 34.1 41.6 7.5
12.4 14.9 2.5 60.4 41.7  18.6 36.5 32.9  3.7
11.4 11.1  0.3 58.0 40.9  17.1 36.9 37.8 0.9
15.0 14.1  0.9 58.6 43.0  15.6 33.8 32.1  1.7
14.5 13.0  1.5 61.9 41.7  20.2 32.8 34.3 1.5
17.1 12.6  4.5 64.9 48.6  16.3 22.4 36.7 14.3
19.9 16.4  3.5 59.9 49.7  10.3 25.4 31.9 6.4
14.6 9.6  5.1 64.9 52.7  12.2 24.0 42.5 18.6
17.4 12.9  4.5 60.5 52.5  8.0 27.7 34.7 7.0
14.2 10.8  3.4 52.8 47.9  4.9 35.8 36.4 0.6
15.7 12.9  2.8 51.1 52.2 1.2 30.7 41.2 10.6
15.2 10.8  4.4 51.7 51.1  0.6 34.4 60.5 26.1
17.0 12.8  4.2 51.2 53.8 2.6 22.3 33.8 11.5
17.3 11.9  5.3 52.7 52.7  0.0 21.9 35.8 13.9
17.3 11.8  5.4 60.5 50.7  9.8 20.7 35.5 14.7
17.2 14.3  2.9 54.7 51.8  2.9 24.2 33.1 8.9
17.4 12.3  5.1 61.4 47.9  13.5 20.8 34.5 13.6
16.7 12.1  4.6 54.9 52.5  2.5 24.0 34.9 10.9
18.4 14.2  4.2 50.0 52.8 2.8 19.5 31.6 12.2
17.4 12.4  5.0 53.6 45.9  7.8 19.6 35.0 15.4
16.4 10.4  6.0 50.5 28.7  21.7 21.6 38.9 17.2
17.2 11.7  5.5 60.7 53.4  7.3 20.2 36.3 16.1
15.0 10.0  5.0 60.9 52.3  8.5 23.3 39.8 16.5
20.4 16.2  4.2 62.0 52.7  9.3 19.5 29.4 9.9
19.4 14.2  5.2 58.6 52.6  6.0 20.1 31.3 11.2
17.7 14.8  2.9 61.8 53.2  8.6 25.8 31.4 5.6
19.6 14.2  5.4 59.3 53.0  6.3 19.8 32.1 12.4
19.4 16.3  3.1 62.1 54.2  7.9 22.3 29.5 7.2
17.7 15.1  2.6 63.1 52.6  10.4 25.6 30.5 4.9
12.2 7.2  5.0 62.0 50.7  11.3 36.6 55.7 19.1
8.4 11.8 3.3 62.6 52.0  10.6 41.1 27.4  13.7

15.0 12.3  2.7 61.7 50.1  11.5 29.7 35.5 5.8
19.2 4.1  15.1 60.2 54.4  5.7 20.2 66.1 45.9
18.0 5.4  12.6 60.5 54.5  6.0 20.8 52.3 31.5
16.6 16.4  0.3 56.5 53.8  2.7 21.4 28.3 6.9
15.7 14.5  1.3 60.6 53.6  7.0 24.4 28.2 3.7
16.2 14.4  1.7 58.3 54.2  4.1 26.9 29.5 2.6
14.2 8.9  5.3 56.7 54.4  2.3 30.3 43.0 12.7
17.5 13.7  3.8 51.3 37.1  14.2 22.2 32.4 10.2
18.1 13.3  4.7 50.5 60.9 10.4 22.9 30.2 7.2
18.0 16.5  1.5 55.3 52.2  3.1 21.3 32.3 11.0
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1．県内市町村の人口動態
（1）2020年国勢調査による県内市町村の人口
増減（15年比）
　2020年の国勢調査によると、県内41市町村
のうち人口が15年より減少している市町村は
20市町村で、一部都市部の市町村を除くと、大
方が離島と北部の自治体である。
※2020年の人口が15年より減少している市町村（20市町村）
　那覇市、国頭村、東村、今帰仁村、本部町、金武町、伊江村、嘉手
納町、北谷町、渡嘉敷村、粟国村、渡名喜村、南大東村、北大東
村、伊平屋村、伊是名村、久米島町、多良間村、竹富町、与那国町

(2)2010年～2022年6月の各市町村の人口動態
（自然増減、社会増減）
（自然増減）
　2010年以降の県内市町村の人口の自然増
減をみると、高齢化に伴い大半の市町村で死亡
数が増加傾向にある中で、10年代後半には出
生数が減少しており、各市町村とも総じて自然
増減は縮小傾向にある（図表１）。特に20年以
降は新型コロナウイルスの感染拡大も影響し
ていると推察される。
　また、本島北部地域や離島においては、既に
死亡者数が出生者数を上回っている状況がみ
られ、自然増減はマイナスで推移している自治

体が多くみられる。

（社会増減）
　2010年以降の県内市町村の人口の社会増
減をみると、日本人については、うるま市や南
城市、恩納村、宜野座村、中城村、北中城村、八重
瀬町では増加基調で推移しているが、20年以
降は減少しているケースもみられ、新型コロナ
ウイルスの感染拡大が影響している可能性が
ある。また、これまで増加基調を続けてきた豊
見城市と南風原町が21年以降、減少に転じて
いるが、これも新型コロナウイルスの感染拡大
が影響している可能性がある。一方、これまで
社会増を続けてきた外国人は新型コロナウイ
ルスの感染拡大による入国規制の影響から20
年～21年にかけて減少に転じた市町村が多い
が、22年（１～６月計）には増加に転じている
自治体もみられる。なお、県都である那覇市は
外国人が増加基調を続けてきたが、日本人の減
少数が大きく、社会増減は減少が続いており、
20年～21年にかけては外国人も減少に転じ
たことから社会増減は大きく減少している。た
だし、22年（１～６月計）は外国人が増加に転
じたことから減少幅は縮小している。

2．将来推計人口の推計方法

（１）将来推計人口

　我が国における公式な将来推計人口は、５年
毎の国勢調査の公表後、国立社会保障・人口問
題研究所によって推計、公表されている。将来
推計人口とは、全国の将来の出生、死亡、国際人
口移動（都道府県別については国内の他の都道
府県への移動も含む）について仮定を設定し、
コーホート要因法により、我が国の将来の人口
規模ならびに男女・年齢構成の推移について推
計を行ったものであり、出生や死亡を高位、中
位、低位に仮定して複数の推計を行っている。
　当研究所では、コーホート要因法に基づき、
2020年の国勢調査およびその後公表されて
いる推計人口や人口動態調査、住民基本台帳人
口移動などのデータを用いて、県内市町村の将
来推計人口を推計してみた。「コーホート」と
は、同じ年（又は同じ期間）に生まれた人々の集
団のことを指し、コーホート要因法とは、各
コーホートについて「自然増減」（出生と死亡）
及び「純移動」（転出入）という二つの「人口変動

要因」それぞれについて将来値を仮定し、それ
に基づいて将来人口を推計する方法である。計
算手順は、基準年の各歳別の男女別人口に、
各 「々生残率＋移動率」を乗じて翌年の１歳上
の各歳別・男女別人口を推計する（図表２）。基
準年の翌年の０歳人口は、基準年の翌年の再生
産年齢人口である15～49歳の女性の各歳別
人口に年齢別出生率を乗じて算出し、出生性比
により男子、女子の０歳人口を計算する。これ
により求められた基準年の翌年の各歳別・男女
別人口を同じ手順で生残率、移動率を乗じて
翌々年の各歳別、男女別人口を推計する。０歳
人口も同様に、ここで推計された15～49歳の
女性の各歳別人口に年齢別出生率を乗じて算
出する。この手順を予測対象期間について繰り
返し行い、将来推計人口を推計していく。なお、
今回の推計では、2020年の国勢調査の０～４
歳出生数を15～49歳女性人口で除した子ど
も女性比を求め、将来推計の15～49歳女性人
口に同比率を乗じることにより、将来の０～４
歳人口を推計した。

　次に、推計に用いた基準人口、生残率、出生
率、移動率について説明する。
（基準人口）

　将来推計の出発点となる基準人口は、2020
年の国勢調査の各市町村の男女別・５歳階級別
人口を用いた。なお、年齢不詳人口については
各歳別人口の年齢構成比で各歳別人口に按分
した。

（生残率）

　生残率とは、ある年齢の人口が１歳年齢が上
がった時点で生き残っている率のことである。

生残率は生命表から求められるが、今回の推計
では2015年の本県の生命表より男女別・年齢
別の生残率を求めた。各市町村の15年の生残
率と将来の仮定値については、県全体の生残率
を用いた。

（出生率）

　各市町村の０歳児の出生数について将来値
を推計する必要があるが、今回の推計では
2020年の国勢調査の０～４歳出生数を15～
49歳女性人口で除した子ども女性比を求め、将
来推計の15～49歳女性人口に同比率を乗じる

ことにより、将来の０～４歳人口を推計した。

（出生性比）

　出生性比は、出生数に占める男女の比率であ
るが、同比率は概ね男子：女子＝1.05：1.00で
比較的安定した数値で推移していることから、
将来推計においても０～４歳児の人口に同比
率を用いて、男女別の人口を求めた。

（移動率）

　今回の将来推計では、2017年から21年の住
民基本台帳人口移動報告の結果を用いて各市
町村の男女別・５歳階級別人口について移動率
を求めた。各市町村の将来の移動率は原則とし
て、この移動率が将来も続くと仮定した。ただ
し、各市町村で特殊な要因や事情などにより、
この移動率が極端に大きい、または小さいとみ
られるケースでは、移動率を将来の仮定値とし
てそのまま用いると、将来人口が急増したり急
減するなど、現実的ではない将来推計人口とな
るため、その要因や個別の事情などを分析・検
証し、将来の仮定値について調整した。なお、
85歳以上の高齢の人口については人口規模が
小さいため移動率の振れが大きくなったりす
ること、また移動人数そのものは小さいとみら
れることから、移動率をゼロとした。

（２）市町村別の将来推計人口

　市町村別の将来推計人口については、男女
別、５歳階級別、５年毎の推計を行った。推計方
法は県全体の推計方法に準じている。なお、当
研究所では先に県全体の将来推計人口を推計
（2022年６月推計）したことから、各市町村の
男女別、５歳階級別の人口については、全市町
村の合計が県全体の将来推計人口の該当する
男女別、５歳階級別の人口と一致するように調
整している。

（３）地域別の将来推計人口

　北部、中部、南部、宮古、八重山地域の地域別
の将来推計人口は、市町村別の将来推計人口を
該当する地域別に集計したものである。

3．市町村別の将来推計人口

　県内41市町村のうち、2020年の人口が既に
15年より減少している市町村は20市町村で、
約半数が減少している。那覇市と金武町、嘉手
納町、北谷町を除くと、全て離島と北部の自治
体である。

※2020年の人口が15年より減少している市町村（20市町村）
　那覇市、国頭村、東村、今帰仁村、本部町、金武町、伊江村、嘉手
納町、北谷町、渡嘉敷村、粟国村、渡名喜村、南大東村、北大東
村、伊平屋村、伊是名村、久米島町、多良間村、竹富町、与那国町

（人口の増減見通し）

　以下、当研究所による2020年以降の各市町
村の将来推計人口によると、20年から25年に
かけては大宜味村や恩納村、名護市、宜野座村、
読谷村、北中城村、西原町、南城市、座間味村、宮
古島市の10市町村が減少に転じる見通しであ
る（図表３～図表６）。また、25年から30年に
かけては、うるま市、浦添市、糸満市、石垣市、与
那国町の５市町が減少に転じる見通しである。
さらに30年から35年にかけては、沖縄市、宜
野湾市、八重瀬町の３市町が減少に転じ、35年
から40年にかけては与那原町と豊見城市の２
市町が減少に転じる見通しである。50年から
55年にかけて南風原町と中城村が減少に転じ
ることにより、県内全ての市町村が減少する見
通しである。70年において人口が20年を上
回っているのは、南風原町（3.8％増）と中城村
（0.9％増）の２町村となり、この２町村以外は
全て20年を下回っている(図表５)。一方、20年
比で最も下回っているのは粟国村（69.7％減）
で７割近く減少する見通しである。次いで多良
間村（61.4％減）、座間味村（60.7％減）、伊江村
（57.7％減）、国頭村（54.8％減）となっている。

（年齢３区分別人口の構成比）

　各市町村の人口に占める年齢３区分別人口
の構成比について2020年と70年を比較する
と、０～14歳人口では、渡名喜村が20年の
8.4％が70年には11.8％に3.3ポイント（注）
上昇し、東村が12.4％から14.9％に2.5ポイン
ト上昇するが、この２村以外は全て低下する見
通しである（図表９、図表10）。なお、渡名喜村
と東村は０～14歳人口の人数は減少するが、
15～64歳人口や65歳以上人口の減少数が上
回るため、構成比が相対的に上昇している。15
～64歳人口では、竹富町が20年の50.5％から
70年には60.9％に10.4ポイント上昇し、中城
村が50.0％から52.8％に2.8ポイント上昇、伊
是名村が51.1％から52.2％に1.2ポイント上

昇（注）するが、この３町村以外は全て低下する
見通しである。
　一方、65歳以上人口では、渡嘉敷村が20年
の20.2％から70年には66.1％に45.9ポイン
ト上昇し、座間味村が20.8％から52.3％に
31.5ポイント上昇、伊江村が34.4％から
60.5％に26.1ポイント上昇するなど、38市町
村で上昇する見通しである。低下するのは３村
で、渡名喜村が41.1％から27.4％に13.7ポイ
ント低下し、東村が36.5％から32.9％に3.7ポ
イント（注）し、今帰仁村が33.8％から32.1％
に1.7ポイント低下する見通しである。

（注）有効桁数の関係で、構成比の差分は表記さ
れる差分と0.1ポイント異なる。

4．県内地域別の将来推計人口

（地域別の将来推計人口）

　北部、中部、南部、宮古、八重山の地域別の将
来推計人口は、その地域の市町村の将来推計人
口を集計したものである。地域別では、北部地
域が20年は12万8,030人で既に15年（12万
8,930人）より減少しており、その後も減少が
続き、70年に9万3,280人となる見通しである
（図表11、図表12）。また、南部地域と宮古地域
は20年から25年に減少に転じ、南部地域は20
年の70万6,970人から70年には56万550人

となり、宮古地域は５万3,900人から４万
6,220人となる見通しである。中部地域は25
年から30年に減少に転じ、20年の52万5,380
人から70年には44万4,570人となる見通しで
あり、30年には全ての地域が減少に転じる見
通しである。八重山地域は、20年は５万3,190
人で、15年比で既に減少しているが、25年は
僅かながら増加に転じ、30年には再び減少に
転じる見通しである。70年には４万3,780人
となる見通しである。

（人口の構成比）

　県人口に占める構成比をみると、2070年で
最も大きいのは那覇市（18.4％）で、次いで沖
縄市（10.2％）、うるま市（9.2％）、浦添市
（7.7％）、宜野湾市（7.2％）となる見通しであ
り、20年と同じ順位となっている（図表５）。構

成比の増減では、最も増加するのは南風原町
で、0.8ポイント上昇する見通しである。次い
で、うるま市（0.7ポイント上昇）、豊見城市
（0.6ポイント上昇）、糸満市（0.5ポイント上
昇）、沖縄市（0.4ポイント上昇）となっている。

（年齢３区分別人口の増減）

　2020年から70年までの人口の増減率を年
齢３区分別でみると、０～14歳人口の年少人
口は全ての市町村で減少する見通しである（図
表７）。最も減少率が大きいのは渡嘉敷村
（90.6％減）で、次いで座間味村（88.3％減）、粟
国村（82.1％減）、多良間村（75.8％減）、伊江村
（70.0％減）、国頭村（63.7％減）となっている。
また、15～64歳の生産年齢人口も全ての市町
村で減少する見通しである。最も減少率が大き
いのは渡嘉敷村（78.4％減）で、次いで粟国村
（78.1％減）、伊江村（75.9％減）、座間味村

（72.8％減）、多良間村（66.5％減）、伊是名村
（59.9％減）となっている。
　一方、65歳以上の老年人口は23市町村で増
加する見通しである。最も増加率が大きいのは
中城村（64.0％増）で、次いで南風原町（56.6％
増）、宜野湾市（53.1％増）、豊見城市（49.4％
増）、沖縄市（45.0％増）となっている。また、最
も減少率が大きいのは渡名喜村（68.9％減）
で、次いで東村（56.9％減）、粟国村（53.9％
減）、伊平屋村（46.0％減）、多良間村（45.2％
減）となっており、既に高齢者の割合が高い自
治体となっている。

（人口増減率に対する年齢３区分別人口の増減

寄与度）

　人口の増減率に対する年齢３区分別人口の
増減寄与度をみると、前述のとおり０～14歳
人口および15～64歳人口は全ての市町村で
減少しているので全市町村でマイナスに寄与

している（図表８）。65歳以上人口は23市町村
でプラスに寄与している。また、渡名喜村や粟
国村、東村、大宜味村など、既に高齢者の割合が
高い自治体では今後、死亡者が増加することに
より65歳以上人口もマイナスに寄与している。

図表10　年齢３区分別人口の構成比（2020年、2070年）
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1．県内市町村の人口動態
（1）2020年国勢調査による県内市町村の人口
増減（15年比）
　2020年の国勢調査によると、県内41市町村
のうち人口が15年より減少している市町村は
20市町村で、一部都市部の市町村を除くと、大
方が離島と北部の自治体である。
※2020年の人口が15年より減少している市町村（20市町村）
　那覇市、国頭村、東村、今帰仁村、本部町、金武町、伊江村、嘉手
納町、北谷町、渡嘉敷村、粟国村、渡名喜村、南大東村、北大東
村、伊平屋村、伊是名村、久米島町、多良間村、竹富町、与那国町

(2)2010年～2022年6月の各市町村の人口動態
（自然増減、社会増減）
（自然増減）
　2010年以降の県内市町村の人口の自然増
減をみると、高齢化に伴い大半の市町村で死亡
数が増加傾向にある中で、10年代後半には出
生数が減少しており、各市町村とも総じて自然
増減は縮小傾向にある（図表１）。特に20年以
降は新型コロナウイルスの感染拡大も影響し
ていると推察される。
　また、本島北部地域や離島においては、既に
死亡者数が出生者数を上回っている状況がみ
られ、自然増減はマイナスで推移している自治

体が多くみられる。

（社会増減）
　2010年以降の県内市町村の人口の社会増
減をみると、日本人については、うるま市や南
城市、恩納村、宜野座村、中城村、北中城村、八重
瀬町では増加基調で推移しているが、20年以
降は減少しているケースもみられ、新型コロナ
ウイルスの感染拡大が影響している可能性が
ある。また、これまで増加基調を続けてきた豊
見城市と南風原町が21年以降、減少に転じて
いるが、これも新型コロナウイルスの感染拡大
が影響している可能性がある。一方、これまで
社会増を続けてきた外国人は新型コロナウイ
ルスの感染拡大による入国規制の影響から20
年～21年にかけて減少に転じた市町村が多い
が、22年（１～６月計）には増加に転じている
自治体もみられる。なお、県都である那覇市は
外国人が増加基調を続けてきたが、日本人の減
少数が大きく、社会増減は減少が続いており、
20年～21年にかけては外国人も減少に転じ
たことから社会増減は大きく減少している。た
だし、22年（１～６月計）は外国人が増加に転
じたことから減少幅は縮小している。

2．将来推計人口の推計方法

（１）将来推計人口

　我が国における公式な将来推計人口は、５年
毎の国勢調査の公表後、国立社会保障・人口問
題研究所によって推計、公表されている。将来
推計人口とは、全国の将来の出生、死亡、国際人
口移動（都道府県別については国内の他の都道
府県への移動も含む）について仮定を設定し、
コーホート要因法により、我が国の将来の人口
規模ならびに男女・年齢構成の推移について推
計を行ったものであり、出生や死亡を高位、中
位、低位に仮定して複数の推計を行っている。
　当研究所では、コーホート要因法に基づき、
2020年の国勢調査およびその後公表されて
いる推計人口や人口動態調査、住民基本台帳人
口移動などのデータを用いて、県内市町村の将
来推計人口を推計してみた。「コーホート」と
は、同じ年（又は同じ期間）に生まれた人々の集
団のことを指し、コーホート要因法とは、各
コーホートについて「自然増減」（出生と死亡）
及び「純移動」（転出入）という二つの「人口変動

要因」それぞれについて将来値を仮定し、それ
に基づいて将来人口を推計する方法である。計
算手順は、基準年の各歳別の男女別人口に、
各 「々生残率＋移動率」を乗じて翌年の１歳上
の各歳別・男女別人口を推計する（図表２）。基
準年の翌年の０歳人口は、基準年の翌年の再生
産年齢人口である15～49歳の女性の各歳別
人口に年齢別出生率を乗じて算出し、出生性比
により男子、女子の０歳人口を計算する。これ
により求められた基準年の翌年の各歳別・男女
別人口を同じ手順で生残率、移動率を乗じて
翌々年の各歳別、男女別人口を推計する。０歳
人口も同様に、ここで推計された15～49歳の
女性の各歳別人口に年齢別出生率を乗じて算
出する。この手順を予測対象期間について繰り
返し行い、将来推計人口を推計していく。なお、
今回の推計では、2020年の国勢調査の０～４
歳出生数を15～49歳女性人口で除した子ど
も女性比を求め、将来推計の15～49歳女性人
口に同比率を乗じることにより、将来の０～４
歳人口を推計した。

　次に、推計に用いた基準人口、生残率、出生
率、移動率について説明する。
（基準人口）

　将来推計の出発点となる基準人口は、2020
年の国勢調査の各市町村の男女別・５歳階級別
人口を用いた。なお、年齢不詳人口については
各歳別人口の年齢構成比で各歳別人口に按分
した。

（生残率）

　生残率とは、ある年齢の人口が１歳年齢が上
がった時点で生き残っている率のことである。

生残率は生命表から求められるが、今回の推計
では2015年の本県の生命表より男女別・年齢
別の生残率を求めた。各市町村の15年の生残
率と将来の仮定値については、県全体の生残率
を用いた。

（出生率）

　各市町村の０歳児の出生数について将来値
を推計する必要があるが、今回の推計では
2020年の国勢調査の０～４歳出生数を15～
49歳女性人口で除した子ども女性比を求め、将
来推計の15～49歳女性人口に同比率を乗じる

ことにより、将来の０～４歳人口を推計した。

（出生性比）

　出生性比は、出生数に占める男女の比率であ
るが、同比率は概ね男子：女子＝1.05：1.00で
比較的安定した数値で推移していることから、
将来推計においても０～４歳児の人口に同比
率を用いて、男女別の人口を求めた。

（移動率）

　今回の将来推計では、2017年から21年の住
民基本台帳人口移動報告の結果を用いて各市
町村の男女別・５歳階級別人口について移動率
を求めた。各市町村の将来の移動率は原則とし
て、この移動率が将来も続くと仮定した。ただ
し、各市町村で特殊な要因や事情などにより、
この移動率が極端に大きい、または小さいとみ
られるケースでは、移動率を将来の仮定値とし
てそのまま用いると、将来人口が急増したり急
減するなど、現実的ではない将来推計人口とな
るため、その要因や個別の事情などを分析・検
証し、将来の仮定値について調整した。なお、
85歳以上の高齢の人口については人口規模が
小さいため移動率の振れが大きくなったりす
ること、また移動人数そのものは小さいとみら
れることから、移動率をゼロとした。

（２）市町村別の将来推計人口

　市町村別の将来推計人口については、男女
別、５歳階級別、５年毎の推計を行った。推計方
法は県全体の推計方法に準じている。なお、当
研究所では先に県全体の将来推計人口を推計
（2022年６月推計）したことから、各市町村の
男女別、５歳階級別の人口については、全市町
村の合計が県全体の将来推計人口の該当する
男女別、５歳階級別の人口と一致するように調
整している。

（３）地域別の将来推計人口

　北部、中部、南部、宮古、八重山地域の地域別
の将来推計人口は、市町村別の将来推計人口を
該当する地域別に集計したものである。

3．市町村別の将来推計人口

　県内41市町村のうち、2020年の人口が既に
15年より減少している市町村は20市町村で、
約半数が減少している。那覇市と金武町、嘉手
納町、北谷町を除くと、全て離島と北部の自治
体である。

※2020年の人口が15年より減少している市町村（20市町村）
　那覇市、国頭村、東村、今帰仁村、本部町、金武町、伊江村、嘉手
納町、北谷町、渡嘉敷村、粟国村、渡名喜村、南大東村、北大東
村、伊平屋村、伊是名村、久米島町、多良間村、竹富町、与那国町

（人口の増減見通し）

　以下、当研究所による2020年以降の各市町
村の将来推計人口によると、20年から25年に
かけては大宜味村や恩納村、名護市、宜野座村、
読谷村、北中城村、西原町、南城市、座間味村、宮
古島市の10市町村が減少に転じる見通しであ
る（図表３～図表６）。また、25年から30年に
かけては、うるま市、浦添市、糸満市、石垣市、与
那国町の５市町が減少に転じる見通しである。
さらに30年から35年にかけては、沖縄市、宜
野湾市、八重瀬町の３市町が減少に転じ、35年
から40年にかけては与那原町と豊見城市の２
市町が減少に転じる見通しである。50年から
55年にかけて南風原町と中城村が減少に転じ
ることにより、県内全ての市町村が減少する見
通しである。70年において人口が20年を上
回っているのは、南風原町（3.8％増）と中城村
（0.9％増）の２町村となり、この２町村以外は
全て20年を下回っている(図表５)。一方、20年
比で最も下回っているのは粟国村（69.7％減）
で７割近く減少する見通しである。次いで多良
間村（61.4％減）、座間味村（60.7％減）、伊江村
（57.7％減）、国頭村（54.8％減）となっている。

（年齢３区分別人口の構成比）

　各市町村の人口に占める年齢３区分別人口
の構成比について2020年と70年を比較する
と、０～14歳人口では、渡名喜村が20年の
8.4％が70年には11.8％に3.3ポイント（注）
上昇し、東村が12.4％から14.9％に2.5ポイン
ト上昇するが、この２村以外は全て低下する見
通しである（図表９、図表10）。なお、渡名喜村
と東村は０～14歳人口の人数は減少するが、
15～64歳人口や65歳以上人口の減少数が上
回るため、構成比が相対的に上昇している。15
～64歳人口では、竹富町が20年の50.5％から
70年には60.9％に10.4ポイント上昇し、中城
村が50.0％から52.8％に2.8ポイント上昇、伊
是名村が51.1％から52.2％に1.2ポイント上

昇（注）するが、この３町村以外は全て低下する
見通しである。
　一方、65歳以上人口では、渡嘉敷村が20年
の20.2％から70年には66.1％に45.9ポイン
ト上昇し、座間味村が20.8％から52.3％に
31.5ポイント上昇、伊江村が34.4％から
60.5％に26.1ポイント上昇するなど、38市町
村で上昇する見通しである。低下するのは３村
で、渡名喜村が41.1％から27.4％に13.7ポイ
ント低下し、東村が36.5％から32.9％に3.7ポ
イント（注）し、今帰仁村が33.8％から32.1％
に1.7ポイント低下する見通しである。

（注）有効桁数の関係で、構成比の差分は表記さ
れる差分と0.1ポイント異なる。

4．県内地域別の将来推計人口

（地域別の将来推計人口）

　北部、中部、南部、宮古、八重山の地域別の将
来推計人口は、その地域の市町村の将来推計人
口を集計したものである。地域別では、北部地
域が20年は12万8,030人で既に15年（12万
8,930人）より減少しており、その後も減少が
続き、70年に9万3,280人となる見通しである
（図表11、図表12）。また、南部地域と宮古地域
は20年から25年に減少に転じ、南部地域は20
年の70万6,970人から70年には56万550人

となり、宮古地域は５万3,900人から４万
6,220人となる見通しである。中部地域は25
年から30年に減少に転じ、20年の52万5,380
人から70年には44万4,570人となる見通しで
あり、30年には全ての地域が減少に転じる見
通しである。八重山地域は、20年は５万3,190
人で、15年比で既に減少しているが、25年は
僅かながら増加に転じ、30年には再び減少に
転じる見通しである。70年には４万3,780人
となる見通しである。

（人口の構成比）

　県人口に占める構成比をみると、2070年で
最も大きいのは那覇市（18.4％）で、次いで沖
縄市（10.2％）、うるま市（9.2％）、浦添市
（7.7％）、宜野湾市（7.2％）となる見通しであ
り、20年と同じ順位となっている（図表５）。構

成比の増減では、最も増加するのは南風原町
で、0.8ポイント上昇する見通しである。次い
で、うるま市（0.7ポイント上昇）、豊見城市
（0.6ポイント上昇）、糸満市（0.5ポイント上
昇）、沖縄市（0.4ポイント上昇）となっている。

（年齢３区分別人口の増減）

　2020年から70年までの人口の増減率を年
齢３区分別でみると、０～14歳人口の年少人
口は全ての市町村で減少する見通しである（図
表７）。最も減少率が大きいのは渡嘉敷村
（90.6％減）で、次いで座間味村（88.3％減）、粟
国村（82.1％減）、多良間村（75.8％減）、伊江村
（70.0％減）、国頭村（63.7％減）となっている。
また、15～64歳の生産年齢人口も全ての市町
村で減少する見通しである。最も減少率が大き
いのは渡嘉敷村（78.4％減）で、次いで粟国村
（78.1％減）、伊江村（75.9％減）、座間味村

（72.8％減）、多良間村（66.5％減）、伊是名村
（59.9％減）となっている。
　一方、65歳以上の老年人口は23市町村で増
加する見通しである。最も増加率が大きいのは
中城村（64.0％増）で、次いで南風原町（56.6％
増）、宜野湾市（53.1％増）、豊見城市（49.4％
増）、沖縄市（45.0％増）となっている。また、最
も減少率が大きいのは渡名喜村（68.9％減）
で、次いで東村（56.9％減）、粟国村（53.9％
減）、伊平屋村（46.0％減）、多良間村（45.2％
減）となっており、既に高齢者の割合が高い自
治体となっている。

（人口増減率に対する年齢３区分別人口の増減

寄与度）

　人口の増減率に対する年齢３区分別人口の
増減寄与度をみると、前述のとおり０～14歳
人口および15～64歳人口は全ての市町村で
減少しているので全市町村でマイナスに寄与

している（図表８）。65歳以上人口は23市町村
でプラスに寄与している。また、渡名喜村や粟
国村、東村、大宜味村など、既に高齢者の割合が
高い自治体では今後、死亡者が増加することに
より65歳以上人口もマイナスに寄与している。

図表11　地域別の将来推計人口（2020年＝100）

図表12　地域別の将来推計人口と構成比
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沖縄科学技術大学院大学の取り組みについて

までに適切な手法で養殖に成功した例はあり
ませんでした。
　同研究ユニットにおいてツツイカの養殖を
担当しているズデニェク・ライブネル博士は、
次のように述べています。「一般に、養殖は容易
にできることだと思われていますが、実はとて
も難しいのです。例えば、ニホンウナギとマグ
ロは、海洋科学者たちが何十年にもわたって養
殖の開発を試みてきましたが、どちらもまだ大
部分を天然物に頼っています」
　ツツイカの養殖に向けた取り組みも過去60
年間行われてきましたが、目覚ましい成果には
至っていませんでした。しかし、今回の開発に
よって、ツツイカを誕生から繁殖までのライフ
サイクルが完結するまで飼育するという非常
に困難な課題を達成しただけでなく、商業化も
可能なほど効率的で安価に行うことができま
した。ライブネル博士は、本システムでは特に
産卵とふ化に適した条件を整えることに重点
を置いていると強調しました。
　OISTの客員研究員である中島隆太博士は、

次のように述べています。「養殖の様々な分野
の知識を応用して数々の調整を行いました。こ
れまでに関わった他の2つの研究室と比較す
ると、ここでのふ化率や生存率は非常に高いと
いえます」
　この養殖システムは、ツツイカの一種である
アオリイカという種の養殖用に設計したもの
です。アオリイカは、沖縄には3種、日本本土の
海には2種が生息しています。
　「今回の研究成果は、ツツイカを何世代にも
わたって持続的に養殖できるようになる画期
的な一歩となりました」と、ミラー教授は述べ
ています。
　研究チームは現在、本発明の応用に興味を持
つ企業を求めてOISTの技術開発イノベーショ
ンセンター（TDIC）と緊密に連携しており、特
許申請を行いました。
　TDICの技術移転スペシャリストであるグラ
ハム・ガーナーさんは、「この技術を企業に紹介
し、ライセンス供与に繋げたいと思います」と
声を弾ませました。

性を秘めたツツイカの養殖システムを初めて
開発しました。ツツイカは、攻撃的な行動を取
り、流れに敏感であるほか、餌の好みやライフ
サイクルが複雑であることなどが原因で、これ

　しかし、養殖によって、この課題を克服でき
る可能性があります。沖縄科学技術大学院大学
（OIST）のジョナサン・ミラー教授率いる物理
生物学ユニットの研究チームは、商業化の可能

※沖縄科学技術大学院大学のHPから
許可を得て転載した記事です。

OISTでは新型コロナウイルス感染防止のため、当面の間一般
見学（カフェ利用含む）受け入れを停止しております。オン
ラインでキャンパスの見学ツアーを行っています。詳しくは
HPの見学ページ（https://www.oist.jp/ja/page/29933）
をご覧ください。

沖縄には3種のアオリイカ（ツツイカの仲間）が生息してい
る。研究者によると、1980年代より個体数が減少し始め、現
在は以前の1割程度に減少している。ツツイカの持続可能な
食材利用に養殖が役立つ可能性がある。写真提供：中島隆太

～沖縄科学技術大学院大学の取り組みについて～

イカの養殖システムの開発に成功

イカは、細長い胴体に8本の足と触腕（しょくわん）と呼ばれる2本の腕を持つ頭足類の一種で、
世界の海に少なくとも４５０種が分布しているといわれています。良質のタンパク質を多く含
むため、体に良い食材としても長年注目されてきました。しかし、スルメイカを代表とする日本
の海に生息するイカ類は、1980年代より全種の個体数が減少し始め、現在では全盛期の1割程度
までに落ち込み、その値段も年々高騰しています。そのため、世界有数の魚介類消費国である日
本では南米産の輸入加工品に頼っているのが現状です。

新時代の教育研究を切り拓く
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糸満市

事業主体

関係地域

事業目的

施設概要

主体名：株式会社ケン・コーポレーション（代表取締役社長　中川 堅悟）
所在地：東京都港区西麻布１丁目２番７号　電話 : 03-5413-5691（企画部 担当：渡邉）

琉球ホテル＆リゾート 名城ビーチ事 業 名： 

那覇空港より車で約20分、天然ビーチに面した空港から最も近いラグジュアリーリゾート。リゾー
トＭＩＣＥにも対応し、アジア・パシフィック・ナンバーワンのリゾートを目指して開業。

■名　　称：琉球ホテル＆リゾート 名城ビーチ
■所 在 地：沖縄県糸満市名城963番地
■交　　通：那覇空港より車で約20分
■敷地面積：42 ,076 .52㎡
■延床面積：58 ,688 .31㎡
■建物規模：地上11階、地下1階
■客 室 数：443室
■構　　造：鉄筋コンクリート造　一部鉄骨造
■館内施設：レストラン・バー9種、宴会場（大宴会場・中宴会場・小宴会場・控室3室）、プール・イ

ンドアプール、ジム、スパ、ショップ他
■設　　計：株式会社 国建
■施　　工：フジタ・國場組建設共同企業体
■内装設計：株式会社イリア

事業規模 地上11階・地下１階　客室数443室

工　　期 2019年度　～　2022年度

県内大型プロジェクトの動向

種     別 ： 公共　民間　3セク

Vol.151

（写真は琉球ホテル＆リゾート 名城ビーチ 提供）

経 緯
2019年３月　建設工事着手
2022年５月　建設工事竣工
2022年７月　グランドオープン

・国内、海外に33軒のホテルを所有、展開するプレミアホテルグループが、34軒目のホテルとし
て「琉球ホテル＆リゾート 名城ビーチ」を開業。株式会社ケン・コーポレーションが所有し、運
営は現地法人の株式会社ＰＨＧ琉球マネジメントが担う
・全室オーシャンビューの客室からは、1年を通じて美しい海やサンセットを眺めることができ
る。デザインのコンセプトは「琉球コロニアル」
・欧風の建築様式と沖縄の伝統文化の美しさを掛け合わせたモダンなインテリアとした
・ハイカテゴリーのルームタイプに宿泊のお客様専用のクラブラウンジや、趣向を凝らした9種
のレストラン＆バー、流れるプールをはじめとする6種のプールを有するプールエリアの敷地
面積は約10,000㎡で県内最大級。他にもユニークな施設を備える
・「リゾートを優雅に遊ぶ」をコンセプトに、ここでしか体験できない上質なサービスを提供
・最大2,000人規模の本格リゾートＭＩＣＥを実現する1,130㎡の大宴会場および一体利用可能
なホワイエやガーデン、さらに中宴会場や小宴会場、複数の会議室も備えている

現況及び

見 通 し

パノラマコーナースイートツイン

メインロビー

ホテル外観

流れるプール

ビュッフェダイニング Nashiro

熟 度 □構想段階　□計画段階　□工事段階　□開業・供用段階

進捗状況 2022年7月23日　開業
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消費関連
百貨店売上高は、５カ月連続で前年を上回った。クリアランスセール開催により衣料品を中心に季節

商材が伸長したことなどから前年を上回った。スーパー売上高は、前年の時短営業による反動に加え、
気温上昇に伴い衣料品が増加したことなどから既存店・全店ベースともに２カ月連続で前年を上回っ
た。新車販売台数は、新車供給の停滞は継続しているものの、観光需要の回復に伴いレンタカー増車の
動きがみられたことなどから２カ月連続で前年を上回った。家電大型専門店販売額（６月）は、２カ月ぶ
りに前年を上回った。
先行きは、新型コロナウイルスの影響や物価高などにより引き続き不透明感はあるものの、人流回復

に伴う消費マインド向上が期待され、持ち直しに向かうとみられる。

公共工事請負金額は、独立行政法人等・その他は増加したが、国、県、市町村は減少したことから２カ月ぶ
りに前年を下回った。建築着工床面積（６月）は、非居住用は減少したものの、居住用は増加したことから２
カ月連続で前年を上回った。新設住宅着工戸数（６月）は、持家、分譲は増加したが、貸家は減少したことから
４カ月ぶりに前年を下回った。県内主要建設会社の受注額は、民間工事は増加したものの、公共工事は減少
したことから２カ月連続で前年を下回った。建設資材関連では、セメントは２カ月連続で前年を上回り、生
コンは２カ月連続で前年を上回った。鋼材売上高は鋼材価格の上昇がみられることなどから前年を上回り、
木材売上高は木材価格が高止まりしていることなどから前年を上回った。
先行きは、資材価格などが上昇しているものの、民間工事に再開の動きがみられることなどから下げ止ま

りの動きがみられる。

建設関連

入域観光客数は、８カ月連続で前年を上回った。国内客が増加し、外国客は引き続き０人となった。県
内主要ホテルは、稼働率、売上高、宿泊収入が８カ月連続で前年を上回った。主要観光施設入場者数は５
カ月連続で前年を上回った。ゴルフ場は、入場者数は２カ月連続で増加、売上高は５カ月連続で前年を
上回った。前年同月は緊急事態宣言が発出されていたため反動が大きく、3年ぶりに行動制限のない夏
休みとなり、旅行需要の高まりがみられた。
先行きは、那覇空港においても訪日外国人観光客の受け入れが再開され、入国条件も段階的に緩和さ

れてきていることから徐々に外国客も増加が見込まれること、また国内においても、観光需要回復の動
きが明確にみられることから、持ち直しの動きが強まるとみられる。

観光関連

新規求人数は、前年同月比20.6％増となり16カ月連続で前年を上回った。生活関連サービス業・娯楽
業、サービス業（他に分類されない）などで増加した。有効求人倍率（季調値）は1.01倍で、前月より0.02ポ
イント上昇した。完全失業率（季調値）は3.8％と、前月より1.2ポイント上昇した。
消費者物価指数は、前年同月比3.1％の上昇となり、10カ月連続で前年を上回った。生鮮食品及びエネ

ルギーを除く総合は同1.5％の上昇となった。
企業倒産件数は１件で前年同月と同数となった。負債総額は9,400万円で、前年同月比39.0％減と

なった。

雇用関連・その他

●りゅうぎん調査●

消費関連は前年同月に緊急事態宣言が発出されていた反動に加え、外出機会が増加

したことなどにより消費マインドの向上がみられ、持ち直しの動きがみられること（上

方修正）、建設関連は資材価格が上昇するものの、民間工事に再開の動きがみられ、下げ

止まりの動きがみられること、観光関連は前年の反動に加え、行動制限がないなか感染

状況の悪化の影響も限定的で旅行需要が高まっており、持ち直しの動きが強まり（上方

修正）、総じて県内景気は持ち直しの動きが強まる（上方修正）。

景気は、持ち直しの動きが強まる

消費関連では、百貨店売上高は前年を上回る

観光関連では、入域観光客数は前年を上回る
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消費関連
百貨店売上高は、５カ月連続で前年を上回った。クリアランスセール開催により衣料品を中心に季節

商材が伸長したことなどから前年を上回った。スーパー売上高は、前年の時短営業による反動に加え、
気温上昇に伴い衣料品が増加したことなどから既存店・全店ベースともに２カ月連続で前年を上回っ
た。新車販売台数は、新車供給の停滞は継続しているものの、観光需要の回復に伴いレンタカー増車の
動きがみられたことなどから２カ月連続で前年を上回った。家電大型専門店販売額（６月）は、２カ月ぶ
りに前年を上回った。
先行きは、新型コロナウイルスの影響や物価高などにより引き続き不透明感はあるものの、人流回復

に伴う消費マインド向上が期待され、持ち直しに向かうとみられる。

公共工事請負金額は、独立行政法人等・その他は増加したが、国、県、市町村は減少したことから２カ月ぶ
りに前年を下回った。建築着工床面積（６月）は、非居住用は減少したものの、居住用は増加したことから２
カ月連続で前年を上回った。新設住宅着工戸数（６月）は、持家、分譲は増加したが、貸家は減少したことから
４カ月ぶりに前年を下回った。県内主要建設会社の受注額は、民間工事は増加したものの、公共工事は減少
したことから２カ月連続で前年を下回った。建設資材関連では、セメントは２カ月連続で前年を上回り、生
コンは２カ月連続で前年を上回った。鋼材売上高は鋼材価格の上昇がみられることなどから前年を上回り、
木材売上高は木材価格が高止まりしていることなどから前年を上回った。
先行きは、資材価格などが上昇しているものの、民間工事に再開の動きがみられることなどから下げ止ま

りの動きがみられる。

建設関連

入域観光客数は、８カ月連続で前年を上回った。国内客が増加し、外国客は引き続き０人となった。県
内主要ホテルは、稼働率、売上高、宿泊収入が８カ月連続で前年を上回った。主要観光施設入場者数は５
カ月連続で前年を上回った。ゴルフ場は、入場者数は２カ月連続で増加、売上高は５カ月連続で前年を
上回った。前年同月は緊急事態宣言が発出されていたため反動が大きく、3年ぶりに行動制限のない夏
休みとなり、旅行需要の高まりがみられた。
先行きは、那覇空港においても訪日外国人観光客の受け入れが再開され、入国条件も段階的に緩和さ

れてきていることから徐々に外国客も増加が見込まれること、また国内においても、観光需要回復の動
きが明確にみられることから、持ち直しの動きが強まるとみられる。

観光関連

新規求人数は、前年同月比20.6％増となり16カ月連続で前年を上回った。生活関連サービス業・娯楽
業、サービス業（他に分類されない）などで増加した。有効求人倍率（季調値）は1.01倍で、前月より0.02ポ
イント上昇した。完全失業率（季調値）は3.8％と、前月より1.2ポイント上昇した。
消費者物価指数は、前年同月比3.1％の上昇となり、10カ月連続で前年を上回った。生鮮食品及びエネ

ルギーを除く総合は同1.5％の上昇となった。
企業倒産件数は１件で前年同月と同数となった。負債総額は9,400万円で、前年同月比39.0％減と

なった。

雇用関連・その他

●りゅうぎん調査●

消費関連は前年同月に緊急事態宣言が発出されていた反動に加え、外出機会が増加

したことなどにより消費マインドの向上がみられ、持ち直しの動きがみられること（上

方修正）、建設関連は資材価格が上昇するものの、民間工事に再開の動きがみられ、下げ

止まりの動きがみられること、観光関連は前年の反動に加え、行動制限がないなか感染

状況の悪化の影響も限定的で旅行需要が高まっており、持ち直しの動きが強まり（上方

修正）、総じて県内景気は持ち直しの動きが強まる（上方修正）。

景気は、持ち直しの動きが強まる

消費関連では、百貨店売上高は前年を上回る

観光関連では、入域観光客数は前年を上回る
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2022.7 りゅうぎん調査
項目別グラフ　単月 2022.7

項目別グラフ　3カ月 2022.5～2022.7

2022.5－2022.7

（注）家電販売額・新規求人数・広告収入は22年6月分。数値は前年比（％）。
　　ホテル稼働率（％ポイント）、企業倒産件数（件）は前年差。Pは速報値。

（注）家電販売額・新規求人数・広告収入は22年4月～22年6月分。数値は前年比（％）。
　　ホテル稼働率（％ポイント）は前年差。企業倒産件数（件）は３カ月の累計件数の前年差。Pは速報値。

（注１） 公共工事請負金額は西日本建設業保証株式会社沖縄支店調べ。建築着工床面積、新設住宅着工戸数は国土交通省
調べ。県内新規求人数、有効求人倍率は沖縄労働局調べ。入域観光客数、消費者物価指数は沖縄県調べ。

 企業倒産件数は東京商工リサーチ沖縄支店調べ。Ｐは速報値。
（注2） 2022 年４月より家電卸売販売額から家電大型専門店販売額へと更改した。
（注3） ゴルフ場は、2021 年４月より調査先を８ゴルフ場から６ゴルフ場とした。
（注4） 主要ホテルは、2021 年11 月より調査先を28 ホテルから27 ホテルとした。
（注5） 2016 年７月より企業倒産件数の前年同期差は、３カ月の累計件数の差とする。
（注6） 建設受注額は、2021 年1 月より調査先を18 社から17 社とした。
（注7） 有効求人倍率（季調値）と県内新規求人数（人数）は、就業地ベース。
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2022.7 りゅうぎん調査
項目別グラフ　単月 2022.7

項目別グラフ　3カ月 2022.5～2022.7

2022.5－2022.7

（注）家電販売額・新規求人数・広告収入は22年6月分。数値は前年比（％）。
　　ホテル稼働率（％ポイント）、企業倒産件数（件）は前年差。Pは速報値。

（注）家電販売額・新規求人数・広告収入は22年4月～22年6月分。数値は前年比（％）。
　　ホテル稼働率（％ポイント）は前年差。企業倒産件数（件）は３カ月の累計件数の前年差。Pは速報値。

（注１） 公共工事請負金額は西日本建設業保証株式会社沖縄支店調べ。建築着工床面積、新設住宅着工戸数は国土交通省
調べ。県内新規求人数、有効求人倍率は沖縄労働局調べ。入域観光客数、消費者物価指数は沖縄県調べ。

 企業倒産件数は東京商工リサーチ沖縄支店調べ。Ｐは速報値。
（注2） 2022 年４月より家電卸売販売額から家電大型専門店販売額へと更改した。
（注3） ゴルフ場は、2021 年４月より調査先を８ゴルフ場から６ゴルフ場とした。
（注4） 主要ホテルは、2021 年11 月より調査先を28 ホテルから27 ホテルとした。
（注5） 2016 年７月より企業倒産件数の前年同期差は、３カ月の累計件数の差とする。
（注6） 建設受注額は、2021 年1 月より調査先を18 社から17 社とした。
（注7） 有効求人倍率（季調値）と県内新規求人数（人数）は、就業地ベース。
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出所：りゅうぎん総合研究所

出所：沖縄県自動車販売協会

1 百貨店売上高（前年同月比）

2 スーパー売上高（前年同月比）

出所：りゅうぎん総合研究所
出所：経済産業省商業動態統計調査

3 新車販売台数 （前年同月比）

※棒グラフは品目別寄与度

※棒グラフは車種別寄与度

出所：沖縄県中古自動車販売協会　※登録ベース

4 中古自動車販売台数【登録ベース】（前年同月比）

5 家電大型専門店販売額（前年同月比）

※棒グラフは車種別寄与度

５カ月連続で増加
・百貨店売上高は、前年同月比12.0％増と５
カ月連続で前年を上回った。クリアラン
スセール開催により衣料品を中心に季節
商材が伸長したことなどから前年を上
回った。
・品目別にみると、衣料品が同19.5％増、身
の回り品が同26.1％増、食料品は同水準、
家庭用品・その他が同23.7％増となった。
・新型コロナ以前の2019年と比較した伸び
率は、36.0％の減少となった。

・スーパー売上高は、既存店ベースでは前
年同月比2.9％増と２カ月連続で前年を上
回った。
・衣料品は、前年の緊急事態宣言に伴う時
短営業の反動に加え、気温上昇に伴い夏
物衣料が伸長したことなどから同6.4％増、
食料品は同2.6％増、住居関連は同3.2％増
となった。
・全店ベースでは同3.6％増と２カ月連続で
前年を上回った。
・新型コロナ以前の2019年と比較すると、
既存店ベースでは5.7％の増加となった。

全店ベースは２カ月連続で増加

・中古自動車販売台数（普通自動車及び軽

自動車の合計、登録ベース）は１万8,233

台で前年同月比4.8％減と10カ月連続で

前年を下回った。

・内訳では普通自動車は7,187台（同9.2％

減）、軽自動車は１万1,046台（同1.6％減）

となった。

・新型コロナ以前の2019年と比較した伸

び率は、13.4％の減少となった。

10カ月連続で減少

・家電大型専門店販売額（６月）は、前年同

月比12.6％増と２カ月ぶりに前年を上

回った。

・梅雨明け後の気温上昇に伴い、エアコン

などの季節商材が好調に推移したこと

などから前年を上回った。

・新型コロナ以前の2019年と比較した伸

び率は、40.0％の増加となった。

２カ月ぶりに増加

・新車販売台数は4,645台で前年同月比

7.6％増と２カ月連続で前年を上回った。

新車供給の停滞は継続しているものの、

観光需要の回復に伴いレンタカーを増車

する動きがみられたことなどから前年を

上回った。

・普通自動車（登録車）は2,858台（同21.7％

増）で、うち普通乗用車は891台（同37.3％

増）、小型乗用車は1,758台（同13.1％増）で

あった。軽自動車（届出車）は1,787台（同

9.2％減）で、うち軽乗用車は1,310台（同

13.0％減）であった。

・新型コロナ以前の2019年と比較した伸び

率は、20.5％の減少となった。

２カ月連続で増加
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出所：りゅうぎん総合研究所

出所：沖縄県自動車販売協会

1 百貨店売上高（前年同月比）

2 スーパー売上高（前年同月比）

出所：りゅうぎん総合研究所
出所：経済産業省商業動態統計調査

3 新車販売台数 （前年同月比）

※棒グラフは品目別寄与度

※棒グラフは車種別寄与度

出所：沖縄県中古自動車販売協会　※登録ベース

4 中古自動車販売台数【登録ベース】（前年同月比）

5 家電大型専門店販売額（前年同月比）

※棒グラフは車種別寄与度

５カ月連続で増加
・百貨店売上高は、前年同月比12.0％増と５
カ月連続で前年を上回った。クリアラン
スセール開催により衣料品を中心に季節
商材が伸長したことなどから前年を上
回った。
・品目別にみると、衣料品が同19.5％増、身
の回り品が同26.1％増、食料品は同水準、
家庭用品・その他が同23.7％増となった。
・新型コロナ以前の2019年と比較した伸び
率は、36.0％の減少となった。

・スーパー売上高は、既存店ベースでは前
年同月比2.9％増と２カ月連続で前年を上
回った。
・衣料品は、前年の緊急事態宣言に伴う時
短営業の反動に加え、気温上昇に伴い夏
物衣料が伸長したことなどから同6.4％増、
食料品は同2.6％増、住居関連は同3.2％増
となった。
・全店ベースでは同3.6％増と２カ月連続で
前年を上回った。
・新型コロナ以前の2019年と比較すると、
既存店ベースでは5.7％の増加となった。

全店ベースは２カ月連続で増加

・中古自動車販売台数（普通自動車及び軽

自動車の合計、登録ベース）は１万8,233

台で前年同月比4.8％減と10カ月連続で

前年を下回った。

・内訳では普通自動車は7,187台（同9.2％

減）、軽自動車は１万1,046台（同1.6％減）

となった。

・新型コロナ以前の2019年と比較した伸

び率は、13.4％の減少となった。

10カ月連続で減少

・家電大型専門店販売額（６月）は、前年同

月比12.6％増と２カ月ぶりに前年を上

回った。

・梅雨明け後の気温上昇に伴い、エアコン

などの季節商材が好調に推移したこと

などから前年を上回った。

・新型コロナ以前の2019年と比較した伸

び率は、40.0％の増加となった。

２カ月ぶりに増加

・新車販売台数は4,645台で前年同月比

7.6％増と２カ月連続で前年を上回った。

新車供給の停滞は継続しているものの、

観光需要の回復に伴いレンタカーを増車

する動きがみられたことなどから前年を

上回った。

・普通自動車（登録車）は2,858台（同21.7％

増）で、うち普通乗用車は891台（同37.3％

増）、小型乗用車は1,758台（同13.1％増）で

あった。軽自動車（届出車）は1,787台（同

9.2％減）で、うち軽乗用車は1,310台（同

13.0％減）であった。

・新型コロナ以前の2019年と比較した伸び

率は、20.5％の減少となった。

２カ月連続で増加
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出所：西日本建設業保証株式会社沖縄支店

出所：国土交通省

出所：国土交通省

※給与は、社宅や宿舎などのこと。

1 公共工事請負金額（前年同月比）

2 建築着工床面積（前年同月比）

3 新設住宅着工戸数（前年同月比）

※棒グラフは発注者別寄与度

※棒グラフは用途別寄与度

※棒グラフは利用関係別寄与度

出所：りゅうぎん総合研究所

（注）2021年1月より調査先の一部更改を行い、18社から17社となった。

出所：りゅうぎん総合研究所

出所：りゅうぎん総合研究所

4 建設受注額 （前年同月比）

5 セメント・生コン（前年同月比）

6 鋼材・木材 （前年同月比）

※棒グラフは発注者別寄与度

・公共工事請負金額は、264億588万円で、独

立行政法人等・その他は増加したが、国、

県、市町村は減少したことから前年同月

比40.6％減となり、２カ月ぶりに前年を下

回った。

・発注者別では、独立行政法人等・その他

（同30.7％増）は増加し、国（同54.4％減）、

県（同39.4％減）、市町村（同23.2％減）は減

少した。

２カ月ぶりに減少
・建設受注額（調査先建設会社：17社、速報

値）は、民間工事は増加したものの、公共

工事は減少したことから前年同月比

32.9％減と２カ月連続で前年を下回っ

た。

・発注者別では、公共工事（同74.3％減）は

２カ月連続で減少し、民間工事（同

18.8％増）は２カ月ぶりに増加した。

２カ月連続で減少

・セメント出荷量は6万3,786トンとなり、
前年同月比9.5％増と２カ月連続で前年
を上回った。
・生コン出荷量は10万4,549㎥で同12.4％
増となり、２カ月連続で前年を上回った。
・生コン出荷量を出荷先別にみると、公共
工事では、一般土木向けや防衛省向けな
どが増加し、公共施設向けなどが減少し
た。民間工事では、社屋関連向けや医療
関連向けなどが増加し、電力関連向けな
どが減少した。

・鋼材売上高は、鋼材価格の上昇がみられ

ることなどから前年同月比18.4％増と

９カ月連続で前年を上回った。

・木材売上高は、木材価格が高止まりして

いることなどから同11.3％増と15カ月

連続で前年を上回った。

セメントは２カ月連続で増加、
生コンは２カ月連続で増加

鋼材は９カ月連続で増加、
木材は15カ月連続で増加

・建築着工床面積（６月）は12万4,677㎡と

なり、非居住用は減少したものの、居住用

は増加したことから前年同月比2.5％増と

２カ月連続で前年を上回った。用途別で

は、居住用は同7.1％増となり、非居住用は

同2.5％減となった。

・建築着工床面積を用途別（大分類）にみる

と、居住用では、居住専用は増加し、居住

産業併用は減少した。非居住用では、教

育・学習支援業用などが増加し、公務用や

飲食店・宿泊業用などが減少した。

２カ月連続で増加

・新設住宅着工戸数（６月）は746戸となり、

持家、分譲は増加したが、貸家は減少した

ことから前年同月比2.0％減と４カ月ぶり

に前年を下回った。

・利用関係別では、持家（258戸）が同12.7％

増、分譲（200戸）が同46.0％増と増加し、

貸家（287戸）が同27.2％減と減少した。給

与（１戸）は同数となった。

４カ月ぶりに減少
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建設関連

出所：西日本建設業保証株式会社沖縄支店

出所：国土交通省

出所：国土交通省

※給与は、社宅や宿舎などのこと。

1 公共工事請負金額（前年同月比）

2 建築着工床面積（前年同月比）

3 新設住宅着工戸数（前年同月比）

※棒グラフは発注者別寄与度

※棒グラフは用途別寄与度

※棒グラフは利用関係別寄与度

出所：りゅうぎん総合研究所

（注）2021年1月より調査先の一部更改を行い、18社から17社となった。

出所：りゅうぎん総合研究所

出所：りゅうぎん総合研究所

4 建設受注額 （前年同月比）

5 セメント・生コン（前年同月比）

6 鋼材・木材 （前年同月比）

※棒グラフは発注者別寄与度

・公共工事請負金額は、264億588万円で、独

立行政法人等・その他は増加したが、国、

県、市町村は減少したことから前年同月

比40.6％減となり、２カ月ぶりに前年を下

回った。

・発注者別では、独立行政法人等・その他

（同30.7％増）は増加し、国（同54.4％減）、

県（同39.4％減）、市町村（同23.2％減）は減

少した。

２カ月ぶりに減少
・建設受注額（調査先建設会社：17社、速報

値）は、民間工事は増加したものの、公共

工事は減少したことから前年同月比

32.9％減と２カ月連続で前年を下回っ

た。

・発注者別では、公共工事（同74.3％減）は

２カ月連続で減少し、民間工事（同

18.8％増）は２カ月ぶりに増加した。

２カ月連続で減少

・セメント出荷量は6万3,786トンとなり、
前年同月比9.5％増と２カ月連続で前年
を上回った。
・生コン出荷量は10万4,549㎥で同12.4％
増となり、２カ月連続で前年を上回った。
・生コン出荷量を出荷先別にみると、公共
工事では、一般土木向けや防衛省向けな
どが増加し、公共施設向けなどが減少し
た。民間工事では、社屋関連向けや医療
関連向けなどが増加し、電力関連向けな
どが減少した。

・鋼材売上高は、鋼材価格の上昇がみられ

ることなどから前年同月比18.4％増と

９カ月連続で前年を上回った。

・木材売上高は、木材価格が高止まりして

いることなどから同11.3％増と15カ月

連続で前年を上回った。

セメントは２カ月連続で増加、
生コンは２カ月連続で増加

鋼材は９カ月連続で増加、
木材は15カ月連続で増加

・建築着工床面積（６月）は12万4,677㎡と

なり、非居住用は減少したものの、居住用

は増加したことから前年同月比2.5％増と

２カ月連続で前年を上回った。用途別で

は、居住用は同7.1％増となり、非居住用は

同2.5％減となった。

・建築着工床面積を用途別（大分類）にみる

と、居住用では、居住専用は増加し、居住

産業併用は減少した。非居住用では、教

育・学習支援業用などが増加し、公務用や

飲食店・宿泊業用などが減少した。

２カ月連続で増加

・新設住宅着工戸数（６月）は746戸となり、

持家、分譲は増加したが、貸家は減少した

ことから前年同月比2.0％減と４カ月ぶり

に前年を下回った。

・利用関係別では、持家（258戸）が同12.7％

増、分譲（200戸）が同46.0％増と増加し、

貸家（287戸）が同27.2％減と減少した。給

与（１戸）は同数となった。

４カ月ぶりに減少
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1 入域観光客数（実数、前年同月比）

2 入域観光客数【国内客、外国客】（前年同月比）

出所：沖縄県観光政策課

出所：沖縄県観光政策課

3 主要ホテル稼働率・売上高（実数、前年同月比）

出所：りゅうぎん総合研究所

出所：りゅうぎん総合研究所

4 主要ホテル宿泊収入 （前年同月比） ※棒グラフは客室数・単価別寄与度

出所：りゅうぎん総合研究所

出所：りゅうぎん総合研究所　（注）調査先は8施設（うち県外客については6施設）からなる。

5 主要観光施設の入場者数（前年同月比）

6 主要ゴルフ場入場者数・売上高（前年同月比）

・入域観光客数は、60万7,800人（前年同月

比142.7％増）となり、８カ月連続で前年を

上回った。

・路線別では、空路は60万6 , 400人（同

143.1％増）となり８カ月連続で前年を上

回った。海路は1,400人（同40.0％増）とな

り６カ月連続で前年を上回った。

・前年同月とは異なり行動制限がなく、感

染状況悪化の影響も限定的で旅行需要が

回復するなか、多くの航空会社で減便な

く提供座席数が増加したことなどを受け、

前年比は上昇した。

・新型コロナ以前の2019年と比較した伸び

率は36.9％の減少となった。

８カ月連続で増加

・主要ホテル売上高（速報値）のうち宿泊
収入は、販売客室数（数量要因）増加、宿
泊客室単価（価格要因）は上昇し、前年同
月比200.2％増と８カ月連続で前年を上
回った。
・那覇市内ホテルは販売客室数が増加、宿
泊客室単価は上昇し、同235.0％増、リ
ゾート型ホテル（速報値）は販売客室数
が増加、宿泊客室単価は上昇し、同
196.9％増と、那覇市内・リゾート型とも
に８カ月連続で前年を上回った。
・新型コロナ以前の2019年と比較した宿
泊収入は、全体は36.9％の減少、那覇市内
ホテルは51.1％減少、リゾート型ホテル
は33.2％減少となった。

８カ月連続で増加

・主要観光施設の入場者数(速報値)は、前

年同月比537.1％増と５カ月連続で前年

を上回った。

・前年同月は緊急事態宣言下で休業と

なっていた施設が多くその反動に加え、

夏休み旅行者による観光施設利用が増

加した。

・新型コロナ以前の2019年と比較した入

場者数は、60.4％の減少となった。

５カ月連続で増加

・主要ゴルフ場の入場者数は、前年同月比

31.5％増と２カ月連続で前年を上回っ

た。県内客は２カ月連続で前年を上回

り、県外客は９カ月連続で前年を上

回った。売上高は同53.9％増と５カ月連

続で前年を上回った。

・前年同月と比較すると天候に恵まれた

ことや県外客の需要の高まりから、入

場者数・売上高ともに好調な月となっ

た。

・新型コロナ以前の2019年と比較すると、

入場者数は22.3％増加（県内客は増加、

県外客は減少）、売上高は16.6％の増加

となった。

入場者数は２カ月連続で増加、
売上高は５カ月連続で増加

・国内客は、60万7 , 800人（前年同月比

142.7％増）となり、８カ月連続で前年を上

回った。

・外国客は、2020年４月以降28カ月連続で

０人となった。

・新型コロナ以前の2019年と比較した伸び

率は、国内客は8.0％の減少、外国客は全減

となった。

国内客は増加、
外国客は28カ月連続で０人

・主要ホテル(速報値)は、客室稼働率は
51.5％と前年同月差30.7％ポイント上昇、
売上高は前年同月比183.4％増となり、稼
働率、売上高ともに８カ月連続で前年を
上回った。
・那覇市内ホテルの客室稼働率は55.5％と
同33 . 3％ポイント上昇、売上高は同
203.8％増となった。リゾート型ホテル(速
報値)の客室稼働率は50.1％と同29.7％ポ
イント上昇、売上高は同181.0％増となり、
那覇市内、リゾートともに稼働率と売上
高が８カ月連続で前年を上回った。
・新型コロナ以前の2019年と比較した売上
高は、全体は35.0％の減少、那覇市内ホテ
ルは46.8％減少、リゾート型ホテルは
33.2％減少となった。

稼働率、売上高ともに８カ月連続で増加
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1 入域観光客数（実数、前年同月比）

2 入域観光客数【国内客、外国客】（前年同月比）

出所：沖縄県観光政策課

出所：沖縄県観光政策課

3 主要ホテル稼働率・売上高（実数、前年同月比）

出所：りゅうぎん総合研究所

出所：りゅうぎん総合研究所

4 主要ホテル宿泊収入 （前年同月比） ※棒グラフは客室数・単価別寄与度

出所：りゅうぎん総合研究所

出所：りゅうぎん総合研究所　（注）調査先は8施設（うち県外客については6施設）からなる。

5 主要観光施設の入場者数（前年同月比）

6 主要ゴルフ場入場者数・売上高（前年同月比）

・入域観光客数は、60万7,800人（前年同月

比142.7％増）となり、８カ月連続で前年を

上回った。

・路線別では、空路は60万6 , 400人（同

143.1％増）となり８カ月連続で前年を上

回った。海路は1,400人（同40.0％増）とな

り６カ月連続で前年を上回った。

・前年同月とは異なり行動制限がなく、感

染状況悪化の影響も限定的で旅行需要が

回復するなか、多くの航空会社で減便な

く提供座席数が増加したことなどを受け、

前年比は上昇した。

・新型コロナ以前の2019年と比較した伸び

率は36.9％の減少となった。

８カ月連続で増加

・主要ホテル売上高（速報値）のうち宿泊
収入は、販売客室数（数量要因）増加、宿
泊客室単価（価格要因）は上昇し、前年同
月比200.2％増と８カ月連続で前年を上
回った。
・那覇市内ホテルは販売客室数が増加、宿
泊客室単価は上昇し、同235.0％増、リ
ゾート型ホテル（速報値）は販売客室数
が増加、宿泊客室単価は上昇し、同
196.9％増と、那覇市内・リゾート型とも
に８カ月連続で前年を上回った。
・新型コロナ以前の2019年と比較した宿
泊収入は、全体は36.9％の減少、那覇市内
ホテルは51.1％減少、リゾート型ホテル
は33.2％減少となった。

８カ月連続で増加

・主要観光施設の入場者数(速報値)は、前

年同月比537.1％増と５カ月連続で前年

を上回った。

・前年同月は緊急事態宣言下で休業と

なっていた施設が多くその反動に加え、

夏休み旅行者による観光施設利用が増

加した。

・新型コロナ以前の2019年と比較した入

場者数は、60.4％の減少となった。

５カ月連続で増加

・主要ゴルフ場の入場者数は、前年同月比

31.5％増と２カ月連続で前年を上回っ

た。県内客は２カ月連続で前年を上回

り、県外客は９カ月連続で前年を上

回った。売上高は同53.9％増と５カ月連

続で前年を上回った。

・前年同月と比較すると天候に恵まれた

ことや県外客の需要の高まりから、入

場者数・売上高ともに好調な月となっ

た。

・新型コロナ以前の2019年と比較すると、

入場者数は22.3％増加（県内客は増加、

県外客は減少）、売上高は16.6％の増加

となった。

入場者数は２カ月連続で増加、
売上高は５カ月連続で増加

・国内客は、60万7 , 800人（前年同月比

142.7％増）となり、８カ月連続で前年を上

回った。

・外国客は、2020年４月以降28カ月連続で

０人となった。

・新型コロナ以前の2019年と比較した伸び

率は、国内客は8.0％の減少、外国客は全減

となった。

国内客は増加、
外国客は28カ月連続で０人

・主要ホテル(速報値)は、客室稼働率は
51.5％と前年同月差30.7％ポイント上昇、
売上高は前年同月比183.4％増となり、稼
働率、売上高ともに８カ月連続で前年を
上回った。
・那覇市内ホテルの客室稼働率は55.5％と
同33 . 3％ポイント上昇、売上高は同
203.8％増となった。リゾート型ホテル(速
報値)の客室稼働率は50.1％と同29.7％ポ
イント上昇、売上高は同181.0％増となり、
那覇市内、リゾートともに稼働率と売上
高が８カ月連続で前年を上回った。
・新型コロナ以前の2019年と比較した売上
高は、全体は35.0％の減少、那覇市内ホテ
ルは46.8％減少、リゾート型ホテルは
33.2％減少となった。

稼働率、売上高ともに８カ月連続で増加
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雇用関連・その他

出所：沖縄労働局（就業地別）

（注）有効求人倍率は、2021年12月以前の数値について新季節指数へ遡って改訂した。

出所：東京商工リサーチ沖縄支店

1 雇用関連 （新規求人数と有効求人倍率）

2 消費者物価指数【総合】

3 企業倒産

※棒グラフは品目別寄与度

出所：りゅうぎん総合研究所

4 広告収入【マスコミ】（前年同月比） ※棒グラフはメディア別寄与度
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出所：沖縄気象台

・平均気温は29 . 4℃となり、前年同月

（28.8℃）より高く、降水量は189.5ｍｍで

前年同月（337.5ｍｍ）より少なかった。

・太平洋高気圧に覆われて晴れた日が多

かった。月のはじめは台風第４号、月の終

わりは台風第５号や第６号などの影響で

曇りや雨のところが多く、大雨や荒れた天

気となった所があった。平均気温、降水量、

日照時間はすべて平年並みであった。

気象：平均気温・降水量【那覇】参考

出所：沖縄県（注1）端数処理の関係で寄与度の合計は前年比と一致しないことがある。
　　　　　 （注2）2021年7月より2020年=100に改定された。

（注）負債総額1,000万円以上

・新規求人数は、前年同月比20.6％増となり

16カ月連続で前年を上回った。産業別に

みると、生活関連サービス業・娯楽業、

サービス業（他に分類されない）などで増

加した。有効求人倍率（季調値）は1.01倍で、

前月より0.02ポイント上昇した。

・労働力人口は、74万3,000人で同1.2％減と

なり、就業者数は、71万4,000人で同0.8％

減となった。完全失業者数は２万9,000人

で同9.4％減となり、完全失業率（季調値）

は3.8％と、前月より1.2ポイント上昇した。

新規求人数は増加、
有効求人倍率（季調値）は上昇

・消費者物価指数は、前年同月比3.1％の上

昇となり、10カ月連続で前年を上回った。

生鮮食品を除く総合は同2.8％の上昇とな

り、生鮮食品及びエネルギーを除く総合

は同1.5％の上昇となった。

・品目別の動きをみると、食料、光熱・水道

などは上昇し、家具・家事用品などは下落

した。

10カ月連続で上昇

・倒産件数は、１件で前年同月と同数と

なった。業種別では、製造業１件（同１件

増）となった。

・負債総額は9,400万円で、前年同月比

39.0％減となった。

件数は同数、負債総額は減少

・広告収入（マスコミ：６月）は、前年同月比

1.2％減と２カ月ぶりに前年を下回った。

・新型コロナ以前の2019年と比較すると、

17.3％の減少となった。

２カ月ぶりに減少

20212022 左目盛
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雇用関連・その他

出所：沖縄労働局（就業地別）

（注）有効求人倍率は、2021年12月以前の数値について新季節指数へ遡って改訂した。

出所：東京商工リサーチ沖縄支店

1 雇用関連 （新規求人数と有効求人倍率）

2 消費者物価指数【総合】

3 企業倒産

※棒グラフは品目別寄与度

出所：りゅうぎん総合研究所

4 広告収入【マスコミ】（前年同月比） ※棒グラフはメディア別寄与度
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出所：沖縄気象台

・平均気温は29 . 4℃となり、前年同月

（28.8℃）より高く、降水量は189.5ｍｍで

前年同月（337.5ｍｍ）より少なかった。

・太平洋高気圧に覆われて晴れた日が多

かった。月のはじめは台風第４号、月の終

わりは台風第５号や第６号などの影響で

曇りや雨のところが多く、大雨や荒れた天

気となった所があった。平均気温、降水量、

日照時間はすべて平年並みであった。

気象：平均気温・降水量【那覇】参考

出所：沖縄県（注1）端数処理の関係で寄与度の合計は前年比と一致しないことがある。
　　　　　 （注2）2021年7月より2020年=100に改定された。

（注）負債総額1,000万円以上

・新規求人数は、前年同月比20.6％増となり

16カ月連続で前年を上回った。産業別に

みると、生活関連サービス業・娯楽業、

サービス業（他に分類されない）などで増

加した。有効求人倍率（季調値）は1.01倍で、

前月より0.02ポイント上昇した。

・労働力人口は、74万3,000人で同1.2％減と

なり、就業者数は、71万4,000人で同0.8％

減となった。完全失業者数は２万9,000人

で同9.4％減となり、完全失業率（季調値）

は3.8％と、前月より1.2ポイント上昇した。

新規求人数は増加、
有効求人倍率（季調値）は上昇

・消費者物価指数は、前年同月比3.1％の上

昇となり、10カ月連続で前年を上回った。

生鮮食品を除く総合は同2.8％の上昇とな

り、生鮮食品及びエネルギーを除く総合

は同1.5％の上昇となった。

・品目別の動きをみると、食料、光熱・水道

などは上昇し、家具・家事用品などは下落

した。

10カ月連続で上昇

・倒産件数は、１件で前年同月と同数と

なった。業種別では、製造業１件（同１件

増）となった。

・負債総額は9,400万円で、前年同月比

39.0％減となった。

件数は同数、負債総額は減少

・広告収入（マスコミ：６月）は、前年同月比

1.2％減と２カ月ぶりに前年を下回った。

・新型コロナ以前の2019年と比較すると、

17.3％の減少となった。

２カ月ぶりに減少

20212022 左目盛
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　国内には現在、国連教育科学文化機関（ユネスコ）認
定の世界遺産が25件あり、そのうち５件が自然遺産と
なっています。その中で最も新しい登録が「奄美大島、
徳之島、沖繩島北部および西表島（鹿児島・沖縄）」です。
　同地域は、ヤンバルクイナやイリオモテヤマネコ
などの絶滅危惧種約95種が生息し、生物多様性を
守るのに重要な地域であることが評価の対象となり
ました。地球上には多種多様な生物が生息し「環境
＝生命」の循環を形作っています。生物種の多様さ
は環境の強靭さのバロメータで、崩れれば私たちの
生活も脅かすことにつながります。
　生物多様性を脅かす原因として①開発などの人間
活動②自然に対する働きかけの縮小③人間が持ち込
んだ外来種や科学物質④地球環境の変化―の四つが
挙げられます。
　この四つの原因は、それぞれ関連しています。例
えば移動能力が高い生き物は、適した気候の場所に
移動することで気候変動に対応することができる可
能性があります。ただ、開発で適した気候の場所が
残ってなければ、生き延びることはできません。ま
た開発によって森林の光環境が変化した結果、外来
生物が侵入する可能性もあります。
　現在、県内各地でサステナビリティー（持続可能
性）なツアーが行われています。国頭村では二酸化
炭素排出ゼロの小型電気バス「山原黄金号」を活用
した「やんばるの森ネーチャーガイドツアー」が、
西表島では旅行客も気軽に参加できる毎月のビーチ
クリーン活動もあります。多様な生き物が息づく、
やんばるや西表島の森へ出かけてみませんか。

　会社や家庭、友人関係で、ついカッとなって怒っ
てしまい、後で冷静になった時に後悔したことはあ
りませんか。アンガーマネジメントとは、怒りなど
の強い気持ちが生じても、それを適切にコントロー
ルし、問題解決を図るスキルのことです。ポイント
は怒らないことではなく、怒る必要のあることは上
手に怒り、怒る必要のないことは怒らなくて済む。
その線引きが引けるようになることです。
　アンガーマネジメントは１９７０年代に米国で生
まれました。当時は、ＤＶ（家庭内暴力）や軽犯罪
者の矯正プログラムのために作成されましたが、現
在では子供の教育やアスリートのメンタルトレーニ
ングなどさまざまな研修で取り入れられています。
　日本では、働き方改革に伴って、パワハラやセク
ハラを防止し、労働者にとって働きやすい環境を整
えようと、社会全体が力を入れ始めたことが導入の
きっかけといわれています。
　アンガーマネジメントを身に付けるメリットとし
て①怒りを感じる頻度が減り、ストレスが減少する
②怒りに任せた衝動的な行動を抑え、パワハラ防止
につながる③怒りで心が乱されず、仕事に集中でき
生産性が上がる④怒る以外の適切な解決策を身に付
けることで、人間関係を良好に保てる―などが挙げ
られます。
　アンガーマネジメントは技術的なもので、怒りの
メカニズムを認識し、スキルを学び練習すれば身に
付けることができます。より良い人間関係や職場環
境構築のためにも、この機会に学んでみてはいかが
でしょうか。

アンガーマネジメント 生物多様性

琉球銀行　営業推進部　調査役
波平　郁江

琉球銀行総合企画部サステナビリティ推進室調査役
渡久地　政彦

よりよい関係築く技術 環境の「強靭さ」を表す



53

学びバンク
沖縄タイムスに掲載のコラム　 [ 注：所属部署、　役職は執筆時のものです。]

　企業経営者の皆さまは、取引金融機関の支店長や担
当者と面談した際、金融機関が自社のビジネスモデ
ルやニーズ・課題を正確に把握できていないと感じ
ることはないでしょうか。また逆に、金融機関から
自社の課題等に関する質問をされた際に、スムーズ
に回答できなかったといったご経験はありませんか。
　自社の経営状態を把握したり、金融機関が取引企業
の経営状態を把握したりするツールとして「ローカル
ベンチマーク（ロカベン）」の活用が有効です。
　ロカベンは経済産業省が提供している、企業の経営、
財務状態の把握、いわゆる企業の健康診断を行うツー
ルです。企業の経営者と金融機関がコミュニケーショ
ンを行いながらロカベンを活用し、企業経営の現状や
課題を相互に理解することで、個別企業の経営改善や
地域活性化を図ることを目的としています。
　経済産業省の発表によると、ロカベンは全国の金融
機関において9割超の認知度があります。また、ロカ
ベンを活用した企業の約6割が「自社の経営分析・把
握ができた」との回答をしており、認知度も高まりつ
つあります。
　ロカベンを活用する1番の目的は、分析・把握した
結果を踏まえ自社の強み・弱みを「見える化」しながら、
自社の将来像「ありたい姿」を描き、現在の姿とのギャッ
プ（課題）を明確化することです。課題が明確になれ
ば、自社が取り組むべきこともおのずと決まってくる
でしょう。ロカベンを活用することで、各企業の「あ
りたい姿」に向けて、取引金融機関から適切・効果的
な支援を受ける可能性が高まることも期待できます。

ローカルベンチマーク

琉球銀行　法人事業部　主任
新田　耕太郎

企業「見える化」ツール

　2022年4月、東京証券取引所の市場区分が大き
く変わり「プライム」「スタンダード」「グロース」の
3市場に再編されました。従来の市場区分は、13年
に東証と大阪証券取引所が株式市場を統合した際に、
市場構造を維持したことに由来していました。
　しかし、二つの課題がありました。一つは、各市
場区分のコンセプトが曖昧で、多くの投資家にとっ
ての利便性が低く、2部やマザーズ、ジャスダック
の位置づけが重複していること。二つ目は、上場会
社の持続的な企業価値向上の動機付けが十分にでき
ていないことです。例えば、新規上場基準に対し上
場廃止基準が大幅に低い水準でした。
　今回の市場再編で、プライム市場では流通株式時
価総額100億円以上、株主数800人以上などの
基準が設定されました。コンセプトも「多くの機関
投資家の投資対象となりうる規模の時価総額や、よ
り高いガバナンス水準を備え、持続的な成長と中長
期的な企業価値の向上にコミットする企業向けの市
場」と明確化されました。狙い通りに課題が解決で
きれば、日本企業の価値を向上させ海外投資マネー
の誘致が期待できます。
　再編から5カ月経過し、プライム市場では時価
総額の減少や海外投資家の「売り越し」が観測され
るなど、市場再編による明確な効果は現れていませ
ん。上場を維持するだけではなく、実際に企業が企
業価値を高めるような取り組みを継続すること、そ
してそれを促すような仕組みを作ることが日本企業
と東証に求められているのかもしれません。

株式市場の再編

琉球銀行　証券国際部
宇座　大貴

企業価値上げ投資促す
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太陽グラントソントン

経済財政運営と改革の基本方針2022について

　経営情報　　　　　　提供：太陽グラントソントン税理士法人

このニュースレターのバックナンバーはホームページにてご覧になれます。http:// www.grantthornton.jp 
© Grant Thornton Japan. All rights reserved.

岸田政権以降、「新しい資本主義」というフレーズを耳にします。「経済財政運営と改革の基本方
針 2022」(令和 4年 6月 7日 閣議決定 以下、「基本方針」という。) に新しい資本主義の考え方や
重点分野が記載されており、今後の我が国の重点政策や技術トレンドが見えてきます。

「新しい資本主義」とは

基本方針において、新しい資本主義とは、資本主義のバージョンアップであるとの説明が付されており、具体
的には、下記①～③を実現する思想とされています。
① 「市場も国家も」、「官も民も」によって課題を解決すること

② 課題解決を通じて新たな市場を創る、すなわち社会的課題解決と経済成長の二兎を実現すること

③ 国民の暮らしを改善し、課題解決を通じて一人ひとりの国民の持続的な幸福を実現すること

４つの重点投資分野について

基本方針では、創造性を発揮して付加価値を生み出していく原動力は「人」であり、自律的な経済
成長の実現には、民間投資を喚起して生産性を向上することで収益・所得を大きく増やすだけでな
く、「人への投資」を拡大することにより、次なる成長の機会を生み出すことが不可欠との認識のも
とに、次の 4つを重点投資分野と定めています。

① 人への投資

② 科学技術・イノベーションへの投資

③ スタートアップへの投資

④ GX( グリーン・トランスフォーメーション)及び DX( デジタル・トランスフォーメーション)への投資

基本方針と同時に「新しい資本主義のグランドデザイン及び実行計画」(令和 4年 6月 7日 閣議決
定、以下、「実行計画」という。) が公表されています。実行計画では、重点分野別に詳細な計画を定
めていますが、その中からいくつか興味深い記載を下記に紹介致します。

・ デジタル人材育成・専門能力蓄積、そのために大学等での AI・データサイエンス・数理等の教育を
強化する。

・ 量子技術の実証環境を整備し、量子コンピュータや量子暗号通信について、エネルギー、金融、創
薬・医療、材料化学、航空、モビリティ等、幅広い分野で、実証を進め、産業化に向けた拠点整備
を進める。

・ ディープラーニングを重要分野として位置付け、企業による具体的ニーズを念頭に置き、その実
装・開発を推進する。

・ 遺伝子技術によるバイオもの作り分野に重点投資する。

・ 次世代通信インフラ 6G については、2030年頃の導入を見据えて、ネットワークから端末まで全て
に光通信技術を活用することで、現在の 100倍の通信速度と 100分の 1の超低消費電力を実現する
技術を 5年程度で確立する。

お見逃しなく！

実行計画は内閣官房(https://www.cas.go.jp/jp/seisaku/atarashii_sihonsyugi/index.html)のホームページで全
文を確認することができます。実行計画には、今後の政府の重点投資分野や法規制等の各種制度見直
しの方向性だけでなく、最近の技術トレンドが示されています。是非一読下さい。
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経済日誌

82022.

東京商工リサーチ沖縄支店が発表した

2021年度の県内企業売上高ランキング

（金融業除く）によると、上位100社の売

上高合計は、前年比6.3％減の２兆1,040

億4,300万円で、２年連続で前年を下回っ

た。売上高100億円超の企業は前年度比

同数の71社となり、増収は24社増の56社、

減収は22社減の44社だった。

韓国の格安航空（LCC)のティーウェイ航

空は、ソウルと那覇を結ぶ定期便を再開

した。那覇空港国際線の定期便は2020年

３月以来２年４カ月ぶりの運航となった

が、新型コロナウイルス感染拡大により

16日以降は運休となっている。

沖縄科学技術大学院大学（OIST)は、世界

初となるアオリイカの養殖技術を開発し

た。イカの養殖は困難とされてきたが、ふ

化から養殖までを水槽内で何世代にもわ

たって続ける「累代飼育」に成功した。安

価で効率的な養殖が可能となり、技術の

商業化が期待される。

東京商工リサーチ沖縄支店によると、

2021年度の県内建築単価は、全用途の１

平方㍍当たり単価が25万2,600円で前年

度比6.7％減と11年ぶりに下落した。新型

コロナウイルス禍で産業用の需要減少が

影響した。住宅は同3.6％増の22万6,100

円で、９年連続の上昇となった。

日本トランスオーシャン航空は、バス、ゆ

いレール、船で楽しむ沖縄観光マップを

制作した。二次交通利用を促し、レンタ

カー不足の解消を図るほか、公共交通機

関の利用増加による沖縄の自然環境保護

や、交通渋滞緩和などが期待される。

県酒造組合によると、2022年１～６月の

泡盛総出荷量（アルコール度数30度換

算）が、前期比3.0％増となり、ピーク時の

04年以降、初めて前期比を上回った。県

内、県外、海外の出荷先別を合計した総出

荷量としては18年ぶりの増加となった。

中央最低賃金審議会は、2022年度最低賃

金を全国平均で時給961円とする目安を

まとめた。現在の平均額から31円の引き

上げで、02年度に現在の方式になってか

ら最大の増加幅となった。物価高騰を背

景に、引き上げ率は３.３％となった。新し

い金額は10月ごろ適用される見通し。

通信アプリ大手LINEは、自治体の公式アカ

ウントで住民が住民票の写しや転出届、

納税証明書、印鑑登録証明書などの郵送

を申請できる自治体向けサービスを始め

ると発表した。マイナンバーカードを

使って本人確認を行い、住民の利便性向

上や行政窓口の混雑緩和につげる狙い。

財務省は、鉄道開業150年を記念した千円

銀貨幣を発行すると発表した。表面は走

行中の列車を描いた錦絵「高縄鉄道之図」

の一部を基にした図柄をあしらい、裏面

には開業当時の駅舎を復元した「旧新橋

停車場」を基にデザインした。販売価格は

１万2,300円で７万枚発行される。

農林水産省が発表した2022年上半期（１

～６月）の農林水産物・食品の輸出額は、

前年同期比13.1％増の6,525億円となり、

上半期として過去最高だった。新型コロ

ナウイルス禍で落ち込んでいた外食需要

が回復し米国向けなどが好調だったほか、

円安の進行も寄与した。

財務省が発表した７月の貿易統計（速報、

通関ベース）によると、輸出から輸入を差

し引いた貿易収支は１兆4,368億円の赤字

となった。赤字は12カ月連続で、７月とし

て過去最大だった。資源高や円安が影響

した。

総務省が発表した７月の全国消費者物価

指数は、前年同月比2.4％上昇の102.2と11

カ月連続で上昇した。ロシアのウクライ

ナ侵攻を受けて原油や穀物の価格が高騰

したほか、円安によりエネルギーや食材

などが値上がりした。

沖　　縄 全国・海外

ECONOMIC DIARY 

　経済日誌 沖縄×日本全国・海外

8.1 8.1

8.2

8.2

8.5

8.17

8.19

8.2

8.2

8.5

8.9

8.18



沖縄県内の主要経済指標

沖縄県内の主要経済指標

56



沖縄県内の主要経済指標

沖縄県内の主要経済指標

57



58

沖縄県内の金融統計

沖縄県内の金融統計

注) 銀行券増減は、端数調整により一致しない場合がある。

注) 貸出金利は、暦年ベース。

注) 不渡発生率は、不渡実数（金額）÷手形交換高（金額）×100

注 ) 県内金融機関の預金残高は、19年 2月分より日本銀行（本店）ホームページ上で公表している県内預金合計に遡及改訂した。



■令和３年
４月 No.618 経営トップに聞く　有限会社今帰仁酒造
（RRI no.177） An Entrepreneur　Lei Hale Okinawa
 　　　　　　　　ゆめじん有限会社

５月 No.619 経営トップに聞く　株式会社テンポンドジャパン
（RRI no.178） An Entrepreneur　株式会社キモノバナ
 　　　　　　　　農業生産法人　有限会社今帰仁きのこ園
 特集1 一戸あたり工事予定額からみる今後の住宅市場
 特集2 2020年度の沖縄県経済の動向

６月 No.620 経営トップに聞く　株式会社ゆにてっくす
（RRI no.179） An Entrepreneur　株式会社琉球ぴらす
　　　　　　　　　　　　　　　株式会社大田製靴店

７月 No.621 経営トップに聞く　マルユウグループ
（RRI no.180） An Entrepreneur　トゥルーバ沖縄株式会社
 特集 沖縄県の主要経済指標

８月 No.622 経営トップに聞く　沖縄ホンダ株式会社
（RRI no.181） An Entrepreneur　合同会社　AICO
 特集　沖縄県内における2021年プロ野球
 　　　春季キャンプの経済効果

９月 No.623 経営トップに聞く　有限会社  ペットクラブオーシャン
（RRI no.182） An Entrepreneur　有限会社  宮城珠算学校
 特集　拡大するeスポーツと県内の現状について

10月 No.624 経営トップに聞く　株式会社　那覇電工
（RRI no.183） An Entrepreneur　琉球ブリッジ株式会社

11月 No.625 経営トップに聞く　株式会社　大成ホーム
（RRI no.184） 企業探訪　有限会社　セントラルハウジング

12月 No.626 経営トップに聞く　沖縄明治乳業株式会社
（RRI no.185） An Entrepreneur　合同会社ケアハート
 特集 コロナ禍での労働市場の変化と働き方改革

■令和４年
１月 No.627 経営トップに聞く　株式会社日本ユニテック
（RRI no.186） An Entrepreneur　株式会社AlgaleX
 特集1 沖縄のSociety5.0を考える
 特集2 コロナ禍での県内在留外国人の動向
 特集3 沖縄県経済2021年の回顧と2022年の展望

２月 No.628 経営トップに聞く　沖縄荷役サービス株式会社
（RRI no.187） 企業探訪　たかえす畳店
 特集1 沖縄のSociety5.0を考える
 特集2 2020年度および2021年度の入域観光客数
 　　　の減少が県経済に及ぼす影響

３月 No.629 経営トップに聞く　株式会社プレンティー
（RRI no.188） 企業探訪　株式会社オカベメンテ
 特集 沖縄のSociety5.0を考える

４月 No.630 経営トップに聞く　大永建設工業株式会社
（RRI no.189） An Entrepreneur　株式会社サンダーバード
 特集1 沖縄のSociety5.0を考える
 特集2 コロナ禍における沖縄県経済の2020～
　　　　　　　　　　21年度実績見込みと2022年度見通し

５月 No.631 経営トップに聞く　株式会社宮昌工業
（RRI no.190） 企業探訪　ＮＰＯ法人おきなわグリーンネットワーク
 特集1 沖縄のSociety5.0を考える
 特集2 本土復帰後の沖縄振興の推移
 特集3 2021年度の沖縄県経済の動向

６月 No.632 経営トップに聞く　株式会社丸忠
（RRI no.191） An Entrepreneur　　株式会社 ＦＵＮＩＴ．
 特集1 沖縄のSociety5.0を考える
 特集2 沖縄県の人口・世帯の動向
 特集3 断熱基準からみる沖縄のＺＥＨ要件について

７月 No.633 経営トップに聞く　株式会社大央ハウジング
（RRI no.192） 企業探訪　株式会社シード探索研究所
 特集1 沖縄のSociety5.0を考える
 特集2 沖縄の将来推計人口(2022年6月推計)
 特集3 沖縄県の主要経済指標

８月 No.634 経営トップに聞く　株式会社 新洋
（RRI no.193） 特集1 沖縄のSociety5.0を考える
 特集2 沖縄県内における2022年プロ野球
　　　　　　　　　　キャンプの経済効果
 特集3 沖縄県の景気動向指数の作成と
　　　　　　　　　　景気の山、谷
 特集4 沖縄県の世帯数の将来推計

特集レポートバックナンバー

CON T E N T SCON T E N T S

No.6359
2022

経営トップに聞く
新里酒造株式会社
～泡盛文化を後世に引継ぎ、県民に愛される泡盛造りを進め新たな酒造りで世界に挑戦する～

代表取締役社長　 新里 建二 氏

企業探訪
株式会社沖縄ＵＫＡＭＩ養蚕
～やんばるの自然豊かな環境で未来を紡ぐ

　　『農業（沖縄産エリ蚕の養蚕）×科学』で世界に挑むオンリーワンのモノづくり～

代表取締役　 仲宗根　豊一 氏

特集1 沖縄のSociety5.0 を考える
～一般社団法人スマートインクルージョン推進機構　代表理事　竹村 和浩氏に聞く～

特集2 沖縄県内の市町村の将来推計人口（2022年7月推計）
りゅうぎん総合研究所　上席研究員　 金城　毅

新時代の教育研究を切り拓く
～イカの養殖システムの開発に成功～

沖縄科学技術大学院大学コミュニケーション・広報ディビジョン メディアセクション

（同大学のHP記事より許可を得て転載）

県内大型プロジェクトの動向151

沖縄県の景気動向（2022年7月）
～景気は、持ち直しの動きが強まる（上方修正）～

学びバンク
・アンガーマネジメント　～よりよい関係築く技術～

 琉球銀行 営業推進部　調査役　波平 郁江

・生物多様性　～環境の「強靭さ」を表す～

 琉球銀行 総合企画部　サステナビリティ推進室　調査役　渡久地 政彦

・ローカルベンチマーク　～企業「見える化」ツール～

 琉球銀行　法人事業部　主任　新田 耕太郎 

・株式市場の再編　～企業価値上げ投資促す～

 琉球銀行　証券国際部　宇座 大貴

経営情報 経済財政運営と改革の基本方針2022について
　　　　　　　　　　 提供　太陽グラントソントン税理士法人

経済日誌 2022年8月
県内の主要経済指標
県内の金融統計

01

06

35

15

08

38

40

52

54

55
56
58

表紙写真：志良堂猛史（りゅうぎん総合研究所）　撮影地：JAXA沖縄宇宙通信所（恩納村）
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